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論文の要旨 
 
 本研究は、公営住宅の「住戸」におけるグループホーム及びケアホーム、高齢者を対象とした見守り
支援、地域住民を対象とした生活・子育て・コミュニティ支援等の地域福祉活動を行う拠点を対象とし
て、公営住宅管理主体と運営者から、使用までの経緯や運営方法を明らかにし、福祉的利活用の基礎的
知見を得る。そして、利用者・団地住民・地域住民の評価を含め、既存住戸を利活用した地域福祉拠点
の展開に向けて、問題点や有効性を明らかにする。 
 公営住宅は住宅困窮者への賃貸が目的であり、本来の目的である「住居用途」以外の使用は公営住宅
法で認められていない。しかし、居住者の構成が変化し、福祉的な支援やコミュニティ活性化の要求が
高まったため、福祉施設を併設した公営住宅の建設や集会所を使用した支援、既存の空き住戸を利活用
した支援などが行われるようになる。その中でも、本研究は既存住戸転用型の事例に着目する。既存の
住戸利活用は新設に比べ使用者・利用者への金銭負担が少なく、周辺支援者や既存コミュニティを活か
した運営が可能である。また、団地や住戸特有の安心感や環境の良さ、工事が不用なため即時の使用が
可能などの利点がある。本研究は、今後の既存ストック活用や福祉的需要の展開に向けて非常に大きな
意味を持ってくる。 
 
本論文は、序論（序章）、本論（１章～５章）、結論（６章）で構成している。序章では本研究の背景
と目的を述べ、研究の位置付けを行った。１章では、公営住宅の住居用途外使用の実態把握を行い、問
題と課題を明らかにした。２章～５章では、障害者や高齢者、地域住民や団地住民を対象とした地域福
祉活動の事例を対象とし、住戸利用の有効性を明らかにした。最後に６章では、地域福祉拠点としての
有効性と住戸利活用による団地や地域に及ぼす効果を明らかにした。 
 
１章「公営住宅の住居用途外使用実績と公営住宅管理主体の意向」では、まず、合法的に住居用途外
使用が可能な手法を把握するため、関係法令を確認した。そして、住居用途外使用の実態を把握するた
め、全国の公営住宅管理主体を対象とした調査を２度（2008 年、2011 年）実施した。グループホーム等
の使用は大阪府が最も多い使用戸数で、目的外使用や地域再生計画は使用数が少なかったが、大阪市や
神戸市、兵庫県の使用事例があり近畿圏による使用が多い事が分かった。 
使用数の多い管理主体の特徴として、関連部局の連携や活用事業・政策の整備、対象者への告知など
体制整備が整っている。未使用の管理主体は、本来の目的である住居使用を優先していた。このように、
住居用途外使用は管理主体の意識に大きな違いがあることを確認した。 
 
２章「グループホーム及びケアホーム等の使用」では、公営住宅法４５条で使用が可能なグループホ
ーム及びケアホーム等の使用を対象とし、大阪府営住宅の実態把握、その効果や有効性を考察した。 
大阪府営住宅の使用は、知的障害者のケアホーム使用が多く、隣接していない２住戸を１ユニットと
して構成している。その距離は不安や不便が生じるが、移動の必然性から団地住民と接する機会が増え、
リハビリテーションの効果が期待できる。障害の程度によるが、内部は軽微な改装で運営が可能である。 
公営住宅型グループホームは運営場所の確保や開始・運営コスト、住民との交流やリハビリ効果など
の利点があり、施設から一般地域へ移行するまでの中間的な住居と捉えている。住民側も障害者と接す
ることで、福祉への興味が増加したり、癒しの効果をもたらすことが明らかになった。他にも、極力大
きな音を出さない、自治会活動に参加するなど、運営面の重要性を指摘した。 
 
３章「高齢者自立支援拠点の使用」では、補助金適正化法に基づく目的外使用を対象とした。その中
でも、神戸市営住宅の実態把握、その効果や有効性を考察した。 
全拠点を実測し「住戸活用型」「集会所使用型」「その他型」に分類し、住戸活用型を中心に考察を行
VII 
 
った。半分の拠点が内部を改装し、「一室化」と「一室化＋独立室」が行われている。バリアフリー化な
ど部分的な改装を行うことが望ましいが、既存のまま使用することも可能である。間取りの変更時は、
重要な業務の 1 つである相談用に他の行事スペースと区切られた独立室を設ける事が重要である。 
住戸活用型は、場所や内装が親しみやすく設備が充実している。少人数行事や相談業務、支援者との
連絡や緊急時対応、安心感や住民との信頼関係が築きやすいなど、常設拠点の有効性が明らかになった。
また、高齢化率の高い団地に求められる小規模で多機能な支援活動が、迅速かつ低予算で展開が可能で
あり、住民の信頼も得やすい。位置や間取りに関して幾つかの指摘を行ったが、住戸を活用した拠点は
高齢者支援の機能を果たし、集会所等の利用より活動の効果が高い。 
 
４章「地域活性化拠点の使用」では、３章と同じく目的外使用を対象としている。その中でも、大阪
市営住宅の実態把握、その効果や有効性を考察した。 
高齢者支援や子育て支援サービスの提供など、団地や地域の活性化に取り組む団体へ住戸を提供して
いるが、主な利用対象者は児童・高齢者・障害者であった。内部を１室空間へ改装した拠点も見られた
が、多くは既存の状態で使用中である。全て１階に設置されており住民への認知度が高い。運営者は新
たな拠点が低予算で確保でき、公的な場の活動は利用者や周辺住民の理解や信頼を得やすいなどの利点
がある。利用者は利用料の安さや環境の良さといった利点がある。団地住民も子供の遊ぶ声や姿を見る
など、適度な日常の変化が生まれるという効果が明らかになった。 
地域活性化活動による利活用は、団地外の住民を対象とした活動が多く、団地では少数となった子供
や子育て世代、周辺地域との接点創出の効果がある。また、都市型公営住宅利活用の特徴を明らかにし
た。 
 
５章「地域支援活動拠点の使用」では、地域再生計画内の使用を対象としている。その中でも、兵庫
県営住宅の実態把握、その効果や有効性を考察した。 
社会福祉法人等の団体ではなく、住民組織が使用している点、団地外の隣接地域の住民が公営住宅を
使用している点が特徴である。住民組織による運営のため、高度な福祉サービスは実施できない。しか
し、支援は見守りや会話などベーシックな方法で行われており、同じ住民同士という立場から事情や関
係性も認知しており、運営は円滑に行われていることが明らかになった。 
空き住戸を活用した地域支援活動は、見守りや住民交流など基礎的な支援を住民自身が実施しており、
今後地域福祉化の推進に向けた福祉の基盤づくりの効果が期待できることが分かった。また、郊外型公
営住宅活用の特徴を明らかにした。 
 
以上の結果を６章「結論」でまとめ、公営住宅の住戸を利活用した地域福祉拠点の実態を明らかにし、
今後の住戸利活用の促進への展開や、地域福祉拠点の展開に向け設置が望ましい場所や求められる空間
条件に対する考察を行った。専門職による福祉サービスや対象者を限定した活用は「直接効果」が高い。
また、支援や行事など団地住民を対象とした活用は２次的な「間接効果」として、コミュニティ再生の
効果が期待できる。更に、直接効果と間接効果は、安心感や不安の低減、癒しなど主に住民の意識変化
をもたらす「波及効果」が期待できる。 
また、「地域福祉援助をつかむ」で提言された地域福祉の概念をもとに、建築計画分野の役割を考察し
た。「地域を基盤としたソーシャルワーク」には地域福祉拠点の場の提供が求められ、「地域福祉の基盤
づくり」には多様な人や用途が共存した地域とコミュニティが必要となることが明らかになった。 
既存住戸・既存コミュニティを活かせる点が、本研究の対象とした住戸利活用の利点である。支援の
実施や住民コミュニティの活性化により、団地再生の効果も期待ができる。また、支援拠点の確保や福
祉意識の向上など、公営住宅の福祉的利活用は地域福祉の展開に大きく寄与することになると判断でき
る。 
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序章 研究の背景と目的 
 
 
 
１．研究の背景 
 
 本研究は、公営住宅の「住戸」におけるグループホーム及びケアホーム、高齢者を対象とした見守り
支援、地域住民を対象とした生活・子育て・コミュニティ支援等の地域福祉活動を行う拠点を対象とし
て、公営住宅管理主体と運営者から、使用までの経緯や運営方法を明らかにし、福祉的利活用の基礎的
知見を得る。そして、利用者・団地住民・地域住民の評価を含め、今後の地域福祉拠点の展開に向けて、
既存住戸利活用の有効性や問題点を明らかにする。本研究の背景と目的を以下に述べる。 
 
１－１．研究の背景 
 研究の背景としてまず第１に、現代社会ではそれぞれ個人の時間や生活を優先し、独立した暮らし方
を営む者が多くなっている。その結果、地域における住民相互の社会的なつながりが希薄化してしまい、
かつての家庭や地域の相互扶助機能が衰退してしまった。公営住宅においても、高齢者や低所得者・外
国人・単身入居者増加の影響で、住民同士の関係性が希薄になり、自治会機能の低下やトラブルの多発、
孤立などを引き起こしている。その影響から、高齢者の引き篭もりや孤独死が大きな問題となっている。
今後の高齢化進行により状況は更に悪化が予想される。 
 第２に、近年の深刻な経済不況による低所得者及び住宅困窮者の増加である。これにより、高齢者や
障害者など生活支援を要する人々は、一層厳しい状況に置かれている。また、既存住民の状況も厳しい。
経済状況の回復が見込める者よりも、高齢者や認知症患者、要介護者など経済的不安が高まる者が増加
し、団地内の状況はさらに悪化する。このように、今後増加が予想される生活支援を要する人々への住
宅供給、既存住民の高齢化対策など、福祉住宅や福祉的用途を併設した公営住宅の設置が求められる。 
 第３に、今後の社会福祉は岡村重夫が提示する「地域福祉」が主流となり、大規模施設の長期入所・
集団ケアから小規模多機能なコミュニティケアへと大きな転換を迎え、関連法令の改正などが行われて
いる。各地で宅老所、認知症高齢者や障害者の為のグループホームやケアホーム、住民参加型在宅福祉
サービスなど、地域福祉に沿った活動やサービスが実施され、地域への生活移行、脱施設化、地域包括
ケアへと展開されている。しかし、複雑多様化した福祉支援の確立は容易ではない。まずは、地域住民
が参加しやすく、福祉サービスが実施しやすい活動の場を地域の中で探し出さなくてはならない。新た
な地域福祉活動拠点の確保という大きな課題が残されている。 
 第４に、日本における人口構成の変化である。人口減少や少子高齢化に伴い、高齢者中心の社会構造
への転換が迫られている。また、２０１０年に行われた「平成２１年度空き家実態調査」（国土交通省）
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では、日本の空き家は６６０万戸（全体の約１２％）となっており、特に１９５０年以降に整備された
住宅などの社会資源が老朽化や需要の低下により、ストックとして残されている。一方で、需要が高ま
る福祉施設は不足するなど、ミスマッチが発生している。今後、残された社会資源の再構成が必要とな
るであろう。公営住宅では、第２で挙げた通り需要の高騰により不足が予想されるが、特に郊外地域に
おいて立地条件の悪さ、老朽化などの要因から空き住戸が発生している。都市部においても事故住宅や
政策空き家など恒常的な空き住戸が存在する。今後は、これらの既存資源を見直し、利活用しなくては
ならない。 
 
１－２．公営住宅の現状 
 戦後、公営住宅は住宅不足への対応策として、住宅に困窮する低所得者の居住水準の安定や向上のた
めに建設された。高度経済成長期の昭和４０年代には大都市への人口集中や世帯増への対応として大量
供給され、その数は、全公営住宅ストック約２１８万戸の約４割に当たる約８２万戸を占めているとい
われている。そして現在、その昭和４０年代に大量に供給された公営住宅が一斉に更新時期を迎えてお
り、対応が求められているが、現在の経済状況や地球環境などの要因から、全てを建替えることは困難
である。現在の住戸ストックを長期的視点で、いかに効率的かつ的確に活用していくかが今後の課題と
なっている。ストック活用以外にも、収入超過者、募集倍率の偏り、入居期間の長期化など多くの課題
が残る公営住宅だが、特に高齢化とコミュニティの衰退は大きな問題である。 
 健康な高齢者でも、バリアフリー化されていない住棟住戸が多いため、段差や階段が障害となり、住
戸内の事故が発生している。また、傾斜や高低差が多い団地では外出も困難となり、食料品などの確保
が難しく、近隣住民との接触も減少し部屋に閉じこもってしまう。このような状況がさらに体力の低下
を招き、事態は悪化していく。 
 １９８０年の公営住宅法改正に伴う「入居資格の拡大」により、低所得者や高齢者、障害者や生活保
護受給者などの単身居住が可能となった。その後、ＤＶ被害者や外国人などの新たな住宅困窮者も公営
住宅の入居対象となった。そういった自治会や近隣活動を行う余裕がない人々が集中すると、コミュニ
ティの形成が非常に難しくなる。更に、防犯、防火、教育、自治などの地域環境に関心を持たない人々
と生活を共にすると、様々な問題を引き起こすことになる。施設的な性質が公営住宅に求められている
にも関わらず、住宅としてのハードだけを提供している供給側とのギャップがこの問題を生み出してい
る。 
 多くの課題を抱える公営住宅の対策として、収入や家族構成、年齢や入居時期など多様な住民による
ミックスドコミュニティや、子育て世帯の優先入居、福祉施設の設置、周辺地域との一体化などの試み
が行われているが、まだ大きな成果を残せていない。 
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１－３．今日の公的住宅政策 
 公営住宅の目的は、「住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸」することにより、「健康
的で文化的な生活を営むに足りる住宅」（公営住宅法第１条）として整備することにあり、市場において
供給されない低額所得者向けの賃貸住宅として供給されてきた。国の第８期住宅五箇年計画においては、
「良質な住宅ストックを形成し、それを適切に維持管理し、市場の中で円滑に流通させることができる
よう、住宅市場の環境整備を図るほか、適切な市場の誘導・補完を行い、併せて福祉・医療施策等関連
する分野との連携を図りつつ」次の基本課題に重点的に取り組むとされている。 
① 国民の多様なニーズに対応した良質な住宅ストックの整備 
② いきいきとした少子・高齢化社会を支える居住環境の整備 
③ 都市居住の推進と地域活性化に資する住宅・住環境の整備 
④ 消費者がアクセスしやすい住宅市場の環境整備の推進 
 
 平成１２年の「住宅宅地審議会」の答申において、今後の住宅政策の新たな方向として、「市場重視」
「ストック重視」への転換が重視されることになり、公の役割として「市場の環境整備」「市場の誘導」
「市場の補完」に限定することが示されている。この中でも、公営住宅において、市場を補完し居住に
関するセーフティーネットとしての役割を担う必要が指摘されており、次のような施策展開が示されて
いる。 
① 公営住宅ストックの総合的活用の推進 
② 新規供給について、需要の大きい大都市地域での供給や地域活性化に資するものの供給等への重
点化 
③ 住宅困窮者に対する的確な供給のための入居者資格、管理等の適正化 
 
 第８期住宅五箇年計画が終了した後、国において住宅建設計画法及びそれに基づく住宅五箇年計画に
替わる新たな住宅政策に対応した制度的枠組みの検討が行われ、社会資本整備審議会住宅宅地分科会に
おいて、「公営住宅をはじめとする公的賃貸住宅ストックの有効活用等による住宅セーフティーネットの
機能向上」として、次のような方向性が示された。 
① 地域全体における住宅セーフティーネット機能の充実に向けた既存ストックの有効活用 
１）公的賃貸住宅制度間の弾力的運用 
   ２）公営住宅への入居における公平の確保 
   ３）公共賃貸住宅のストック更新の円滑化 
② 福祉との連携 
  １）高齢者の安心、安全な住まいの確保の支援 
   ２）子育て世帯の入居支援 
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     ３）障害者世帯の入居支援 
     ４）ＤＶ被害者等多様化する社会的弱者の入居支援 
 ③ 活力ある都市・地域づくりのための公的賃貸住宅の活用 
     １）公営住宅等の再編等によるまちづくり 
     ２）公的賃貸住宅の活用による街なか居住等への対応 
     ３）公的賃貸住宅の活用による密集住宅市街地整備等の推進 
 ④ 民間等の活力の活用 
 
 これまでの住宅政策の基本的枠組みは、政策手法の三本柱である公営住宅制度、日本住宅公団（現在
の都市再生機構）、住宅金融公庫（現在の住宅金融支援機構）を活用し、新規供給を中心とする住宅不足
の解消や居住水準の向上等が図られてきた。しかし、少子高齢化や人口構成の変化に伴い、既存住宅の
性能向上のみならず、住宅地全体の安全性の確保、良好な街並みの形成、コミュニティの回復など地域
における住環境の形成、生活・福祉・健康・文化など居住サービスの確保といったより広がりのある住
生活の「質の向上」への転換、市場重視・ストック活用への方向転換が求められている。その中でも福
祉分野への活用と地域活性は喫緊の課題であるといえる。 
 
 
２．地域福祉 
 
２－１．地域福祉の推進 
 日本の福祉は社会状況や福祉ニーズの変化に伴い、法律や制度が改正され、サービスやケアなどの支
援も見直しが行われてきた。しかし、２０００年を境にして日本の社会福祉の仕組みは大きく変化した。
社会福祉法の制定や介護保険制度、障害者支援費制度が施行されたが、これらは中央社会福祉審議会の
「社会福祉構造改革分科会」で示された下記３点による社会福祉基礎構造改革によるものと捉えられて
いる。 
① 個人の自立を基本とし、その選択を尊重した制度の確立 
② 質の高い福祉サービスの充実 
③ 地域での生活を総合的に支援するための地域福祉の充実。 
 以前の社会福祉事業は、行政や社会福祉法人など一部の者しか実施できなかったが、構造改革により
ＮＰＯや一般法人の事業参入を認め、サービス供給団体の多元化を図った。これにより、福祉サービス
の向上や選択肢の増加など企業や民間活力を活かした社会福祉の構造へと変える狙いがあった。 
 
 ２０００年に改正された法制度の中でも、社会福祉法の影響は大きく、福祉サービスの措置制度から
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利用制度への移行などを内容とした「利用者本位の社会福祉制度の実施」とともに、地域福祉計画等を
内容とした「総合的な地域福祉の推進」が大きな柱となっている。そして特に重要な点は第４条「地域
福祉の推進」の位置付けである、これにより地域福祉が初めて法律に明文化されることになった。 
 
 日本で初めて地域福祉の理論を体系化したのは、岡村重夫（1906－2001）である、彼はアメリカやイ
ギリスのコミュニティケアの理論から地域福祉論を構想し、「地域福祉研究」（１９７０）、「地域福祉論」
（１９７４）を上梓する。その後、地域福祉が主流化するまで約４０年を要することとなるが、その過
程を大橋謙策は下記の４つの時期区分を行っている。 
 第一期（1945－1970）：貧困問題を中心とした時代（終戦直後の貧困問題に対応するための基盤整備） 
 第二期（1970－1990）：施設福祉を中心とした時代（増大する福祉ニーズに対する福祉施設建設対応） 
 第三期（1990－2000）：在宅福祉を中心とした時代（地域福祉につながる方向性が示された） 
 第四期（2000－  ）：地域福祉を中心とした時代（地域福祉の法整備などにより現実化されてきた） 
 そして、その後の地方自治体による地域福祉計画の策定が行われ、ようやく地域福祉の時代が到来す
る。 
 
２－２．地域福祉援助論 
 
今後の地域福祉の主流化に向けて、社会福祉分野における実践研究が進められているが、多くは発展
途上であり成熟にはまだ時間を要する。地域福祉研究の中で、岩間伸之、原田正樹は著書「地域福祉援
助をつかむ」1）において、地域福祉のあり方として、「地域福祉援助」という２つの概念を含んだ考え方
を提言している。それは、「地域を基盤としたソーシャルワーク」と「地域福祉の基盤づくり」であり、
相互に関係のあるものとして一体的にとらえて展開しようとする実践概念である。在宅福祉を中心とし
たサービスの展開から、地域を基盤としたソーシャルワークの将来像は垣間見えるが、地域福祉の基盤
づくりの構築はまだ課題が残されている。同書では「地域を基盤としたソーシャルワーク」「地域福祉の
基盤づくり」はシステムの大きさに違いがあっても、いずれも地域の諸問題の解決に際し、専門職のみ
ならず当事者を含めた地域住民が主体的に関与するという地域福祉の基本的な考え方にもとづいている。
また、支援に関わった地域住民がその過程で新たな気づきを得て、地域の他のニーズや可能性のある人
に手を差しのべる。これにより個を支える地域をつくる「福祉への気づき」が地域福祉援助の出発点だ
と述べている。 
また、従来の福祉支援は「個」が生活圏域を離れ専門機関へ行き、支援を受ける形式が主流である。
これでは地域や環境との相互関係を排除して特定の問題のみを取り上げることになる。一方、地域福祉
援助は専門機関からソーシャルワーカー等の専門職が地域へ行き、本人の生活の場で援助を展開する。
これにより、地域の支援者と共に環境と本人との一体的支援が可能になると述べている（図序－１）。 
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図序－１ 支援方法の違い 
 
 一方、建築学分野における福祉研究は、施設福祉や在宅福祉、地域に設置した小規模多機能施設の研
究が中心である。政策の推進、実践が進められている本研究の調査時点では、地域福祉を対象とした研
究は非常に少ない。建築学における研究として、福祉サービス拠点、当事者、住民コミュニティを対象
とした視点が考えられる。さらに、それぞれの分野だけに留まらず、両分野における学際的な視点や研
究が求められる。 
 
２－３．地域福祉拠点 
 ＮＰＯや地域住民など新たな支援の担い手が求められるならば、地域内に活動拠点が必要となるだろ
う。また、ソーシャルワーカー等の専門職も地域外から通うだけでなく、地域内に出張所として拠点を
設置することで、支援の効果が高まると思われる。地域福祉がまだ未成熟な状態で、拠点のあり方は定
まっていない。そこで、地域福祉拠点の定義、拠点に求められる空間条件を設定した。 
 
「地域福祉拠点」 
地域福祉実践のため、ソーシャルワーカー等の専門職が地域内に設置する活動の場。もしくはＮＰＯ
や地域住民が主体的に関与し、問題解決に向かい協働する場。同時に、それらが地域と一体となり地域
福祉の基盤づくりを推進する場。 
 
「地域福祉拠点に求められる空間条件」 
１）ソーシャルワーカー等の専門職が活動しやすい場（支援対象：障害者、高齢者、母子、低所得者、
引き籠りや社会的孤立者等への支援） 
① 拠点が設置しやすく、活動を始めやすい 
   ② 運営や支援が問題無く実践できる 
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２）新たな担い手が活動に参加しやすい場（新たな担い手：ＮＰＯ、地域住民） 
① 生活圏内にあり、認知されやすい場所 
② 入室しやすく親しみのある空間 
３）地域福祉の基盤づくりを推進しやすい場（基盤づくり：当事者性、福祉意識の向上、協働、早期発
見・早期対応） 
① 活動状況や日常が住民へ伝わりやすい 
② 専門職や支援者、住民などが協働できる 
③ 住民の心の拠りどころとなる 
 
２－４．地域福祉拠点の展開に向けた建築計画分野の役割 
 建築計画分野が担う地域福祉拠点の展開を、「地域福祉援助」の２つの概念を元に考察する（図序―２）。 
・地域を基盤としたソーシャルワーク 
２－３．地域福祉拠点で述べた通り、活動には場が不可欠である。地域外から支援を行うのではなく、
住民が暮らす生活圏内に拠点の場を提供することで、効果的な支援の実施が期待できる。 
・地域福祉の基盤づくり 
 今後は、専門職のみならず、当事者を含めた地域住民が諸問題に対して主体的に関与していかなくて
はならない。地域福祉の基盤づくりには、年齢や性別などの住民属性、住居や店舗・福祉拠点など、多
様な人や建築物の用途等が共存すべきである。単一用途・住民属性では、問題も拡大傾向となり地域で
対応が難しくなる。多様な住民・用途により、人や福祉との接点が増え、コミュニティや福祉意識の向
上が期待できる。 
本研究では、単一用途、住民属性の偏りから多くの問題が発生する公営住宅において、既存住戸を福
祉的利活用した支援の効果、住民コミュニティの活性化や地域住民との接点創出による団地再生の効果
を考察する。また、公営住宅の空き住戸活用は、地域福祉拠点の設置に有効的であるとの立場に立ち、
求められる空間条件に加えて、今後の展開に向けた方向性を検討し、建築計画の視点から地域福祉拠点
の展開を考察する。 
 
 
 
 
 
 
図序－２ 地域福祉援助の概念（左図）をもとにした建築計画分野の視点（右図） 
（岩間伸之、原田正樹（2012）「地域福祉援助をつかむ」有斐閣） 
（Ａ）個を地域で支える援助（Ｂ）個を支える地域をつくる援助（Ｃ）地域福祉の基盤づくり 
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３．研究の目的 
 
 以上より、本研究の目的は、公営住宅の福祉的利活用の有効性を見出すため、第一に、住居用途以外
の使用事例を対象とした実態把握を行う。第二に、公営住宅管理主体と運営者、利用者と団地住民によ
る使用の評価と問題点を明らかにすることで、使用までの経緯や運営方法などの基礎的知見を得て、有
効性や地域福祉拠点の展開の可能性を探る。本研究では、次の３つの課題を設定し、検討を行う。 
１）住戸利活用の展開 
実態把握と検討を元に、既存住戸利活用の利点を管理主体や運営主体の立場から考察する。また、新
築との比較や社会的意義をまとめ、今後の展開に向けた問題点を指摘する。 
２）団地再生の展開 
高齢者の見守り、住民コミュニティの活性化、生活支援など、現在高齢化を主とした団地内問題への
対策として、支援拠点の確保や自治会の活性化、住民相互扶助機能の回復など、団地内問題への展開の
可能性を明らかにする。 
３）地域福祉拠点の展開  
 「２－３．地域福祉拠点、２－４．地域福祉拠点の展開に向けた建築計画分野の役割」で掲げた地域
福祉拠点に必要な空間条件、設置が望ましい用途や場所をもとに、公営住宅を利活用した地域福祉拠点
の展開について考察する。公営住宅の福祉的利活用の有効性を明らかにすることが、本研究の主な目的
である。公営住宅を対象とする意義は下記の２点である。 
① 高齢者や低所得者など生活困窮者が多く暮らす公営住宅は、一般地域以上に状況は厳しく問題が
多い。一般地域より支援の優先順位が高いと判断する。 
② 地域福祉が一般化するまでは、行政主導も必要である。そのため、地域内で場所の偏りが無く、
活用ができる公的な場所が求められる。その中でも、公営住宅は適した場だと判断する。 
以上のように、地域福祉化への「必要性」と「実効性」が高い場が公営住宅だと考える。 
 
４．研究の対象 
 
 公営住宅は住宅困窮者への賃貸が目的であり、本来の目的である「住居用途」以外の使用は公営住宅
法で認められていない。しかし、平成８年の同法改正により、第４５条「社会福祉法人等の使用」が追
加され、住居用途以外の使用が可能となった。その後、法令や省令の改正により、使用用途や使用者が
拡大されている。そして、平成１４年の公営住宅団地建替えにおける社会福祉施設の併設に関する指針
では、一定規模（１００戸以上）の建替えを行う場合、社会福祉施設の併設を検討する事が求められ、
団地敷地内への福祉施設併設や下階を福祉施設にした公営住宅の建設が行われる。さらに、平成１７年
には、内閣府による地域再生法が施行され、今まで制度上可能であったが、被災・被害者への救済入居
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に限られていた公営住宅の目的外使用が緩和された。その後、平成２１年には、公営住宅の地域対応活
用が国土交通省から知事あてに通達され、本来の入居対象者の入居が阻害されない範囲内で地域の実情
に対応した弾力的な活用（地域対応活用）を実施することが求められた。他にも、集会所や共用部など
を使用した、ふれあい喫茶やふれあいリビング、シルバーピア住宅の団らん室などの活用事例がみられ
る。公営住宅における福祉的活用の事例を次の４つに分けることができる。 
１）新築時挿入型：下層階や一部に福祉施設を併設した住宅を建設するもの 
２）余剰地活用型：団地内の空き地へ福祉施設を建設するもの 
３）共用部転用型：集会所や近隣店舗、事務室などを福祉的な用途で使用するもの 
４）住戸利活用型：既存住戸を福祉的な用途で使用するもの 
 具体的な事例として、新築時挿入型は熊本県営住宅の健軍団地や大牟田市営新地東ひまわり住宅など
があり、余剰地活用型は、新千里西町Ｂ団地や大牟田市営橘団地などがある。そして、共用部転用型は、
高槻芝生住宅や兵庫県営福井鉄筋住宅などがあり、住戸利活用型は、大阪府営住宅や大阪市営住宅、神
戸市営住宅や兵庫県営明舞団地における「住居用途」以外の使用が見られる。その中でも、住戸利活用
型は、既存の住戸を使用するため新設に比べ使用者・利用者への金銭負担が少なく、周辺支援者や既存
コミュニティを活かした運営が可能である。また、団地や住戸特有の安心感や環境の良さ、工事が不用
なため即時の使用が可能など、今後の既存ストック活用や福祉的需要の展開に向けて非常に大きな意味
を持ってくる。 
 以上、公営住宅における福祉的活用が行われているが、本研究では既存の住戸を使用した事例を対象
とし、特に福祉的利活用を主な対象とする。 
 
 
５．既往研究の整理と本研究の位置づけ 
 
 本研究は公営住宅の住戸を利活用した事例を先駆的取り組みとして捉え、使用までの経緯や実態把握、
関連する人々の評価を通じて、既存ストック活用と福祉的展開の方向性を考察しようとするものである。
公営住宅と福祉に関連するものとして、以下の研究領域がある。 
① 公営住宅ストック活用に関する研究 
② 公営住宅と福祉政策に関する研究 
③ 公営住宅団地問題に関する研究 
④ 福祉施設併設型公営住宅に関する研究 
⑤ 公営住宅の住戸を福祉的活用した事例に関する研究 
⑥ 地域福祉に関する研究 
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５－１．公営住宅ストック活用に関する研究 
公営住宅ストック活用に関する研究では、梶浦恒男の「ストック時代の住まいとまちづくり」2）にお
いて、日本における住宅寿命の短さやスクラップ・アンド・ビルドがもたらす日本への弊害を指摘し、
戦後のフロー型ハウジングからストック型ハウジングへと状況が変わり、大きな転換期を迎えている事
を強調している。そして、ストックハウジングの特質として、①既存の住空間（建物）が存在する。②
住民が居る。③地域との結びつきが強い。という３点を挙げ、ストック対応は地域性や個別性が強くな
り、独自の対応が求められる。それは、住民と地域社会の良質な繋がりが求められると指摘している。
そして、ストック社会の定着により、継続的な町並みの形成や住文化の育成を描き出している。 
 また、団地におけるストック活用に関する方向性として、松村秀一は「団地再生」3）において、日本
より先にストック時代を迎えた欧米の公的集合住宅再生事業を挙げ、フランス、ドイツ、デンマーク、
スウェーデン、アメリカの事例から、フロー型からストック型への取り組みや経緯を国別に整理してい
る。特に欧米での再生事例には、戦後のマスハウジング事業が及ぼした生活環境悪化や社会問題の解決、
コミュニティ再生を同時に試みている点を指摘している。また、団地再生におけるプロセスや財源、計
画や工事の内容など詳細かつ具体的な事例を明らかにしている。 
 ストック重視型の新たな計画体系に移行するとともに、行政・事業者・国民等が共有すべき基本理念
や責務を位置づけた基本法制である「住生活基本法」に関して、加藤永は「住生活基本法におけるスト
ック活用への取り組みについて（2006）」4）において、法案提出の背景と経緯、審議内容や法案の目的と
概要を解説している。この法案により、住宅セーフティネットの確保を図りつつ、健全な住宅市場を整
備するとともに、国民の住生活の「質」の向上を図る政策への本格的な転換を図る道すじが示された。
それを受け各自治体では、住宅マスタープランの策定や住宅施策の見直しを行い、公的住宅のストック
活用に取り組むこととなる。 
 また、全国の自治体が策定する「公営住宅ストック総合活用計画」を対象とした研究として、中山友
浩らの「公営住宅の再生計画に関する研究 －公営住宅ストック総合活用計画の考察－（2005）」5）があ
る。各自治体における策定状況やフロー、進行状況や見直しなどの実態を明らかにしている。 
 既存ストック活用の視点から、福祉コンバージョンを課題とした研究として、森一彦らの「空き家・
空きビルの福祉転用（2012）」6）がある。住居・集合住宅・施設・店舗・倉庫などの社会資源を福祉的な
用途へコンバージョンした事例の報告、使用までの制度と技術的な分野をまとめた貴重な研究であり、
今後の地域福祉に向けた新しい施設形態として既存建築物の福祉活用を意義づけている。また、単なる
資源の活用ではない、既存建築物を再活用することの意味と価値を述べている。今後の福祉ストック活
用に対する方向性を示した。 
 本研究では、これらの成果を踏まえながら、ストック活用社会の方向性、特に各自治体が示す住政策、
公営住宅におけるストック活用の展開について把握を行うものとする。 
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５－２．公営住宅と福祉に関する研究 
公営住宅と福祉に関する研究として、玉置伸俉の「公営住宅に関する計画論的研究」7）がある。この
中で、公営住宅の果たしてきた役割、評価を行政的、技術的側面および居住者の実態調査から客観的に
整理している。また、今日の公営住宅需要量を定性的、定量的に試算しているほか、行政組織の実態分
析も進め今日の住宅事情、用地事情、財政事情のもとでの公営住宅のあり方について論じている。更に、
公営住宅政策の無作為さから、普遍的な「国民住宅」から低所得者に対する「福祉住宅」への変質を指
摘している。 
また、公営住宅政策と福祉政策に関する代表的な研究として、平山洋介の「公営住宅政策と福祉政策
の関係に関する基礎的研究」8）がある。公営住宅政策と社会福祉政策の関係に内在する問題の抽出、関
連の必要性を導き出している。平山も同じく公営住宅の「福祉住宅」化を指摘し、福祉施策上の問題を
抱える世帯の特定地域への集中、それらが引き起こす問題を述べている。公営住宅のあり方が福祉施策
の問題に強い影響を与え、社会福祉制度の効果を左右する。すなわち、今日の公営住宅は社会福祉制度
の問題と深い関わりを持つに至り、両政策の関連付けの必要性を示唆した。 
地域福祉の視点から公営住宅と福祉の関係性を考察した研究にリム・ボンの「公営住宅事業における
地域福祉機能の展開に関する研究」9）がある。公営住宅供給を軸とした住宅施策と福祉施策の関わりに
焦点を当て、その活用効果の解明に取り組んでいる。その中で、地域福祉は限定的な福祉サービスでは
なく、地域の自治と共同を目指すまちづくりであり、公営住宅と周辺地域社会との相互関係、地域づく
りの重要性について論じている。英国と政策の比較検討を行い、福祉機能の展開の可能性について結論
付けているが、住宅供給を軸とした１９８０年代に行われた調査のため、建替え事業を中心とした考察
となっている。地域福祉の展開における公営住宅の役割は、より重要性を増している。しかし、前述の
ように、人口構造の変化から社会資源の有効活用、既存ストック活用を行う社会へと変容しており、本
研究では既存の住戸を利活用した事例を研究対象としている。ここが本研究の特徴の一つである。 
   住宅政策と福祉政策の運用段階の実態を明らかにした研究として、佐藤由美の「住宅と福祉の連携
による高齢者居住政策の形成と展開」10）がある。この中で、１９８０年代から実施され始めた住宅と福
祉の連携に基づく高齢者居住対策に焦点を当て、それぞれの施策の運用段階の実態や実践から導き出さ
れる課題に関する検証が十分に行われていないという視点から、政策の成立から今日の変遷と実態の把
握を通じて、これからの居住政策の方向性を考察している。 
   同じく住宅政策と福祉政策に関する研究として、園田眞理子の「住宅政策と福祉政策の統合的な展開
に向けて」11）がある。園田は、福祉的需要が高くなった今日、公営住宅の概念を拡大し地域の実情に対
応した包括的かつ統合的な居住支援の必要性を指摘している。また、新築ではなく既存住宅の利活用や
既存施設の用途転換による量的確保の可能性を示唆している。更に、障害者自立支援法施行による知的
障害者の居住の場、地域支援の重要性を示している。 
   福祉分野の中でも特に高齢者ケアと公営住宅について考察した研究として、井上由起子の「高齢社会
序章｜研究の背景と目的 
 
13 
 
における公営住宅の可能性」12）がある。地域包括ケアに欠かせない概念である自助・互助・共助・公助
との関連性を意義づけ、各事例の調査から公営住宅における高齢者ケアの考察を行っている。井上は介
護保険でカバーされる施設系サービスと違い、対象から外れる住宅系サービスはボランティアや地域社
会による互助で担える社会を描き出しているが、同時に高齢化社会における互助機能の低下も指摘して
いる。 
   社会福祉分野における住宅研究の考察を行った研究として、白澤政和の「社会福祉における都市住宅
研究の現在」13）、児玉桂子の「高齢者福祉と都市住宅の境界領域における研究動向と展望」14）が挙げら
れる。白澤は社会福祉学における住宅研究の少なさを指摘し、福祉政策だけでなく住宅やまちづくりと
いった生活環境面での整備の必要性から、学際的研究の拡大を示唆している。同じく児玉も社会福祉と
生活環境の接点の少なさを指摘し、今後、住宅や施設と地域の接点に関する研究、住宅と保険福祉サー
ビスの接点に関する研究、高齢化社会に対応した地域計画に関する研究を望んでいる。 
   本研究では、住宅政策と福祉政策の関連性や重要性を踏まえ、今後の地域福祉社会を展開するにあた
り、公営住宅の福祉的な活用、新たな拠点としての可能性など、福祉をキーワードとした団地再生、地
域再生への展開について検討を行うものとする。 
 
５－３．公営住宅団地問題に関する研究 
１）高齢者 
公営住宅における高齢者問題の研究として、横山俊祐の「公営住宅における高齢者福祉の現状と課題」
15）がある。１９８０年の公営住宅法改正から現在までの関係法令改正、管理主体の対応など高齢化社会
へ対応した公営住宅政策がまとめられており、高齢者福祉の推進に向けて公営住宅の果たすべき課題は、
①バリアフリー化、②入居の優遇、③安心居住、④福祉施策との連携、と指摘している。また、ふれあ
いサロンやミニデイなどの共助型福祉の展開について解説している。横山は、高齢者が自主的に、日常
的に、気軽に振る舞うことのできるハード・ソフトの仕組みづくりの重要性を指摘しており、集会所の
コモンリビング化を提案している。 
高齢化の現状と対策を分析した研究として、佐々木伸子の「公営住宅における高齢化問題と対策の動
向」16）がある。全国の自治体を対象とした調査を行い、公営住宅の高齢化の現状、孤立・孤独死の実態、
高齢化対策の取り組み状況を明らかにしている。その中で、都道府県では約７０％、市区町村では約３
５％の自治体で孤独死が発生しており、人口の集中しやすい地域で発生件数が多く、周囲との関わりが
少なく孤立した状態が発生の大きな要因となっていると指摘されている。また、高齢化対策にはバリア
フリーなどの建築空間面の対策だけでなく、住民同士の交流を促進する孤立化防止など住環境面からの
働きかけが必要であり、自治体による高齢化対策の方向性の見直しを指摘している。 
他にも、阪神淡路大震災の事例を通して孤独死の実態把握を行った研究として、田中正人らの「震災
復興公営住宅における「孤独死」の発生実態と居住環境の関係」17）がある。神戸市内の復興住宅におけ
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る孤独死者を対象とし、発生実態と居住環境特性との関係性を分析している。その中で、孤独死は経済
的・身体的に不利な状況にある人々や、社会的接点を持たない人々に危険性が高く、大規模・高層住宅
において、社会的孤立を発生しやすいと結論付けている。本研究でも、震災復興公営住宅に居住する高
齢者を対象とした見守り支援活動を研究対象としている。孤独死をはじめとする高齢者問題は、現在復
興住宅で顕著に表れているが、今後の超高齢化社会において、一般公営住宅にも影響がみられてくる。 
 
２）障害者 
   公営住宅における障害者を対象とした研究は、車いす対応のバリアフリー住宅に関する身体障害者を
対象とした空間構成の研究が多く、本研究で対象としている精神・知的障害者を対象とした研究は、施
設から一般社会へと復帰する場合の居住支援システム、身元保証人及び家賃責務保障など居住支援に関
する研究が多くを占めている。精神・知的障害者と公営住宅に関する研究はまだ未開拓であり、本研究
で調査を行った知的障害者グループホームの研究は、今後の社会復帰へのステップとして一助となると
思われる。 
精神障害者の住宅確保に関する研究として、山口弘幸の「精神障害者の居住サポートに関する一考察」
18）がある。障害者自立支援法やその他の支援事業を細かく解説し、福祉や支援団体、行政などの支援事
業を具体的に紹介している。他に、精神障害者グループホームの実態と地域との関係に着目した研究と
して、古山周太郎らの「精神障害者グループホームの地域交流の実態に関する研究」19）がある。運営団
体や居住空間構成から活動の特徴を明らかにし、立地タイプによる地域交流の現状を示している。分散
ユニット型や住宅密集地・商業工業地型で地域交流が盛んであるが、全く交流を行っていない施設も多
いことが明らかにされている。公営住宅を対象とした考察はみられないが、今後の居住サポート事業の
充実に必要な基礎知識、視点が得られた。 
 
３）子育て支援 
   少子高齢化の進行により、高齢者対策が喫緊の課題とされているが、状況がまだ不安定な子育て世帯
への支援も重要な課題である。また、高齢者率の上昇から自治会活動や住民コミュニティの衰退を防止
するため、子育て世代の若い世帯を「優先入居」及び「期限付き入居」し、地域で子育てを支援する「子
育て支援公営住宅」がみられるようになっている。 
   子育て支援公営住宅における集会所を使用した「つどいの広場支援事業」を対象とした研究として、
坂井宗司の「子育て支援公営住宅の住環境調査」20）がある。全国と比較して出生率が低く、子育て支援
モデル事業を推進している北海道の道営住宅を対象とした調査で、住居・集会所の使われ方調査、当事
者へのヒアリング調査を実施している。必要所室や設備などについて整理している。 
   同じく子育て支援モデル事業を対象とした研究に、滝彩子の「県営住宅の子育て支援モデル事業にみ
る地域の生活支援拠点としての公営住宅のあり方に関する考察」21）がある。愛知県営住宅の共用施設を
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地域における子育て活動を支援する場として実験的に活用する事業を対象としている。集会所、住戸、
外部のオープンスペースを活動場所とし、それぞれ外部の支援団体が活動拠点として使用している。公
営住宅の既存スペースを団地居住者や地域住民の支援拠点として使用するという点で、本研究と同じ狙
いである。しかし、場所の異なる３事例の比較検討であり、「住戸」利活用に対象を絞った本研究とは少
し異なる。この中で滝は、共用施設使用の有効性を指摘しているが、多機能な機能を持った施設が求め
られており、大人数を収容する広い場があるのみの場合が多い既存の集会所では、活動に合わせて物品
を持ちこんだり、配置の変更を要するため、常時利用できる場を確保する場合は集会所の一部をその専
用の場にしたり、空き住戸の使用が望ましいとの結論を導き出している。 
    
４）住民の意識やコミュニティ 
   団地内外の再生において、住民の意識やコミュニティは重要なキーワードとなる。行政などの支援が
必要となるが、そこに居住する住民らが主体となり、高齢化などの対応を行わなくてはならない。住民
コミュニティの中心となる自治会活動に関する住民の意識を対象とした調査に、谷武の「公営住宅居住
者の相互扶助活動及び清掃活動に対する意識の研究」22）がある。高齢化に合わせて自治会活動を居住者
間の相互扶助的な活動へと転換していく必要性に触れ、自治会活動の種類、参加状況、清掃活動に対す
る意識、相互扶助組織育成の必要性、高齢者に対するボランティアへの参加意識について調査を行って
いる。その中で、約半数の世帯しか自治会活動に参加していないとし、自治会活動の参加率が高い世帯
ほど近所づきあいの評価が高かったが、その差は小さく、自治会活動が良好なコミュニティ形成に与え
る影響はあまり大きいとは言えないと考察している。一方で、高齢者への安否確認などの必要性は高い
評価となり、約８割がボランティア活動に参加してもよいと回答している。そこで谷は、今までのよう
な清掃活動や行事活動を中心とした自治会活動から、住民によるボランティア参加型などの新たな高齢
者支援のあり方を示唆している。 
   本研究では、様々な問題が発生する公営住宅団地問題に関する研究を踏まえ、今後重要な課題となる
少子高齢化や住宅困窮者増加、空き住戸等の問題を見据え、住戸を活用した問題解決への展開について
検討を行うものとする。 
 
５－４．福祉施設併設型公営住宅に関する研究 
   「４．研究の対象」で述べたように、福祉施設が併設された公営住宅の建設が見られるようになった。
それらを対象とした研究として、亀田学の「福祉施設併設型公営住宅団地の空間構成と運用に関する研
究」23）がある。九州における３事例を対象とし、空間構成による分析を行い、平面結合型、立体結合型、
分棟型の３つの類型を導き出した。さらに、運用実態の把握と運営者へのヒアリング調査から、福祉施
設併用型の特徴を考察している。その中で、団地と距離の離れた分棟型より、平面結合型や立体結合型
が住民との接点が多く、団地住民と施設利用者間の関係形成を促すことができると指摘している。また、
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接点が多いことでトラブルにつながる可能性も示唆している。 
   福祉施設から小規模な福祉サービス拠点まで広い事例を対象とした研究として、山田裕喜の「公営住
宅に設置された地域福祉サービス拠点の空間整備と地域連携に関する研究（その１、その２）」24）があ
る。全国の１７事例を対象とし、現状分析を行っている。その中で、開設経緯に関して、①建替え・改
修から整備に至る事例、②行政の地区計画により整備に至る事例、③団地内まちづくりから整備に至る
事例、④福祉サービス推進の政策から整備に至る事例と分類している。本研究では、住民やＮＰＯ、行
政による福祉サービスの使用事例を対象としており、山田が分類した③④の開設経緯に該当する。山田
は、行政や運営を担う法人により計画が練られており、団地や周辺地域の住民による意見の反映が少な
いと指摘している。今後、周辺地域と一体となった運営の実現には、団地と周辺地域のニーズを的確に
つかみ、それに適した手法の検討が必要だと示しており、現実にはなかなか実現されていないと述べて
いる。 
   併設型公営住宅の代表的な事例として挙げられる熊本県営住宅健軍団地を対象とした研究として、同
じく山田裕喜の「公営住宅に併設された生活支援拠点の空間・サービス・組織連携の相互関係」25）があ
る。居宅介護、子育て支援、地域食堂、障害者支援など小規模多機能な福祉施設を併設した拠点の実態
調査や提供サービス、空間構成がまとめられており、多世代交流や住民が訪問しやすい平面構成、使い
方の工夫、地域組織との連携など住民・地域ニーズへの対応と、生活・医療・福祉の新たな社会基盤を
継続的に形成している点を評価している。 
   高齢者福祉施設併設型公営住宅が多い北海道営住宅を対象とした研究として、松岡佳秀の「福祉施設
を併設する公営住宅に関する研究」26）がある。２２団地を対象とし、公営住宅管理者と併設福祉施設管
理者による併設の効果を明らかにしている。その中で、両者ともコミュニティの促進、緊急時の対応、
民生委員など地域支援者の負担軽減などを挙げている。これにより、高齢化をはじめとした団地再生問
題に対して、福祉施設併設型支援の有効性が示された。さらに松岡は、併設形態により効果の差異がみ
られたと述べており、検討の余地を述べている。 
本研究では、今後の公営住宅政策と福祉政策の関連性や重要性を踏まえ、今後の地域福祉社会を展開
するにあたり、公営住宅の福祉的な活用、新たな拠点としての可能性など、福祉をキーワードとした団
地再生、地域再生への展開について検討を行うものとする。 
 本研究では、既存ストック活用を目的としており、新たに建設される福祉施設併設型は対象としてい
ないが、これらの成果を踏まえながら、公営住宅と福祉施設が一体となることの効果や有効性について
把握を行うものとする。また、新築との比較検討を行う。 
 
５－５．公営住宅の住戸を福祉的活用した事例に関する研究 
１）グループホーム、ケアホーム活用 
   住戸をグループホームやケアホームとして活用する事例の研究として、山添千登勢の「大阪府営住宅
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を活用したグループホームについて」27）がある。大阪府住宅経営室の立場として、自ら関わったグルー
プホーム活用について、導入までの経緯や狙い、策定計画や方針が詳細にまとめられている。特に使用
に至るまでの取扱要綱や手続きの工程が参考となり、活用を検討する管理主体への貴重な報告である。
その中で、グループホームは、障害者の地域生活や今後の入所施設からの地域移行促進方策の主要な手
段として、障害者福祉施策の中心的社会資源として、ますます公益的な意味を増大すると指摘し、公営
住宅の活用など良質な物件の確保の必要性があると述べている。大阪府の取り組みとして、平成５年に
策定された「新大阪府障害者計画（ふれあいおおさか障害者計画）」が挙げられる。障害者の「完全参加
と平等」を実現するため、幅広い分野にわたる障害者施策を積極的に推進してきた。グループホーム活
用はその施策の中の１つである。 
   同じくグループホーム活用事例の研究として、日野孝彦の「公営住宅団地におけるグループホーム設
置による新たな居住コミュニティ」28）がある。東京都と鹿児島市における２事例を対象とし、実例の紹
介や改修内容、運営やルールについて明らかにしている。さらに、自治会活動や団地住民とのコミュニ
ティの可能性について考察しており、清掃活動を中心とした日常の接点から、障害者と団地住民との交
流促進の効果がみられ、広がりのあるコミュニティの創生が確認できたと述べている。また、両者の意
見を繋ぐ役割である世話人の存在の重要性を指摘している。直接的に関わることがなくても、視線や雰
囲気が伝わることで「一緒に住んでいる」という意識を持つ手掛かりとなり、隔離し様々な憶測を招い
た障害者への偏見が払拭される。これにより、双方が日常生活におけるお互いの距離感や交流の経験を
積めるメリットがあると示唆している。 
    
２）空き住戸、人口減少による活用 
   空き住戸を活用した高齢者の支援に関する研究として、室崎千重の「都市内公営住宅の空き住戸を活
用した高齢者の生活支援拠点に関する研究」29）がある。阪神淡路大震災の被害を受け建設された復興公
営住宅では、高齢化率が４０％を超える団地が現れ、見守り体制の構築や地域でのコミュニティ支援の
必要性が高まった。そこで、兵庫県神戸市内で空き住戸を高齢者支援として活用した９事例を対象とし、
拠点の使い方調査と運営者へのヒアリング調査を実施している。その中で、常駐型支援のため地域の課
題が見えやすい、住宅団地内にあるため敷居が低く気軽に訪れやすい、体力がなくても近いので行きや
すい、いつでも行けるなど住民の安心に繋がっているなど、住戸活用による効果を導き出した。本研究
もこの事例を先駆的使用と位置付けて、調査時に活用中であった全２８拠点への調査を実施している。 
   空き住戸活用が及ぼす地域への影響に関する研究として、濱津徹平の「公営住宅の集会所及び空き住
戸の活用が地域に及ぼす効果に関する研究」30）がある。その中で、大阪市営住宅の空き住戸を福祉拠点・
交流拠点として活用する１事例を対象とし、運営者へのヒアリング調査を実施している。ＮＰＯ等が活
動拠点として利用する効果として、周辺地域の民生委員や団地内支援サークルとの関係が築かれたこと、
住民による活動への協力や参加が促進されたことを示している。これにより、公営住宅の活用が地域の
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交流や福祉の拠点として役割を担うと述べており、福祉的活用の効果が指摘されている。本研究もこの
事例を先駆的使用と位置付けて、調査時に活用中であった全１０拠点への調査を実施している。 
   人口減少期における住戸活用に関する研究として、久保園洋一らの「人口減少・高齢化期における公
営住宅の活用に関する研究」31）がある。地域再生計画における公営住宅の目的外使用の５事例を対象と
した調査を実施している。使用実態や目的、成果や課題をまとめ、公営住宅管理主体の視点から、今後
の活用のあり方を具体的に示すものとして検討を行っている。その中で、民間賃貸住宅が少なく、人口
減少や高齢化が高じている地域での公営住宅の活用性が高まると指摘し、今後地方分権が進み、自治体
が地域の公営住宅ストックをいかに活用していくかが重要な政策課題であると述べている。また、公営
住宅法改正を受けて制定される各自治体の条例について、調査の必要性を示している。コミュニティ活
性化へ向けた地域活動拠点等の設置については、地域に該当する施設が無くとも、公営住宅の空き住戸
を活用すれば比較的容易に実施が可能で、地域への効果も高いと述べている。本研究では、地域再生計
画内における活用事例を対象とし、活動の効果や地域住民へ及ぼす影響について、考察を行っている。 
 本研究では、これらの成果を踏まえながら、公営住宅の住戸を活用した居住支援、生活支援、地域支
援の可能性について、考察を行うものとする。 
 
５－６．地域福祉に関する研究 
岡村重夫が唱えた地域福祉論を発展させる研究として、地方自治体の福祉政策化を意識した地域福祉
論として、右田紀久恵の「自治型地域福祉論」32）と、大橋謙策の「地域福祉の展開と福祉教育」33）があ
る。他にも、福祉ニーズに対応する社会資源の供給を重視した立場として、三浦文夫の「在宅福祉サー
ビスの戦略」34）と、永田幹夫の「地域福祉組織論」35）がある。また、岡本栄一や牧里毎治などにより地
域福祉研究の類型的整理や構造や立場による論点整理が行われている。地域福祉の理論化を目指して
様々な視点から研究が行われているが、拠点の設置や周辺住民との関係を対象とした研究はみられない。 
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６．論文の構成 
 
 以上のような目的と既存研究に対する本研究の位置付けのもとに、本研究は、序章および６章の構成
で、公営住宅の住戸を福祉的に使用し、団地や地域の再生への展開について、事例の分析や考察をおこ
なう。本研究は、第１章から第５章まで、第６章は結論である。 
 序章では、本研究の背景と目的を述べ、既存研究に対する本研究の位置付けをおこなう。 
 第１章では、公営住宅の住居用途外使用に関する関係法令をまとめ、全国の公営住宅管理主体を対象
とし、公営住宅の住居用途外使用の実態把握と管理主体の意向を明らかにする。 
 第２章では、グループホーム及びケアホーム等の使用に関する実態調査を行った。全国の管理主体を
対象とした調査を行い基礎的知見を得た上で、明らかになった使用戸数の多い大阪府営住宅を対象とし、
内部の改装を行った２事例の使われ方調査を行った。更に、管理主体、運営団体、団地住民から住戸使
用に関する評価を得て、グループホーム等の使用に関する運営のあり方や利用者への効果、団地住民へ
及ぼす影響などの考察を行う。 
 第３章では、高齢者自立支援活動を行う拠点として使用する事例を調査対象とした。兵庫県の中でも
特に使用戸数の多い神戸市営住宅におけるあんしんすこやかルームに関する実態調査を行った。全２８
事例の訪問調査で、使われ方や職員に対するヒアリングから基礎的知見を得て、アンケート調査を実施
した。住戸とそれ以外の事例の比較により、住戸使用の効果や有効性などを明らかにした。これをもと
に、今後高齢者自立支援拠点を設置する上で考慮すべき点を考察した。 
 第４章では、ＮＰＯ等が地域活性化拠点として使用する事例を対象とした。制約が多くその大半を災
害や被害者の救済入居として取り扱われている公営住宅の目的外使用であるが、大阪市営住宅では空き
住戸の活用や地域の活性化として住戸を提供している。全国でも希少な大阪市のコミュニティビジネス
に関する実態調査を行った。活用中の８事例の訪問調査により、使われ方や職員に対するヒアリング調
査から、基礎的知見を得て、アンケート調査を実施した。周辺住民への効果を明らかにするため、団地
住民から評価を得て、空き住戸活用の有効性や地域活性化に及ぼす影響を考察し、都市型公営住宅利活
用の特徴を明らかにした。 
 第５章では、４章と同じく目的外使用による事例であるが、内閣府による地域再生計画内における目
的外使用の事例を対象とした。団地や地域の再生を目的として住戸を活用する兵庫県の明石舞子団地に
おける２事例に関する実態調査を行った。自治会やボランティア団体などの住民主体による地域支援活
動拠点の有効性、周辺住民への効果を明らかにするため、利用者と近隣住民へアンケート調査を実施し、
地域支援活動へ及ぼす影響を考察し、郊外型公営住宅活用の特徴を明らかにした。 
 第６章は、各章で得られた知見をまとめた。これに基づいて、公営住宅の空き住戸利活用、福祉的使
用による団地の再生や地域福祉拠点の展開に関する考察を行い、総括としてまとめた。 
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７．用語の定義 
 
① 公営住宅 
本研究における公営住宅は、「公営住宅法」に基づく公営住宅を指すが、「住宅地区改良法」に基づ
く改良住宅等、各地方自治体が管理する住宅全てのものを指すものとする。また、総務省「住宅・
土地総計調査」においては、「公営の借家」を公営住宅と指すものとしている。 
② 住居外使用 
  本研究における「住居外使用」は、既存公営住宅の住戸を公営住宅本来の目的である「住居」以外
の用途として使用することを指す。 
③ ４５条使用 
  本研究における４５条使用は、公営住宅法４５条により規定されている、社会福祉法人等が公営住
宅の住戸をグループホーム等として使用することを指す。 
④ ２２条使用 
本研究における２２条使用は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第２２条の承認を
受けることで、もう営住宅の住戸を目的外使用することを指す。 
⑤ 公営住宅管理主体 
  本研究における管理主体とは、地方公共団体の既設公営住宅を所有管理している担当部署などを指
す。都道府県、市町村の公営住宅担当部署など。 
⑥ 地域福祉拠点 
地域福祉実践のため、ソーシャルワーカー等の専門職が地域内に設置する活動の場。もしくはＮＰ
Ｏや地域住民が主体的に関与し、問題解決に向かい協働する場。同時に、それらが地域と一体とな
り地域福祉の基盤づくりを推進する場。 
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第１章 公営住宅の住居用途外使用実績と公営住宅管理主体の意向 
 
１．研究の目的と方法 
 
１－１．研究の目的 
 国からの補助金を主として建設された公営住宅は、建設の目的である「住居」以外の使用は原則的に
認められていない。補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第２２条の制限（補助金等の交付
の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない）に基づき、管理主
体は住宅困窮者への住宅として使用している。また、公営住宅法第２７条第３項の制限（公営住宅の入
居者は、当該公営住宅の用途を変更してはならない）では、入居者も住居のみの使用に限られている。
それぞれ但し書きにより適用除外は可能だが、恒常的な住宅不足は、入居希望者への供給を阻害する恐
れがあり、長きにわたり「住居」用途のみとして使用され続けてきた。 
 しかし、福祉への対応やストック活用、高齢化などの問題に対応するため、特例として住戸を住居以
外の用途で使用する管理主体がみられるようになる。それらの動きから、法令の改正や緩和などが行わ
れ、長年行われていなかった「住居用途外」使用が近年現実的なものとなってきた。また、既存ストッ
ク活用、福祉との連携など国による住宅政策の後押しにより、更に住戸利活用が加速することとなる。 
 本章では、こうした法令や省令の改正を受け使用が行われている、公営住宅の住戸を住居以外の用途
で利活用する事例の実態把握を行うことを目的とする。公営住宅の集会所や近隣施設を活用した事例や
研究は幾つかみられるが、「住戸」の利活用に着目した研究は非常に少なく、全国の管理主体を対象とし
た住居用途外使用の実態把握は行われていない。重要性が高いと思われる入居阻害要因考察のため、管
理戸数や空き住戸数などを確認したうえで、実態把握を行い、施策や各部局との連携、告知の側面から
分析、考察する。また、今後の活用拡大の方向をみるうえで重要となる住戸不使用の要因をまとめ、そ
の特徴を明らかにする。 
 
１－２．研究の方法 
 全国の公営住宅管理主体を対象とし、２度の調査を実施した。まず２００８年に、都道府県庁と義務
的建築主事を置く特定行政庁及び県庁所在地の地方公共団体の１３５団体へ調査票を送付した。続いて、
２０１１年に前回配布した１３５団体のうち東日本大震災の被災地１０団体を除く１２５団体へ調査票
を送付した（表１－１）。 
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表１－１ 公営住宅管理主体調査票配布回収状況 
都道府県 役所名 担当課 2008 年 
回収 
2011 年 
回収 
北海道 
  
  
  
北海道庁 建設部 住宅局 住宅課 ○ ○ 
札幌市役所 都市局市街地整備部住宅管理担当課 管理
係 
○ ○ 
函館市役所 住宅課管理係 × ○ 
旭川市役所 都市建築部 住宅課 ○ ○ 
青森県 
  
青森県庁 県土整備部 建築住宅課 × ○ 
青森市役所 都市整備部 住宅まちづくり課 ○ × 
岩手県 岩手県庁 県土整備部 建築住宅課 ○ 送付なし 
  盛岡市役所 建設部 建築住宅課 ○ 送付なし 
宮城県 
  
宮城県庁 土木部 住宅課 住宅管理班 ○ 送付なし 
仙台市役所 都市整備局 公共建築部 市営住宅課 ○ 送付なし 
秋田県 
  
秋田県庁 建設交通部 建築住宅課 ○ × 
秋田市役所 都市整備部 住宅整備課 ○ × 
山形県 
  
山形県庁 土木部 建築住宅課 ○ ○ 
山形市役所 建設部 住宅課 ○ ○ 
福島県 
  
  
  
福島県庁 土木部 建築住宅課 ○ 送付なし 
福島市役所 建築住宅課 住宅管理係 ○ 送付なし 
郡山市役所 建築部 住宅課 住宅管理係 ○ 送付なし 
いわき市役所 土木部 住宅課 ○ 送付なし 
茨城県 
  
茨城県庁 土木部 都市局 住宅課 ○ 送付なし 
水戸市役所 都市計画部 住宅課 住宅管理係 ○ 送付なし 
栃木県 
  
栃木県庁 住宅課 公営住宅担当 × ○ 
宇都宮市役所 建設部 住宅課 ○ ○ 
群馬県 
  
群馬県庁 県土整備部 建築住宅課 ○ × 
前橋市役所 建設部 建築住宅課 ○ ○ 
埼玉県 
  
  
  
埼玉県庁 都市整備部 住宅課 × × 
川越市役所 建設部 住宅課 ○ ○ 
川口市役所 建設部 住宅課 ○ × 
所沢市役所 まちづくり計画部 都市整備課 ○ ○ 
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越谷市役所 都市整備部 建築住宅課 ○ ○ 
さいたま市役所 建設局 建築部 住宅課 ○ ○ 
千葉県 
  
  
  
  
  
  
千葉県庁 県土整備部 住宅課 ○ ○ 
千葉市役所 都市局 建築部 住宅整備課 ○ × 
市川市役所 福祉部 市営住宅課 × × 
船橋市役所 建築部 住宅政策課 ○ ○ 
松戸市役所 都市緑化担当部 住宅政策課 ○ ○ 
柏市役所 都市計画部 建築住宅課 ○ ○ 
市原市役所 都市計画部 住宅課 ○ ○ 
東京都 
  
  
東京都庁 都市整備部 都営住宅経営部 経営企画課 ○ × 
八王子市役所 まちなみ整備部 住宅対策課 ○ × 
町田市役所 都市づくり部 住宅課 ○ ○ 
神奈川県 
  
神奈川県庁 県営住宅部 住宅課 県営住宅班 ○ × 
横浜市役所 まちづくり調整局 住宅管理課 ○ ○ 
  
  
  
  
川崎市役所 市街地開発部 住宅管理課 × ○ 
横須賀市役所 都市部 住宅政策課 ○ × 
藤沢市役所 計画建築部 住宅課 × ○ 
相模原市役所 都市建設局 まちづくり計画部 住宅課 ○ ○ 
新潟県 
  
新潟県庁 土木部都市局 建築住宅課 ○ ○ 
新潟市役所 建築部 住環境政策課 公共住宅管理班 ○ ○ 
富山県 
  
富山県庁 土木部 建築住宅課 ○ × 
富山市役所 建設部 市営住宅課 住宅管理係 ○ ○ 
石川県 
  
石川県庁 土木部 建築住宅課 ○ ○ 
金沢市役所 都市整備局 市営住宅課 ○ ○ 
福井県 
  
福井県庁 土木部 建築住宅課 ○ × 
福井市役所 建設部 住宅政策課 × × 
山梨県 
  
山梨県庁 県土整備部 住宅課 ○ ○ 
甲府市役所 都市建設総室 住宅課 × × 
長野県 
  
長野県庁 建設部 住宅課 住宅管理係 ○ × 
長野市役所 住宅課 × × 
岐阜県 
  
岐阜県庁 都市建築部 公共建築住宅課 × ○ 
岐阜市役所 まちづくり推進部 住宅課 × ○ 
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静岡県 
  
  
静岡県庁 県民部 公営住宅室 ○ ○ 
静岡市役所 都市局 建築部 住宅課 ○ × 
浜松市役所 建築住宅部 住宅課 ○ ○ 
愛知県 
  
  
  
  
  
  
愛知県庁 建設部 公営住宅課 県営住宅管理室 ○ ○ 
名古屋市役所 住宅都市局 住宅部 住宅管理課 ○ ○ 
豊橋市役所 建設部 住宅課 管理係 ○ ○ 
岡崎市役所 都市整備部 市営住宅課 管理班 ○ ○ 
一宮市役所 建築住宅課 管理グループ × ○ 
春日井市役所 建設部 住宅施設課 ○ × 
豊田市役所 都市整備局 住宅課 ○ ○ 
三重県 
  
  
三重県庁 県土整備部 住宅室 住宅管理グループ × ○ 
津市役所 市営住宅課  × ○ 
四日市市役所 市営住宅課 管理係 ○ × 
滋賀県 
  
滋賀県庁 土木交通部 住宅課 ○ ○ 
大津市役所 都市計画部 住宅課 ○ ○ 
京都府 
  
京都府庁 建設交通部 住宅課 ○ × 
京都市役所 都市計画局 住宅室 住宅政策課 ○ ○ 
大阪府 
  
  
  
  
  
  
  
大阪府庁 住宅まちづくり部 住宅経営室 住宅管理課 ○ ○ 
大阪市役所 都市整備局 住宅部 管理担当 ○ ○ 
堺市役所 建築都市局 住宅部 住宅管理課 ○ ○ 
豊中市役所 まちづくり推進部 住宅課 ○ × 
吹田市役所 都市整備部 住宅政策課 管理係 ○ ○ 
高槻市役所 建築部 建築室住宅課 ○ ○ 
八尾市役所 建築都市部 住宅管理課 ○ × 
東大阪市役所 建築部 住宅政策課 ○ ○ 
兵庫県 
  
  
  
  
  
  
兵庫県庁 住宅建築局 公営住宅課 ○ ○ 
神戸市役所 都市計画総局 住宅部 住宅政策課 ○ ○ 
姫路市役所 公営住宅課 ○ × 
尼崎市役所 都市整備局 計画部 住宅管理担当 × × 
明石市役所 都市整備部 建築室 住宅課 ○ ○ 
西宮市役所 都市局 住宅部 住宅管理グループ ○ ○ 
加古川市役所 建設部 営繕・住宅課 ○ ○ 
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奈良県 
  
奈良県庁 まちづくり推進局 住宅課 × ○ 
奈良市役所 建設部 住宅課 ○ ○ 
和歌山県 
  
和歌山県庁 都市住宅局 住宅環境課 ○ × 
和歌山市役所 住宅部 住宅管理第１班 ○ × 
岡山県 
  
  
岡山県庁 土木部 建築課 公営住宅班 ○ × 
岡山市役所 都市整備局 住宅課 住宅政策係 ○ ○ 
倉敷市役所 建設局 建築部 住宅課 ○ ○ 
鳥取県 
  
鳥取県庁 生活環境部 住宅政策課 ○ ○ 
鳥取市役所 都市整備部 建築住宅課 ○ ○ 
島根県 
  
島根県庁 土木部 建築住宅課 ○ × 
松江市役所 建設部 建築課 住宅管理係 ○ × 
広島県 
  
  
広島県庁 都市局 住宅課 ○ ○ 
広島市役所 都市整備局 住宅部 住宅政策課 ○ ○ 
福山市役所 建設局 建築部 住宅課 × × 
山口県 
  
山口県庁 土木建築部 住宅課 県営住宅管理班 ○ ○ 
下関市役所 建設部 建築住宅課 住宅管理係 ○ ○ 
徳島県 
  
徳島県庁 県土整備部 住宅課 ○ × 
徳島市役所 開発部 住宅課 管理係 ○ ○ 
香川県 
  
香川県庁 住宅課 県営住宅グループ × ○ 
高松市役所 都市整備部 住宅課 × × 
愛媛県 
  
愛媛県庁 道路都市局 建築住宅課 公営住宅係 ○ ○ 
松山市役所 都市整備部 住宅課 ○ ○ 
高知県 
  
高知県庁 土木部 住宅課 住宅管理担当 ○ ○ 
高知市役所 都市整備部 住宅課 ○ ○ 
福岡県 
  
  
  
福岡県庁 県営住宅課 管理係 ○ ○ 
北九州市役所 建築都市局 住宅計画課 ○ ○ 
福岡市役所 住宅都市局 市営住宅部 住宅管理課 ○ ○ 
久留米市役所 都市建設部 住宅課 ○ × 
佐賀県 
  
佐賀県庁 建築住宅課 住宅管理担当 × ○ 
佐賀市役所 建設部 建築住宅課 × ○ 
長崎県 
  
長崎県庁 土木部 住宅課  ○ × 
長崎市役所 建築住宅部 住宅課  × × 
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  佐世保市役所 都市整備部 住宅課 ○ ○ 
熊本県 
  
熊本県庁 住宅課 計画係 × ○ 
熊本市役所 都市建設局 建築部 住宅課 ○ × 
大分県 
  
大分県庁 土木建築部 公営住宅室 ○ ○ 
大分市役所 土木建築部 住宅課 ○ × 
宮崎県 
  
宮崎県庁 建築住宅課 公営住宅担当 ○ ○ 
宮崎市役所 建設部 住宅課 × × 
鹿児島県 
  
鹿児島県庁 土木部 建築課 住宅政策室 ○ ○ 
鹿児島市役所 建設局 建築部 住宅課 × × 
沖縄県 
  
沖縄県庁 土木建築部 住宅課 ○ × 
那覇市役所 建設管理部 市営住宅室 ○ × 
調査表回収数 109 団体 82 団体 
調査票回収率 81％ 66％ 
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２．住居用途外使用における関係法令 
 
 公営住宅は、公営住宅法第２７条第３項（昭和２６年制定）により、原則としてその用途を変更して
使用することはできない。また、住宅に困窮する低額所得者へ低廉な家賃で住居を提供することを目的
としており、①同居親族要件、②入居者収入要件、③住宅困窮要件を入居資格要件として定められてい
る。 
 
 【公営住宅法２７条第３項】 
公営住宅の入居者は、当該公営住宅の用途を変更してはならない。ただし、事業主体の承認を受けたと
きは他の用途に併用することができる。 
 
 併用使用とは、住宅の機能を阻害しないこと、周辺の環境を乱さないこと、他の入居者に迷惑を及ぼ
す行為を行わないこと等の制約を前提として、主に下記の２用途で使用が認められている。 
① 身体障害者が営むあん摩，マッサージ若しくは指圧，はり又はきゅうの営業 
② 法令等により自宅で営むことが許可の条件となっている個人営業（軽貨物運送業、個人タクシー） 
 
 入居者の希望による住居用途以外の使用は「併用使用」のみであり、実態は住居としての使用である。
そのため、今回の調査対象から除外した。しかし、事業主体・管理主体による使用は３つの法令で住居
用途外使用が可能である。詳細を以下にまとめる。 
 
２－１．公営住宅法第４５条の使用 
 平成８年の公営住宅法改正に伴い、第４５条「社会福祉法人等におけるグループホーム等の使用」が
追加され、グループホーム及びケアホーム等として活用が可能となった。 
 
 【公営住宅法第４５条】 
事業主体は、公営住宅を社会福祉法人法第２条１項に規定する社会福祉事業その他の社会福祉を目的と
する事業のうち厚生労働省令・国土交通省令で定める事業を運営する同法第２２条に規定する社会福祉
法人その他厚生労働省令・国土交通省令で定める者（以下この項において「社会福祉法人等」という）
に住宅として使用させることが必要であると認める場合において国土交通大臣の承認を受けたときは、
公営住宅の適正かつ合理的な管理に著しい支障のない範囲内で、当該公営住宅を社会福祉法人等に使用
させることができる。 
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 定める事業、および定める者は「公営住宅法第４５条第１項の事業などを定める省令」により、以下
の通りに定められている。 
「定める事業」 
１． 児童福祉法第６条の２第１項に規定する児童自立生活援助事業又は同法第６条の２第８項に規定
する小規模住居型児童療育事業 
２． 老人福祉法第５条の２第５項に規定する認知症対応型老人共同生活援助事業 
３． 障害者自立支援法第５条第１０項に規定する共同生活介護又は同条第１６項に規定する共同生活
援助を行う事業（同法第４条第１項に規定する精神障害者又は知的障害者に対して行うものに限る） 
４． ホームレスの自立支援などに関する特別措置法第８条第２項第２号に規定するホームレス自立支
援事業により就業した者に対して生活上の支援を行う事業（地方公共団体が該当事業に要する費用
の全部又は一部を負担してその推進を図るものに限る） 
 
「定める者」 
１． 地方公共団体 
２． 医療法人 
３． 民法第３４条の規定により設立された法人 
４． 特定非営利活動促進法に基づき設立された特定非営利活動法人 
５． 小規模住居型児童療育業を行う者で児童福祉法第２７条第１項第３項の規定により都道府県、地方
自治法第２５２条の１９第１項に規定する指定都市若しくは児童福祉法第５９条の４第１項に規
定する児童相談所設置市（以下「都道府県等」という）から委託を受けているもの又は児童自立生
活援助事業を行う者で同法第３３条の６第１項の規定により都道府県から委託を受けているもの 
６． 介護保険法第４２条の２第１項に規定する指定地域密着型サービス業者で、同法第８条第１８項に
規定する認知症対応型老人共同生活介護を行うもの又は同法第５４条の２第１項に規定する指定
地域密着型介護予防サービス事業者で、同法第８条の２第１７条に規定する介護予防認知症対応型
共同生活介護を行うもの 
７． 障害者自立支援法第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者で共同生活介護又は共
同生活援助を行うもの 
 
 
 
 
 
 
第１章｜公営住宅の住居用途外使用実績と公営住宅管理主体の意向 
 
34 
 
２－２．目的外使用 
 補助金を受けて建設された公営住宅だが、各省庁の長の承認を得ることで、本来の目的である「住居」
以外の用途で使用が可能である。 
 
【補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第２２条による省庁の承認（財産の処分の制限）】 
補助事業者等は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した政令で定める財産を、各省各庁の長の
承認を受けないで、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供
してはならない。ただし、政令で定める場合はこの限りではない。 
 
地方公共団体が必要と判断した場合には、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第２２条
（以下「補助金適正化法２２条」）に基づく各省庁の長の承認を得て、公営住宅を本来の目的以外で使用
することが可能であり、住居用途以外の使用が可能となる。それらの多くは災害等の被災者へ救済入居
（入居条件緩和）としての使用である。しかし、一部の管理主体が地域支援や活性化活動の拠点として
使用しており、本研究の対象としている。 
本来の定められた手順によらない入居のため、被災者への救済入居も目的外使用として扱われる。し
かし、実際は住居として使用されているため、救済入居は本研究から除外している。 
 
２－３．地域再生計画内の使用 
 平成１７年に内閣府が決定した地域再生計画に承認された地域内においては、公営住宅ストック・地
域再生を目的とし、公営住宅を使用する場合、２－２．に記述した補助金適正化法２２条による目的外
使用の使用承認があったものとされることとなり、住居用途外使用が可能となる。 
 
【公営住宅における目的外使用承認の柔軟化（国土交通省）】 地域再生計画認定申請マニュアル 3-10 
地域再生計画の認定を受けた場合（変更の認定を受けた場合を含む。）には、地域再生計画認定地域に
限定して効果を持つ支援措置として、当該公営住宅を目的外使用したとき又は住宅以外の用途に目的外
使用したときから１ヶ月以内に目的外使用した団地名等を地方整備局長等に報告することにより、大臣
承認があったものとして取扱う。 
 
＜目的外使用の対象＞ 
住宅用途として目的外使用する場合には５を除く全てを、住宅以外の用途として目的外使用する場合
には一を除く全てを対象とする。 
１．目的外使用の用途については、住宅用途として目的外使用するものであること。 
２．目的外使用については、公営住宅の空き家を使用すること。 
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３．目的外使用に係る期間については、１年以内で設定すること。また、地域の実情と公営住宅のスト
ックの状況等を勘案した上で、公営住宅の本来の入居対象者の入居を阻害せず、公営住宅の適正か
つ合理的な管理に支障のない範囲内で目的外使用に係る期間を更新することが可能であること。 
４．目的外使用の使用料については、近傍同種の住宅の家賃以下で適切に設定すること。 
５．目的外使用の用途に応じ、他の法令等の基準を満たすことが必要となる場合には、それらの基準を
満たしていることを確認すること。 
 
以上のように、公営住宅の住戸を住居以外の用途で使用する場合、公営住宅法におけるグループホー
ム等の使用、補助金適正化法に基づく目的外使用、地域再生計画における目的外使用の３種の使用が可
能となっている。 
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３．管理住戸の実態 
 
３－１．管理住戸数・管理団地数 
各公営住宅管理主体が管理する住戸数の分布について図１－１に示す。また、管理する団地数を図１
－２に示している。２，０００戸～５，０００戸の住戸を管理する団体が多く、管理主体別の種類別に
みると、都道府県が管理する住戸は１万戸～２万戸が多く、管理戸数が多い東京都と大阪府では、１０
万戸を超える住戸を管理している。市町村では、１，０００戸～２，０００戸が多く、大阪市では１０
万戸を超える住戸を管理し、大阪府に続く管理戸数である。また、管理団地数では、１００～１９９団
地を管理する団体が多くなっている。 
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３－２．空き住戸数 
 各管理主体が管理する住戸の空き住戸数は図１－３のように、０～９９９戸である団体が最も多く、
空き住戸数が多い大阪府では、１１、５３９戸となっている。図１－４は空き住戸数０～９９９戸の内
訳であり、０～２９９戸の団体が多い。空き住戸率は図１－５のように、０％～９％の団体が最も多い。
また、管理戸数・空き住戸数・空き住戸率をまとめたものが図１－６で、管理戸数の多い大阪府の空き
住戸率は８.５％、大阪市は４.９％と空き住戸率０％～９％に該当する。最も空き住戸率が高い香川県
では２１.４％であった。管理戸数の多さと空き住戸率に関係性はみられない。 
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 次に空き住戸となっている要因は、図１－７に示すように「政策空き家」が最も多く、次に「築年数
の長さ」となっている。政策空き家の多くは建替えや改修に伴うものであり、老朽化による建替えや改
修が必要な公営住宅の増加が影響しているのではないかと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
政策空家 
40% 
築年数が長い 
14% 
その他 
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が悪い 
5% 
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図１－７ 空き住戸理由 (複数回答n=82) 
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３－３．管理住戸の問題 
 図１－８は管理住戸の問題点についてまとめたものである。「入居者の高齢化」、「建物設備の老朽化」
が多く、次に「入居者間トラブル」、「家賃滞納者の増加」、「コミュニティの沈滞化」、「募集倍率の偏り」
が続いた。また、最も重視するものは「建物設備の老朽化」が最も多く３５％であった（図１－９）。 
 ハード面に関する問題点は「建物設備の老朽化」が最も重視する項目に挙げられているが、「入居者の 
高齢化」、「入居者間トラブル」、「コミュニティ沈滞化」といった入居者に関する問題点が多くなってい
る。このことからも、公営住宅団地の再生において、今まで行われてきた従来の建物設備などのハード
面だけでなく、高齢者支援、コミュニティ支援といったソフト面からの団地再生も高まっているといえ
る。 
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３－４．管理住戸の今後の計画 
 図１－１０は、管理主体の管理住戸の今後の計画についてまとめたものである。「現状を維持」が４１％、
「建替えにより戸数を減らす」が２４％となっている。戸数を増加させると回答した管理主体では、「改
修により戸数を増やす」が１６％、「建替えにより戸数を増やす」が１％、「新規建設により戸数を増や
す」が１％であった。戸数を増加すると回答した管理主体は全体の１８％で、管理戸数は概ね現状数の
維持が多くなっている。 
 
 都道府県・市、管理戸数別に、住戸の今後の計画について（図１－１１）、都道府県においては３２％
が「現状を維持」、２９％が「建替えにより戸数を減らす」、２１％が「改修により戸数を減らす」と回
答している。市においては４４％が「現状を維持」、２０％が「建替えにより戸数を減らす」、１３％が
「改修により戸数を増やす」と回答している。管理戸数別にみると、管理戸数が 0～999 戸、1,000～1,999
戸である団体は「改修により戸数を増やす」、「建替えにより戸数を増やす」、「現状を維持」となってい
る。一方で管理戸数が 50,000 戸以上である管理主体は、「建替えにより戸数を減らす」、「現状を維持」
となっている。管理戸数が 50,000 戸を超えるような団体では、戸数の増加は予定していないようである。
また、2,000 戸未満の団体では、現状維持のようである。これらから、公営住宅管理主体総計、都道府
県・市別、管理戸数別にみても、管理住戸数について現状を維持する団体が多いことが分かった。 
 管理主体が、これからの公営住宅に求められるものや期待される役割と考える事項について図１－１
２に示した。「既存ストックの改善や活用」は８４％の団体から回答があり、他は新たな入居方式の確立
や他施策との連携による住宅の供給、高齢世帯の低層階への住替えなど、住戸の提供に関するものが多
い。少数ではあるが、コミュニティミックスの促進や地域発展への貢献、自治会活動の支援など公営住
宅内の活気創出や、交流を支援しようとするような回答も得られた。今後は新たに住宅を建設するより、
既存住戸を活用するための改善や現代社会のニーズに合わせた入居方式、住戸提供の体制を整えること
が重視されていることが分かった。 
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図１－１０ 管理住戸についての今後の計画(n=81) 
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図１－１１管理戸数についての今後の計画（等道府県・市別、管理戸数別、n=80) 
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既存ストックの改善や活用 
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まちづくりや福祉等の他施策との連携による住宅供給 
高齢者世帯等の低層階への住替え促進 
世帯規模と住戸規模のミスマッチ解消 
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居住水準において一定の水準を確保する 
地域発展への貢献 
自治会活動の支援 
循環型社会への対応 
その他 
図１－１２ 今後の公営住宅に求められること・期待される役割(複数回答、n=80) 
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４．住居用途外使用の実績 
 
４－１．４５条使用（グループホーム及びケアホーム等の使用） 
４５条使用の有無について、図１－１３にまとめている。３３％の公営住宅管理主体が４５条使用に
より住居用途外使用を行っている。公営住宅住戸を４５条使用する各管理主体の活用住戸数は図１－１
４のとおり大阪府が全国の中で圧倒的に使用戸数、団地数とも多く、それぞれ４９２戸、１４１団地の
使用となっている。さらに各管理主体がグループホーム等として使用する住戸数の分布を図１－１５に、
団地数の分布を図１－１６にまとめている。使用戸数では１０戸未満の使用団体が多く、それに伴い使
用団地数では１～２団地が多くなっている。 
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図１－１３   45条使用の有無(n=82) 
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図１－１７は、各管理主体における４５条使用を用途別にまとめたものである。共同生活介護事業（ケ
アホーム）、共同生活援助事業（グループホーム）での使用が多く、知的障害者や精神障害者の共同生活
の場として活用されており、認知症高齢者を対象とした認知症対応型老人共同生活援助（認知症高齢者
グループホーム）、ホームレス自立支援援助の活用は少ない。また、児童を対象とした事業は、省令に追
加されて間もないこともあり、活用は無かった。 
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図１－１５ 45条使用戸数の分布(n=26) 
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図１－１６ 45条使用団地数の分布(n=26) 
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図１－１８   22条使用の有無(n=82) 
４－２．２２条使用（目的外使用） 
補助金適正化法２２条に基づく目的外使用は図１－１８のとおり、７７％の管理主体が使用であった。
各管理主体が使用する住戸数及び団地数について、図１－１９に示している。大阪市が最も多く５４１
戸の使用であった。更に、図１－２０と図１－２１にそれぞれ住戸数の分布と団地数の分布をまとめて
いる。戸数では１～９戸を使用する団体が最も多い。 
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図１－２２は、各管理主体が２２条使用する住戸を用途別にまとめたものである。主な用途は、火災・
震災などの被災者入居が大部分を占めている。他の用途では、ＤＶや犯罪被害者の入居、外国人留学生
や研究者の入居、高齢者支援拠点としての使用、ＮＰＯ団体等の活動拠点としての使用、地域再生計画
内での使用、高齢者シェアハウスの使用などがある。他にもＡＬＴ（assistant language teacher）の
入居、家庭保育室の使用、若者単身の入居、地域防犯拠点としての使用がみられた。これにより、２２
条による目的外使用の用途は、火災や震災の被災者救済入居、離職退去者の入居が多いことが分かった。
これらの背景として、２０１１年３月に発生した東日本大震災や、厳しい経済状況下における離職退去
者の居住安定確保を目的とする国土交通省による公営住宅ストックを活用した対策の推進などが考えら
れる。 
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図１－２２  22条使用住戸および使用のため確保する住戸の用途(n=3563) 
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５． 住居用途外使用による利活用の考察 
 
５－１．活用戸数と公営住宅管理主体の活動実績 
住居用途外使用による住戸活用の有無とその使用戸数について、２００８年と２０１１年に実施した
調査結果の比較検討を行う。 
４５条使用の戸数変化は図１－２３のとおり、２００８年の使用戸数合計は５７３戸、２０１１年は
６７１戸である。調査回答率が低くなったにも関わらず、使用戸数が増加している。各管理主体別では、
使用戸数が多くみられた大阪府が、３６２戸から４９２戸へと１３０戸の増加があり、２０１１年の調
査時点においても４５条使用の使用戸数は最も多い団体であった。 
戸数の比較では、全体の使用戸数は増加しているが、まだ未使用団体は多い。２０１１年調査時に新
たにグループホーム等の使用を開始した管理主体は少なく、多くは２００８年調査時に使用中の団体で
あった。 
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５－２．使用と告知との関係 
 ４５条使用の改正からまだ間もないこともあり、運営者や利用者への認知度は低いと考えられる。そ
こで、管理主体の告知との関係について考察する。 
住戸を４５条使用できることについて、各管理主体が行っている告知の有無を図１－２４に示してい
る。告知を行っている団体は１９％と少ない。また、２２条使用の告知は６６％（５４団体）の団体が
行っている。 
４５条使用の主な告知方法は、グループホーム及びケアホームとして使用できることを管理主体のホ
ームページに掲載、福祉部局より訪問者や福祉団体関係者への告知などがみられた。２２条使用の主な
内容は、震災・火災被災者、ＤＶ・犯罪被害者、離職退去者、留学生の入居などについて、管理主体の
ホームページや広報誌に掲載、条例に明示、関係各所への周知などの方法で行われている。 
告知の比較として、認知症高齢者や障害者を対象とした４５条使用の場合、施設の運営者であるＮＰ
Ｏや社会福祉法人への告知、若しくは該当者と直接接する機会の多い福祉関係部局での告知方法が有効
だと思われる。一方、被災者への救済入居が中心となる２２条使用では、ホームページや広報誌など広
範囲に周知させる告知方法が有効であり、各管理主体が行う告知方法と同じ結果となっている。 
４５条使用に関する告知を行っている管理主体は少なく、公営住宅における住戸利活用事例が少ない
原因の１つだと思われる。今後、使用促進のためには管理主体による積極的な使用告知の必要性がある
と思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
告知あり 
16団体 
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告知なし 
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81% 
45条使用についての告知(n=82) 
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図１－２４ 告知の有無 
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 次に、４５条２２条ともに告知と使用実績との関係を示した表１－２、図１－２５、図１－２６によ
ると、４５条使用の告知を行う団体で、使用中もしくは過去に使用した割合は６２％で、告知を行わな
い団体で使用中もしくは活用した割合は２７％となっている。また、２２条使用の告知を行う団体で使
用中もしくは過去に使用した割合は９％、告知を行わない団体で使用中もしくは使用した割合は４％と
なっている。これにより、４５条使用において告知を行っている管理主体は使用の割合が高いことが分
かる。 
 告知を行うためには、使用の体制を整え住戸の確保が必要となる。一方で、体制が整わなければ積極
的な告知は行われない。その体制作りに関して次にまとめている。 
 
表 1－2 住戸外使用と告知 (n=82) 
 
45 条使用 22 条使用 
 
あり なし 過去にあったが現在はなし 総計 あり なし 総計 
告知あり 9 6 1 16 5 49 54 
 
56% 38% 6% 100% 9% 91% 100% 
告知なし 18 48   66 1 27 28 
 
27% 73% 0% 100% 4% 96% 100% 
総計 27 54 1 82 6 76 82 
 
33% 66% 1% 100% 7% 93% 100% 
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図１－２５  ４５条使用と告知 （n=82) 
ＧＨ使用あり 
ＧＨ使用なし 
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5 
1 
49 
27 
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告知あり 
告知なし 
図１－２６ ２２使用による地域支援使用 
と告知 （n=82） 
目的外使用あり 目的外使用なし 
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５－３．建築部局と福祉部局の連携との関係 
公営住宅の住居用途外使用は、福祉的な使用事例が多くなっている。そのため、自治体や管理主体内
における建築部局と福祉部局との連携が、使用開始に影響を及ぼすのではないかと考えられる。活用の
有無と連携との関係について、表１－３、図１－２７、図１－２８にまとめている。連携の関係性を下
記４類型に分類した。①公営住宅ストック再生・活用を担当する専門の担当部署が存在する。②専門の
部署はないが、建築部局と福祉部局が連携を図り公営住宅ストック再生・活用を進めている。③専門の
担当部署はなく、建築部局と福祉部局それぞれ連携はない。④その他。 
４５条について「①専門部署あり」の場合ではグループホーム等の使用が１００％であり、「②連携あ
り」の場合では５７％の団体が使用中であった。「③連携なし」の場合、使用団体は１８％であった。次
に、２２条使用の場合では「①専門部署あり」の場合では目的外使用が５０％で行われ、「②連携あり」
の場合では１８％となり、「③連携なし」の場合は使用がなかった。これにより、４５条２２条ともに①
専門部署あり、②連携ありが高いことが分かった。 
 
 
表 1－3 建築部局と福祉部局の連携 (n=82) 
 
45 条使用 22 条使用 
 
あり なし 過去にあり 総計 あり なし 総計 
専門部署あり 2  0  0 2 1 1 2 
 
100% 0% 0% 100% 50% 50% 100% 
連携あり 16 11 1 28 5 23 28 
 
57% 39% 4% 100% 18% 82% 100% 
連携なし 3 14  0 17 0 17 17 
 
18% 82% 0% 100% 0% 100% 100% 
その他 3 24  0 27 0 27 27 
 
11% 89% 0% 100% 0% 100% 100% 
無回答 3 5  0 8 0 8 8 
 
38% 63% 0% 100% 0% 100% 100% 
総計 27 54 1 82 6 76 82 
 
33% 66% 1% 100% 7% 93% 100% 
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専門部署あ
り 
連携あり 
連携なし 
その他 
無回答 
図１－２７ ４５条使用による建築と福祉の連携(n=82) 
45条使用あり 
45条使用なし 
45条使用過去にあ
り 
 
1 
5 
1 
23 
17 
27 
8 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
専門部署あり 
連携あり 
連携なし 
その他 
無回答 
図１－２８ ２２条使用による建築と福祉の連携(n=82) 
目的外使用あり 
目的外使用なし 
（戸） 
（戸） 
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５－４．住戸未活用の消極要因 
次に、４５条及び２２条使用を行っていない管理主体について、住戸を使用しない消極要因について、
自由記入方式の回答内容から考察を行った。どちらの使用も「本来の目的である住居用途入居を優先」
のため活用できないとする理由が最も多く、４５条使用では８２％、２２条使用では６０％であった。
利活用を行わない要因を下記の４類型に分類した。 
① 本来の目的である住居用途入居を優先 
  通常募集における入居希望者が多く、住居用途外使用を想定していない、本来の低額所得者で住宅
に困窮する者への住居提供を優先している。 
② 活用できる住戸がない 
  まとまった数の空き住戸がない、面積や設備の面でグループホーム等やその他の用途としての活用
が難しいと判断している。 
③ 要望がない 
  管理主体へ住戸利使用に関する相談や要望がない。 
④ 希望住戸とのミスマッチ 
 管理主体が提供できる住戸と社会福祉法人等が希望する住宅の条件が異なる。希望する住戸は、一
般の入居希望者からも需要が高く確保できない。 
 大阪府や大阪市の空き家率は、それぞれ８．５％と４．９％であり、全国平均の９．１％より低い
にも関わらず活用事例数が多い。空き家率が高い管理主体の活用戸数が多いという関係性はみられな
かったが、空き家率が低くても大阪府や大阪市のように管理戸数が多くなれば、空き住戸数は多くな
る。そのため、積極的に空き住戸利活用を行っていると考えられる。 
住戸活用の推進には、住戸未活用に関する考察が重要な点であると思われる。後の第６章で比較考
察し検討を行う。 
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６．小括 
 
本章では、住居用途外使用に関する関係法令を整理した。また、１３５の管理主体を対象とした調査
を２００８年と２０１１年の２度実施し、結果を比較し検討を行った。 
 
１）公営住宅法２７条第３項により、入居者は用途を変更して使用してはならない。しかし、管理主体 
の承認を受けた場合、併用使用が可能である。主に、身体障害者が営む指圧やはり等の営業、自宅
で営むことが許可の条件となっている個人営業（運送業、タクシー）の２用途で使用している。 
２）住居用途以外の使用は、公営住宅法４５条のグループホーム等の使用、補助金適正化法２２条によ
る目的外使用、地域再生計画内による使用の３使用により可能である。 
３）管理する住戸数は、都道府県で１万戸～２万戸が多く、市町村で１，０００戸～２，０００戸が多
い。東京都と大阪府では１０万戸を超える住戸を管理している。 
４）空き住戸数は１，０００戸以下が多く、香川県は２１．４％の空き家率で最も高い管理主体であっ
た。空き住戸の主な理由は政策空き家であった。 
５）４５条使用（グループホーム及びケアホーム等の使用）は約３割の管理主体が使用中で、大阪府は
約５００戸使用し、他の管理主体に比べ非常に使用数が多い。 
６）２２条使用（目的外使用）は７７％の管理主体が使用中で、主な用途は火災・災害などの被災者入
居であった。他にも、高齢者支援拠点やＮＰＯ団体等の活動拠点として使用事例がみられた。 
７）福祉団体や市民などに対する公営住宅の住戸活用に関する告知は、４５条使用より２２条使用の告
知が高く、被災者や被害者に対する救済入居に積極的である。 
８）福祉サービス利用者や福祉団体と接する機会が多い管理主体の福祉部局と、公営住宅を管理する建
築部局との連携が住戸利活用に影響すると考えられる。得られた結果から、４５条・２２条使用共
に、「専門の部署あり」「連携あり」の管理主体の活用数が多いという傾向がみられた。 
９）住戸利活用を行わない主な理由は「本来の目的である住居用途入居を優先する」「活用できる住戸が
ない」「要望がない」「希望住戸とのミスマッチ」であった。 
 
これらの結果から、今後の公営住宅住戸利活用の促進には、活用推進事業の位置付けとなる施策等の
整備や、活用の周知、建築部局と福祉部局の連携、住戸ニーズのマッチング、使用希望者の募集から活
用に至るまでのフローを明確にするなど、活用に対する管理主体の体制整備や意識の向上が重要である
と思われる。 
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第２章 グループホーム及びケアホーム等の使用 
 
１． 研究の背景と目的 
 
 後期高齢者や認知症高齢者の増加により、これまで以上に安定した住居の供給と生活支援が望まれている
が、特に認知症高齢者への対応は急務である。わが国の認知症高齢者の約５０％が在宅、２２％が特別養護
老人ホーム等の大規模施設、その他は医療機関やグループホームで介護を受けており、今後、認知症の進行
による在宅介護困難者の増加は明らかで、介護施設やグループホームの需要が高まると考えられる。また、
障害者への対応も重要である。2006年の障害者自立支援法の制定により、障害者生活の職住分離を目指した
「活動の場」と「生活の場」の分離という考えが示された。その影響により、「生活の場」としてグループ
ホーム・ケアホームの需要が高まっている。大規模施設での生活から、小集団の家庭的な生活へ、施設内で
完結する生活から地域の中に溶け込んだ生活へと移行がすすめられているが、障害者を取り巻く環境は厳し
く、生活の場の確保は非常に困難であり、運営する社会福祉法人等の負担は大きい。高齢者・障害者への住
宅供給の施策の１つとして、公営住宅法４５条「社会福祉法人等
注１)におけるグループホーム・ケアホーム（以
下グループホーム等）事業
注２)の使用」が挙げられる。平成８年の法改正で使用可能となり、その後法令・省
令改正が行われた。今後の脱施設化・地域移行を目指した「生活の場」として、需要が高まると予想される。 
それらの問題から、一部の社会福祉法人が活動の場を公営住宅に求め、平成４年４月北海道上磯町営住宅、
平成５年４月静岡県営住宅（袋井市）、平成６年４月徳島県営住宅（板野郡）において、管理主体が補助金
適正化法に基づく目的外使用の承認を得て、公営住宅の住戸をグループホームとして試験的に使用し始めた。
その影響もあり、平成８年の公営住宅法改正時に第４５条が追加され、社会福祉法人等が公営住宅をグルー
プホーム等で使用出来る事が正式に認められた。その後の法改正で、使用者（ＮＰＯ等）や使用事業（ホー
ムレス自立支援事業）が追加されている。  
本章では、公営住宅法第４５条におけるグループホーム等の使用事例を対象とし、全国の使用実績、使用
内容、使用に関する管理主体の動向を調査する。そして、管理主体による評価と実例の考察により、公営住
宅グループホーム・ケアホーム等使用の有効性や問題点を明らかにし、今後の使用の在り方についての知見
を得る事を目的とする。  
 
 
２． 研究の方法  
 
全国の都道府県と、義務的建築主事を置く特定行政庁および県庁所在地の地方公共団体の計 135 管理主体
（都道府県 47、市 88）へ電話によるヒアリング調査を行った後に、「公営住宅におけるグループホーム等の
使用および目的外使用の実態に関する調査」と題した調査票を送付し、109 管理主体（都道府県 38、市 71）
の回答を得た。回収率は 80.74％であった。 
更に、大阪府営住宅を管理する大阪府「住宅まちづくり部住宅経営室」「福祉部障がい福祉室」へグルー
プホーム等の使用実態に関する調査を実施し、現在府営住宅をグループホーム等として使用中の社会福祉法
人など９１団体（表１）へ電話によるヒアリング調査を実施した。そのうちアンケート調査の協力を得られ
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た５８団体へ、「公営住宅におけるグループホーム等の使用の実態に関する調査」と題した調査票を送付し、
４５団体の回答を得た。回答率は７７％であった。 
 そして、回答を得られた団体のうち２団体の協力を得て、グループホーム等として使用中の住棟と隣接住
棟「Ａ団地１００住戸（図２－１）、Ｂ団地１５０住戸（図２－２）、合計２団地２５０住戸」（表２－２）
へ「大阪府営住宅におけるグループホーム等に関する調査」と題した調査票を配布し、７８住戸からの回答
を得た。回答率は３１％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
社会福祉法人 NPO法人 医療法人 地方公共団体 計
使用団体 63 14 13 1 91
回答団体 38 3 3 1 45
 
 
表２－１ 使用団体の種類 
図２－２ Ｂ団地配置図 
図２－１ Ａ団地配置図 
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都道府県 
53% 
市町村 
47% 
図２－４ 使用中の管理主体 (n=32) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３． 全国の公営住宅グループホーム・ケアホーム等の使用状況  
 
３－１．使用戸数  
平成２０年１１月時点でのグループホーム等の使用は、１０９管理主体のうち３２件の２９％である。過
去に使用していたが、現在は終了している団体が１件あり、過去に一度も使用した事例がない団体が７５件
で、（未回答１件）約３割の管理主体がグループホーム等で使用中であるという事が分かった（図２－３）。
図２－４で示すように、使用している管理主体の種類に、大きな差は見られない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図２－５は、グループホーム等で使用している管理主体名と使用戸数と使用用途を示している。管理戸数
の多い東京都で多く使用している他には、長野県・愛知県・大阪市・神戸市・長崎県での使用が多く見られ
た。総使用戸数は５４７戸で、その中でも一番多くの使用が大阪府で３６２戸使用しており、全体の６６％
である。他の管理主体と比べてこの大阪府の使用戸数は桁違いに多い。この理由については後で述べる。２
～４戸使用中の管理主体が最も多くみられたが、これは社会福祉法人からの要望により、試験的にグループ
ホーム等として使用中だということが管理主体へのヒアリングで分かった（１ユニット２～４戸で構成し、
グループホーム等の人数を確保）。ホームレス自立支援事業の使用は、和歌山市の２戸のみである。 
 
団地名 使用用途 使用住戸 居住者数 開始年
A-1 50
A-2* 20
A-3 30
B-1 44 １Ｆ 女性３人
B-2* 66
31
48
２F 男性３人B-3 40
配布数 回収数
Ｂ団地 障害者ＣＨ Ｈ２０
Ａ団地 高齢者ＧＨ
１Ｆ
２戸 女性６人 Ｈ１５
表２－２ 調査票配布団地リスト 
 
使用して 
いる 
 29% 
使用していない 
 69% 
過去に使用 
していた 
1% 
未回答 
1% 
図２－３ 使用状況（管理主体、n=109） 
a 
b 
※グループホーム等が位置する住棟 
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社会福祉法人 
83.2% 
医療法人 
8.2% 
ＮＰＯ法人 
8.0% 
地方公共団体 
0.4% 
不明 
0.2% 
図２－６ 使用団体（公営住宅、n=547） 
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社会福祉法人 
65% 
ＮＰＯ法人 
17% 
医療法人 
14% 
その他 
4% 
図２－７ 運営団体（全体） 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
３－２ ．使用団体と用途  
使用中の団体は、社会福祉法人が 83％と最も多く、医療法人とＮＰＯ法人が続いて多い。地方公共団体が
２戸の使用、不明が１戸である。厚生労働省による平成１９年のグループホーム経営主体の割合では、社会
福祉法人が６５％、ＮＰＯ法人が１７％、医療法人が１４％であり、公営住宅をグループホーム等として使
用中の団体は、社会福祉法人が多いという傾向がみられた。（図２－６、２－７） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（戸） 図２－５ グループホーム等の使用状況 
362 
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グループホーム 
77% 
ケアホーム 
13% 
ホームレス自立 
1% 
不明 
9% 
図２－９ 使用用途（大阪府除く、n=185） 
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56 
87 
67 
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90 
H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 
図２－１０ 使用開始年 
不明 
ホームレス 
CH 
GH 
使用中の用途は、ケアホームが６３％と最も多いが、使用戸数の大部分を占める大阪府を除く管理主体で
は、グループホームが７７％の使用となり、全国でみるとグループホームの使用が多い事が読み取れる。（図
２－８・２－９） 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３－３．使用開始年  
平成８年の法改正前の使用戸数が３戸存在し、平成８年の法改正２年後、平成１０年から使用が増え、平
成１９年に 80戸を越える多くの使用戸数がある。しかし、グループホーム戸数は一定で、同年よりグループ
ホーム事業の許可が都道府県から市町村に移管された事による影響は特にみられない。（図２－１０） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
グループ 
ホーム 
33.6% 
ケアホーム 
63% 
ホームレス自立 
0.4% 
不明 
3% 
図２－８ 使用用途（全国、n=547） 
（戸） 
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グループホーム ケアホーム ホームレス自立支援 
３－４ ．住戸の種類と用途の関係  
１住戸の使用者数は２人が最も多く、続いて３人であった。住戸の種類は３ＤＫが最も多く、２ＤＫが続
いて多い。この事により、多くのグループホーム等では、３ＤＫもしくは２ＤＫを２戸使用して１ユニット
を構成し、個室の確保が可能な４人～６人で運用（世話人が１名）していると推測される。住戸の規模と使
用用途との関係は、住戸面積が小さい場合はグループホーム、大きい場合はケアホームでの使用が多いとい
う特徴が見られた。これは介護が必要なケアホームと、介護が必要の無いグループホームそれぞれの特徴か
らだと考えられる（図２－１１）。他にも、同一ユニットにおける住戸の位置は、大阪府を除くグループホ
ーム等では７４％が同一階で構成されているが、大阪府では５５％にとどまっている。大阪府を除くケアホ
ームでも１００％が同一階で構成されていたが、大阪府では５５％であった。大阪府では、グループホーム・
ケアホーム共に約半分のユニットで階数の違う住戸を使用しており、特にケアホームでは階数が違っても運
営が可能なようである。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２－１１ 間取りと用途の割合（n=518） 
 
 
３－５．住戸内部の改装と階数  
管理主体や使用団体
注６）
による住居内部の改装は、実施せず現状の状態で使用している住戸が５８％であ
る。その理由として、使用終了時に現状復帰義務があり、大規模な改装は費用的に困難ということがある。
２戸の住戸を１住戸にするという大規模な改装は、３％であった。他にも、介護等の必要がない使用者の為
に改装の必要はないという意見もあった。軽微な改装を行っている事例では、火災に対する不安から、ガス
コンロから電気コンロへの変更、火災報知機の設置、手すりの設置を行っている。トイレや浴室の交換とい
った中規模な改装を行っている住戸が１１％であった。（図２－１２）  
使用住戸の階数は１階が最も多く、その他の階では差があまり見られない。１階の使用が最も多い理由と
して、管理主体の配慮と団体からのアクセスのしやすさに対する要望によることが、ヒアリングにより分か
った。（図２－１３） 
（戸） 
第２章｜グループホーム及びケアホーム等の使用 
 
64 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４． 管理主体の意識  
 
４－１．使用の可否  
「現在管理する公営住宅をグループホーム等として使用できるか」の問いに対して、５９％が「使用できる」
と答え、２３％が「使用できない」と答えた。使用できない主な理由は、入居希望者が多く「使用できる住
戸が確保できない」が８４％となり、住戸の狭さやエレベーター・浴室などがない、段差がありバリアフリ
ーになっていない等の理由で、「グループホーム等として使用できる住戸が無い」が１２％であった。今ま
でに使用希望者がおらず、管理主体内で検討をしていないので「分からない」が１８％であった。実際に法
令で使用できるにも関わらず４１％もの管理主体が「使用できない」「分からない」と答えている。中には
グループホーム等として使用するには、大規模な施設や設備が必要なので、公営住宅での使用は非現実的だ
と回答する管理主体の担当者が存在し、現在多くの一般家屋や民間集合住宅でグループホーム等が運営され
ているという事が知られておらず、担当者の認識不足といえる。（図２－１４・２－１５） 
 
行っていない 
58% 
軽微な改装 
22% 
中規模 
改装 
11% 
大規模改装 
3% 
高齢者対応住宅 
3% 分からない 
3% 
図２－１２ 改装の有無 (n=36) 
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図２－１３ 使用階数 (n=547) 
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ホームレス 
不明 
（戸） 
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使用できる 
59% 
使用できない 
23% 
分からない 
18% 
図２－１４ グループホーム使用の可否 
(n=107) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４－２．設置基準と法人等への告知  
一般的なグループホーム運営基準以外に、管理主体独自の運営基準の有無は、４３％が「ない」、３４％
が「使用団体に基準がある」、３％が「使用者に対する基準がある」、２０％が「使用団体、使用者共に基
準がある」という結果になった。使用団体に対する主な基準は、使用団体側で自治会等への説明を行い事前
に了解を得る事や、世話人の基準、グループホーム事業の円滑な実施の担保、自治会費支払いの確約、税金
の滞納が無い事が挙げられた。（図２－１６）  
管理主体側から社会福祉法人等へ、公営住宅をグループホーム等で使用できることを告知しているかにつ
いて、８２％の管理主体が「行っていない」、１４％が「行っている」という結果であった。告知をしない
主な理由は「使用できる住戸の確保が出来ない」が最も多く、本来の使用目的（住戸使用）を阻害する恐れ
があるので「積極的に告知すべきでない」が１０％であった。他にも、条例に定めている、使用までの手続
きが未整備、法律で決まっている事を改めて告知する必要はない、などの意見もあった。（図２－１７） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
募集倍率が高く空き
住戸が無い 
84% 
間取りやバリアフ
リーなどが未対応 
12% 
その他 
4% 
図２－１５ 使用できない主な理由 
(n=25) 
 
基準なし 
43% 
使用団体 
に基準 
34% 
使用者・使用 
団体に基準 
20% 
使用者に基準 
3% 
図２－１６ 管理主体独自の基準 
(n=35) 
 
住宅を確保できない 
71% 
積極的に 
告知すべき 
でない 
10% 
条例に記 
載の為 
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使用までの 
経緯が未整備 
2% 
その他 
14% 
図２－１７ 告知しない主な理由 
(n=59) 
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告知をしている場合の方法で、最も多かったのが４５％の「方法は決まっていない」、その次に公営住宅
関連窓口ではなく「福祉関係課より告知をしている」が３１％あった。福祉関係課の方が社会福祉法人等と
接する機会が多い為だと考えられる。  
告知をしている管理主体の使用率は４６％、告知をしていない管理主体の使用率は２７％で、告知をしてい
る方が１９％も使用率が高いという結果になった。これは依然として、公営住宅をグループホーム等で使用
できるという事が、社会福祉法人等に知られていないという事と、グループホーム等の使用は管理主体側の
意識や体制に大きく影響している事が考えられる。  
 
 
５． 使用までの経緯と団地住民の反応  
 
４１％の管理主体が使用に関する相談を受けた事があり、そのうち３６％が使用に至っている。使用出来
なかった場合の主な理由は、空き住戸の確保ができなかった、法人団体ではなかった、要望する住宅の確保
ができなかった、住民の反対、というものであった。  
使用の要望をどこへ申し出ればいいのか分からない、という社会福祉法人担当者の意見もあり、管理主体
内での窓口や審査等の経過を明確に決めておく必要がある。多くの場合、福祉関係課に相談があり、公営住
宅管理課と協議するという流れのようである。  
居住者からの要求や反応は、入居前では約６割が「何もなし」、説明の要求が１９％、使用についての要
求が９％で、使用反対の要求は９％であった。入居後は約９割が「何もなし」、使用反対意見は３％であっ
た。この結果から、多くの居住者はグループホーム等の使用に対する要求が無く、反対意見も少ない。これ
は居住者の関心の低さが考えられるが、他にも、使用後の反対意見の低さから、使用者がトラブル等を起こ
さず居住者と共存している事が分かる。（図２－１８・２－１９） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
反対意見があった 
10% 
説明の要求 
があった 
19% 
使用につい 
ての要望が 
あった 
9% 
要望なし 
56% 
未回答 
6% 
図２－１８ 居住者からの要望 
（入居前、n=32） 
 
意見・要望は無い 
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反対意 
見が 
あった 
3% 
要望が 
あった 
3% 
未回答 
6% 
図２－１９ 居住等からの要望 
（入居後、n=32） 
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続けていく 
68% 
条件付で 
続ける 
19% 
分からない 
12% 
図２－２３ 今後の方針 
(n=32) 
 
 管理主体もしくは使用団体から居住者への使用に関する説明は７８％で行っており、多くの場合入居前に
行っている。説明後は、９２％が合意を得て使用に至っており、事前に使用の説明を行い居住者の不安を取
り除く事で、円滑な使用が可能である事が分かった。（図２－２０・２－２１） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６． 使用終了の理由と今後の方針  
 
使用が終了した場合の理由は、８０％が使用者側からの希望で終了している。その理由として、試験的に
使用してみたが、住戸が狭くて住み難い。使用者が働く仕事場の近くに住宅の確保が出来なかった為、通勤
時間が長くなってしまった。使用団体の拠点から遠い、等があった。期間が定められていたという管理主体
側の理由が２０％あった。現在グループホーム等として使用中の管理主体による今後の使用方針は、条件付
も含め約９割の管理主体が今後も続けていく意向である。（図２－２２・２－２３） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
入居前 
75% 
入居後 
3% 
行っていない 
22% 
図２－２０ 住民等への説明と時期 
(n=32) 
 
合意した 
92% 
合意に至らなかった 
8% 
図２－２１ 居住者への説明後の反応 
(n=12) 
 
使用者からの希望 
80% 
契約期間の終了 
20% 
図２－２２ 使用終了の理由 
(n=5) 
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７．大阪府営住宅におけるグループホーム等について 
 
７－１．使用戸数と用途 
 大阪府営住宅管理主体へ実施したグループホーム等実態調査アンケート結果をまとめたものが図２－２４
～図２－３１である。大阪府営住宅では、平成１０年からグループホーム等の使用が開始され、平成２２年
１２月時点で４９２戸が使用中である（図２－２４）。これは、全国の公営住宅グループホーム等の約６６％
を占め
注８)、他の管理主体と比べて桁違いに多い使用戸数である。使用団体の約７割が社会福祉法人で（図２
－２５）、使用用途はグループホームの使用が多かった全国の傾向に対し、約９割がケアホームの使用とな
っており障害者への住宅供給に力を入れており、「生活の場」として府営住宅を提供している事が分かる（図
２－２６）。 
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図２－２４ 大阪府営住宅グループホーム等の使用開始年 
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図２－２５ 団体種類 図２－２６ 使用用途 
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７－２．大阪府の施策 
 大阪府では、高まったグループホーム等の要望に対し、府営住宅の活用を位置づけた。平成８年より｢大阪
府住宅まちづくりマスタープラン｣において、高齢者・障害者等に配慮した住宅の整備、住宅施策と福祉施策
との連携を掲げ、高齢者や障害者が住み慣れた地域で生活する場を確保するため、公営住宅グループホーム
等の活用を推進している。中でも特に障害者やその家族から要望が高かったケアホームの活用が、マスター
プランの文面に明記されている。この事がケアホームの使用が多い要因だと考えられる。 
更に、府営住宅管理主体から社会福祉法人へ「使用意向調査票」を年に２度配布しており、公営住宅が使
用できる事の周知、希望する団地・使用の意向、使用に至るまでの経緯を明確にしている。 
 
７－３．使用までの経緯と契約関係 
 配布された「使用意向調査票」に基づき、住宅まちづくり部住宅経営室により、使用可能な住戸の選定、
福祉部障がい福祉室との審査、団体による住宅の下見などを経て使用の内定が決定する。その後、団体によ
る府営住宅使用許可の申請、使用料の納付を経て使用が可能になり、利用者が入居できる。使用の許可や使
用料、報告や取り消し等の使用に関する事項は、大阪府営住宅条例に制定されている。 
 大阪府と使用者である社会福祉法人等の団体は、単年度の使用許可契約を締結する。継続を望む場合は、
使用継続申請を行う必要がある。その場合には使用状況報告書の提出が必要である。利用者と団体は一般的
なグループホーム等と同じく、福祉サービス利用の契約を結ぶ。 
 
７－４．使用住戸の階数、間取りと居住者数の関係 
 使用住戸の階数に大きな差は無く、使用用途による差も特には見られない。１０階以上の高層階での使用
事例もあった（図２－２７）。図２－２８では使用住戸の間取りと居住者数との関係を示している。３ＤＫ
を使用した住戸に、２人もしくは３人で生活している事例が最も多い。居室は居住者の個室として使用され
るが、世話人の就寝室として確保している場合がある、居室数よりも居住者数が少ない住戸はこれに該当す
る。居住者０人の住戸は、調査時点で居住者が退去もしくは募集中などの理由によるものである。１人住戸
の多くは世話人の滞在住戸だが、同居生活に馴染めないなどの理由により、１人で生活を行っている事例も
あった。用途別でも、２ＬＤＫと３ＤＫに該当する４１㎡～５０㎡の住戸が多く使用されていることが分か
る（図２－２９）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２－２７ 使用階数 
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７－５．１ユニットの住戸数とその距離が及ぼす影響 
 図２－３０では、１ユニットを構成する住戸の数を示したものである。ケアホームの約８割が２戸で構成
されており、大阪府営住宅におけるグループホーム等は、３ＤＫで個室が確保可能な２～３人で居住する２
住戸を１ユニット（５～６人）とした事例が最も多いことがわかる。１ユニット間の距離についてまとめた
ものが図２－３１である。住戸が隣接しているユニットは少なく、多くは同じ建物内で隣接していない距離
の離れた２住戸を使用し、ユニットを構成している。 
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 公営住宅の隣接した２住戸の確保は難しく、施設型グループホームのような一体化したユニット構成は難
しい。このユニット間に距離が発生することは、公営住宅型グループホームの大きな特徴と言える。全国の
他の公営住宅管理主体・運営団体が公営住宅をグループホーム等として使用出来ないと考える理由の一つに、
「隣接した２住戸を確保できない」という意見が多かったが、府営住宅グループホーム等の多くが隣接して
いない。このように隣接していない住戸の使用でも、運営が可能だという事が今回の調査・訪問で明らかに
なった。 
 次に、使用団体のアンケート調査から、ユニット間の距離が及ぼす運営上の影響についてまとめたものが
図２－３２である。「住戸間の移動が不便」「世話人不在住戸が不安」「連絡の手間が増える」、という回
答であった。先に述べたように、隣接した２住戸を確保できないため、公営住宅をグループホーム等として
使用できないと考える管理主体が多かったが、多少の不便はあるが、運営上支障のない程度であり、むしろ
食事を他方の住戸で食べるなど、世話人・居住者ともに住戸間を移動する機会が生じるため、「住戸間の移
動により団地住民と接する機会が増える」という効果があった。また、離れている方が運営しやすいという
回答もあり、その理由は「男女等の性別や居住者同士の相性で住戸を分けて生活できる」であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
８． 運営団体による評価 
 
８－１．公営住宅グループホーム等の運営に関して 
 公営住宅使用の良さとして、９８％の団体が「家賃の安さ」を挙げた。続いて「グループホーム等の場が
確保できる」「住民との交流が生まれる」「社会復帰の為のリハビリテーションが期待できる」であった。
他にも「家庭的な雰囲気」「周囲に子供が多い」という意見があった。 公営住宅の家賃は、居住者の収入
により算出される。グループホーム等として使用する場合も、利用者の収入合計金額に応じて算出される。
そのため、年金受給者や低所得者でも支払いが可能で、かつ生活費の捻出も可能である。これは、家賃が高
く利用者の大きな負担となる民間の賃貸住宅グループホームとの大きな違いである。 
 「グループホーム等の場が確保できる」を挙げる理由には、グループホーム利用者や運営団体の経済状況
から、地価の高い都市部ではグループホーム等の場所となる「住居の確保が困難」、民間集合住宅では「貸
主の理解が得られない」等である。対して公営住宅は安価で借りることができる上に、大阪府がグループホ
 
( 団体 )
離れているほうが運営しやすい
特に運営上の問題は無い
団地住民との交流が増えて良い
利用者間の交流が減る
連絡の手間が増える
世話人不在の住戸が不安
住戸間の移動が不便
1
7
5
5
2
2
10
10
9
4
3
2
1
0 5 10 15 17
ＧＨ（高齢者）
ＧＨ（障害者）
ＣＨ
図２－３２ １ユニット住戸間距離の影響 (n=61) 
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ーム等の使用を推進しており、場所の確保が比較的容易である。 
 他にも、グループホーム開室申請には運営場所の確定が必要である。民間賃貸住宅を使用する場合には、
申請前に賃貸契約を締結するため、許可が得られるまでの間に家賃の支払いが発生し、無駄な支出が必要と
なる。しかし、大阪府営住宅を使用する場合、住戸使用許可を得てから使用開始までの間に数ヶ月期間があ
る、その間の家賃は発生しない。運営が不確定な状態で保証金・家賃を支払うというリスクが避けられる。
これらの利点から、公営住宅が使用できたからグループホーム等の運営を開始したという団体や、公営住宅
のみで運営中の団体の存在が、ヒアリング調査から得られた。 
 現在もしくは過去に民間集合住宅でグループホーム等の運営実績がある団体へ行ったヒアリング調査では、
「自治会活動が活発」「近所付き合いなど住民との交流が多い」を公営住宅の特徴として挙げていた。図２
－３３に、公営住宅をグループホーム等として使用する際の問題点を挙げている。「防音性の低さ」が最も
多く、「エレベーターがない」「住戸面積が狭い」ことなど、ハード面が多くを占めた。運営に際し心がけ
ていることについてまとめたものが図２－３４である。「住民へのあいさつ」「大きな音を出さない」「自
治会活動への参加」が多くなっており、一般住民の日常生活とあまり変わらない。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1 8
7
19
20
0 5 10 15 20 25 30
防音性が低い
ＥＶが無い
1 7 15住戸面積が狭い
1 5 11立地が悪い
3 6下見が出来ない
3特に無し
1 5 8その他 ＧＨ（高齢者）
ＧＨ（障害者）
ＣＨ
( 団体 )
 
1
1
1
1
11
9
10
4
30
25
24
9
1
0 10 20 30 40 50
( 団体 )
ＧＨ（高齢者）
ＧＨ（障害者）
ＣＨ
その他
階段の掃除
自治会への参加
騒音を出さない
住民との挨拶
図２－３３ 公営住宅使用の問題点 (n=98) 
図２－３４ 運営条心がけていること (n=127) 
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８－２．希望する住戸、適する住戸 
 図２－３５は、運営団体が公営住宅を使用する際に希望する住戸である。「隣接した２住戸」「団体の拠
点・活動地近くの団地」は運営する上での利便性のためと考えられる。その他、「エレベーター付や高齢者・
身障者対応住宅」「周辺環境の良さ」「駅が近い」などの立地面や、「グループホーム等の使用について、
自治会や地域住民の理解がある団地」などが希望されていた。 
 図２－３６は、公営住宅におけるグループホーム等の使用に適する間取りについてである、「３ＬＤＫ」
が他の間取りと比べて圧倒的に多い。１住戸に居住者が２～３人の場合が多いことを考えると、３ＬＤＫを
２住戸使用し、１住戸に利用者２～３人が生活し、運営団体職員や世話人の就寝場所や予備室や倉庫として、
１室を利用する形式が望まれているのではないかと考えられる。グループホーム等の使用に適する間取りは、
「居住者同士の相性」や、「障害の程度」によって違いがあるという意見もあった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
８－３．住戸の改装 
 障害者グループホームより障害者ケアホームの団体の方が改装の必要性が高いと回答し、全体で約５８％
の団体が必要であるという結果になった（図２－３７）。これはケアホームの方が障害の程度が高い為だと
考えられる。改装の内容は、手すりの設置、設備の設置や交換、段差の解消などの軽微な改装が多くを占め
ている（図２－３８）。実際に改装を行った団体は約３０％で、その内容を図２－３９に示している。改装
内容は、間取りの変更など大規模な住戸の改装を行った事例は高齢者グループホーム１件、障害者ケアホー
ム１件の計２件で、それ以外の中規模・軽微な改装は、各個室へエアコンを設置した場合に電気容量が不足
するという理由から電気容量の増設工事などが挙げられた。床の防音対策はケアホームで多く行われており、
居住者の騒音発生行動が原因だと考えられる。他には、浴槽や網戸の設置など一般の住居でも行う項目が含
まれていた（表２－３）。大規模な改装を行わない理由として「改装費が用意できない」「退去時の現状復
帰費を含めると、費用が高くなる」など費用による要因が多かった。大規模な改装が理想だが、居住者の症
状・障害の程度に合わせて、最低限の改装で使用している。もしくは改装を行わなくても生活が可能な居住
者を募り、現状のままで使用しているようである。 
 
1
1
1
9
9
5
9
5
2
21
20
18
14
14
5
0 5 10 15 20 25 30
ＥＶ付
隣接した２住戸
１Ｆ住戸
団体の拠点近く
高齢/障害者住居
その他
( 団 体 )
ＧＨ（高齢者） ＧＨ（障害者） ＣＨ
( 団体 )
1
2
2
10
2
4
2
23
2
0 10 20 30
１ＬＤＫ
２ＬＤＫ
３ＤＫ
３ＬＤＫ
４ＬＤＫ
図２－３５ 希望する公営住宅 (n=134) 図２－３６ ＧＨ等の運営に適する住戸 (n=48) 
第２章｜グループホーム及びケアホーム等の使用 
 
74 
 
 住戸改装の内容は、利用者の症状や状態を考慮し、団体が決定する。工事費用は団体の負担で、退去時の
現状復帰義務も適用される。手すりの設置や内装・建具の変更など軽微な変更を行う場合は、府営住宅を管
理する住宅管理センターへ事前相談し、模様替え申請を行い承認を受ける。その他、大規模な改装を行う必
要性が生じた場合、大阪府との協議が必要となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
5
20
26
3
4
7
4
7
11
0% 20% 40% 60% 80% 100%
高齢者ＧＨ
障害者ＧＨ
ＣＨ
全体
必要
必要ない
分からない
（団体）
図２－３７ 住戸改装の必要性 
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1
1
1
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3
7
11
6
6
3
0 5 10 15
間取り
設備交換
手すり
設備新設
段差解消
その他
（戸）
ＧＨ（高齢者） ＧＨ（障害者） ＣＨ
図２－３８ 必要だと思われる改装内容 
 
高齢者
　ＧＨ
障害者
　ＧＨ
ＣＨ
1
1
1
2
9
9
18
0 5 10 15 20 25 30
大規模
中規模
軽微
なし
（戸）
図２－３９ 実際の改装工事 (n=41) 
 
障害者ＧＨ ＣＨ
手すりの設置 0 3
床の防音対策 0 3
個室への鍵設置 1 1
浴槽の設置 0 4
段差の解消 0 1
非常通報装置 0 1
網戸の設置 0 2
ウォシュレット 1 1
電気容量の増設 1 1
火災通報装置 1 2
表２－３ 中規模・軽微な改装工事の内容 
（ｎ＝４４） 
（ｎ＝４９）複数回答 
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８－４．大規模改装型の事例 
 大阪府営Ａ住宅は昭和 49 年の建設で、２ＬＤＫの住戸が 20 戸、５階建の住棟である。１階の２住戸を１
住戸とし、外部テラスを新設した大規模改装型の公営住宅グループホームである。大阪府はこのグループホ
ームを府営住宅活用モデル事業に位置付けている。（表２－４、図２－４０・写真２－１～２－８） 
 
「概要」 
・平成 15年７月より使用開始 
・床面積 105㎡ 
・高齢者認知症グループホーム 
・使用者６名（全て女性） 
「入居条件」 
 ・要支援 2～要介護 5に該当する 
 ・共同生活が可能で、ある程度身の回りのことができる 
 ・常時医療機関において治療を必要としない 
 
施設型グループホームとは違い非常に家庭的な雰囲気が、この公営住宅グループホームの大きな特徴であ
る。内部は、大きな外部テラスに面したサンルームが印象的で、使用者は、食堂・デイルームで団らんの時
間を過ごしていた。扉も全て引き戸に交換しており、廊下幅も車いす対応であった。トイレや浴室も新たに
交換されており、１階だが半階分の階段使用が必要な事以外は、不自由さを感じなかった。入居前見学者の
多くが入居を希望するそうである。世話人が自治会活動にも積極的に参加しており、居住者との交流も心が
けているようだ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表２－４ 大阪府営Ａ住宅の改装工事の内容  
改装箇所 内 容 
間取り変更  ２住戸を１住戸化（全面改装） 
 浴 室  ユニットバス新設 
トイレ  新設（車椅子対応・引き戸・手すり） 
洗面台  新設（２カ所） 
台 所  新設 
その他 
 段差解消、テラス新設、引き戸化 
 手すり、府営住宅活用モデル事業 
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65
居 室 居 室
居 室 居 室 居 室 居 室
台所　 食堂
デイルーム
脱衣室
事務室
玄関
サンルーム
ベランダ ベランダ
テラス
洗面 洗面
▼
洗面
図２－４０ Ａ住宅改装後 平面図 
  
写真２－１ テラス 写真２－２ ベランダ 
N 
S=1/100 
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写真２－３ 居室 写真２－４ 居室 
写真２－５ テラス 写真２－６ サンルーム 
写真２－７ 食堂 写真２－８ 事務所 
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 大阪府営Ｂ住宅は昭和 63 年の建設で、中層住棟と高層住棟が混在する大規模な公営住宅団地である。１階
と２階の２住戸を１ユニットとし、間取りの変更や浴槽の新設などを行った大規模改装型の公営住宅ケアホ
ームである。（表２－５、図２－４１・写真２－９～２－１６） 
 
「概要」 
・平成 20年８月より使用開始 
・床面積 57 ㎡×２住戸 
・知的障害者ケアホーム 
・使用者６名（男性３名、女性３名） 
 
 階数の違う２住戸を使用したケアホームである、それぞれ男性３名、女性３名が生活しており、ユニット
内で性別を分けることが可能であり、運営がしやすい。食事は２階の住戸のみで摂っている。既存の間取り
では洗濯物を干す場合、居室を通過しなければベランダへ出ることが出来なかった為に、ベランダ側の居室
と室内側の居間の位置を変更している。また、トイレ使用時に介助が必要な利用者がいた為、横から介助が
可能なように浴室側へ扉を設置している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
改装箇所 内 容 
間取り変更  居室２と食堂居間間の位置を変更（注 
 浴 室  浴槽新設、既存便器使用、ｳｫｼｭﾚｯﾄ新設 
トイレ  浴室とトイレの間に排便介護用の扉を設置 
洗面台  新設（２カ所） 
台 所  新設＋食堂との壁に開口部新設 
その他 
 手すり、引き戸化 
 改装費用約５００万円（２住戸合計） 
注）既存位置では、ベランダでの物干し作業の為に、居室を通過
する必要があった為（２住戸とも） 
 
表２－５ 大阪府営Ｂ住宅の改装工事の内容 
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65
ベランダ
居 室 ２
居 室 ３
洗面
台所
脱衣室
食 堂
居 間
居 室 １
納 戸
玄 関▼
図２－４１ Ｂ住宅改装後 平面図 
 
写真２－９ 住宅外観 
N 
S=1/100 
（２住戸共に同じ平面） 
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写真２－１０ 居間１ 写真２－１１ 居間２ 
写真２－１２ キッチン 写真２－１３ 居室 
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写真２－１４ トイレ 写真２－１５ トイレ（使用時） 
写真２－１６ 浴室 
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８－５．住民との交流 
 団地住民との交流は「自治会活動」が最も多く、「力仕事を手伝う」「話し相手になる」という回答があ
り、住民の高齢化が進む公営住宅団地では、団地住民よりも若い年齢の運営団体職員や、グループホーム等
利用者の入居により、新たなコミュニケーションの機会を生んでいる。他にも、グループホーム等の居住者
が通う「作業所の見学」「団地の催し物のお土産に作業所の作業物品を使ってもらっている」など、住民と
の関係は概ね良好のようである。 
 
８－６．自治会活動 
 自治会活動の参加者を図２－４２に示している。「グループホーム等の居住者と運営団体職員の両者が参
加している」が最も多く「グループホーム等の居住者だけが参加している」は１団体のみであった。不参加
の理由は「自治会活動の参加時間帯に職員が不在」「業務が多忙」であった。 
 自治会活動の内容は「そうじ」が最も多く、「行事」「自治会長などの役職を引き受ける」が続いた。主
な行事は夏祭り・運動会・餅つき・お花見などの季節行事が多い。自治会長・階段長等の役職は、居住者で
はなく団体職員が担当しており、主な業務は自治会費の集金、共有ゴミ箱の鍵開け、夜警などであった。自
治会活動への参加の必要性についてまとめたものが図２－４３である。「居住者だけの参加には不安がある」
「職員の業務が多忙などの理由により、自治会活動は必要だが参加は難しい」という意見もあるが、団地住
民との交流のために必要だと考える団体が多い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
８－７．住民からの反対意見 
使用開始時の住民からの反対意見は、反対意見有り４９％、反対意見無し５１％で、ほぼ同数であった。
また、先行してすでにグループホーム等の使用がある団地では、既に住民の不安解消・理解が得られており、
その後の使用は反対の意見が無い場合が多い（図２－４４）。 
 住民からの反対意見を受けて、多くの団体は住民向けの説明会を実施している。その説明会後の反応は「合
意を得た」が５０％、次に「条件付で合意を得た」が続く（図２－４５）。合意の条件は「職員が必ず付き
添うこと」「自治会活動へ参加すること」「有事の際、職員が団地へ来ること」などであった。条件がある
 
 必要
７５％
無回答 ２％ 不必要 ２％
必要だが参
加は難しい
  ２１％
(n=43)
居住者と
職員
６５％
職員のみ
２０％
不参加
７％
居住者のみ ２％ 無回答 ６％
(n=43)
図２－４２ 自治会参加者 図２－４３ 自治会参加の必要性 
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場合も含めると、約８０％が使用の合意に至っており、反対の主な理由は、認知症高齢者・障害者に対する
認識不足から起こる不安感によるものだと考えられる。一方、公的住宅の方が民間住宅よりも住民の理解を
得られやすいという意見もあった。 
 また、説明会で合意を得られなかった場合でも、多くは予定通り住戸の使用を開始している。この場合で
も反対の姿勢が続く事はなく、収束に向かう事が多い。これも日常生活の姿や会話など実際に接する事で、
不安が解消されていると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 大阪府営住宅管理主体及びグループホーム運営団体の多くは、認知症高齢者や障害者であっても「大阪府
民が入居するという事に違いはない」「グループホーム等は認知症高齢者や障害者の住居であり、特別な施
設ではない」という意識から、住民からの反対意見・説明会の実施要求に違和感を持っており、一般住民の
入居と同じ近隣住戸への挨拶程度で構わないという意識を持っている。 
 
 
８－８．説明会の形式 
 次に、運営団体が望ましいと考える説明会の形式（出席者）についてまとめたものが図２－４６である。
「運営団体職員と公営住宅管理主体で行う形式」が半数以上で、次に「説明会の必要はない」が続く。その
理由として、管理主体が説明会の必要はないと伝えていること、反対意見は「認知症高齢者や障害者に対す
る差別意識である」と感じている事が挙げられる。 
 また、図２－４７で示すように、実際に行った説明会の形式は運営団体職員のみが最も多かったが、管理
主体による説明を行った場合もあり、円滑な住戸の使用開始のためには、管理主体、運営団体両者による形
式が望ましいと思われる。 
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条件付
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 ９％
その他 １４％
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図２－４４ 住民からの反対意見の有無 図２－４５ 説明会後の反応 
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９． 団地住民による評価 
 
９－１．グループホーム等の認知度 
 団地住民における団地内のグループホーム等の認知度は図２－４８で、認知項目についてまとめたものが、
図２－４９である。知っていると答えた住民のうち、Ａ・Ｂ団地どちらの住民も「部屋の場所」を知ってい
る回答が多かった。その情報源は「近所の住民から聞いた」がどちらも多く、「そうじの時」「老人会の時」
などの自治会活動で知る場合が多い。「運営団体職員の車を見て知った」という意見もあった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
管理主体
と団体
５０％
管理主体 ２％無回答 ７％
その他
１２％
説明会
不要
２３％
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使用団体
 ５０％
管理主体
と団体
５０％
無回答 ５％
その他
２５％
(n=20)
図２－４６ 希望する説明会の形式 図２－４７ 実施した説明会の形式 
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図２－４８ グループホーム等の認知度 (n=98) 
図２－４９ 認知項目 (n=109) 
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９－２．グループホーム等への関心 
 団地内のグループホーム等への関心は、「何も思わない」「良いことだと思う」が多く、「不安に思う」
「反対に思う」といったグループホーム等に対する否定的な意見は少ない（図２－５０）。それらの反対意
見は、グループホーム等が存在する住棟住民や自治会など近隣居住者が多いという事が、使用団体へのヒア
リングから分かった。別住棟の住民よりグループホーム等居住者と接する機会が多く、音の問題や自治会活
動への不安心から生じていると思われる。 
 また、グループホーム等が団地住戸に入居することによる日常の変化について「特に変化はない」と答え
た住民が最も多い。少数ではあるが、「福祉的な事に興味を持つようになった」「グループホーム等につい
てもっと知りたい」「障害者への関心を持ちたい」「自分自身も高齢者なので今後の事を考える」「自分も
老後入居したい」といった住民の意見もあり、グループホーム等による住民の変化が伺える（図２－５１）。 
 
９－３ グループホーム等との交流について 
 グループホーム等利用者と会う頻度について図２－５２に示している。「顔を覚えていないので分からな
い」が最も多く「会ったことはない」「過去に数回会った」が続く。「朝に見かける」「散歩中の姿を見か
ける」という意見があった。 
  また、会った際の行動として「あいさつ」「会釈」「会話」などが見られた。グループホーム等利用者
と団地住民との交流は、特別扱いはなく一般の団地住民同士の関係と変わらないことが分かった。 
 運営団体職員のみが自治会活動に参加中の団地住民からは、グループホーム等利用者の参加を望む意見が
多かった。これは利用者の事をもっと知りたいという要望の表れだと考えられる。定期的に行われる自治会
活動へ、グループホーム等利用者が参加することにより、住民同士の交流の機会が増え、団地住民のグルー
プホーム等に対する関心や理解も増すのではないかと考えられる。公営住宅におけるグループホーム等の円
滑な運営のためには、自治会などの団地住民活動への参加は欠かせない。 
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図２－５０ グループホーム等の使用について (n=51) 
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図２－５２ グループホーム等の居住者と会う頻度 (n=57) 
図２－５１ 日常の変化 (n=59) 
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１０．小括 
 
１）約３割の管理主体が公営住宅をグループホーム・ケアホームとして使用中で、全戸数は６７１戸（２０
１１年）であった。大阪府で多くの使用戸数が見られたが、多くの管理主体は平成８年の法改正後、社
会福祉法人からの要望により、試験的に１～２ユニット（２～４戸）を使用しているようである。未使
用の管理主体では、公営住宅法では使用可能だが、依然として一般の住居入居希望者が多く、住戸の確
保が困難であり、本来の目的である住居の供給が主な業務だと捉えている。 
２）利用者と居住者によるトラブルは少ないが、扉の開け閉め、足音などの騒音に関する苦情がまれにある。
多くは概ね良好な関係を築いている。「居住者と会った時は必ず挨拶を行う」というルールを設けている
ケアホームもあった。入居前に居住者からの反対で、使用を断念した事例も数例あったが、入居前に管
理主体や使用団体から居住者へ説明を行う事で、合意に至る場合が多い。 
３）使用中の管理主体の多くは、１階の住戸を提供している。認知症高齢者はエレベーターの無い上階での
生活は厳しいが、知的障害者・精神障害者においては、必ずしも１階である必要はないように推測され
る。下階への騒音が心配なので、最下階を要望するという傾向がある。住戸内部の改装も、知的障害者・
精神障害者においては、火災に対する予防などの軽微な改装で使用出来る事が分かった。 
４）住宅の規模は、１ユニット：２～３ＤＫ×２住戸による構成が多いようである。しかし、使用者数と個
室数が同じ場合、世話人がダイニングやキッチン等で就寝するといった問題も起こっている。２住戸で
構成される事で、男性住戸・女性住戸と区分出来るという運営上の利点もある。隣接していない離れた
住戸で構成されたユニットは、住戸間の移動が不便、食事の運搬が不便といった問題がある。しかし、
移動が必然的に発生することにより、居住者と挨拶するなどの接する機会が生まれるといった良い面も
見出されている。 
５）今後、管理主体のグループホーム・ケアホーム使用に対する積極的な姿勢が求められる。多くの管理主
体担当者は、グループホーム・ケアホームの使用は、「本来の目的である住宅の供給を阻害する恐れがあ
る」と述べた。しかし、知的障害者・精神障害者や認知症高齢者も住宅困窮者である、公営住宅法で使
用が認められている以上、一般に住宅を求める人と同じく提供の機会を与える必要があると考える。そ
して、今以上に公営住宅をグループホーム・ケアホーム等で使用できることを、社会福祉法人等の団体
へ周知する必要がある。 
   都市部におけるグループホーム・ケアホーム等の運営団体は、活動場所の確保に大変苦労しており、
民間賃貸住宅で運営する場合、家賃の高さが利用者への大きな負担となっている。公営住宅を使用する
事で、家賃の安さや場所の確保の他に、「施設以外で暮らすことで、社会復帰の訓練が期待される」とい
う良さも見られた。 
６）家賃が安く運営資金や利用者負担が低く抑えられ、一般賃貸住宅と比べてグループホーム開室申請期間
中の家賃が不要で、初期費用が安い。費用の安さは一番の利点で、運営団体から高く評価されている。 
７）運営上の不便や不安から、隣接した住戸使用の要望は高いが、住戸が離れている場合でも、住戸間の移
動により団地住民との交流が発生する良い機会となり、会話や衣服・身なりの自覚などリハビリテーシ
ョンの効果が期待できる。特に高齢化が進行している団地ではコミュニティが衰退しており、グループ
ホーム等の使用により、新しい交流も期待できる。 
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８）大規模な住戸改装の実施が理想だが費用の捻出が難しく、多くの住戸では、段差解消・手すりの設置・
錠の設置など居住者の症状や障害の程度に合わせ、軽微な改装で運営している。  
９）身体介護が不要な障害者（知的・精神）は、段差や階段による問題も少なく、ＥＶが無い住棟でも運営
が可能な場合が多い。しかし、騒音や日常生活の行動に対する対策や注意が必要である。一方、高齢者
グループホームの場合ではＥＶが必要で、１Ｆであっても大きな段差や高低差があれば運営は難しい。 
10）開始時における住民からの反対意見は、不安感によるものが多く、認知症高齢者や障害者に関する認識
不足が原因だと考えられる、説明会の実施もしくは使用の開始を行い、日常生活を知ってもらう事で、
不安が解消される場合が多く、その後のトラブルも少ない。 
11）大阪府営住宅におけるグループホーム等の使用が多い理由として、「まちづくりマスタープラン」での
使用推進、住宅管理部と福祉関係部との連携強化、意向調査票の配布や使用の周知、使用経緯の明確化、
住民への説明など運営団体へのサポートの充実が挙げられる。 
12）世話人の休憩室が確保できず、台所で就寝する事例もみられた。支援者環境改善の為、世話人等の個室
は確保すべきである。 
13）現状復帰義務が金銭的負担となり、改装を断念した団体が多数存在した。生活に必要な範囲の改装は義
務を除くなどの検討が望まれる。 
14）住民への説明会を使用団体のみに実施させている事例もみられた。トラブル発生時だけでなく、管理主
体は住民との間に入り、入居までの交渉や入居後の相互ケアを行う必要があると思われる。 
15）グループホーム等の居住者と住民の接点が少ない傾向がみられた。世話人による対応は必要だが、住民
との交流や接点の機会も可能な限り設けることが望ましい。 
 
 今後、公営住宅の使用に関して、ハード面とソフト面での課題がある。ハード面での課題として、住戸間・
居室間共に防音性が低いこと、エレベーターが設置されていないこと、住戸面積が狭いことが挙げられる。
大阪府では、老朽化した公営住宅の建替えや、エレベーター設置、バリアフリー化などの改修事業を行って
おり、これらの改修された住戸が使用できるようになれば、より良い運営ができるであろう。下階住戸への
騒音は苦情となりやすく、軽微な改装や対策では限界があり、生活・運営に気をつける必要がある。 
 ソフト面では、住民からの反対意見について。これはグループホーム等に対する認識不足が原因であり、
説明会を行うことで、グループホーム等に対する漠然とした不安感を取り除く必要がある。しかし、使用に
関する反対意見は、高齢者・障害者に対する偏見であり、説明会を行う必要はないと考える運営団体も存在
する。住民側・運営団体側による意見の相違があるが、これも話し合いの場を持ち、お互いの理解を深める
必要がある。 
 公営住宅を使用したグループホーム・ケアホームは、認知症高齢者や障害者など要支援者へ直接福祉サー
ビスを実行できる。また、住民との交流や日常生活での接点から、一人暮らしなど自立した生活へと踏み出
すための準備の場、施設と民間住宅との中間の場ととらえることができる。現在まだ事例が少ない認知症高
齢者グループホームだが、団地住民は設置により「自分の老後を考えるようになった」「単身なのでグルー
プホームに興味がある」など福祉を意識するきっかけとなっている。 
 公営住宅は、バリアフリーや住戸間の遮蔽性に関する問題がある一方で、樹木や空地など安息地が適度に
存在し、比較的住環境が良い。自治会行事への参加や集団生活特有の気持ちの繋がりなどの利点から、地域
第２章｜グループホーム及びケアホーム等の使用 
 
89 
 
住民に支えられながら生活ができる。高齢者・障害者施設の地域移行が実践しやすい場、ソーシャルワーク
等の専門職が活動しやすい場であり、地域福祉拠点として問題はみられない。 
 今後、福祉施設の地域移行が進み、公営住宅住戸使用戸数が増加し、利用者と地域住民との交流が促進さ
れる事を期待したい。 
 
 
  
注 
注）公営住宅法４５条第１項における「社会福祉法人等」とは、公営住宅法第四十五条第一項の事業等を定める省令第２
条における下記の者である   
①地方公共団体 
  ②医療法人 
  ③一般社団法人又は一般財団法人 
  ④特定非営利活動促進法に基づき設立された特定非営利活動法人 
  ⑤小規模住居型児童養育事業を行う者、若しくは児童自立生活援助事業を行う者で都道府県等から委託を受けている
もの 
  ⑥介護保険法に規定する指定地域密着型サービス事業者で、認知症対応型共同生活介護を行うもの、又は同法に規定
する指定地域密着型介護予防サービス事業者で介護予防認知症対応型共同生活介護を行うもの 
  ⑦障害者自立支援法第二十九条第一項 に規定する指定障害福祉サービス事業者で共同生活介護又は共同生活援助を
行うもの 
注２） 公営住宅法第４５条第１項における「社会福祉法人等が使用できる事業」とは、公営住宅法第四十五条第一項の
事業等を定める省令第１条における下記の４事業である。 
  ①児童福祉法に規定する児童自立生活援助事業 
  ②老人福祉法に規定する認知症対応型老人共同生活援助事業 
  ③障害者自立支援法に規定する共同生活介護又は共同生活援助を行う事業 
  ④ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法規定するホームレス自立支援事業により就業した者に対して生活
上の支援を行う事業 
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１． 研究の背景と目的 
 高齢化が進行する公営住宅では、住民同士の交流や社会的接点の減少から、自治会機能の低下や孤独死が
問題となっている。その対策として、集会所や近隣施設を使用した交流の場が開設され、行事や喫茶、高齢
者支援などの活動が行われている。 
 阪神・淡路大震災の被害を受けた兵庫県では、経済力の低い被災高齢者の多くは住み慣れた場所での自宅
再建を諦めて、震災復興公営住宅（以下、復興住宅）へ入居した。そのため高齢化率は県内の一般公営住宅
の２２.８％に対して、復興住宅は４７.６％と２５ポイントも高く注１)単身高齢者率も一般公営住宅より高く
なっている。そして、震災前に形成されていたコミュニティは離散し、人間関係が分断されてしまった。復
興住宅における孤立化や孤独死の問題に対して、塩崎１)や田中２)による詳細な考察が報告されている。 
 それらの問題に対し兵庫県では、保健師やＬＳＡ（生活援助員）、ＳＣＳ（高齢世帯生活援助員）、民生
委員や友愛ボランティア注２)などの地域支援者による高齢者の見守り活動や、生きがいづくり、コミュニティ
づくり講座の開設など各種支援事業を実施してきた。しかし、高齢化問題への対応は年々厳しくなり、支援
が行き届かなくなった。それらの要因から、新しい地域見守り活動とその拠点づくりの推進が求められてき
た。  
 そこで兵庫県は、平成１８年に阪神・淡路大震災復興基金事業として、見守り対象高齢者の多い復興住宅
を対象に、集会室や空き住戸などを活用し、高齢者自立支援拠点を設置する「高齢者自立支援ひろば設置事
業」を決定した。地域包括支援センターの出張所と位置付け、常駐型の見守りと多様なサービスの提供から
なる地域主体の新しい支援システム「高齢者自立支援ひろば」(以下「ひろば」)を設置した。平成１８年１
２月に、神戸市営住宅内の２住戸と宝塚市営住宅内の相談室と近隣福祉施設で「ひろば」拠点が開始された。
翌年には神戸市、西宮市、芦屋市、伊丹市で９拠点が追加され、その後も各市で拠点が追加されるが、平成
２２、２３年は神戸市のみの追加となっている。支援の効果が出始める一方で、その後、見守り対象者の増
加や複雑多様化する困難事例への対応、中・長期的なコミュニティ支援活動などの課題が明らかになってい
る。 
 高齢化による問題は、兵庫県の復興住宅だけでなく、他の地域にも及ぶと考えられる。公営住宅で様々な
地域支援活動が行われているが、本研究では兵庫県における公営住宅を活用した高齢者自立支援活動の拠点
に注目する。その理由として、高齢化率の高い住宅への対策事業である点、「住戸」を活用している点を挙
げる。特に後者は、既存建築物のストック活用や空き住戸の利活用、新たな場所での支援の有効性といった
視点から、今後の公営住宅において、重要な意味を持ってくると考えられる。 
 公的賃貸住宅団地の高齢者を対象とした支援拠点の研究として、鄭ら３)は高齢者の介護予防や社会交流の
場などの機能を持つ高齢者通所施設に着目し、地域密着型の高齢者支援システムの必要性について論じてお
り、拠点の設置場所や建築計画上の留意点について明らかにしている。松原ら４)は高齢者の自立的生活を支
援する事業「大阪府ふれあいリビング」を対象とし、整備や活動状況、利用状況を事例的に考察し、運営方
法と地域との関係について明らかにしている。大塚ら５)は高齢者の生活支援拠点の場「シルバーピアの団ら
ん室」に着目し、利用頻度の高い事例から企画や活動、空間の使い方を中心に考察し、今後の地域拠点の可
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能性について明らかにしている。 
 しかし既往研究では、近隣施設や団地内の施設、団らん室使用が対象であり、公営住宅の住戸を使用した
研究はほとんど見られない。その１つに、室崎６)における兵庫県神戸市の「ひろば」を対象とした９事例の
ヒアリング調査と２事例の使われ方調査で、常駐型拠点が団地内へ設置されたことの利点として、支援者と
住民の双方向の関係性が生まれる、地域内の地縁関係が分かり、支援ネットワークから漏れていた人を発見
しやすいなどの効果と、今後の基礎的課題が明らかにされているが、その後追加された「ひろば」への調査
や運営職員の評価から捉えた研究は見られない。 
 本研究では、今後必要性が高まると予想される公営住宅における高齢者自立支援活動の新たな拠点場所の
可能性を見出すため、既存公営住宅の住戸を活用した事例を対象とし、住戸使用の有効性を明らかにする事
を目的とする。実態把握と運営者、団地住民の評価から、空間構成や運営方法について明らかにすることで、
空き住戸の利活用、高齢者自立支援拠点の設置・運営計画のあり方について、有効な知見を与えうるものと
考える。 
 
 
 
２．調査の概要 
 
２－１．研究対象の設定 
 研究対象として、兵庫県「ひろば」事業における事例の中で最も拠点数が多く、住戸を使用した事例の多
い神戸市における高齢者自立支援拠点「あんしんすこやかルーム（神戸市における拠点の名称）」（以下ル
ーム）を設定した。神戸市は兵庫県内で最も人口が多く、阪神・淡路大震災での被害も大きく受けた。その
ため、高齢者支援への事業も積極的に取り組んでいる。本調査は、調査時点（平成２２年８月）に開設中で
あった「ルーム」の２８拠点注３)を主な研究対象とした。 
 
２－２．研究の方法 
 本研究では、まず「ひろば」の事業主体者である兵庫県「企画県民部防災企画局復興支援課」と「ルーム」
事業主体者である神戸市「保健福祉局介護保険課」へのヒアリング調査を実施し、事業内容や拠点の概要を
把握した。次に「ルーム」２８拠点の職員へのヒアリング調査、しつらえ調査、観察調査を実施し、各拠点
の運営内容や利用の実態、利用者や住民の属性を把握した。次に「ルーム」２８拠点に所属する職員３６名
へ「あんしんすこやかルームの実態と運営に関する調査」と題した調査票を配布し、２１通の回答を得た（回
答率は５８％、表３－１）。そして、宝塚市の５つの「ひろば」における団地住民２００名へ「高齢者自立
支援ひろばの実態に関する調査」と題した調査票を配布し、１０７通の回答を得た（解答率は５３％、表３
－２） 
これらの調査により、兵庫県における「ひろば」の実態を明らかにし、考察を行う。 
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表３－１ 調査対象（アンケート送付先）一覧 
番号 拠点名 配布数 回収数 
 
15 みどりの郷 2 1 
1 中野ひろば 1 1 
 
16 愛の園 1 1 
2 ふかえ 1 1 
 
17 滝谷愛の園 1 1 
3 ハーモニー 1 0 
 
18 せせらぎ 2 0 
4 あーもんど 1 1 
 
19 コスモス 2 0 
5 なないろ 1 1 
 
20 ななくさ 1 0 
6 ぶらんち 1 1 
 
21 若草 1 1 
7 ルネ 2 1 
 
22 あじさい 2 0 
8 清風 3 2 
 
23 きたまいこ 1 0 
9 ＨＡＴ脇の浜 1 1 
 
24 高丸 2 0 
10 ゆめの 1 1 
 
25 にこにこ 1 1 
11 花みさき 2 1 
 
26 ありせ 1 1 
12 ほほえみ 1 0 
 
27 大滋ゆい 2 1 
13 ひまわり 1 0 
 
28 有瀬くつろぎ 1 1 
14 さくら 1 0 
 
合計 38 21 
 
 
表３－２ 住民アンケート回収確認一覧 
運営市別 ひろば名 設置場所 アンケート返信 
宝塚市 
宝塚市社会福祉協議会高齢者自立支援ひろば 社会福祉協議会 34通 
宝塚市社会福祉協議会高齢者自立支援ひろば
ブランチ 
集会所 29通 
泉のひろば 民間賃貸住宅 11通 
若竹ひろば 集会所 15通 
和みの場 管理人室 18通 
配布数 200 回収 107 回収率 53.5％ 
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３． 高齢者自立支援ひろば事業の概要 
 
３－１．兵庫県下における公営住宅および災害復興住宅の現状 
（１）公営住宅における高齢者世帯 
図３－１は全国における高齢世帯の住宅所有関係をまとめている。一方、図３－２は兵庫県における高齢
世帯の住宅所有関係である。公営の借家に着目すると、兵庫県では高齢者のいる世帯８．１％、高齢単身世
帯１６．９％、高齢夫婦世帯４．５％となっており、全国における高齢者のいる世帯が４．７％、高齢単身
世帯が９．９％、高齢夫婦世帯が４．５％より高い値となっている事がわかる。これは阪神大震災時に、被
災者を受け入れるために供給された公的な住宅である復興住宅に、高齢者が優先して入居したためである。
全国よりも公営の借家、つまり公営住宅に居住する高齢者の割合が高いことがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－１ 全国高齢世帯住宅所有関係（平成20年住宅土地統計調査） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－２ 兵庫県高齢世帯住宅所有関係（平成20年住宅土地統計調査） 
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（２）復興住宅 
兵庫県における「復興住宅」とは、阪神淡路大震災により住宅を失った低所得者に賃貸又は転貸する目的
で、公営住宅法第８条又は第１０条に規定されている国の補助の特例を受けて、新築又は民間からの借り上
げにより整備した住宅のことである。 
 
① 復興住宅の高齢化 
上記でも述べたように、復興住宅では、一般公営住宅に比べて著しく高齢化が進んでいる。図３－３は兵
庫県における復興住宅の高齢化率と一般県営住宅における高齢化率の比較および復興住宅における単身高齢
世帯率と県営住宅における単身高齢世帯率を表したものである。 
平成２２年１１月時点で、復興住宅の高齢化率は４８．２％、単身高齢世帯率は４３．５％である。それ
に対して、一般県営住宅の高齢化率は２４．８％、単身高齢世帯率は２０．８％である。これらの影響は認
知症や精神疾患、閉じこもりの高齢者が増加するとともに、自治会活動などコミュニティの形成や維持の面
でも支障が出ており、今後の加齢とともにこれらの課題の深刻化が懸念されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－３ 災害復興公営住宅の高齢化率及び単身高齢世帯率 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３章｜高齢者自立支援拠点の使用 
 
97 
 
22.0% 21.7% 
18.3% 
22.5% 
19.0% 
15.0% 
31.9% 
21.9% 
50.8% 
57.0% 
43.9% 
51.3% 51.8% 
47.8% 
24.4% 
48.2% 
0.0% 
10.0% 
20.0% 
30.0% 
40.0% 
50.0% 
60.0% 
神戸市 尼崎市 西宮市 芦屋市 伊丹市 三田市 淡路市 県計 
市高齢化率 
災害復興住宅
高齢化率 
49.8% 50.3% 51.2% 51.2% 51.5% 
52.2% 52.8% 
34.2% 34.7% 35.0% 35.4% 
36.1% 36.5% 37.0% 
14.7% 15.5% 15.7% 15.7% 15.3% 
10.0% 
20.0% 
30.0% 
40.0% 
50.0% 
60.0% 
平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 
災害復興住宅（単身者高齢化率） 一般公営住宅（単身者高齢化率） 
全国世帯平均（単身者高齢化率） 
② 復興住宅における 単身高齢者の状況 
 図３－４は住宅種別の単身高齢化率を示している。復興住宅は高齢化率が高いだけでなく、住宅内の高齢
者に占める単身高齢者の多さも特徴である。単身高齢者の割合はいずれも増加傾向にあるが、平成２２年で
は、一般県営住宅３７．０％に対し復興住宅は５２．８％であり、１５．８ポイント高くなっている。 
 また、図３－５は兵庫県内の各市における一般住宅及び復興住宅における高齢化率を表している。いずれ
の市も復興住宅の高齢化率が著しく高くなっている事が分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－４ 住宅種別高齢化率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－５ 高齢者自立支援ひろば設置市における一般住宅及び復興住宅高齢化率 
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③ 復興住宅における問題 
以上のように、兵庫県における復興住宅では公営住宅や一般住宅に比べて、高齢化率が著しく高くなって
いる。震災後、供給を重視し、住宅を失った多数の被災者に住宅を供給することができた。しかし、それは
公営住宅ストック数の増加、入居者の高齢化等の問題を引き起こすこととなった。 
震災で被害を受け、復興住宅へ入居した被災者は、密集住宅市街地に立地する老朽化した長屋や木賃アパ
ート、文化住宅などに居住していた高齢者も多い。こうした住宅地では、長年にわたり地域に居住した人が
多く、相互扶助の関係が成立していた。しかし、震災後居住地以外の災害復興住宅に移転した結果、構築さ
れていた住民同士のつながりが途切れてしまった。 
 また、復興住宅における高齢者の住み替えも進まない。兵庫県による「高齢者居住安定確保計画」では、
高齢世帯の住み替えが進まない理由として資金不足を挙げている。また、同計画の中では、賃貸住宅所有者
が、家賃支払能力に問題がなくても部屋を貸したくない者として高齢者を上位に挙げており、復興住宅にお
ける高齢者の住み替えを阻害する要因になっていると思われる。 
 このように、兵庫県における復興住宅を取り巻く環境は変化を余儀なくされており、見直しや対策が急務
となっている。 
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３－２．高齢者自立支援ひろば事業の概要 
 
（１）高齢者自立支援ひろばについて 
 「ひろば」は、兵庫県内の公営住宅に発生する多様な問題に対応するため、復興住宅を中心に設置されて
いる高齢者見守り拠点である。兵庫県下の表３－３に示す市において、ひろばが設置されている。ひろば設
置数は年々増加し、平成２４年１２月時点では５４ヶ所となっている（図３－６）。また、ひろば設置市別に
みると、神戸市が最も多く４０ヶ所、宝塚市、尼崎市・西宮市と続いている（図３－７、図３－８）。 
 
表３－３ 兵庫県内ひろば設置数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－６ 年度別ひろば設置数         図３－７ 市別ひろば設置割合（n=54） 
 
  
 
 場所 
設置年 
神戸
 
尼崎
 
西宮
 
芦屋
 
伊丹
 
宝塚
 
三田
 
H１８ 2 0 0 0 0 2 1 
H１９ 5 0 2 1 1 0 0 
H２０ 4 2 0 0 0 1 0 
H２１ 8 0 0 0 0 2 1 
H２２ 11 0 0 0 0 0 0 
H２３ 6 0 0 0 0 0 0 
H２４ 4 0 0 0 0 0 0 
合計 40 2 2 1 1 5 2 
6 
15 
22 
33 
44 
50 
54 
0 
10 
20 
30 
40 
50 
60 
H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 
第３章｜高齢者自立支援拠点の使用 
 
100 
 
なお、各市に設置されているひろばは全て兵庫県の委託事業として行われているが、運営方法は各市の判
断に任されており、それぞれに差異が見られる。（写真３－１） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                  図３－８ ひろば分布図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真３－１ 多様なひろば 
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３－３．ひろばの業務について 
 
 兵庫県では、ひろばの設置において表３－４に示す４つの事業を設定した。ひろば事業は委託事業として
各市に設置・運営が委託され、多様な形態がみられるが、実施業務は概ね統一されている。 
 
表３－４ ひろばの事業 
見守り 
・ひろばが設置されている住宅の常駐型見守り、緊急時の対応 
・近隣の復興公営住宅等への巡回型見守り 
健康づくり 
・まちの健康教室、ミニデイサービス、会食サービス 
・料理教室や趣味の講座など、生きがいづくり 
コミュニティ
支援 
・ふれあい喫茶、花見や夏祭りなどの季節行事、映画や住民同士の交流を促進し、コ
ミュニティの形成に寄与する 
支援者のプラ
ットフォーム 
・自治会や民生委員、支援者や専門職等の連絡会議や情報交換の場 
・福祉相談会や｢情報誌の発行など高齢者への情報発信 
 
 
 また、本研究ではひろばにおける上記の４つの事業をもとに、ひろばスタッフを対象としたヒアリングか
ら実施に則した６つに再分類した（表３－５）。その実施率をまとめたものが表３－６である、安否確認や相
談、支援者との連絡は９０％以上と実施率が非常に高い。また、ひろばを利用した行事活動の実施率が８１％
と他に比べ低いが、これは拠点面積の小ささや立地の悪さ等の理由で行事が実施できないためだと考えられ
る。他にも、安否確認や相談、支援者との連絡業務を優先しており、まだ行事やコミュニティ支援を実施で
きていない事が考えられる。 
 
表３－５ ひろばにおける６つの業務 
住戸訪問による
安否確認 
・ひろばの見守りの対象となっている高齢者の住戸を訪問し、健康チェックや安否 
確認、高齢者の相談相手などをおこなう業務 
生活相談・介護
保険等の相談 
・高齢者の日常生活における悩み等について相談を実施する生活相談業務や、介護 
保険等、行政制度について相談を受け付ける業務 
ひろばを利用し
ての行事活動 
・ひろばを活用して行事活動を行い、高齢者の居場所づくりや住民同士の交流を促 
進し、コミュニティの形成を促進する業務 
集会所を利用し
ての行事活動 
・集会所を活用した行事活動を行い、高齢者の居場所づくりや住民同士の交流を促 
進し、コミュニティの形成を促進する業務 
支援者との情報
交換・連絡調整 
・民生委員、自治会、その他高齢者の見守りに関わる支援者の情報交換の場として 
の業務 
緊急時の対応 ・高齢者の体調の悪化等緊急時に連絡を取り次ぐ業務 
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表３－６ ひろばにおける６つの業務実施率 
住戸訪問による安否確認 97.6% 
生活相談・介護保険等の相談 97.6% 
ひろばを利用しての行事活動 81.0% 
集会所を利用しての行事活動 88.1% 
支援者との情報交換・連絡調整 95.2% 
緊急時の対応 81.0% 
                              （ｎ＝４２） 
 
 
 
 
「ひろばにおける６つの業務について」 
「住戸訪問による安否確認」は、本人による希望や運営者事が必要と判断した高齢者の住戸をひろばスタ
ッフが訪問し、安否の確認や体調の変化などを把握し、時には話し相手となり、高齢者の孤立を防ぐという
内容である。 
 「生活相談・介護保険等の相談」は、高齢者にとって分かりづらい介護保険制度、書類の読み書きや手続
き、日常生活における困りごと、健康に関する相談、世間話まで多様な相談の対応である。 
「ひろばを利用しての行事活動」は、ひろばにおいて、比較的小規模な行事を実施する。これにより、高
齢者の居場所づくりや住民同士の交流を促進し、衰退したコミュニティの形成を促進する業務である。 
 「集会所を利用しての行事活動」は、ひろばを利用した行事と目的・役割は変わらないが、住宅内の集会
所を利用するため、比較的広いスペースが確保できる。より大規模な行事や、地域に開いた行事を実施する
事ができる。 
「支援者との情報交換・連絡調整」は、民生委員や公営住宅の自治会役員、およびＳＣＳ（高齢世帯生活援
助員）やＬＳＡ（生活援助員）、さらにはボランティアなど、高齢者の見守りに関わる支援者の情報交換の場
として、機能を果たしている。 
 「緊急時の対応」は、主に見守り対象高齢者の体調の悪化や事件や事故などの緊急時に関係機関へ連絡を
行う業務である。 
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４． 神戸市における「あんしんすこやかルーム」の概要 
 
４－１．概要 
 神戸市では、阪神淡路大震災の発生後、被災高齢者の見守り活動を重点的に行うとともに、市内の地域包
括支援センターに見守り推進員を設置するなど地域見守り活動を展開してきた。復興住宅を含む公営住宅で
は、一人暮らし高齢者や老老世帯が増加し、高齢化率が４０％を超える住棟も増えるなど、超高齢化社会を
迎えるにあたり、新しい地域見守り活動の拠点づくりを求めていた。 
 そこで、兵庫県からの「ひろば」事業の委託を受けて、高齢化率の高い復興住宅の空き住戸を目的外使用
し、地域包括支援センターの出先機関となる高齢者自立支援拠点（あんしんすこやかルーム）を設置。地域
包括支援センターから派遣された見守り推進員（社会福祉士、介護福祉士、ヘルパー等の有資格者）が滞在
し、近隣に居住する高齢者への見守り支援等を行った。地域の民生委員や友愛訪問グループと連携しつつ、
見守り推進員が近隣の一人暮らしの高齢者等を訪問し、安否確認や閉じこもり防止のサポートを実施してい
る。また、一人暮らしの高齢者等について、地域住民間での見守りができるよう、集会所を活用して地域の
コミュニティづくりを支援するとともに、介護予防支援の窓口として高齢者の相談等に応じている。 
 
 神戸市は「ルーム」の設置において、３つの項目を設定した。①１００戸以上の住戸で概ね５０％以上の
高齢化率の復興住宅等（市営または県営の住宅）の中から選定する。②運営は、地域包括支援センターを運
営する社会福祉法人やＮＰＯ法人などに委託する。③集会室や空き住戸等の活用については、関係部局と協
議のうえ実施する。平成１８年に、神戸市営住宅の空き住戸を「補助金等に係る予算の執行の適正化に関す
る法律」に基づく目的外使用の許可注４)を受け、２ヶ所の活動を開始した。その後全ての行政区に設置が行
われ、平成２４年には４０拠点となっている。「ルーム」は全て、週３日間（曜日はルームにより異なる）
の開室、１０時から１６時の運営で１～２名の職員が滞在している。調査を実施した２８拠点の概要を図３
－９、表３－７、に示す。 
 
図３－９ 拠点位置図 
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番号 拠点名 区 設置形式 階 
住戸数
（戸） 
ＥＶ 
職員
数 
面積（㎡） 
間取り
の変更 
開室日 設置年月 
1 中野ひろば 東灘 住戸 2 135 ○ 1 47.04  ○ 月 水 金  H 18.12 
2 ふかえ 東灘 住戸 2 275 ○ 1 44.28  ○ 月 水 金  H 21.3 
3 ハーモニー 東灘 その他（ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ） 1 200 ○ 1 11.22  ×  火 木 土 H 21.7 
4 あーもんど 東灘 住戸 2 243 × 1 58.53  × 月 水木   H 22.3 
5 なないろ 灘 集会所 1 554 ○ 1 10.38  × 月 水 金  H 20.3 
6 ぶらんち 灘 集会所 1 492 ○ 2 10.82  × 月 水 金  H 20.12 
7 ルネ 中央 集会所 1 171 ○ 2 13.00  × 月 水木   H 20.3 
8 清風 中央 その他（公民館） 1 680 × 1 33.52  × 月 水 金  H 20.12 
9 ＨＡＴ脇の浜 中央 集会所 1 974 ○ 1 17.00  × 月 水 金  H 22.1 
10 ゆめの 兵庫 住戸 5 238 ○ 1 47.03  ○ 月 水 金  H 19.2 
11 花みさき 兵庫 その他（幼稚園） 1 104 ○ 2 66.88  × 月火水木金 H 21.3 
12 ほほえみ 兵庫 その他（施設） 1 206 ○ 1 8.91  × 月 水 金  H 22.1 
13 ひまわり 北 住戸 4 150 ○ 1 50.75  ○ 月 水 金  H 19.2 
14 さくら 北 その他（幼稚園） 1 2299 × 1 32.17  ×  火 木金  H 21.3 
15 みどりの郷 北 住戸 2 1120 × 2 36.45  × 月 水  土 H 22.3 
16 愛の園 長田 住戸 8 878 ○ 1 47.04  ○  火 木金  H 19.10 
17 滝谷愛の園 長田 住戸 1 175 × 1 42.00  × 月 水 金  H 22.3 
18 せせらぎ 長田 その他（民間ﾋﾞﾙ） 5 173 ○ 2 16.53  ×  火 木金  H 22.3  
19 コスモス 須磨 住戸 2 272 ○ 2 40.16  ×  火 木 土 H 18.12 
20 ななくさ 須磨 住戸 2 250 × 1 52.96  × 月 水 金  H 22.1  
21 若草 須磨 集会所 1 243 ○ 1 7.54  ×  火 木金  H 22.3  
22 あじさい 垂水 住戸 1 776 × 2 48.85  × 月 水 金  H 19.10 
23 きたまいこ 垂水 集会所 1 360 ○ 1 17.70  ×  火 木金  H 21.1  
24 高丸 垂水 集会所 1 243 × 2 8.55  × 月 水 金  H 21.12 
25 にこにこ 垂水 住戸 1 170 ○ 1 73.65  ○ 月 水 金  H 22.3  
26 ありせ 西 住戸 2 367 ○ 1 71.19  ○ 月 水 金  H 19.12 
27 大滋ゆい 西 その他（ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ） 1 456 ○ 1 10.36  ×  火 木金  H 21.7  
28 有瀬くつろぎ 西 住戸 2 290 ○ 1 42.15  ○  火 木金  H 21.11 
 
表３－７ 拠点の概要 
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浴　室
便　所
冷
ＴＶ
事務スペ スー
ＰＣ
玄　関
▲入口
台　所
相談・行事スペ スー
バルコニー
7,
38
0
6,000
４－２．設置形式と面積 
 拠点職員へのヒアリング調査、しつらえ調査、観察調査をもとに、「ルーム」の設置形式を以下の３類型
に分類した。 
① 住戸活用型  
公営住宅の住戸を使用している。大規模な改装は行っておらず、一般の住戸と同じく畳などがあり、生活
を感じる親しみやすい内部空間である。キッチン・洗面台やベランダ・収納などが使用可能で、他のタイプ
と比較して設備が充実している（写真３－２、図３－１０）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                     写真３－２ 住戸活用型 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－１０ 
                                                               住戸活用型平面図 
N 
S=1/100 
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冷
事務スペース
相談コーナー
2,950
2,
90
0
▲入口
②集会所使用型  
団地内の集会所の１室や一部を使用している。空き室・予備室や倉庫を１室として使用している場合が多
く、確保できない場合はエントランスや廊下の一部を使用する場合と、開室日・時間のみ限定して使用する
場合がある。全て１階なので入室しやすいが、使用できる部屋や設備は集会所により異なる（写真３－３、
図３－１１）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真３－３ 集会所使用型 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－１１ 集会所使用型平面図 
 
 
 
 
 
 
 
N 
S=1/100 
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冷
▲入口
3,400
3,
30
0
事務・相談室
ＰＣ
 
ＴＶ
冷
勝手口
▲入口
カーテン
事務スペース
相談・行事スペース
6,150
5,
45
0
③その他型  
住戸活用や集会所使用を除く拠点。どちらの場所も使用できなかった場合に公民館やデイサービスセンタ
ー、民間賃貸ビルや元幼稚園といった近隣施設の１室や一部の使用。もしくは団地敷地内に独立した仮設建
築物１室を新設して使用している。団地の敷地外に設置している場合が多く、住民との距離が離れている。
使用可能な床面積も小さく、設備も劣る。仮設建築物１室の事例は水道設備が無く、トイレも無い（写真３
－４、図３－１２）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真３－４ その他型 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    写真３－４の平面図 
    （仮設建築物の事例） 
 
 
                     公民館の一室を利用した事例 
 
図３－１２ その他型平面図 
 
 
N 
S=1/100 
第３章｜高齢者自立支援拠点の使用 
 
108 
 
 設置形式の割合は「住戸活用型」が１４戸（５０％）で、「集会所使用型」が７戸（２５％）、「その他
型」が７戸（２５％）である。空き住戸の有無や住宅入居者への影響を考慮し、住宅管理主体と協議の上、
拠点場所が選定されている。 
 設置形式別の平均床面積を表３－８に示している。集会所使用型とその他型は、施設の共用部である廊下
やトイレ・湯沸室は含んでいない。住戸活用型の面積が広い床面積となったが、住戸の廊下・トイレ・洗面・
浴室を除いた平均面積と比較しても、住戸活用型が広い面積を有している。 
 
表３－８ 平均床面積（n=28、㎡） 
 
 
 
 
 
 
 
 
４－３．住戸活用型における間取りの変更と住戸タイプ 
 住戸の実測、家具の配置やヒアリングをもとに、住戸活用型のしつらえ調査を行った。概要をまとめたも
のが表３－９～表３－１２である。類似の住戸平面が数件あるが、それ以外は住戸平面、使われ方共に多様
である。住戸タイプは２ＤＫ、２ＬＤＫ、３ＤＫが多かったが、間取りの変更後は１Ｒ空間が多くなってい
る。内部は主に職員事務スペース、打ち合わせ・行事スペース、相談スペースとして使用している。 
 住戸活用型の１４ルーム中、間取りの変更を行った拠点はふかえ､あーもんど､みどりの郷､滝谷愛の園､な
なくさ､あじさい､にこにこの７ルームである。主に間仕切り壁の撤去が多く、浴室やトイレ以外の壁を撤去
する「１室化」と、相談や個人情報を扱う場合の為に、壁や扉等で他の部屋と区画が可能な独立した部屋（以
下「独立室」）を確保し、残りのスペースを１室化する「独立室＋１室化」の事例が見られた。１室化は面
積が広くなり使いやすいが、独立室の有無が拠点の運営に大きな影響を及ぼすことが分かった、詳細は後で
述べる。 
 それ以外のルームは、手すりの設置、内装材の変更や襖や扉を取り外して使用するなどの軽微な変更、も
しくは全く変更を行わずに使用中である。キッチンは全ての拠点で残されており、浴室の多くは倉庫として
使用されている。 
 
 
 
 
 
 
 
住戸活用型 49.52 
廊下、トイレ、洗面、浴室除く 42.08 
集会所使用型 11.02 
その他型 28.27 
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表３－９ 住戸活用型平面図－１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
ＨＮ記号項目
空間構成
ＦＫ
※相談室の有無：壁・扉で仕切られた部屋を有している場合を有りとした。専用の室がなくても、事務室と兼用の場合も行事室と
切り離されていると判断し、有りとした。相談スペースは有るが、  姿や声が室内の者に聞こえる場合は無しと判断している。
ＡＭ記号項目
空間構成
ＹＭ
事務室
相談室
行事室
打合せ
浴
ベランダ
0 1 2 3 4
M
事務
相談・行事
打合せ
浴
ベランダ
事務
行事室
相談
浴
ベランダ
ベランダ
事務室
相談室
行事室
打合せ
ベランダ
浴
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記号
項目
空間構成
※相談室の有無：壁・扉で仕切られた部屋を有している場合を有りとした。専用の室がなくても、事務室と兼用の場合も行事室と
切り離されていると判断し、有りとした。相談スペースは有るが、  姿や声が室内の者に聞こえる場合は無しと判断している。
記号
項目
空間構成
0 1 2 3 4
M
事務室
相談
行事室
打合せ
ベランダ
浴
事務
相談・行事
ベランダ
浴
事務
相談
行事室打合せ
ベランダ
浴
事務
相談・行事
浴
ＨＩ ＭＩ
ＡＩ ＴＫ
表３－１０ 住戸活用型平面図－２ 
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記号
項目
空間構成
※相談室の有無：壁・扉で仕切られた部屋を有している場合を有りとした。専用の室がなくても、事務室と兼用の場合も行事室と
切り離されていると判断し、有りとした。相談スペースは有るが、  姿や声が室内の者に聞こえる場合は無しと判断している。
記号
項目
空間構成
0 1 2 3 4
M
事務
相談
行事室
浴
ＰＳ
事務
行事室
相談
ベランダ
浴
事務
相談・行事
ベランダ
浴
ＫＳ ＮＡ
ＡＪ ＡＲ
事務室
相談室
行事室
▲
浴
表３－１１ 住戸活用型平面図－３ 
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記号
項目
空間構成
※相談室の有無：壁・扉で仕切られた部屋を有している場合を有りとした。専用の室がなくても、事務室と兼用の場合も行事室と
切り離されていると判断し、有りとした。相談スペースは有るが、  姿や声が室内の者に聞こえる場合は無しと判断している。 0 1 2 3 4
M
ＮＫＡＳ
事務
相談
行事室
▲ 浴
行事室
事務
相談
▲
ベランダ
浴
表３－１２ 住戸活用型平面図－４ 
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４－４．住戸活用型における設置階 
 「ルーム」は単なる職員の滞在場所ではなく、行事や相談などで住民が来室する。そのため「ルーム」ま
での動線や団地内の立地状況は設置において十分な検討を要する、特に設置階は重要な点である。民間ビル
使用を除く集会所使用型とその他型は、全て１階だが、住戸活用型の設置階は、１階が約２１％、２階が約
５７％、その他の階が約２１％である。ＥＶ設置率は約６４％であった。高齢者を対象としていることから、
設置は１階か２階以上の場合はＥＶが設置されていることが望ましい。また、ルームの存在や開室状況の確
認しやすさ等を考慮した場合、１階が望ましいが、１階住戸は高齢者の住宅入居を優先するため、確保が難
しい。１階の確保は出来ないが、可能な限り下階に設置したいという状況から、２階の「ルーム」が多くな
ったと考えられる。 
 一方、相談に訪れる自分の姿を他人に見られたくないと考える住民も存在し、人の多い地上階から離れた
階の方が良いという意見もあった。あまり賑やかな環境ではプライベートな相談などの対応が難しいという
意見を持つ職員もいる。しかし、高齢者の身体の負担やルームの運営上、下階での設置が望ましいと思われ
る。 
 ２階以上の設置かつＥＶ未設置の場合、高齢者にとって来室の障害となる。２１％のルームがそれに該当
するが、１階に設置された滝谷愛の園とあじさいは地盤面から床面への高低差がある住棟で、２階のコスモ
スは奇数階着床ＥＶの為、階段（半階分）による昇降が必要となっている。それらを含めた高齢者の来室障
害は、約４３％のルームに存在している。それらが原因で、来室する意思はあるが行けないという高齢者の
存在を運営団体職員も確認している。これらの障害は、運営上の大きな問題点である。 
 
４－５．見守り推進員の役割と属性 
 事業主体と拠点職員へ行ったヒアリング調査をもとに把握した「ルーム」の概要と運営内容は以下の通り
である。「ルーム」には、神戸市から業務を委託された地域包括支援センターに所属し、見守りが必要な高
齢者等に対して訪問活動・安否確認・地域コミュニティ支援等の業務を行う「見守り推進員」（以下推進員）
が駐在している。主な業務は下記の５項目で、兵庫県における「ひろば」の４つの事業と同じ内容である。
１．高齢者の見守り活動 
２．日常生活における相談 
３．地域支援者との情報交換 
４．緊急時の対応 
５．行事活動によるコミュニティ支援。 
 
 推進員の多くは女性で構成されている（図３－１３）。女性の場合、話しかけやすく親しみやすいなどの
利点があるが、防犯面で不安がある。一方男性の場合、住戸に篭りがちな男性高齢者との交流がスムーズ、
不審者への対応が可能といった利点が挙げられた。 
 推進員の年齢は５０歳～５９歳が約４３％と最も多く、続いて４０～４９歳、６０歳以上となり、比較的
高い年齢層となっている（図３－１４）。福祉等の専門知識に加えて、日常生活の相談や自治会や支援者と
の連携など、人生経験をある程度積んだ年齢層が適任だと思われる。「自分より年下の推進員には相談し難
い」と考える住民の意見もあった。 
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20～29歳 
5% 30～39歳 
8% 
40～49歳 
29% 50～59歳 
43% 
60歳以上 
15% 
 
男性 
13% 
女性 
87% 
 
 
 
  
 
 
 
 
    図３－１３ 推進員の性別 (n=21)     図３－１４ 推進員の年齢 (n=21) 
 
 
４－６．見守り活動 
 推進員の業務の１つである見守り活動は、団地内の高齢者の住戸を個別訪問し、引きこもりや孤独死を事
前に防ぐことを目的としている。住戸訪問の頻度は、２週間に１度もしくは１週間に１度行う場合が多く、
見守りの優先度が高い人は定期訪問に関わらず頻繁に行っている。 
 住戸訪問以外の見守りは、顔色や身なりに異変がないか日常生活の観察、郵便物の確認、洗濯物や室内照
明の点灯、電話をかけるといった方法があり、住民の性格に合わせた方法で行っている。 
 見守り活動は推進員だけでなく、民生委員、地域ボランティア、自治会の役員、住民ボランティアなどの
支援者によって行われる。見守り活動の成果を上げるには、この支援者との連携が非常に重要である。多く
の情報を共有し対策を協議することで、効果的な活動が可能である。支援者との密な関係を構築しているル
ームは、関係者の「ルーム」来室頻度が高く、所持する情報を公開し共有している。また、活発な情報交換
や支援に関する意見を交わすなど、士気の高さを感じた。 
 
 
４－７．行事活動によるコミュニティの活性化 
 住民同士や支援者との人間関係を短期間で築くことは難しい。長い時間をかけて少しずつ構築していかな
くてはならない。多くの団地で行われている集会所等を使用した行事活動では、使用の日数と時間が制限さ
れているが、「ルーム」では小規模だが自由に行事やコミュニティ活動を行うことが可能である。常に占有
の場が団地内に確保されているので、時間や用途など推進員の判断で敏速に対応が出来る。このように継続
使用できる点は、常設型拠点の大きな特徴であり、利点である。約７割の「ルーム」で、内部空間を使用し
た行事活動を行っている、行事の種類は喫茶・茶会、手芸、映画会、囲碁・将棋、料理教室、講習会・教室、
給食会、体操、パズル、カラオケ等があり、映画は数人でＴＶモニターを使用し、体操は椅子に座った状態
で行えるものなど、集会所を使用した場合とは違い、小規模空間や団地高齢者のニーズに合わせた活動が行
われている。住民の要望や必要性など推進員が判断・計画し、娯楽と交流の場を提供するなど、細やかに対
応し地域コミュニティの形成に努力している。残りの約３割は、拠点開始間もないことや見守り活動に集中
しているといった理由で現在は行っていないが、今後は活動を行ってみたいという意見であった。 
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3 
3 
10 
11 
11 
12 
13 
18 
20 
20 
21 
0 5 10 15 20 25 
その他 
クーリングオフ 
見守りに関して 
金銭の相談 
家族や同居者のこと 
将来の不安 
日常の相談 
世間話 
健康や身体のこと 
介護について 
書類の読み書き 
 
1～10人 
61% 
11～20人 
17% 
21～30人 
11% 
31人～40人 
11% 
４－８．相談業務 
 推進員は「ルーム」に来室する高齢者の日常生活による悩みや疑問に関する相談を受けている。相談内容
は様々で、書類の読み書きや健康に関する悩み、介護保険に関する各種申請の相談や家族の悩み、相談以外
にも話し相手を求めて来室する場合がある。住民との関係を築く為には重要な機会であり、時間の許す限り
対応している。（図３－１５） 
図３－１６は一ヶ月間に見守り推進員が対応する高齢者の相談の件数（延べ人数）である。１～１０人の
６１％が最も多く、１１～２０人が１７％、２１～３０人と３１から４０人が１１％と続いている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      図３－１５ 相談内容  （件／月、n=18） 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－１６ 推進員の対応人数（１カ月、n=18） 
 
４－９．支援者のプラットフォーム 
 神戸市の復興住宅では多くの地域支援者制度があるが、それでも立場や窓口、所有する情報や責任の違い
から、見守り対象から外れてしまう高齢者がみられるようになった。その大きな原因として、今まで支援者
同士の「情報共有」や「連帯意識」を持ち合う場が無かったことが挙げられる。意識を共有し合い、効率よ
く一体化した高齢者の見守り活動を行うことで、より良い高齢者支援が可能である。「ルーム」の開室によ
り、地域支援者が集まる場が確保された、このプラットフォームとしての役割は大きい。その効果として、
団地に来た際は必ず来室し、報告を行うなどの日常的な使用に加え、月に数回会議や勉強会を行い支援意識
の共有や住民向け情報便りの発行、独自の支援者組織の立ち上げ等が行われるなど、支援者同士の結束力が
高まっている。更に、いつでも立ち寄れるという気軽さから、郵便・新聞配達員やケアマネージャー、意識
の高い住民からの情報提供など、新たな協力者も現れ始めている。 
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５． 推進員による使用評価 
 
５－１．間取りや面積、立地に関する評価 
 「ルーム」に所属する職員へ実施したアンケート調査の結果を以下にまとめる。 
 図３－１７は、「現在のルームの面積・間取りに満足しているか」という問いに対して見守り推進員の回答
を設置形式別に示したものである。それぞれ満足と答えたのは、住戸型で７０％、集会所型で２０％、その
他の設置形式では６７％であった。また、不満と答えたのは住戸型で１０％と少なく、集会所型で８０％、
その他型で３３％となっている。 
また、住戸型で満足と答えた主な理由は、「相談室の存在」であった。同じく住戸型で不満足と回答した理
由は、「部屋で行事をするには狭い」であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－１７ ルームの使用評価 (n=18) 
 
 
図３－１８は見守り推進員の使用評価と、推進員が勤務するルームの延べ床面積の関係を示している。こ
の図では、Ｘ軸にルームの延べ床面積、Ｙ軸を推進員の評価としている。 
 図において、評価が高いとされているのはグループＡに分布している。これらの特徴は面積が大きく、９
個の点（滝谷愛の園３７．３㎡有瀬くつろぎ３７．２ ㎡により、１個所点が重複）のうち、７個が住戸型で
ある。また、グループＢには面積・間取りに不満であるとしたルームの点が分布しており、その多くが集会
所型である。 
 また、点Ｃは集会所型で延べ床面積が狭いにもかかわらず満足となっているが、評価の理由（記述式）は
未回答であった。点Ｄは住戸型で延べ床面積が広いにもかかわらず不満となっているが、評価の理由は「行
事をするには少し狭い」という理由であった。グループＢのルームの多くが「狭いために行事が出来ない」
との回答を考慮すると、点Ｄの運営者は、集会所等の大きな面積を想定しているようである。 
 これらのことから、見守り推進員が使用しているルームの使用評価は延べ床面積に大きく影響している事
がわかる。また、延べ床面積が３０㎡を超えている場合に評価が高い事がうかがえる。今後ルームを新しく
設置する場合、延べ床面積３０㎡以上を確保する事が１つの課題であるといえる。 
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■その他型 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
 図３－１８ ルームの使用評価と面積の関係 (n=18) 
 
５－２．位置に関する評価 
 図３－１９は、「ルームを訪問する際、高齢者の方々にかかる負担を考慮し、あなたのルームの位置を評価
してください」という問いに対して、見守り推進員の回答を設置形式別に示したものである。満足と答えた
ルームは住戸活用型で３６％、集会所型で４０％、その他の設置形式で６６．７％であった。また、不満で
あると答えた人は、住戸活用型で６４％、集会所型で４０％、その他型で３３％である。 
 満足であると答えた理由として、住戸活用型では「エレベータがあるから」といった意見が多く、集会所
型では「１階で、かつ分かりやすい場所にある」、その他型では「場所が分かりやすい」といった意見が多か
った。不満であると答えた理由としては、住戸活用型では「２階にあり、階段が上がれない」「複数の住棟が
あり、場所が分かりにくい」、集会所型では「気軽に行ける場所ではない」、その他型では「団地から離れて
いるため、来所者が少ない」といった意見が見られた。 
 住戸型のルームに関してアンケートでは１１ルームから回答が得られたが、そのうち８ルームが２階以上
の階に設置されており、エレベータが無ければ高齢者にとって大きな負担となる（住戸活用型以外はすべて
１階に設置）。また、設置形式に関わらず、場所が分かりにくいといった意見も多かった。住戸活用型は特に
一般住戸に紛れてしまい、認識不足となりやすい。掲示板や看板の設置、チラシの配布などルームの存在周
知努力が必要となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－１９ 立地についての評価 (n=18) 
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1 
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0% 20% 40% 60% 80% 100% 
その他型 
集会所使用型 
住戸活用型 
ほぼ全員 ８割程度 ５割程度 
５－３．ルームの認知度について 
 団地内の住民がどの程度「ルーム」の存在を認知しているかについて。設置形式別では、１階に設置され
ている集会所使用型の全員認知度が高かったが、住戸活用型も約６０％の住民に認知されているという評価
であった（図３－２０）。「ルーム」認知の方法で効果があったものは、掲示板や住戸への配布物といった
間接的なものと、住戸訪問時や行事での会話という直接的な方法が挙げられた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－２０ ルームの認知度 (n=18) 
 
 
５－４．設置形式と相談者数 
 図３－２１は設置形式別に 1 ヵ月の相談者数を示したものである。住戸活用型の相談者数が非常に多い結
果となった。住戸活用型には、行事や住民がくつろぐスペースとは別に、相談室もしくは相談スペースを有
している。集会所型やその他型は面積が小さく、相談場所の確保は難しい。他にも、畳など内装材や、住居
の間取りが心理的に落ち着くなどといった良い点が挙げられる。 
 高齢者が気軽に悩みを相談しに来られるようなルームを作るためには、専用又は行事室から独立した相談
スペースを設ける事が必要であり、今後の課題である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－２１ 設置形式と相談人数の関係 (n=18) 
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５－５．相談室について 
 相談場所の必要性について述べたが、「１室化」へ改装を行ったルームでは行事と相談が重なると、お互
いが気を使い相談業務が出来ない。しかし改装を行わなかった場合や、改装し独立した相談室を設置したル
ームでは、行事や来室住民と離れて相談業務が可能である。プライバシーを確保しやすく、来室も気軽であ
るということであった。１ヶ月の相談来室者数も独立した相談室があるルームの方が多い傾向となった（図
３－２２）。そのことから、「ルーム」で行われる相談業務には、「独立室」又は「行事などを行う部屋と
分離した相談スペース」の確保が必要である。住戸活用型に相談室が確保されているルームが多かったが、
床面積の小さい集会所使用型・その他型の場合は確保が難しく、行事活動との両立が出来ない。相談業務は、
事件や問題化を未然に防ぐため、日常生活の不安を取り除くために、重要な支援活動の一つである。その為
にも、気軽に相談に来てもらえるような「ルーム」作りの為に、小規模でも専用の相談室を設置することが
必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
図３－２２ 相談室有無別相談来室者数 (n=18) 
 
５－６．設置形式による行事室の面積と行事活動への影響 
（１）行事室の床面積 
図３－２３は行事室（もしくは行事コーナー）の有無（値が０は行事室なし）と床面積をまとめている。
なお、行事室を有しているのは住戸活用型の全ルームと、その他型の３ルームである。住戸活用型は多くの
ルームがおよそ２０㎡～３０㎡の行事室を有している。これらの中で、改装して「１室化」となっているの
は「にこにこ」「ふかえ」「滝谷愛の園」「みどりの郷」である。これらは間仕切り壁を撤去し、大きな部屋と
なったが、未改装のルームと行事面積に大きな差はない。また、「中野ひろば」と「ゆめの」は８㎡と狭くな
っているが、この２つのルームはあんしんすこやかルームのモデル事業として初期に設置されたルームであ
り、この２ルームにおける行事室が狭かった事を考慮して、後に設置されるルームには一定の行事スペース
を持たせるために改装したタイプの開設が行われている。また、その他型の「花みさき」は幼稚園の建物を
利用したものであり、「清風」は公民館の中に設置したルームである。いずれも住戸型と同様か、それ以上に
広いルームで、行事室を有しており、様々な活動が可能である。 
 また、表３－１３はそれぞれのルームにおいて平成２２年１２月に行われた行事と、行事室の面積（住戸
型のうち、アンケートの返信が得られたもの）との関係である。「行事の最大参加人数」は調査対象時の最多
参加人数を示し、「１人当たりの面積」は行事室の床面積を行事の最大参加人数で除したものである。「行事
の最大参加人数」をみると、多くのルームで１０人～２０人であるが、２５人や３０人といったルームもあ
る。１人当たりの面積では、１㎡以上確保できているルームが多く、０.８㎡程度のルームもある。 
（人） 
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図３－２３ 行事室・行事スペースの床面積 
 
表３－１３ 行事室床面積と行事の関係 
  住戸床面積 行事室床面積 
住戸での 
行事数 
最大参加人数行
事 
最大参加
人数 
1人当たりの
面積 
にこにこ 73.3 32.24 6 喫茶・茶話会 12 2.69  
ありせ 67.7 16.9 3 喫茶・茶話会 15 1.13  
あーもんど 61.2 21.68 5 モーニング喫茶 25 0.87  
愛の園 47.9 19.95 1 その他 18 1.11  
ふかえ 45.5 25.62 12 喫茶・手芸・将棋 18 1.42  
滝谷愛の園 43.1 8 5 脳トレ 11 0.73  
有瀬くつろぎ 37.3 21.52 1 カラオケ 10 2.15  
ゆめの 37.2 24 3 その他 30 0.80  
（単位） （m2) （m2) （回/1 ヵ月） - （人） （m2/人) 
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（２）行事の種類 
 
図３－２４は見守り推進員のアンケート結果をもとに、過去にルーム内で実施したことがある行事につい
てまとめたものである。また、図３－２５は団地内の集会所を利用して行ったことがある行事である。 
 ルームにおいて実施したことがある行事は、喫茶・俳句・手芸・囲碁等の住民が希望する小規模な行事活
動が多く、映画会は家庭用のテレビで上映し、時代劇など少人数で鑑賞するという内容であった。また、集
会所型では、１ルーム以外は行事を行っていない。その他型では、手芸や脳トレーニング等の行事を行って
いる所が多かった。 
 集会所を利用して実施している行事は、住戸活用型とその他型では脳トレーニングを行っているルームが
特に多かった。脳トレーニングは、高齢者を対象とした行事で人気が高く、痴呆症や認知症の予防に効果が
あり、低予算で実施が可能であるという運営者側の利点もある。また、集会所型では喫茶、映画会、体操教
室など、多くの高齢者が参加できるような行事を行っているルームが多いことがわかる。団地内の行事は参
加者の好みや特性に大きく影響するため、ルームと集会所の行事活動を比較しても、大きな特徴はみられな
かった。しかし、参加人数は団地内の集会所を利用した行事が多く、ルームの行事は少ない傾向となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－２４ 過去にルームにおいて実施した行事（設置形式別、n=18） 
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図３－２５ 過去に集会所で実施した行事（設置形式別、n=18） 
 
 
５－７．支援者の来室について 
 地域支援者の来室回数（１カ月）をまとめたものが図３－２６である。民生委員の来室が一番多く、続い
て自治会役員であった。打ち合わせが主な理由であるが、個人情報を扱う場合が多く、密室で行わなくては
ならない。常設型支援拠点があれば、その為に場を借りる必要はなく、いつでも実施が可能である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－２６ 地域支援者の来室階数（１カ月、n=18） 
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６． 住民による評価 
 これまで、ルームを対象とした実態把握と、見守り推進員による評価アンケートについて述べた。続いて、
ルームを利用する住民、見守り対象高齢者への使用評価を得るために、アンケートを実施した。尚、ルーム
では住民アンケートが実施出来ず、協力を得られた宝塚市における「ひろば」で調査を実施した。自治体に
より運営内容が少し異なるが、兵庫県が委託する「ひろば」の高齢者自立支援事業であり、比較対象として
特に問題は無いと判断した。 
 
６－１．回答者属性 
アンケート回答者は女性が多く、６８％であった。また、９０％が６５歳以上の高齢者であり、６０歳以
上は９６％となった。世帯状況は単身が多く、約７０％であった。ひろばはこのような高齢者単身世帯を対
象とした見守り活動を行っている。（図３－２７～２９） 
 
  
図３－２７ アンケート回答者の性別（住民、n=87） 図３－２８ アンケート回答者の年齢（住民、n=87） 
 
図３－２９ アンケート回答者の世帯状況（住民、n=87） 
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６－２．認知度 
「ひろばを知っている」と回答した住民は約８０％で（図３－３０）、知ったきっかけは、「ひろばスタッ
フから」が一番多く、「自治会から」という回答も多かった。｢掲示板｣から知ったという回答が 17 件あり、
掲示板による宣伝の効果も窺える（図３－３１）。また、ひろばへ行ったことがある住民は６２％で、利用頻
度は様々である（図３－３２）。一方で、スタッフから訪問を受けているものの、ひろばに行ったことが無い
という回答が３２％ある。その理由（図３－３３）として、「ひろばスタッフが訪問してくれるから必要ない」
という回答が一番多かった。また「場所が遠い」、「階段や坂道が障害」などの、経路のバアリに関する理由
も見られた。 
 
 
 
図３－３０ ひろばの認知度（住民、n=107） 図３－３１ ひろばを知ったきっかけ（住民、n=87） 
 
 
図３－３２ ひろばの利用頻度（住民、n=87） 図３－３３ 行ったことが無い理由（住民、n=28） 
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６－３．関心事 
住民は「ひろばの場所」や「ひろばスタッフ」について知っているが、「実施している行事」や「開室時間・
曜日」、「実施している業務」など詳細はあまり知られていない（図３－３４）。また、住民が関心のある業務
として、「介護保険の相談」や「緊急時の支援」、「日常生活の相談」などである（図３－３５）。住民が関心
のある行事は、「ふれあい喫茶」、「会食会」といった住民同士の会話が生まれる行事の人気が高かった。「健
康体操」や「健康教室」なども需要があり、健康に対して関心の高い高齢者が多い事が伺える。（図３－３６） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   図３－３４ ひろばに関して知っている事項       図３－３５ 関心のある業務（n=87） 
          （住民、n=87）                    （住民、n=87） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－３６ 関心のある行事（住民、n=87） 
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６－４．拠点の評価 
（１）ひろばができて良かったか 
 ひろばができて良かったかという質問に対して、「良かった」、「やや良かった」と回答している高齢者は、
それぞれ７２％と２７％であり、９９％もの高齢者が、ひろばができて良かったと答えている。ひろばが地
域で果たす役割の重要性が分かる（図３－３７）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－３７ ひろばができて良かったか（n=70） 
 
（２）日常の変化 
 ひろばについて知っている住民のうち、設置により日常に変化があったかどうかについてまとめたものが
図３－３８である。右図が「ひろばに行ったことがない」住民、中央が「ひろばに行ったことがある」住民、
左図が「月に一回以上ひろばへ行く」住民の日常の変化について表している。ひろばへ行ったことが無い人
は１６％しか日常生活に変化がない。しかし、ひろばへ行ったことがある人は５１％に変化があり、さらに
月に一回以上ひろばへ行く人は６９％に変化があるという結果になった。このことから、ひろばの存在を知
るだけでなく、活動拠点へ行き、職員や住民と接することで日常生活に何らかの変化が生じる、更に来室頻
度が高いほど変化の効果が高いことが分かる。高齢化すると一般的に周辺との接点が減少し、生活が固定化
する傾向にある。閉じこもりや孤独死を招かないためにも、日常生活に適度な変化を生じさせるためにひろ
ばへ行き、そこで時間を過ごすべきである。また、定期的にひろばへ通う事で、より高い効果が期待できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－３８ ひろば設置による日常の変化 
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（３）変化の内容 
 図３－３９は、「ひろばに行ったことがある」かつ「日常生活に変化があった」と答えた住民のうち、変化
の内容をまとめたものである。「相談できる場所ができた」という回答が一番多かった。また、「行事参加が
増えた」や「気軽に立ち寄れる場所が増えた」「外出する機会が増えた」「知り合いが増えた」など、ひろば
の活動は、高齢者の居場所づくりや外出促進に効果がある。また、ひろばがそこにあるだけで「安心できる」
という回答も多い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－３９ 日常の変化の内容（n=27） 
 
 
６－５．見守りの必要性 
 図３－４０は、「誰かが定期的に見守りを実施する必要があるか」という質問に対する答えである。「必要
性がある」という答えが８５％となり、多くの住民が見守りの必要性を感じていることが分かる。拠点にお
ける行事や相談だけでなく、訪問による見守り活動も需要が高く、高齢者を対象とした活動には欠かすこと
のできない支援であることが分かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－４０ 見守りの必要性（n=87） 
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ひろばに対する意見 
 団地住民のひろばに対する意見や感想である。全体として肯定的なものが多かった。特徴的な意見として
「一人暮らしで一日中しゃべらない日がある。何か行事があれば参加させていただくと気分も変わり、良か
ったと思う。」など、ひろばの活動が直接的に住民の生活に影響を与えている意見も見られた。 
 
・ひろばのスタッフは本当に親切で良く活動して下さっていて、感謝している。以前住んでいたマンションと違い、ここに 
来てとてもありがたく感じている。中には仲違いしている人も見受けらるが、行事ではそんなことに関係なく、皆で助 
け合っている。 
・相談員の皆さまがお世話くださり感謝している。 
・一人暮らしなので、一日中しゃべらない日がある。何か行事があれば参加させていただくと気分も変わり、良かったな 
と思う。 
・今のところ健康だが、高齢のためいつどのような事があるか分からない。 
・今の私にはまだ必要ないけれど、入居していて、ひろばの活動やスタッフの仕事ぶりを拝見していると、将来ここにいた
らとても安心だなと感じる。本当に良く頑張っておられると思う。 
・相談員の方が巡回安否確認してくださるので大変ありがたい。 
ひろばに関する意見感想 
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７． 小括 
 
１）設置形式：集会所使用型は１Ｆでバリアフリー化されている場合が多く、入室しやすいが、面積が小さ
く集会所内の他の部屋を自由に使用出来ない場合が多い。住戸活用型は住民が生活する住戸と同じ内装
や間取りのため、親しみやすい内部空間で設備も充実している。今後の設置は３０㎡以上の住戸で相談
室を確保し、その他は１室空間に改装することが望ましい。 
２）立地：１ＦかＥＶの使用できる住棟への設置が望ましい。住戸の場合、一般の住戸に紛れて存在が確認
しにくい場合があるが、標識等を掲示し存在を意識させる必要がある。バス停の近くや住民の生活動線
上にあるとなお良い。 
３）行事活動：常設型拠点の為、時間や行事の内容を推進員の判断で実行できる。住戸活用型であれば少人
数でアットホームな雰囲気で行うことが可能で、参加者の多い行事や集まりに抵抗がある住民にも対応
できる。 
４）見守り活動：団地外の拠点から訪問する見守り活動と比べて、団地住棟内に常駐しているので、住民と
の距離が近く信頼も得られやすい。日常生活の様子を伺うことが可能で、効果的な見守り活動が実施で
きる。 
５）相談活動：日常や将来への不安を解消するなど、相談ケアは重要で、些細なことでも話し相手になるこ
とが、事故や事件への防止策にもなる。相談は個室の確保が必要で、入室しやすい空間と推進員の対応
が望まれる。 
６）プラットフォーム：地域の支援者達が効率良く活動を行うには、情報や意識の共有が必要である。「ル
ーム」はその地域の中にあり、常時その場が確保されている。その為に、打ち合わせなどの機会を設け
やすく、結束力が高まる。 
７）緊急対応：病気や事故が起こった場合に、頼る人物が居ない。このことは高齢者、特に独居高齢者の不
安が募る原因の一つであろう。その様な緊急時でも常駐型のルームであれば対応が可能である。「ルー
ムからの気配や照明を見ることで、日常の不安が紛れる」という意見もあった。 
 
 現在多くの団地で、集会所等を使用した交流の場が設けられており、住民同士の交流促進の機会となって
いる。しかし、高齢化率の高い団地は発生する問題も複雑多様化している。これらの状況には、少人数で構
成する行事や交流、生活相談などの場を設け、支援者による細やかな対応が必要となっている。集会所など
の大きな空間より、小規模な空間に間仕切られた住戸での運営が適していると思われる。 
 住戸を高齢者自立支援拠点として活用する場合、段差の解消や手すりの設置など部分的な改装で使用が可
能である。既存の空き住戸を活用すれば、運営開始までの期間や初期費用を抑えることができる。 
 このように、小規模多様な支援活動が、迅速かつ低予算で展開できる点が、住戸活用の最大の利点である。
住宅困窮者への入居を妨げてはならないが、公的施設の利点を活かし、安価で安定的に、住民の身近な場所
で支援が可能な公営住宅の住戸を、今後積極的に福祉や地域活動として使用することが、高齢化の進行する
団地に求められているのではないか。 
 地域包括支援センターのブランチ、専門機関の出張所を状況が悪化する公営住宅に設置することで、要支
援高齢者への直接支援が効率的に実践できる。支援が受けられる安心感や、拠点の行事や集まりによる住民
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交流促進により、人間関係や相互扶助機能の回復といった２次的な間接的効果が期待できる。 
 住戸利活用は住民の生活圏内に拠点を設置する。そのため、住民の生活習慣や関係性が理解しやすい。住
民の近くで活動し、生活の場にいるからこそ実施できる支援や得られる情報がある。また、常設拠点のため、
周辺支援者や住民などいつでも拠点へ来室できる。そのことから、専門職やソーシャルワーク等の活動が実
施しやすく、新たな担い手が参加しやすいという点が、地域福祉拠点に適した場だと判断できる。 
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第４章 地域活性化拠点の使用 
 
１．研究の背景と目的 
 
 現代社会ではそれぞれ個人の時間や生活を優先し、独立した暮らし方を営む者が多くなっている。そ
れにより、地域における住民相互の社会的なつながりが希薄化してしまい、かつて構築されていた家庭
や地域の相互扶助機能が衰退してしまった。公営住宅においても、高齢者や低所得者・外国人・単身入
居者増加の影響で、住民同士の関係性が希薄になり、自治機能の低下やトラブルの多発、孤立などを引
き起こしている。その影響から、高齢者の引き篭もりや孤独死が大きな問題となっている。今後の高齢
化進行により状況は更に悪化が予想される。 
 日本の公営住宅では、多くの団地で自治会が組織されている。行政や管理主体、管理組織からの伝達
業務や共用部の清掃、屋外の管理や共益費の回収、子供会や老人会などの住民交流会活動を行っており、
住民自身が多くの役割を担っている。その為、民間の集合住宅以上に住民同士の関係性が必要となる。
自治や管理を円滑に進めるためにも、日頃からコミュニケーションを取り合わなくてはならない。 
 状況が悪化してしまった原因の 1 つとして、１９９６年の公営住宅法の改正が挙げられる。収入超過
者の転出促進や、高齢者や障害者に対する収入制限が緩和され、多くの若年世帯や中年世帯が転出し、
高齢者や障害者、外国人が増加してしまった。更に、長引く経済不況の影響で住民の経済状況も悪化し
ている。本来、福祉住宅としての役割を持つ公営住宅だが、近年状況は一層厳しくなっている。それに
より、自治会の人材不足や参加意識低下など自治や管理の運営に影響が及んでいる。他にも、団地外の
周辺地域との格差拡大により、地域から孤立していく。 
 一方で、公営住宅における空き住戸の問題という重要な課題もある。自治や管理、住民コミュニティ
の促進には、なるべく多くの世帯が居住し、活動に参加しなくてはならない。公営住宅における空き住
戸は、都市部と郊外地域において大きな違いがみられる。まず都市部では、人口も多く公共施設や交通
機関の利用など生活利便性が高く、入居希望者が多く、応募倍率も数十倍に及ぶ場合もある。都市部で
は空き住戸が少ないという印象だが、過去に入居者が当該住宅で死亡した事実のある「事故住宅」、災害
や犯罪被害者の救済入居の為に募集を停止している住戸など、「政策空き家」と呼ばれる空き住戸が一定
数ある。また、募集当選後の条件違反による入居辞退者など、表面化しにくい空き住戸が存在している。
次に郊外地域では、高齢化や人口減の影響から、特に交通や生活が不便な住宅の空き住戸が目立つよう
になっている。応募者が募集戸数を下回る場合も多く、恒常的に空き住戸が存在している。その空き住
戸が団地内の活力を低下させ、更に空き住戸が増加するという連鎖を引き起こしている。また、このよ
うな団地は入居しやすく、家賃も安い。そのため、住宅に困窮する単身高齢者や外国人などが集中し、
治安の悪化など生活環境が低下していく。 
 都市部・郊外地域の公営住宅は、それぞれの理由により空き住戸が一定数存在し、団地や住民の活力
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が低下しており、空き住戸を減らす努力が必要である。住戸の改装や募集回数の増加など管理主体も充
足率の向上に努めているが、入居希望が無い恒常的な空き住戸は「住居以外」の利活用も検討すべきだ
と思われる。 
 以上のような公営住宅に対する問題をもとに、管理戸数の多い大阪市では、「ストックの有効的な活用」
「コミュニティの再生」「公平・公正や管理の推進」「地域のまちづくりへの貢献」を基本とした「市民
住宅」への再編を実施している。その中の１つとして、公営住宅の空き住戸を利活用した「コミュニテ
ィビジネス活動拠点」導入が挙げられる。魅力ある住宅地づくりを進めるため、高齢者支援や子育て支
援をはじめとした地域コミュニティの活性化につながる活動を行うＮＰＯ等の団体に、市営住宅の１階
空き住戸を提供している。平成２０年度より募集を始め、毎年度募集を行っている。 
 公営住宅は、関係法令により「住居」のみの使用制限があり、住宅困窮者への住宅供給が本来の目的
である。しかし、補助金適正化法２２条に基づく目的外使用（以下、目的外使用）の許可を受けること
で、住戸を「住居」以外の用途で使用可能である。現在、目的外使用は、災害や火災の被害者やＤＶ被
害者、離職退職者などを対象とした救済入居として、ほぼすべてが住居として使用中である。これは、
本来の定められた入居過程とは違う特例入居のため、目的外使用として扱われる。法令では可能だが、
公的資金で建設された公営住宅を「住居」以外の用途で使用するには、ハードルが高く、今までの使用
事例は非常に少ない。 
 本章では、公営住宅の空き住戸を住居以外の用途として目的外使用を行う大阪市営住宅の事例に注目
する。その理由として、都市部における公営住宅の空き住戸を利活用した団地のコミュニティ支援、孤
立する団地と周辺地域との接点創出、地域活動を行う団体への場所提供など、全国でも初めて公営住宅
を活用した「地域活性化拠点」という点である。この活用を先駆的事例と捉え、今後の都市部を中心と
した公営住宅再生の有効性といった視点から、重要な意味をもってくると考えられる。 
 公営住宅の目的外使用を対象とした研究は、事例は非常に少なく、本調査時点ではみられなかった。
地域活性化を対象とした研究は、商店街など商業施設を使用した事例や、農村や廃校を使用した郊外地
域における事例の研究が中心で、公営住宅の住戸を活用した地域活性化の研究は見られない。しかし、
石渡ら１)は韓国の貧困地域における、スラム化した公共住宅周辺地域のコミュニティ活性化事業に着目
している。休遊地などを使用して教育・交流・福祉・生活の支援を住宅管理者と住民が共同で実施する
ことが有効的だと指摘している。また、コミュニティ活性化事業は住民同士の交流が重要な点だと述べ
ている。 
 本研究では、今後必要性が高まると考えられる公営住宅における地域活性化拠点の有効性を見出すた
め、既存公営住宅の空き住戸を活用した事例を対象とし、住戸使用の有効性を明らかにすることを目的
とする。実態把握と運営者・団地住民の評価から、空間構成や運営方法について明らかにすることで、
空き住戸の利活用、地域活性化拠点の設置・運営計画のあり方について、有効な知見を与えうるものと
考える。 
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２．調査の概要 
 
２－１．研究対象の設定 
 研究対象として、公営住宅を目的外使用した事例の中で、既存住戸を住居以外の用途で利活用してい
る、大阪市営住宅における地域活性化拠点を取り上げた。大阪市営住宅の管理戸数は約１０万５千戸と
非常に多く、他の管理主体以上に建物の老朽化やストック活用、入居者の高齢化問題などの対策が求め
れれている。本調査は、調査時点（平成２３年８月）に開設中であった１０拠点を主な研究対象とした。 
 
 
２－２．研究の方法  
 大阪市営住宅を活用する大阪市「都市整備局住宅部建設課団地再生グループ」へヒアリング調査を実施
し、目的外使用の概要を把握した。その後、調査時点で活用中であった１０団地のうち、協力の得られた
８団体へのヒアリング調査、しつらえ調査、観察調査を実施し、各拠点の運営内容や利用の実態、利用者
や住民の属性を把握した。次に、調査協力を得られた７団体に所属する職員５１名へ「大阪市営住宅を使
用したコミュニティビジネスの実態と運営に関する調査」と題した調査票を配布し、全通の回答を得た。
続いて、４団体の活動参加者・利用者へのアンケート調査を実施し、３６通を回収した。更に、２団体の
近隣団地住民への調査を実施し、１０５通の回答を得た（回収率は２４％）。これらの調査により、大阪
市営住宅における地域活性化拠点の実態を明らかにし、考察を行う。調査の概要を表４－１、４－２、図
４－１にまとめている。 
 
表４－１ 運営団体・参加者利用者調査表回収状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
団体名 主な活動内容 スタッフ 利用者 団地住民 
団体Ａ（にこねっと） 子育て支援 9 10        
団体Ｂ（ハートフレンド） 子育て支援 4 6  
団体Ｃ（井高野） 子育て支援 13 4         
団体Ｄ（江口） 高齢者サロン 3 16 65 
団体Ｅ（あさか） 児童デイサービス 13     
団体Ｆ（西淀川） こども相談室 7     
団体Ｇ（シルバー人材） 一時保育 2   40 
計 51 36 105 
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Dｰ３
Dｰ
４
Dｰ２
Dｰ
１
d
Gｰ１
Gｰ２
Gｰ３
g
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－１ Ｄ団地Ｇ団地住棟配置図 
 
表４－２ 地域活性化拠点―団地住民対象調査・調査票の配布状況 
団
地
名 
配布数 使用用途 使用住戸階数 使用開始 
D
団
地 
 
 
 
D-1 棟 配布数 55 
高齢者サロン １Ｆ Ｈ22 年～ 
D-2 棟 配布数 20 
D-3 棟※ 配布数 141 
D-4 棟 配布数 15 
配布総数 231 
回収数 65 
回収率 28% 
G
団
地 
 
 
 
G-1 棟※ 87 
子ども 
一時保育 
１Ｆ Ｈ20 年～ 
G-2 棟 84 
G-3 棟 39 
配布総数 210 
回収数 40 
回収率 19% 
調査票配布総計 441 
調査票回収総計 105 
調査票総回収率 24% 
       ※拠点の位置する住棟 
(
 団体Ｄ
 
)
 
(
 団体Ｇ
 
)
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玄 関
外部廊下
和室６帖
和室４．５帖
和室６帖
台　所
食事室
浴 室
洗 面
バルコニー
２－３．拠点の事例 
 近隣住民へアンケート調査を実施した２つの拠点事例を下記にまとめる。 
Ｄ団地の拠点は平成２２年１２月より使用を開始している。中層と低層で構成する団地で、中層棟の１階
を使用している。内部の改装は行っていない。高齢者を対象としたサロンで、ひったくり予防や琴演奏会、
体操教室などの行事を内部で行っている。平面図は図４－２、内外部の状態は写真４－１～４－４である。 
 
Ｄ団地 
「概要」 
・平成 22 年 12 月より使用開始 
・床面積 58.96 ㎡ 
・高齢者サロン 
・運営団体：団体Ｄ（江口、ＮＰＯ法人） 
「対象者」 
 ・団地内外の高齢者 
 ・参加者は団地内の女性が多い 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－２ 平面図 
 
1 2 3 4 5
Ｍ
 
Ｎ
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写真４－１ 台所食堂室         写真４－２ 和室６帖（廊下側） 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真４－３ 和室６帖（バルコニー側） 
 
 
 
 
 
 
写真４－５ 拠点住棟（中層） 
 
 
写真４－４ 入口 
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PS
タタミ
コーナー
外部廊下
キッチン
玄関
遊戯室
ベランダ
浴室
 
Ｇ団地の拠点は平成２０年１０月より使用を開始している。中層で構成する団地の１階を使用している。
内部は浴室・トイレ以外の間仕切り壁を撤去し、一室空間に改装し、一部タタミ敷きとしている。子供一
時預かりを行っており、団地外の子育て世代が来室する。時々、子供が遊ぶ賑やかな様子を団地の高齢者
がのぞきに来る。平面図は図４－３、内外部の状態は写真４－６～４－１０である。 
 
Ｇ団地 
「概要」 
・平成 20 年 10 月より使用開始 
・ 床面積 52.05 ㎡ 
・子供一時預り 
・運営団体：団体Ｇ（シルバー人材、公益社団法人） 
「対象者」 
 ・団地内外の親子 
 ・利用者は団地外の親子 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－３ 平面図 
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写真４－６ 遊戯室              写真４－７ 畳コーナー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真４－８ 遊戯室                写真４－９ 入口 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真４－１０ 拠点住棟 
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３．大阪市営住宅 
 
３－１．大阪市営住宅の現状 
① 管理戸数 
図４－２は、大阪市営住宅の建設時期と管理戸数の推移である。大阪市では昭和30年代から40年代にか
けて、戦後の住宅不足を背景に、多くの戸数が供給され、管理戸数が急増した。昭和50年代に入ってから
は、新規建築戸数に対し、建替え戸数が多くなり、新規建設から建替え事業へとシフトした。近年では、
多くの住戸が建設された昭和30年代から40年代建設の住戸が建替え時期を迎えており、管理戸数はほぼ横
ばいとなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－２ 大阪市営住宅の建設時期と管理戸数 
（大阪市営住宅ストック総合活用計画／平成１９年、大阪市） 
 
 
 
 
 
第４章｜地域活性化拠点の使用 
 
141 
 
 
 
② 空き住戸と募集倍率 
図４－３は市営住宅における一般募集の応募倍率（公営・改良の一般募集の平均）についてまとめたも
のである。大阪市によると、応募倍率は２０～３０倍で推移している。しかし、その一方で図４－４に示
すとおり、当選した世帯のうち２～３割の世帯が入居を辞退（一部資格失格者も含む）している。 
平成１７年度募集における平均応募倍率は３５.６倍となっている。表４－３はその内訳（平成15年度
～平成17年度の平均）である。応募者全体の約６割が一部の住戸に集中している。これらの住戸は比較的
新しく設備水準が高く、募集戸数全体の１割にも満たない。一方、申し込みなし及び１倍未満の住宅が、
募集戸数全体の約２割を占めている。これらの住宅は、大阪市の外周分部に立地し、狭小で築年代が古く、
浴室やエレベーターのない４、５階の住戸が多い。 
１年間に発生する入居可能な空き家の入居形態等の内訳は図４－５である。入居可能な空き家は年間で
約３,９００戸存在し、建替え事業等による特定入居を除く公募用住宅は約３,３００戸存在となる。１１
回落選者特別措置等の抽選によらない優先入居により入居者を決定する住宅が約１,０００戸で、残りの
約２,３００戸の住宅が定期募集等の抽選による公募可能空き家となっている。この定期募集等の応募対
象となる住宅のうち、約５００戸は応募を行っていない。さらに当選後の辞退も約４００戸存在しており、
合わせて年間約９００戸の住戸が空き家となっている。この空家数は、定期募集等の抽選による公募空き
家数のおよそ４割となる。 
まとめると、市営住宅において、入居の応募倍率は２０～３０倍で推移し、倍率は高くなっているが、
その一方で、定期募集等の抽選による公募空き家数のおよそ４割となる年間約９００戸の住戸が空き家と
なっている。これより、応募倍率が高くても一定数の空き家が存在することがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－３ 市営住宅募集倍率の推移 
（大阪市営住宅ストック総合活用計画／平成１９年、大阪市） 
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図４－４ 市営住宅辞退率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表４－３ 応募倍率別申込数（平成１５年度～平成１７年度の平均） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－５ １年間に発生する入居可能空き家の入居形態等の内訳 
（この頁全て：大阪市営住宅ストック総合活用計画／平成１９年、大阪市） 
 
 
 
募集倍率 募集戸数 申込数 割合 
100 倍以上 81 19,645 61.2% 
40～100 倍未満 110 7,235 22.5% 
20～40 倍未満 81 2,359 7.4% 
5～20 倍未満 226 2,325 7.2% 
1～5 倍未満 229 479 1.5% 
1 倍未満（0 を含まない） 118 44 0.1% 
申し込みなし 57 0 0.0% 
合計 902 32,087 100.0% 
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③ 入居者の高齢化 
 図４－６、図４－７は市営住宅における６０歳以上の入居者・世帯数の割合である。大阪市によると、
市営住宅における６０歳以上の入居者の割合は３８.７%、６０歳以上の世帯の割合は４０.９%に達してお
り、大阪市全体より割合が高い。また、中には60歳以上の入居者・世帯が共に半数近くなっている団地も
あり、団地内の自治会活動等に支障が生じてきているところも多い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－６ ６０歳以上の入居割合           図４－７ ６０歳以上の世帯割合 
（大阪市営住宅ストック総合活用計画／平成１９年、大阪市） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第４章｜地域活性化拠点の使用 
 
144 
 
３－２．大阪市の取り組み 
 これらの背景から、全国の公営住宅と同様に大阪市営住宅においても、入居者の高齢化によるコミュニ
ティ沈滞化が課題となっている。大阪市ではこれらの課題に対応するため、「ストックの効率的な活用」、
「コミュニティの再生」、「公平・公正な管理の推進」、「地域のまちづくりへの貢献」という基本的考
えのもと、市民の幅広い居住ニーズに対応し、より多くの市民に支持される「市民住宅」への再編に向け、
多様な取り組みが進められている。取り組みを以下にまとめる。 
 
（１）小宮住宅団地再生モデルプロジェクトの推進 
小宮住宅団地再生モデルプロジェクトでは、市営住宅建替え時に生まれた余剰地の利用により、民間集
合住宅や生活利便施設の導入を行っている。平成１９年度に、天王寺区小宮住宅の建替事業において、建
替余剰地の民間開発を含めた敷地全体の一体的な開発計画の提案を求める設計提案競技を実施し、外部委
員による審査委員会において最優秀案を選定した。 
この最優秀案に基づき、平成２０年度には、市営住宅の実施設計に着手するとともに、条件付一般競争
入札により民間開発部分の売却を行うなど、地域にふさわしい魅力ある住宅地づくりに取り組んでいる。
（図４－８） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－８ 小宮住宅団地再生モデルプロジェクト 
（大阪市ホームページ／http://www.city.osaka.lg.jp/toshiseibi/page/0000028320.html） 
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（２）コミュニティビジネス活動拠点の導入 
高齢化の進行、住民コミュニティの衰退、地域社会との関係の希薄化といった市営住宅における課題や、
市民活動の活発化、市民協働の機運といった社会状況の変化を受けて、地域コミュニティの活性化を目的
とし、市営住宅の１階空き住戸をコミュニティビジネスの活動拠点として、ＮＰＯ等の団体に提供してい
る。平２０年度より住戸の活用を開始しており、以降毎年団体を募集している（図４－９）。本章では、
大阪市が行うコミュニティビジネス等導入プロポーザルにより、地域コミュニティの活性化拠点として活
用する住戸を「地域活性化拠点」と呼ぶ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                 住戸内の様子 
 
 
 
 
 
 
 
 
コミュニティビジネス募集リーフレット            看板の設置             
図４－９ コミュニティビジネス拠点の導入 
 
 
（３）地域防犯拠点の導入 
平成２１年度より、防犯活動の拠点を確保したいという地域団体等に対して、市営住宅の空き住戸や空
き駐車場を、無償（光熱水費等は使用者負担）で提供している。 今までに、市営住宅空き駐車場の青色
パトロール車の保管場所としての利用や、地域団体が活動拠点として利用している。 
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（４）既存市営住宅の低利用地を活用した施設の導入 
平成１８年度の地方自治法の改正により、行政財産の貸し付け範囲が拡大した。これにより、民間事
業者への長期の貸し付けが可能となった。この状況を受け、大阪市では高齢化の進行や世帯構成の変化
によって、利用が減少した児童遊園等を有効活用し、地域の活性化や生活利便性の向上に向け、生活利
便施設や福祉施設等を導入する取組みを始めている。 
平成２３年４月にこの取り組み第１号として市営東淡路第２住宅において、生活支援サービス等を提
供するコンビニエンスストアがオープンしている（図４－１０）。 
コンビニエンスストアをオープンするに当たり、「公共料金支払いの取扱いや」「災害時帰宅支援ステ
ーション」「子ども１１０番の家」の設置など市民サービスの提供を貸付条件としたり、地域の高齢化を
踏まえ、昼食や晩御飯に利用できるカット野菜の取扱いや惣菜の品揃えを強化したり、買い物用カート
の設置や値札を通常より大きく表示するなど、利便性の向上に努めている。 
尚、既存の公営住宅団地において、敷地の一部を事業者に貸付けて施設を導入する取組みは、全国で
も初めての事例である。（貸付け手法：事業用定期借地権 20 年） 
 
 
図４－１０ 既存市営住宅の低利用地を活用した施設導入 
（大阪市ホームページ／http://www.city.osaka.lg.jp/hodoshiryo/toshiseibi/0000120730.html） 
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４．大阪市営住宅地域活性化拠点の実態 
 
４－１．コミュニティビジネス等導入プロポーザルの概要 
先に述べた通り、大阪市では市営住宅の 1 階の空き住戸を活用し、ＮＰＯ等の団体に住戸を提供する
「コミュニティビジネス等導入プロポーザル」を平成２０年度より実施している。主な活動内容の例は
表４－４に示す通り「地域コミュニティの活性化」、「高齢者の生活支援」「子育て支援サービス」である。 
対象とする団体の条件は、団体の活動実績が設立から１年以上で、現在、活動拠点を必要とし、団体
の定款などを有する団体である。特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）や社会福祉法人だけでなく、地域
住民等で組織されている任意の非営利団体（趣味のグループ、サークルは除く）も可能である。宗教活
動や政治活動等を目的とする団体は認められない。 
対象団地は、最寄りの交通機関から比較的近く、１階に空き住戸があり、高齢化が進行している団地
である。また、補助金適正化法第２２条による目的外使用のため、一般入居者の入居を阻害しないよう
団地内に空き住戸が他にも存在し、応募倍率が比較的高くない団地で、建築後一定期間が経過し、建替
え対象でないこと等が条件となる。これらを総合的に判断して募集住戸の選定を行っている。 
住居の主な使用条件は表４－５である。家賃は住戸の広さや築年数等により異なり、概ね月額２０,
０００～７０,０００円程度である。なお、非営利団体については、使用料を１／２とする減免措置を受
けることができる。住戸内の改装は市の事前許可を得た上で、各団体の負担で実行できる。選定された
場合、団体は最長４年間住戸を使用することが可能だが、１年毎の活動報告と更新手続きが必要となっ
ている。使用より 4 年経過後、当該住戸が再びプロポーザルの対象住戸となった場合には、プロポーザ
ルへ再度応募し、選定を受けた場合は、住戸を使用することが可能である。また、団地の清掃活動やお
祭りなど、団地の自治会活動に参加することが条件となっている。尚、住居としての使用は認められて
いない。 
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表４－４  コミュニティビジネス等導入プロポーザルにより募集する活動内容の例 
地域コミュニティの活性化 
・ 地域のシルバー人材を活用した、周辺住民の生活利便向上のためのサービス提供 
・ 花づくり活動などの地域緑化活動 など 
高齢者の生活支援 
・ 介護支援サービス 
・ 高齢者の寄り合いスペース 
・ 交流の場の提供 
・ 訪問介護ステーション等のサテライト など 
子育て支援サービス 
・ 子育てサークルの運営 
・ 子育て相談 
・ 保育サービス 
・ベビーシッタ―や家事サービス など 
 
 
 
表４－５  住戸の主な使用条件 
使用料 
住戸の広さ、築年数等により異なる。（月額 20,000～70,000 円程度） 
非営利の団体については、使用料を 1/2 とする減額措置あり。 
敷金 なし 
共益費 団体で負担。費用は各住宅の市営住宅自治会ルールによる。 
改装 室内の改装が必要な場合は、市の事前承認を得た上で団体の負担で行う。 
管理 住戸は活動団体が責任をもって管理する。 
期間 
最長 4 年間使用可能。 
（ただし、1 年毎に活動報告及び更新手続きが必要。なお、当該住戸が次回のプ
ロポーザル募集の対象となった場合には、再度の応募も可） 
駐車場 申し込み時点で空きがある場合は、有料で利用可能 
自治会活動 団地の清掃やお祭りなど、団地の自治会活動に参加すること 
用途 住居としての利用は認められない。 
第４章｜地域活性化拠点の使用 
 
149 
 
４－２．導入実績と各団体の活動内容 
平成２０年度より団体の募集が開始され、これまで毎年５～６件の住戸を募集している。表４－６に
募集数と使用開始数をまとめている。使用希望がない住戸もあるが、募集に対し約５０～６０％の割合
で使用が決まっている。 
地域活性化拠点の導入実績について図４－１１に、各団体の活動内容について表４－７に示している。
平成２３年８月現在で、１０団体が市営住宅を拠点として活動を行っている。地域活性化拠点として使
用する住戸の分布は、大規模団地が多く比較的空き住戸が多い大阪市内の外周部に多くなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－１１ 地域活性化拠点の導入実績 
     表４－６  募集数と使用数  （戸） 
使用年度 募集数 使用開始数 使用/募集 
Ｈ21 年度 6 3 50% 
Ｈ22 年度 6 4 67% 
Ｈ22 年度 5 3 60% 
 
東淀川区
淀川区 旭区
都島区
鶴見区
城東区
北区
中央区
東成区
生野区
天王寺区浪速区
西淀川区
福島区
此花区
港区
大正区
西成区
阿倍野区
住之江区
住吉区
東住吉区
平野区
加美長沢住宅
ＮＰＯ法人　ハートフレンド
子育て親子の交流（つどいの広場）
浅香南住宅
社会福祉法人　あさか会
児童デイサービス
北大桐住宅
ＮＰＯ法人　江口の里
高齢者サロン、介護支援センター窓口 井高野第 3 住宅
ＮＰＯ法人　女性と子育て支援グループ　pokkapoka
子育て親子の交流事業（つどいの広場）
東淡路第 2 住宅
ＮＰＯ法人　エンパワメントプランニング協会
知的障害児・者や支援に関わる人と、地域交流活動
萩之茶屋第 2 住宅
社会福祉法人　大阪自彊館
福祉施設機能の地域開放による地域活性化事業
福第 2 住宅
ＮＰＯ法人　にしよどにこネット
子育て親子の交流（つどいの広場）
御幣島住宅
ＮＰＯ法人　西淀川子どもセンター
子ども相談室の運営
日之出第 3 住宅
ＮＰＯ法人　ＪＵＭＰ
地域の井戸端サロンの運営
高殿西住宅
社団法人　大阪シルバー人材センター
子ども一時預かりの運営
■：平成 21 年度 
■：平成 22 年度 
■：平成 23 年度 
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表４－７  地域活性化拠点導入実績 
        対象者     
使用 
年度 
団体種別 団体名 住宅名 
こ
ど
も 
障
害
者 
高
齢
者 
主な活動内容 
H21 年 社団法人 
大阪市シルバー人材
センター 
（団体Ｇ） 
高殿西住宅 ○     一時保育 
H21 年 ＮＰＯ法人 
西淀川子どもセンター 
（団体Ｆ） 
御幣島住宅 ○     子ども相談室 
H21 年 ＮＰＯ法人 ＪＵＭＰ 日之出第 3 住宅 その他 地域サロン（大学サテライト） 
H22 年 ＮＰＯ法人 
女性と子育て支援グ
ループ  
（団体Ｃ） 
井高野第 3 住宅 ○     
乳幼児親子の子育て支援 
（大阪市つどいの広場事業） 
H22 年 ＮＰＯ法人 
にしよどにこねっと 
（団体Ａ） 
福第 2 住宅 ○     
乳幼児親子の子育て支援 
（大阪市つどいの広場事業） 
H22 年 ＮＰＯ法人 
エンパワメント・プラン
ニング協会 
東淡路第 2 住宅   ○   障害者支援 
H22 年 
社会福祉
法人 
大阪自彊館 
萩之茶屋第 2 住
宅 
  ○   障害者支援 
H23 年 ＮＰＯ法人 
ハートフレンド 
（団体Ｂ） 
加美長沢住宅 ○     
乳幼児親子の子育て支援 
（大阪市つどいの広場事業） 
H23 年 
社会福祉
法人 
あさか会 
（団体Ｅ） 
浅香南住宅 ○ ○   児童デイサービス 
H23 年 ＮＰＯ法人 
江口の里 
（団体Ｄ） 
北大桐住宅     ○ 高齢者サロン 
 
※平成 24 年より活動開始のため調査対象外とした 
H24 年 ＮＰＯ法人 ゆうかり 鶴見住宅   ○ ○ 高齢者・障害者支援 
H24 年 株式会社 とき 南港中住宅（花） ○ ○   児童デイサービス 
H24 年  ――― えがおの樹 喜連北池住宅   ○ ○ 高齢者・障害者支援 
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ヒアリング調査をもとに、各団体が行う活動の主な対象者・利用者を「こども」、「障害者」、「高齢者」
の３つに分類した（１団体は該当せずその他とした）。 
活動は、子どもを対象とした内容が５０％と多く行われている。また、使用開始年度別に見ると、平
成２１年度は「こども」対象の活動が多く、平成２２年度は「障害者」対象の活動が加わり、平成２３
年度は「高齢者」対象の活動が加わっており、地域活性化拠点の活動内容の幅が広がっている（表４－
８、図４－１２）。 
 
 
表４－８  活動において主とする対象者・利用者（ｎ＝10） 
使用             対象 こども 障害者 高齢者 その他 総数 
Ｈ２１年 2 0 0 1 3 
Ｈ２２年 2 2 0 0 4 
Ｈ２３年 1 1 1 0 3 
総数 5 3 1 1 10 
割合 50% 30% 10% 10% 100% 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－１２ 活動における主な対象者・利用者（ｎ＝10） 
 
 
 
 
 
 
 
 
2 
2 
1 
5 
2 
1 
3 
1 
1 
1 
1 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
Ｈ２１年度 
Ｈ２２年度 
Ｈ２３年度 
総数 
こども 障害者 高齢者 その他 
（団体） 
（団体） 
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４－３．他政策との連携 
「こども」に分類した乳幼児親子の子育て支援活動を行う５団体中の３団体は、大阪市子ども青少年
局が行う「つどいの広場事業」により、子育て支援活動を実施している。 
つどいの広場は、乳幼児を持つ親とそのこどもを対象に、①子育て親子の交流、つどいの場の提供、
②子育て等に関する相談、③地域の子育て関連情報の提供、④子育て及び子育て支援に関する講習等の
実施など、安心して子育てができる環境づくりを行っている。活動を行う団体を大阪市が公募し、選定
を経て活動開始となる。平成２３年８月現在、大阪市内で６４のつどいの広場があり、それぞれの広場
で子育て支援活動が行われている。 
その３団体は、大阪市子ども青少年局の「つどいの広場事業」により子育て支援活動を、以前から店
舗使用などにより実施していた。そこから市営住宅使用型のつどいの広場を、コミュニティビジネス等
導入プロポーザルにより追加している。つまり、大阪市子ども青年局の「つどいの広場事業」により活
動を行っていたが、大阪市都市整備局の「コミュニティビジネス等導入プロポーザル」にも参加するこ
とで、活動場所として新たに市営住宅を確保し、市営住宅使用型つどいの広場を増加している。「つどい
の広場事業」と「コミュニティビジネス等導入プロポーザル」の両方を利用することで、活動は大阪市
子ども青年局からの委託事業となり、市と連携協力し、活動場所として大阪市都市整備局から市営住宅
を安価な家賃で確保できる（図４－１３）。 
以上のように、大阪市では福祉部局と建築部局が実施する「つどいの広場事業」と「コミュニティビ
ジネス等導入プロポーザル」の連携が図られており、ＮＰＯ等団体活動の支援、市民への効率の良いサ
ービス提供の両面で効果を発揮している。 
 
図４－１３ 他施策との連携による効果 
大阪市 
 
建築 
「コミュニティビジネス等 
  導入プロポーザル」 
 
・団体活動の支援 
・つどいの広場増加により、より良い市民サービス提供へ 
福祉 
「つどいの広場事業」 
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５．運営団体による市営住宅使用の評価 
 
５－１．市営住宅使用の評価と今後の課題 
市営住宅使用の良さを図４－１４にまとめている。「アットホームで良い」の回答が最も多く、３８人
（７５％）、「利用者が気軽に訪問できる」「畳の空間が落ち着く」がそれぞれ２１人（４１％）である。
回答をそれぞれ①空間的な良さ、②建物に関する良さ、③環境や立地に関する良さ、④市営住宅独特の
決まりや慣習等に関する良さ、に項目を分けると、特に①空間的な良さに対しての評価が高いことが分
かる。一方で、③環境や立地に関する良さに対しての評価は低くなっている。 
市営住宅使用の問題点を図４－１５にまとめている。「団地内のどこにあるか分かりにくい」が最も多
く２３人（４８％）、「オープンな空間でないため利用者が入りづらい」１８人（３８％）である。回答
を①建物に関する問題点、②環境や立地に関する問題点、③市営住宅独特の決まりや慣習等に関する問
題点に分けると、③市営住宅独特の決まりや慣習等に対する問題点は少なくなっていることが分かる。
建物・設備の古さや、地域活性化拠点がどこにあるか分かりにくい、入りづらいといった①建物に関す
る問題点、②環境や立地に関する問題点が多く挙げられている。この中でも特に、地域活性化を目的と
した拠点であるのにも関わらず、団地内のどこにあるか分かりにくい、入りづらいといった②環境や立
地に関する評価が低い点は大きな問題である。公営住宅を地域活性化拠点として使用する場合、考慮し
工夫すべき重要な点であると指摘する。 
 市営住宅内で活動ができて良かったかの回答を図４－１６にまとめている。３３人（６５％）が「市
営住宅内で活動できて良かった」と回答し、「どちらでもない」という回答が６人（１２％）、「他のとこ
ろにあった方が良かった」との回答は７人（１４％）であった。また、今後も市営住宅内で活動を続け
たいかの回答を図４－１７にまとめている。「今後も市営住宅内で活動を続けていきたい」という回答は
３８人（７５％）、「分からない」の回答は９人（１８％）で、活動を辞めたいという回答は無かった。 
市営住宅使用における今後の課題・改善点について図４－１８に示している。「活動の宣伝」が２４人
（５２％）で最も多く、「スタッフの増員」が２１人（４６％）、「活動日や活動時間を増やす」が１４人
（３０％）と続く。「住戸内の改装」「バリアフリー化」「住戸内設備を新しくする」といった市営住宅の
ハード面に対する課題・改善点に比べ、先に述べた「活動の宣伝」「スタッフの増員」「活動日や活動時
間を増やす」という、各団体の活動自体に対しての課題・改善点が多い。 
 
 
 
 
 
 
第４章｜地域活性化拠点の使用 
 
154 
 
38%
33%
33%
33%
29%
17%
48%
33%
19%
10%
2%
10%
0% 20% 40% 60%
オープンな空間でないため利用者が入りにくい
住戸内の設備が古い
バリアフリー化されていない
音問題等で近隣に気を使う
建物が古い
部屋が狭い
団地内のどこにあるか分かりにくい
利用者が団地内に入りにくい
団地の立地が悪い
団地住民の高齢化の進行
自治会の清掃活動等への参加
その他
図4-3-2 市営住宅使用の問題点（複数回答、n=48）
市営住宅独特
環境・立地
建物
75%
41%
35%
41%
35%
29%
10%
33%
24%
29%
12%
16%
4%
0% 20% 40% 60% 80%
アットホームで良い
利用者が気軽に訪問できる
友人宅へ遊びに行くような感覚が良い
畳の空間が落ち着く
部屋が広すぎず丁度良い大きさの空間
部屋ごとに用途を分けて使うことができる
外から丸見えでない空間が落ち着く
家賃が安い
自治会の清掃活動等で地域とつながりをもてる
地域に馴染んだ環境
通いやすい位置にある
静かな環境が良い
その他
図4-3-1 市営住宅使用の良さ（複数回答、n=51）
環境・立地
建物
市営住宅独特
空間
今後の課題・改善点として最も多く挙げられた「活動の宣伝」は、市営住宅使用の問題点として「場
所が分かりにくい、利用者が入りにくい」等が多く挙げられていることから、気軽に訪問できるよう市
営住宅を地域に開き、地域活性化拠点として使用するためには、活動の宣伝・周知により、利用者に場
所が分かり易く、入りやすいような工夫が必要である。現在、地域活性化拠点として使用する住戸につ
いては、看板の設置や窓・扉の飾り付けが実施されているが、まだ場所の認識が不十分な拠点が多い。
団地入口への看板設置により地域活性化拠点への道筋を示したり、掲示板や回覧板へのチラシの掲示、
団地外へ活動の宣伝を行っていくことが重要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－１４ 市営住宅使用の良さ（複数回答、運営団体ｎ＝５１） 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－１５ 市営住宅使用の問題点（複数回答、運営団体ｎ＝５１） 
 
 
 
 
 
 
図４－１６ 市営住宅で活動ができた感想         図４－１７ 今後も市営住宅内で続けるか 
（運営団体ｎ＝５１）               （運営団体ｎ＝５１）  
 
良かった 
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22%
17%
52%
46%
30%
9%
0% 20% 40% 60%
住戸内の改装（間取りの変更など）
住戸内の設備を新しくする（エアコンの増設な
ど）
活動の宣伝
スタッフの増員
活動日や活動時間を増やす
その他
図4-3-5 市営住宅使用における改善点（複数回答、n=46）
活動に対して
市営住宅に対して
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－１８ 市営住宅における改善点 （複数回答、運営団体ｎ＝４６） 
 
５－２．市営住宅使用の効果 
市営住宅使用前後の変化について図４－１９にまとめている。「利用者が増えた」が最も多く、２６人
（５８％）、「活動内容の幅が広がった」が１５人（３３％）である。 
「利用者が増えた」の回答が最も多くなったのは、コミュニティビジネス等導入プロポーザルにより、
新たに活動拠点を増やした団体が多いためだと考えられる。応募条件の一つとして、団体の活動年数が
１年以上であることが定められている。そのため、各団体は市営住宅とは別に拠点がある。民間の戸建
て住宅や店舗より、低廉な家賃で活動拠点が確保できることが、新たな活動拠点開設による利用者の増
加など、活動の幅を広げることができる。また、ヒアリング調査では、公的な場所での開設なので住民
の信頼を得やすいという利点も聞かれた。しかし、開設後まだ間もないこともあり、コミュニティビジ
ネス等導入の目的である、地域活性化につながる活動の拠点という視点では、まだ未成熟であることが
伺える。 
図４－２０に地域との交流を促進するために必要だと考える取り組みについてまとめている。「活動の
宣伝・周知」、「多世代が参加できるような行事・イベントの開催」が多い。市営住宅使用における改善
点と同じく、地域との交流促進のためにも、活動の宣伝・周知が必要となっている。また、多世代が参
加できる行事の開催により、地域や団地住民との交流も重要である。表４－９はヒアリング調査、アン
ケート調査における自由記入において確認できた多世代・地域と交流を持つ為に実践されている工夫に
ついてまとめたものである。これらのように、団地住民や地域と上手く交流をもつ事例を紹介するなど、
団体同士の接点や連携も重要である。調査時点では他団体の活動内容は全く知られていなかった。。 
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58%
33%
9%
16%
16%
2%
2%
11%
18%
11%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%
利用者が増えた
活動内容の幅が広がった
家賃が安くなった
地域と交流を持ちやすくなった
利用対象世代以外の人ともつながりができた
利用者が減った
活動内容に制限ができた
特に変化はない
市営住宅使用以前はスタッフとして活動していなかった
その他
図4-3-6 市営住宅使用による変化（複数回答、n=45)
団体活動の支援
地域活性化、団地再生
 
2 
23 
54 
60 
0 10 20 30 40 50 60 
その他 
自治会活動など 
地域行事への参加 
多世代が参加 
できる行事 
活動内容の 
宣伝・周知 
 
 
 
 
 
表４－９ 多世代・地域と交流を持つ為の工夫 
主な活動内容 地域との交流のため行う活動 
乳幼児親子の子育て支援 高齢者向けの漢字や算数などパズル・ドリルを行う会を実施 
乳幼児親子の子育て支援 高齢者向けに血圧測定機を用意し、血圧測定を実施 
乳幼児親子の子育て支援 住戸の一角にボックスショップを設け、手作り雑貨等を並べる 
乳幼児親子の子育て支援 図書の貸し出し 
こども相談室の運営 団地内の広場でバザーを実施 
図４－１９ 市営住宅使用による変化（複数回答、運営団体ｎ＝４５） 
図４－２０ 地域交流促進のために必要な取り組み（複数回答、運営団体ｎ＝４８） 
（％） 
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６．利用者による市営住宅使用の評価 
 
６－１．利用者の属性 
利用者の年齢層について図４－２１に、利用者の住まいについて図４－２２に、利用者の性別につい
て図４－２３にまとめている。 
利用者の年齢層は、団体Ａ（子育て）、団体Ｂ（子育て）、団体Ｃ（子育て）において、２０歳～３０
歳台が多くなっているが、団体Ｄ（高齢者）においては利用者は６０歳以上が多く、特に７０歳台が最
も多い。利用者の住まいは、全体では団地内が４２％、団地外が５６％である。団体別に見ると、団体
Ａ、団体Ｂ、団体Ｃでは、利用者のほぼ全員が団地外だが、団体Ｄにおいては利用者１人を除き、他の
利用者は団地内となっている。利用者の性別は利用者全体、子育て支援活動を行う団体Ａ、団体Ｂ、団
体Ｃ、高齢者支援の団体Ｄにおいても、利用者の多くは女性である。高齢者サロンの利用者からは、「参
加者が女性しかおらず、いつも同じ人ばかり。男性も参加してほしい」といった意見も見られた。 
子育て支援活動を行う団体Ａ、団体Ｂ、団体Ｃでは、若い利用者が団地外から地域活性化拠点を訪れ
ているが、高齢者サロンを運営する団体Ｄでは、高齢の利用者が団地内の住まいから地域活性化拠点を
訪れていることが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
図４－２１ 利用者の年齢層（利用者ｎ＝３６） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－２２ 利用者の住まい（利用者ｎ＝３６） 図４－２３ 利用者の性別（利用者ｎ＝３６） 
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0% 20% 40% 60% 80% 100% 
団体Ａ(n=10) 
団体Ｂ(n=6) 
団体Ｃ(n=4) 
団体Ｄ(n=16) 
利用者全体(n=36) 
男性 女性 
（人） 
（人） 
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3 
4 
5 
6 
6 
4 
3 
3 
1 
2 
1 
3 
4 
2 
4 
8 
6 
10 
13 
0 5 10 15 20 25 
その他 
行事・イベントに 
参加できる 
ゆったりと 
過ごせる 
気軽に相談できる 
いろいろな人 
と出会える 
気軽に話しが 
できる 
団体Ａ(n=8) 団体Ｂ(n=4) 団体Ｃ(n=4) 団体Ｄ(n=16) 
６－２ 市営住宅使用の評価と今後の課題 
表４－１０、図４－２４に地域活性化拠点を利用する良さや楽しみについてまとめている。利用者全
体では、「気軽に話しができる」７５％（２４人）、「いろいろな人と出会える」７２％（２３人）などが
多い。利用者の多くが、「人との交流」を拠点を利用する良さや楽しみとしている。これらは、地域活性
化拠点の目的通りである。 
 
表４－１０ 地域活性化拠点を利用する良さ・楽しみ（複数回答、利用者ｎ＝３２、人） 
 
気軽に話が
できる 
いろいろな人
と出会える 
気軽に相談
できる 
ゆったりと過
ごせる 
行事・イベントに
参加できる 
その他 
団体Ａ(n=8) 6 6 4 4 3 0 
 
75% 75% 50% 50% 38% 0% 
団体Ｂ(n=4) 3 3 4 0 0 0 
 
75% 75% 100% 0% 0% 0% 
団体(n=4) 2 4 3 1 2 1 
 
50% 100% 75% 25% 50% 25% 
団体(n=16) 13 10 6 8 4 0 
 
81% 63% 38% 50% 25% 0% 
利用者全体(n=32) 24 23 17 13 9 1 
 
75% 72% 53% 41% 28% 3% 
 
図４－２４ 地域活性化拠点を利用する良さ・楽しみ（利用者ｎ＝３２） 
（人） 
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表４－１１、図４－２５には、市営住宅を利用する良さについて示している。「アットホームで良い」、
「友人宅へ遊びに行くような感覚が良い」など、市営住宅の空間的な面に対しての評価が高かった。他
には、「広すぎず適度な大きさの空間」などの回答があった。利用者の多くが団地内に住む高齢者である
団体Ｄでは１００％（１６人）が「通いやすい位置にある」と回答しており、団体Ａ、Ｂ，Ｃより評価
が高かった。また、「友人宅に遊びに行くような感覚が良い」についても、団体Ｄでは８１％（１３人）
が回答しており、団体Ａ、Ｂ、Ｃに比べ評価が高くなっている。 
団地内の住民には、近くて通いやすく、馴染みのある空間構成が高く評価されたが、住環境の違いか
ら、団地外の住民の評価が低くなった。しかし、団地内外共にアットホームな雰囲気を良いと感じてお
り、施設型拠点に比べ高く評価できる点である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表４－１１ 市営住宅内を利用する良さ（複数回答、利用者ｎ＝３２、人） 
 
アットホーム 
友人宅へ行
くような感じ 
部屋が広す
ぎず適度 
畳の空間が
落ち着く 
外から見え
ず落ち着く 
通いやすい
位置 
地域に馴染
んだ環境 
静かな環境
が良い 
その他 
団体Ａ(n=8) 7 4 5 4 0 4 3 2 0 
 
88% 50% 63% 50% 0% 50% 38% 25% 0% 
団体Ｂ(n=4) 2 1 1 0 1 2 0 0 0 
 
50% 25% 25% 0% 25% 50% 0% 0% 0% 
団体Ｃ(n=4) 3 1 1 1 0 0 2 0 1 
 
75% 25% 25% 25% 0% 0% 50% 0% 25% 
団体Ｄ(n=16) 12 13 5 0 1 16 3 3 0 
 
75% 81% 31% 0% 6% 100% 19% 19% 0% 
利用者全体(n=32) 24 19 12 5 2 22 8 5 1 
 
75% 59% 38% 16% 6% 69% 25% 16% 3% 
 
4 
2 
3 
5 
4 
4 
7 
1 
1 
1 
2 
2 
1 
1 
2 
1 
1 
3 
1 
1 
3 
3 
5 
13 
16 
12 
0 5 10 15 20 25 
その他 
外から見えない落ち着く 
畳の空間が落ち着く 
静かな環境が良い 
地域に馴染んだ環境 
部屋が広すぎず適度 
友人宅へ行くような感じ 
通いやすい位置 
アットホーム 
団体Ａ(n=8) 
団体Ｂ(n=4) 
団体Ｃ(n=4) 
高齢者Ｄ(n=16) 
図４－２５ 市営住宅内を利用する良さ（利用者ｎ＝３２） 
（人） 
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市営住宅を使用した地域活性化拠点についての問題点・課題について、表４－１２、図４－２６にま
とめている。利用者全体では、「どこにあるか分かりにくい」が６０％（９人）と最も多かった。団体Ｃ
では利用者の１００％（４人）が「どこにあるか分かりにくい」と回答している。スタッフ対象アンケ
ート調査にも見られたように、公営住宅団地は一般住宅地とは違う独特の雰囲気があり、団地外住民に
は入りにくい印象を受ける。また、似たような形状の住棟で構成されており、目的の住棟がどこにある
か分かりにくい。 
以上のように、内部空間は高評価だが「場所の認知」「拠点への入りやすさ」に関する評価は低く、公
営住宅を活用する上で最も配慮が必要な点である。 
 
表４－１２ 市営住宅内で「地域活性化拠点」を運営する上での今後の課題（複数回答、利用者ｎ＝１６、人） 
 
部屋が
狭い 
入りにくい
雰囲気 
建物が古
い 
設備が古
い 
バリアフリ
ー未対応 
場所が分
かりにくい 
団地内に
入りにくい 
通いにく
い場所 
その
他 
団体Ａ(n=8) 2 1 4 3 0 4 1 0 0 
 
29% 14% 50% 43% 0% 50% 14% 0% 0% 
団体Ｂ(n=4) 4 3 0 1 0 1 1 0 0 
 
100% 75% 0% 25% 0% 25% 25% 0% 0% 
団体Ｃ(n=4) 0 2 1 0 0 4 2 0 0 
 
0% 50% 25% 0% 0% 100% 50% 0% 0% 
利用者全体(n=16) 6 6 5 4 0 9 4 0 0 
 
40% 40% 33% 27% 0% 60% 27% 0% 0% 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－２６ 市営住宅で地域活性化拠点を運営する課題（複数回答、ｎ＝１６） 
（人） 
 
1 
3 
4 
1 
2 
4 
1 
1 
3 
4 
1 
2 
1 
2 
4 
0 2 4 6 8 10 
その他 
通いにくい場所 
バリアフリー未対応 
団地内に入りにくい 
設備が古い 
建物が古い 
入りにくい雰囲気 
部屋が狭い 
場所が分かりにくい 
団体Ａ(n=8) 
団体Ｂ(n=4) 
団体Ｃ(n=4) 
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図４－２７は、市営住宅内に地域活性化拠点ができたことによる評価についてまとめたものである。
良かったという回答が７５％（２７人）で最も多い。団体別に見ると、団体Ｄでは１００％（１６人）
の利用者が「市営住宅内に開設されて良かった」と回答している。その一方で、団体Ｂは１７％（１人）
のみの回答である。これは、団体ＡとＣはこの拠点が開設されたことによる新規利用者だが、団体Ｂは
近隣の店舗からの移転である。以前より拠点スペースが狭くなったことによる低評価だと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６－３．市営住宅使用による効果 
表４－１３、図４－２８に、地域活性化拠点を利用することによる日常の変化について示している。
「人と話をする機会が増えた」、「家から外に出る機会が増えた」、「楽しみが増えた」などの回答が多い。
今後の利用についてまとめたものが図４－２９である。無回答以外は全て「今後も利用する」と回答し
ている。 
地域活性化拠点の開設は、住戸外に出る機会の増加や住民の交流促進などの効果がみられた。利用者
全員から今後も地域活性化拠点を利用すると回答があり、地域活性化拠点は、コミュニティの促進に効
果がみられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
7 
1 
3 
16 
27 
1 
1 
1 
3 
1 
1 
2 
3 
5 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
団体A(n=10) 
団体B(n=6) 
団体C(n=4) 
団体D(n=16) 
総計 
良かった どちらでもない 他の所にあった方が良かった 無回答 
（人） 
図４－２７ 市営住宅内に地域活性化拠点ができて良かったか（利用者、ｎ＝３６） 
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表４－１３ 地域活性化拠点を利用することによる日常の変化（複数回答、利用者ｎ＝３６、人） 
 人と話を
する機会
が増えた 
住戸外に
出る機会
が増えた 
楽しみが
増えた 
近所付き
合いが増
えた 
相談でき
る人が増
えた 
地域との
交流を持
てる 
変わらな
い 
その他 
団地 A(n=10) 6 5 4 2 1 2 0 0 
 75% 63% 50% 25% 13% 25% 0% 0% 
団地 B(n=6) 3 2 0 1 2 0 0 0 
 75% 50% 0% 25% 50% 0% 0% 0% 
団地 C(n=4) 2 2 2 0 1 0 0 0 
 67% 67% 67% 0% 33% 0% 0% 0% 
団地 D(n=16) 12 13 11 3 1 1 0 0 
 75% 81% 69% 19% 6% 6% 0% 0% 
利用者全体(n=36) 23 22 17 6 5 3 0 0 
 74% 71% 55% 19% 16% 10% 0% 0% 
 
  
 
8 
4 
4 
16 
32 
2 
2 
4 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
団体A(n=10) 
団体B(n=6) 
団体C(n=4) 
団体D(n=16) 
利用者全体(n=36) 
利用する 
利用しない 
無回答 
 
6 
5 
4 
2 
1 
2 
2 
3 
2 
1 
2 
2 
2 
2 
2 
1 
1 
12 
13 
11 
3 
1 
1 
0 5 10 15 20 25 
人と話をする機会が増えた 
家から外に出る機会が増えた 
楽しみが増えた 
近所付き合いする人が増えた 
頼みごとや相談をできる人が増えた 
地域との交流を持てるようになった 
変わらない 
その他 
無回答 
団体A(n=10) 
団体B(n=6) 
団体C(n=4) 
団体D(n=16) 
図４－２８ 地域活性化拠点の利用による変化（複数回答、利用者ｎ＝３６） 
図４－２９ 今後の利用について（利用者、ｎ＝３６） 
（人） 
（人） 
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７．団地住民による地域活性化拠点の評価 
 
７－１．回答者の属性 
（１） 年齢と性別 
 調査に回答した団地住民の性別を図４－３０、年齢を図４－３１に示している。性別ではＤ団地、Ｇ
団地の両団地において、女性の割合が多くなっている。年齢では、６５歳以上の割合がＤ団地は３６％、
Ｇ団地は７８％となっており、高齢化が進行している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－３０ 回答者の性別 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－３１ 回答者の年齢 
 
 
34歳以下 
1% 
35～44歳 
8% 
45～54歳 
29% 
55～64歳 
20% 
65～74歳 
14% 
75歳以上 
22% 
未回答 
6% 
 
34歳以下 
0% 
35～44歳 
2% 45～54歳 
2% 
55～64歳 
3% 
65～74歳 
38% 
75歳以上 
40% 
未回答 
15% 
（ｎ＝６５） 
（ｎ＝４０） 
Ｄ団地 （ｎ＝６５） Ｇ団地 （ｎ＝４０） 
 
10 
17 
26 
46 
4 
2 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
Ｄ団地 
Ｇ団地 
男性 女性 無回答 
（人） 
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７－２．市営住宅使用の評価と今後の課題 
 図４－３２に、地域活性化拠点を知っているかについて示している。Ｄ団地では知っている団地住民
が７８％（５１人）、Ｇ団地では４５％（１８人）である。また図４－３３には、地域活性化拠点を知っ
たきっかけについてまとめている。自治会や近所の人から存在を知る機会が多いことが分かる。 
ＤとＧ団地の認知度の差は、拠点の活動内容に関連するのではないかと考えられる。Ｄ団地の地域活
性化拠点は高齢者サロン、Ｇ団地の地域活性化拠点は子ども一時保育として活動している。一般に、市
営住宅では高齢化が進行し子育て世代の入居は少ない。そのため、Ｇ団地のような子ども一時保育は、
多くの団地住民にとって、そのサービスを利用する機会はない。反対に、Ｄ団地のような高齢者サロン
では、利用する機会が多くなる。拠点の認知度は住民の属性や活動内容と関係性が強いことが分かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－３２ 地域活性化拠点を知っているか（団地住民） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－３３ 地域活性化拠点を知ったきっかけ（複数回答、団地住民） 
 
 
18 
51 
22 
14 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
Ｇ団地 
（ｎ＝40） 
Ｄ団地 
（ｎ＝65） 
知っている 知らない 
 
14 
14 
11 
10 
5 
13 
5 
4 
2 
3 
3 
0 
6 
0 3 6 9 12 15 
自治会 
近所の人 
掲示板 
回覧板 
スタッフ 
民生委員 
その他 
Ｇ団地 
（複数回答 
 ｎ＝16） 
Ｄ団地 
（複数回答 
 ｎ＝49） 
(人) 
（人） 
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次に、図４－３４は拠点へ行ったことがあるかについて示している。Ｄ団地に行ったことが無い人は
約７０％で、行ったことがある人は「週１回」、「２週間に１回」、「１か月に１回」の定期的な拠点への
訪問がある。しかし、Ｇ団地においては、「行ったことが無い」が７８％、「過去に１度だけ」が２２％
となっており、定期的な来室は見られない。子ども一時保育を行うＧ団地では、拠点の認知度も低く訪
問の機会も少ない。 
拠点へ行かない理由について図４－３５にまとめている。どちらの団地においても、７０％以上の人
が、「現在は必要がないため行かない」と回答している。また、「活動内容を知らないため行かない」と
回答する人は、Ｄ団地３７％、Ｅ団地３６％となっている。これにより、運営団体の活動周知不足、住
民の地域支援や活動、周囲の出来事に対する無関心さが明らかになった。 
 図４－３６には、拠点へ行ったことが無い人が、拠点について知っていることについてまとめている。
ほぼ全員が拠点の場所は知っているが、開室日や時間、活動の内容、スタッフを知っている人は少ない。 
スタッフ対象の調査でも挙げられた「活動についての周知」の必要性が明確になった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－３４ 地域活性化拠点へ行ったことがあるか（団地住民） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－３５ 地域活性化拠点へ行かない理由（複数回答、団地住民） 
 
過去に1度
だけ 
22% 
行ったこと
はない 
78% 
 
週に1回 
16% 
二週に1回 
6% 
一ヶ月に1
回 
2% 
過去に1度
だけ 
6% 
行ったこと
はない 
68% 
無記入 
2% 
Ｄ団地（ｎ＝１８） Ｇ団地（ｎ＝５１） 
 
26 
13 
3 
6 
10 
5 
1 
0 
2 
0 5 10 15 20 25 30 
現在必要ない 
活動内容を知らない 
知人がいない 
移動に不自由がある 
その他 
G団地(n=14) 
Ｄ団地(n=35) 
(人) 
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図４－３６ 地域活性化拠点へ行った事がない人が知っていること（複数回答、団地住民） 
 
 拠点が市営住宅内に開設されて良かったかの評価について、拠点の来室・利用頻度別にまとめた（Ｄ
団地：表４－１４、図４－３７、Ｇ団地：表４－１５、図４－３８）。 
 Ｄ団地では「何とも思わない」が３９％、「良かった」２１％、「どちらかと言えば良かった」２２％
となっている。これを拠点の来室・利用頻度別に見ると、来室・利用頻度が週１回など、定期的に来室・
利用する場合は「良かった」が７５％である。これに対し「行ったことがない」の場合、「何とも思わな
いが５７％、「どちらかと言えば良かった」は１７％、「良かった」は３％である。 
 Ｇ団地では「何も思わない」が５０％、「良かった」２２％、「どちらかと言えば良かった」１７％と
なっている。この問いに関しても、高齢者を対象としたＤ団地の評価が高くなった。 
  
表４－１４ 地域活性化拠点が団地内に開設され良かったか（来室・利用頻度別）Ｄ団地 
  良かった 
どちらかと
言えば良い 
何も思わな
い 
その他 無記入 総計 
定期的に利用(n=12) 9 2 0 0 1 12 
 
75% 17% 0% 0% 8% 100% 
過去に 1 度だけ利用(n=3) 0 3 0 0 0 3 
 
0% 100% 0% 0% 0% 100% 
行ったことはない(n=35) 1 6 20 4 4 35 
 
3% 17% 57% 11% 11% 100% 
無記入(n=1) 1 0 0 0 0 1 
 
100% 0% 0% 0% 0% 100% 
総計(n=51) 11 11 20 4 5 51 
 
22% 22% 39% 8% 10% 100% 
 
34 
1 
9 
5 
3 
14 
4 
4 
0 10 20 30 40 
場所 
職員 
開室日時 
業務・行事内容 
何も知らない 
G団地(n=14) 
Ｄ団地(n=35) 
(人) 
(人) 
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図４－３７ 地域活性化拠点が団地内に開設されて良かったか（Ｄ団地住民、ｎ＝５１） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－３８ 地域活性化拠点が団地内に開設されて良かったか（Ｇ団地住民、ｎ＝１８） 
表４－１５ 地域活性化拠点が団地内に開設され良かったか（来室・利用頻度別）Ｇ団地 
  良かった 
どちらかとい
えば良い 
何とも思わ
ない 
その他 無記入 総計 
定期的に利用(n=0) 0 0 0 0 0 0 
 
0% 0% 0% 0% 0% 0% 
過去に 1 度だけ利用(n=4) 0 3 1 0 0 4 
 
0% 75% 25% 0% 0% 100% 
行ったことはない(n=14) 4 0 8 1 1 14 
 
29% 0% 57% 7% 7% 100% 
無記入(n=0) 0 0 0 0 0 0 
 
0% 0% 0% 0% 0% 0% 
総計(n=18) 4 3 9 1 1 18 
 
22% 17% 50% 6% 6% 100% 
 
5 
1 
11 
4 
3 
6 
11 
20 
20 
4 
4 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
定期的に利用(n=12) 
過去に1度だけ利用(n=3) 
行ったことはない(n=35) 
総計(n=51) 
良かった どちらかと言えば良い 何とも思わない その他 
 
4 
4 
3 
3 
0 
1 
8 
9 
1 
1 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
定期的に利用(n=0) 
過去に1度だけ利用(n=4) 
行ったことはない(n=14) 
総計(n=18) 
良かった どちらかといえば良い 何とも思わない その他 
(人) 
(人) 
(人) 
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 拠点への関心について、図４－３９にまとめている。両団地において、「関心がある」という回答は３
７％であり、およそ６０％が「関心はない」、「分からない」と回答している。 
 図４－４０に拠点への希望や、参加したい行事についてまとめた。Ｄ団地は、「ふれあい喫茶への参加」
が５４％と最も多く、「料理や手芸などの行事への参加」、「拠点の活動についての情報提供」が４２％と
続く。Ｇ団地においては、「料理や手芸などの行事への参加」が５３％と最も多い。次に、「拠点の活動
につていの情報提供」が４７％となる。 
 今後、より多くの団地住民に拠点へ来室・利用してもらう為には、住民の関心が高い行事を積極的に
実施することも有効的である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－３９地域活性化拠点への関心（団地住民） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－４０ 地域活性化拠点への希望や参加してみたい行事（団地住民） 
 
 
15 
24 
10 
14 
15 
22 5 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
Ｇ団地
(n=40) 
Ｄ団地
(n=65) 
関心がある 関心はない わからない 無記入 
 
5 
6 
10 
10 
13 
3 
4 
7 
8 
4 
0 3 6 9 12 15 
その他 
日常相談 
情報提供 
料理・手芸 
ふれあい喫茶 
Ｇ団地 
(複数回答、n=15) 
D団地 
(複数回答、n=24) 
(人) 
(人) 
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７－３．市営住宅使用による効果 
 拠点の開設による「団地住民」への効果について、来室・利用頻度別にまとめている（Ｄ団地：表４
－１６、Ｇ団地：表４－１７） 
 Ｄ団地は、拠点の開設により、「特に変化はない」とする回答は７３％と最も多く、「団地住民との会
話が増加」、「関心をもった」、「外出の機会が増加」の回答は少ない。拠点の来室・利用頻度別に見ると、
「定期的に利用」の場合において、「団地住民との会話が増加」が９２％、「関心をもった」４２％、「外
出の機会が増加」５８％、「特に変化はない」は８％である。「過去に１度だけ」、「行ったことはない」
の場合において、「変化なし」がほぼ１００％となり、「関心をもった」、「外出の機会が増加」、「特に変
化はない」の回答はない。 
 Ｇ団地は、拠点の開設により、「特に変化はない」が９４％となる。来室・利用頻度別に見ても、「特
に変化はない」が多い。Ｄ団地は、拠点の開設による団地住民への効果について、「定期的に利用」の来
室・利用頻度が高い場合では、「団地住民との会話が増加」など、コミュニティビジネス等導入本来の目
的である、地域活性化につながる効果が見られる。しかし、「行ったことはない」のように来室・利用頻
度が低い場合には、変化や効果は低い。また、Ｇ団地は、拠点の来室・利用頻度に関わらず、開設によ
る変化・効果は見られない。 
   
表４－１６ 拠点のお開設による団地住民への効果(来室・利用頻度別)Ｄ団地 
 
会話が増
加 
関心をもっ
た 
外出機会
の増加 
その他 変化なし 無記入 総計 
定期的に利用 11 5 7 0 1 0 12 
 
92% 42% 58% 0% 8% 0% 100% 
過去に 1 度だけ 0 0 0 0 3 0 3 
 
0% 0% 0% 0% 100% 0% 100% 
行った事はない 0 0 0 2 32 1 35 
 
0% 0% 0% 6% 91% 3% 100% 
無記入 0 0 0 0 1 0 1 
 
0% 0% 0% 0% 100% 0% 100% 
総計 11 5 7 2 37 1 51 
 
22% 10% 14% 4% 73% 2% 100% 
(人) 
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表４－１７ 拠点開設による団地住民への効果(来室・利用頻度別)Ｇ団地 
 
会話が増
加 
関心をもっ
た 
外出機会
の増加 
その他 変化なし 無記入 総計 
定期的に利用 0 0 0 0 0 0 0 
 
0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 
過去に 1 度だけ 0 0 0 0 4 0 4 
 
0% 0% 0% 0% 100% 0% 100% 
行った事はない 0 0 0 1 13 0 14 
 
0% 0% 0% 7% 93% 0% 100% 
無記入 0 0 0 0 0 0 0 
 
0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 
総計 0 0 0 1 17 0 18 
 
0% 0% 0% 6% 94% 0% 100% 
 
 
 
 
 拠点の開設による「団地」への効果について、来室・利用頻度別にまとめている（Ｄ団地：表４－１
８、図４－４３、Ｅ団地：表４－１９、図４－４４）。 
 Ｄ団地は、「変化なし」が５５％と最も多い。来室・利用頻度別に見ると「定期的に利用」の場合にお
いて、「団地が賑やか・明るくなった」が５８％と最も多い。「過去に１度だけ」、「行ったことはない」
の場合においては、「団地が賑やか・明るくなった」の回答がほとんど見られず、「変化なし」が多くな
る。 
 Ｇ団地は、「変化なし」が７８％と最も多い。来室・利用頻度別に見ても、「変化なし」が多く、「団地
が賑やか・明るくなった」という回答は少ない。 
 Ｄ団地では、来室・利用頻度が「定期的に利用」のように高い場合には、拠点の開設による団地への
効果として、「団地が賑やか・明るくなった」という効果が挙げられるが、「行ったことがない」、「過去
に１度だけ」のように低くなると、効果も低くなる。また、Ｇ団地においては拠点の来室・利用頻度に
関わらず、拠点の開設による団地への効果は、「特になし」という回答が多く見られた。 
 
 
 
(人) 
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表４－１８ 拠点の開設による団地への効果(来室・利用頻度別)Ｄ団地 
 
賑やか・明
るくなった 
防犯の向上 
自治会参加
者増加 
その他 変化なし 無記入 総数 
定期的に利用 7 2 0 0 3 2 12 
 
58% 17% 0% 0% 25% 17% 100% 
過去に 1 度だけ 0 0 0 2 1 0 3 
 
0% 0% 0% 67% 33% 0% 100% 
行った事はない 1 0 0 8 24 3 35 
 
3% 0% 0% 23% 69% 9% 100% 
無記入 0 0 0 0 0 1 1 
 
0% 0% 0% 0% 0% 100% 100% 
総計 8 2 0 10 28 6 51 
 
16% 4% 0% 20% 55% 12% 100% 
 
 
表４－１９ 拠点の開設による団地への効果(来室・利用頻度別)Ｇ団地 
 
賑やか・明
るくなった 
防犯の向上 
自治会参加
者増加 
その他 変化なし 無記入 総数 
定期的に利用 0 0 0 0 0 0 0 
 
0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 
過去に 1 度だけ 1 0 0 0 3 0 4 
 
25% 0% 0% 0% 75% 0% 100% 
行った事はない 1 0 0 3 11 1 14 
 
7% 0% 0% 21% 79% 7% 100% 
無記入 0 0 0 0 0 0 0 
 
0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 
総計 2 0 0 3 14 1 18 
 
11% 0% 0% 17% 78% 6% 100% 
 
 
 
 
(人) 
(人) 
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８．小括 
 
１） 大阪市営住宅による住戸を目的外使用した地域活性化拠点は、ＮＰＯや社会福祉法人が運営者とな
り、こどもや高齢者、障害者を対象とした活動を行っている。中でも、こどもを対象とした活動が
５０％で、一時保育や子育て相談などの子育て支援を行っている。 
２） 間仕切り壁を撤去し１室化を行った１拠点以外は、現状のまま使用中である。襖を外し２室を１室
として使用する事例もみられたが、間仕切られた部屋は用途別に使い分けが可能であり、都合が良
い。 
３） 内部の改装は不要で、家賃が安い。そのため、運営団体の負担が減少し、活動の開始や拠点増加が
容易となる。また、公的な場所での活動は住民の信頼を得やすい。 
４） 事故住宅等の使用のため、恒常的な空き住戸の解消が可能となる。そのため、自治会活動など住民
活動の人員や会費等の充足が期待できる。 
５） 日常、地域住民は公営住宅団地内へ入る機会は少なく、団地特有の雰囲気等もあり、あまり身近な
場所とは感じていない。災害時の対応や地域福祉化に向けて、周辺地域との孤立は避けなくてはな
らない。市営住宅の住戸を周辺住民への支援・活性化の拠点として使用すれば、団地内へ入る機会
が増加し、団地住民との交流促進が期待できる。 
６） 団地は高齢化率が高くなっており、団地内支援は、高齢者を対象とした活動が効果的である。また、
自治会に運営団体職員が参加することで、活動の促進が期待できる。 
７） 市営住宅を活用した拠点は、周辺の景色に紛れてしまう傾向にある。存在は知っているが場所が知
られていない場合が多い。看板の設置など可能な範囲で場所の周知努力が必要である。 
８） 子育て中の若年世帯が拠点へ訪問する機会が増えている。しかし、行事活動など直接的な交流はま
だ行われていない。挨拶や団地内で遊ぶ子供の姿を見たり声を聞くなどの接点は生まれている。 
９） 運営団体が行う支援活動は概ね順調である。しかし、コミュニティ支援・地域活性化活動の成果は
まだ表れていない。これは、まだ活動開始間もないこと、団体の活動以外の支援を行う余裕がない
こと、地域活性化に関する知識不足が考えられる。行政による金銭支援やアドバイスなどのバック
アップが望まれる。 
 
地域活性化拠点としての市営住宅使用は、空き住戸を活用し、ＮＰＯ等の団体に活動場所を提供でき
る、気軽に訪問し交流を図る場を設置できるという点で意義がある。しかし、団地や地域の活性化に関
しては、まだ未成熟である。団地住民による評価では、地域活性化拠点の開設による効果について、全
体としては「変化なし」とするものが多い。事例の中には、子育て支援活動を行う団体で、団地内高齢
者と上手く関係を築いている拠点もある。これらの活動が他の団体にも広がれば、新たな交流や、団地
や地域の活性化が期待できる。 
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大阪市営住宅の地域活性化拠点の使用は、平成２０年度開始の取り組みである。第３章で対象とした
高齢者自立支援拠点では、活動や運営が軌道に乗るまでに、団地内の事情を知り、活動に積極的な協力
者を得るなどの過程を経て、３～４年は必要だという意見もあった。調査時で４年目を迎えるこの使用
の今後に期待したい。 
また、市営住宅の使用は初めて拠点を訪れる利用者にとって、場所が分かりにくい、住戸内に入りに
くい雰囲気が課題となっている。活動内容の周知だけでなく、初めて来る利用者にとって分かりやすく、
気軽に入ることができる空間づくりが重要となる。 
 
拠点の設置により、高齢者や母子などＮＰＯ等の運営団体が活動の対象とする人々へ直接支援を実践
できる。また、団地外の住民も対象としている点が大きな特徴である。活用用途は住戸内で運営できる
用途に限られるが、子供預かりや子育て相談などの活用は問題ない。預かった子供達は、空き地や公園
など団地の敷地内で遊び、団地内高齢者はその姿を見て癒される。といった間接的な効果もみられた。 
もう１つの特徴は、既存住戸活用のため、イニシャルコストが安く即使用が可能で、既存コミュニテ
ィを活かした活動が可能である。また、公的な場での活動は住民の信頼を得やすい。このように、ＮＰ
Ｏ等の新たな担い手が活動を開始しやすいという点は、地域福祉拠点設置には非常に重要であり、評価
できる。 
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第５章 地域支援活動拠点の使用 
 
１． 研究の背景と目的 
 
 日本の住宅総数は世帯数を上回り、戦後の住宅不足解消を目的として建設されてきた公営住宅の役割が、
供給から新たな目的へと向かいつつある。近年公営住宅を含む住宅政策が、「市場機能、ストック重視」へ
とシフトし、２００６年の住生活基本法の施行や２００７年の住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給
の促進に関する法律（住宅セーフティーネット法）の施行など、民間住宅ストックを活用する流れが形成
されてきている。 
 公営住宅においては、単なる住宅の供給から福祉的な用途で使用する事例も見られるようになってきた。
また、住宅困窮者への対応として、リーマンショックをきっかけとした離職退去者への供給が行われ、当
初の公営住宅の入居要件を満たさない単身世帯が対象となるなど、新たな活用方法がみられるようになっ
た。更に、２０１１年の東日本大震災、多くの公営住宅が被災者の為に無償提供が行われている。 
 このように、ストック活用、公営住宅の新たな活用の流れに加え、地方分権の進展を迎えるにあたり、
自治体ごとの公営住宅管理政策、対応が求められる。公営住宅法に基づき入居収入基準や同居親族要件が
定められている公営住宅は、入居対象者が限定されており、住宅以外の利用は想定されていない。しかし、
２００７年に制定された「地域再生法」により、自治体が内閣総理大臣の認定を受けることで、国の補助
金で整備された施設の転用が可能となった。公営住宅においては、地域再生計画の認定を受けることで、
当初の制限が解除となり、「公営住宅の目的外使用（公営住宅法の入居収入基準を超過した者や同居親族要
件を満たさない単身者の入居、住宅以外の用途への転用）」が可能となる。 
 他にも、少子高齢化や空き住戸の増加する公営住宅団地において、自治会活動の低下や住民同士の相互
関係の衰退など、かつて形成されていた住民のコミュニティが消滅しつつある。それらが担っていた見守
りや日常支援が行き届かなくなり、高齢者の閉じこもりや孤独死などの問題が起こっており、新たな支援
活動が求められるようになっている。 
第４章で述べた通り、団地住民同士のコミュニティ促進を目的とした活動は、集会所利用が多く住戸を
利活用した事例は非常に少なく、先行研究も僅かしかみられない。本章で対象とする「地域再生計画」の
認定を受けた事例の多くは公共施設や廃校を利用した計画であり、公営住宅の住戸を活用した事例は非常
に少ない。その中でも、久保園らは「人口減少・高齢化期における公営住宅の活用に関する研究」29）にお
いて、人口減少・高齢化に向けた公営住宅の活用という視点で、地域再生計画内の住戸を目的外使用した
事例を調査し、住戸の活用を公営住宅管理主体の立場から考察している。 
 以上のような背景から、自治体による公営住宅活用の自由度が高まる今後において、「地域再生計画に基
づく公営住宅の目的外使用」を活用した、地域支援活動を行う拠点として使用する事例に着目し、今後の
公営住宅の活用のあり方について、基礎的知見を得る事を目的とする。 
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２．研究の方法  
 
地域再生法の認定を受け、公営住宅の目的外使用を行う事例の中で、本章では、兵庫県明石舞子団地（以
下、明舞団地）の住戸を使用して地域支援活動を行っている住民団体「松が丘３丁目自治会・ボランティ
アグループ」、「神陵台 E,E,いいまちづくりの会」の２団体を研究対象とした（表５－１）。明舞団地の管
理主体である兵庫県と上記２団体それぞれの運営者に許可を得た後、各団体を訪問し、ヒアリング調査を
行った。 
また、ヒアリング調査から地域支援活動拠点の使用実態の概要を把握し、拠点の利用者・団地住民へア
ンケート調査を実施した。アンケート回収状況は表５－２の通りである。 
 明舞団地の地図は図５－１である。 
 
表５－１ 調査対象 
団体 活動地域 使用住戸 
松ヶ丘３丁目自治会ボランティアグ
ループ 
松が丘３丁目 南鉄筋３号棟１１１号室 
神陵台Ｅ,Ｅ,いいまちづくりの会 神陵台１～９丁目 北鉄筋２３号棟９１１号室 
 
 
表５－２ アンケート配布・回収状況 
配布対象者 配布数 回収数 回収率 
松が丘３丁目住民 200 73 36.5％ 
松が丘 5 丁目住民 107 21 19.6％ 
さんさんハウス利用者 23 23 100％ 
神陵台住民 123 18 14.6％ 
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図５－１ 明舞団地の地図 
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３．地域再生計画 
 
３－１．地域再生計画 
（１）地域再生制度 
近年、急速な少子高齢化の進展や産業構造の変化など、社会経済情勢が大きく変化したことで、地域活
力の低下が表面化している。このような地域の活力を再生する目的で創設された制度が「地域再生制度」
である。地域再生制度は、地域が行う地域再生のための自主的・自立的な取り組みを総合的かつ効果的に
支援するため、国は支援策メニューを用意し地方公共団体は関係者・関係機関等と連携して、自らの地域
の取り組みに必要な支援策を記載した「地域再生計画」を作成する。承認を受けた地域再生計画に基づく
事業に対しては、国が特別な財政措置を講じる。 
 
地域再生法（平成１７年４月１日制定） 
（目的） 
第一条 
この法律は、近年における急速な少子高齢化の進展、産業構造の変化等の社会経済情勢の変化に対応し
て、地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出
その他の地域の活力の再生（以下「地域再生」という。）を総合的かつ効果的に推進するため、その基本
理念、 政府による地域再生基本方針の策定、地方公共団体による地域再生計画の作成及びその内閣総理大
臣による認定、当該認定を受けた地域再生計画に基づく事業に対する特別の措置並びに地域再生本部の設
置について定め、もって個性豊かで活力に満ちた地域社会を実現し、国民経済の健全な発展及び国民生活
の向上に寄与することを目的とする。 
（基本理念） 
第二条 
地域再生の推進は、地域における創意工夫を生かしつつ、潤いのある豊かな生活環境を創造し、地域の
住民が誇りと愛着を持つことのできる住みよい地域社会の実現を図ることを基本とし、地域における地理
的及び自然的特性、文化的所産並びに多様な人材の創造力を最大限に活用した事業活動の活性化を図るこ
とにより魅力ある就業の機会を創出するとともに、地域の特性に応じた経済基盤の強化及び快適で魅力あ
る生活環境の整備を総合的かつ効果的に行うことを旨として、行われなければならない。 
（国の責務） 
第三条  
国は、前条に規定する基本理念にのっとり、地方公共団体の自主性及び自立性を尊重しつつ、地域再生
に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 
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（２）地域再生計画 
 「地域再生計画」とは、地域再生法（２００５年公布、２００７年施行）に基づき地方公共団体が関係
者・関係機関等と連携し、自らの地域を活性化するための取り組みに必要な支援措置を記載したものであ
る。内閣総理大臣は、関係行政機関の長の同意を得て、地域再生法第５条第８項により、地域再生計画の
認定を行う。平成２２年度までに認定を受けた地域再生計計画は１,３６５件あり、全国で５８５地域が現
在計画を活用して地域再生に取り組んでいる。 
計画の認定申請の主体となりうる地方公共団体は、特別区を含む都道府県、市町村（地域再生法第５条
第１項）、地方自治法第２８４条第１項の一部事務組合若しくは広域連合、港湾法第４条第１項の港務局で、
共同での申請も可能である。地域再生計画の対象となる区域は、計画の作成主体である地方公共団体の区
域に拘わることなく、計画の内容や支援措置の特性に応じて、任意に設定してもよい。また、地域再生計
画の範囲から、更に個別の支援措置が適用される区域を限定しようとする場合は、当該支援措置を受けよ
うとする主体について記述する際に、「○○地区で適用する××の支援措置を受ける主体」とすることによ
り対応が可能である。 なお、同一の区域を含んだ地域再生計画が複数の計画主体により作成される場合に
は、それぞれの計画の整合性等について、自主的に調整を図ることが求められる。 
 
３－２．地域再生計画内における目的外使用 
平成１７年に内閣府が制定した地域再生計画に承認された地域内においては、公営住宅ストック・地域
再生を理由に公営住宅を使用する場合、先に述べた「目的外使用の承認」があったものとされることとな
り、目的外使用が容易になった。これにより公営住宅法に基づく入居収入基準を超過した者や同居親族要
件を満たさない単身者の入居や、住宅用途以外への転用が可能になった。 
 
３－１２ 公営住宅における目的外使用の承認の柔軟化 
公営住宅ストックを有効に活用した地域再生をするため、公営住宅を住居用途として目的外使用する場
合は、地域再生計画に定めて、国土交通大臣の同意を得て内閣総理大臣の認定を受けることにより、補助
金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第２２条の承認があったものと取り扱う。 
 
内閣府の認定を受け、平成２４年１２月時点で活用中の地域再生計画は全国で６１５件だが、そのうち
「公営住宅の目的外使用」の記載があるものは５件のみである（表５－３）。さらにその中でも実際に公
営住宅の目的外使用を行っている事例は３件しかなく、これは第２章述べた４５条及び３章と４章で述べ
た目的外使用事例と比較しても著しく少ない。 
 表５－３に挙げた地域はいずれも高齢化や、特に若年層の人口減少が問題となっている。また、コミュ
ニティの衰退、空き住戸の増加も全ての地域でみられる。それぞれの地域問題を解決するべく、兵庫県、
長崎県佐世保市、北海道安平町（写真５－１）の３地域では実際に公営住宅の目的外使用が行われている。
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その使用用途として、公営住宅法に基づく入居収入基準を超過した若年層や同居親族要件を満たさない「単
身者の入居」がある。高齢化の著しい各地域に若者を住まわせることでミックストコミュニティを推進す
る目的がある。また、住居用途以外に地域活動拠点としての使用も行われている。高齢化とともに人口減
少が進む地域では、自治会活動の形骸化やコミュニティの衰退が表面化している。居住地に近く、住民に
とってもなじみある住戸を使用することで、地域活性化及びストック活用を同時に取り組んでいる。 
 しかし先に述べたように、「地域再生計画内での公営住宅の目的外使用」は全国でも稀な事例である。
高齢化や人口減少、ストック活用という我が国全体の問題に対する解決策のひとつとして、公営住宅の目
的外使用の有効性について、検討する時期なのではないか。この制度を活用することによる効果や問題点
を明らかにするため、本章では、兵庫県明舞団地再生計画における明舞団地の住戸利用について調査を行
った。 
 
表５－３ 公営住宅を活用した地域再生計画の事例 
自治体 地域再生計画名 使用用途 
兵庫県 明舞団地再生計画 ・若年層や単身者の入居 
・地域活動拠点としての使用 
長崎県佐世保市 市営住宅（宇久町） 
有効活用構想 
単身者の入居 
北海道安平町 あかね公営住宅 
コミュニティ活性化計画 
自治会および地域コミュニティ活動拠点 
としての使用 
島根県西ノ島町 公営住宅（浦郷・美田地
区）有効活用構想 
活用していない 
岐阜県揖斐川町 揖斐川町公営住宅 
有効活用計画 
活用していない 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真５－１ 北海道安平町の活用事例 
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４． 明石舞子団地 
 
４－１．明石舞子団地の現状 
（１）住民の高齢化 
 明舞団地は兵庫県明石市及び神戸市垂水区にまたがっており（図５－２）、正式名称は「明石舞子団地」
である。我が国最初の大規模ニュータウンである千里ニュータウンと同時期の1960年頃、兵庫県によって
開発された。団地からは明石海峡大橋を眺望でき、公園や街路樹などの緑に恵まれた住環境にあるが、入
居から50年近く経過した現在、住民の高齢化や住宅・施設の老朽化が急速かつ一斉に進行している。中で
も人口減少等に伴う地域活力の低下、コミュニティ機能の衰退等が大きな課題となっている（表５－４）。 
 
 
 
図５－２ 明舞団地の位置と写真 
 
 
表５－４ 明舞団地の概要 
所在地 兵庫県明石市、神戸市 
開発面積 約 197ha 
事業主体 兵庫県・兵庫県住宅供給公社 
入居開始 1964 年（昭和 39 年） 
現況人口 21,412 人（平成 22 年度） 
世帯数 10,014 世帯（平成 22 年度） 
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明舞団地区域内の人口は１９７５年の約３万７千人をピークに、第２世代（当初入居世帯の子供世代）
の流出による世帯人数の減少等に伴い、２００５年時点ではピーク時の６割である約２万４千人となって
いる（図５－３）。その間の世帯数は約１万と横ばいで推移しているものの、１世帯あたりの人数は減少し
ている。また６５歳以上の人口比率は、２０１０年で３５.９％となっており、兵庫県の平均２２.９％を
大きく上回っている（図５－４）。以上のことから、明舞団地は高齢化が進行する住宅団地であることが分
かる。 
 
図５－３  人口・世帯数の推移 
 
 
図５－４ 高齢化率（65 歳以上）の推移
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（２） 住宅ストック 
明舞団地全体の住宅ストック総数は、約１万１千戸である。その内６割が公共賃貸住宅、３割が分譲
マンション、１割が戸建て住宅など入居開始時は多くの住居形式があり、所得階層には偏りが見られな
かったが、主に２０～３０代の夫婦世帯が入居したため、年齢階層に偏りがあった。年数が経ち子ども
たちが成長して団地を出ていくことにより、少子高齢化が急激に進行し、往時のコミュニティの勢いは
衰えた。高齢者にとって階段や段差がバリアとなり、店舗や生活利便施設は減少し、車が不可欠な生活
となった。そして世帯数が減ると共に空き家が増えてきた（表５－５）。 
街開きから５０年以上経過している現在、団地内の住宅・施設は物理的・社会的に老朽化し、多くの
課題を有している。例えば集合住宅では、エレベーターが設置されていない等、主にバリアフリーに関
する問題が、戸建住宅では、敷地の細分化や空き家・空き地の増加が問題となっている。 
空き家が増加すると、防犯性の低下、ゴミの不法投棄などの問題が引き起こされ、環境が悪化する。
そのためにも、ストックの活用が求められている。しかし、現在の社会経済情勢では、保留床の売却に
よる事業費を確保する従来型の建替手法の適用は極めて困難な状況であり、建替えに頼らない団地の再
生・長寿命化の仕組みを探ることが必要となっている。 
 
表５－５ 住宅ストック(2010 年) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
住 宅 種 別 
住宅戸数 
（戸） 
賃貸 県営住宅 3,015  
集合 公社住宅 190  
住宅 機構住宅 2,742  
  賃貸計 5,947  
分譲集合住宅 2,856  
戸建住宅 1,461  
その他の住宅 455  
住宅計 10,719  
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（３）再生計画策定までの取り組み 
 このように明舞団地は高齢化や人口減少、空き住戸の増加、設備の老朽化といったオールドニュータ
ウンの典型的な問題を抱えている。そこで地域の問題解決に向けて、兵庫県等が主体となり住民へ意識
調査が行われた。主な取り組み内容は以下の通りである。 
 
・既存団地再生方策検討調査（平成13年） 
 明舞団地、三木緑が丘団地及び芦屋浜高層団地の３団地をケーススタディ地区として、既存住宅団地
の再生・活性化方策を検討した。その過程で、明舞団地等において住民グループへヒアリングを実施、
調査のアウトプットとして、団地再生のイメージシナリオ及び「わたしたちの団地再生マニュアル」を
作成した。 
・団地再生フォーラム（平成14年） 
 明舞団地及び三木緑が丘団地の２団地において、団地住民の意識醸成・普及啓発を目的とした住まい・
まちづくりフォーラム（団地再生フォーラム）を開催した。 
・ＮＰＯ誘致事業の実施（平成15年） 
 明舞センター等の空店舗に、まちづくり活動、生活サービス提供事業を実施するＮＰＯ団体を公募し、
３グループが活動を行っている。 
・明舞まちづくりワークショップの開催（平成15年） 
 明舞団地再生計画の策定に住民の意見を反映するため、明舞まちづくりワークショップを計４回開催
し、その内容を記載した概要版を全戸へ配布した。 
・明舞団地再生計画の策定（平成15年） 
 明舞団地全体を対象として、住宅、商業施設、公共施設等の再生の方向性と団地再生運営のあり方及
び当面のアクションプログラムを示す明舞団地再生計画を策定した。 
 
このように、明舞団地の活動は、調査・普及啓発の段階から具体的な活動・計画づくりへ少しずつ移行
しながら地域活性化を進めてきた。また、その活動は行政よりも住民が主体的に取り組むことが意図さ
れており、住民の意識向上や住民意見の反映に重きを置いている。 
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４－２．明舞団地再生計画 
平成１５年、兵庫県は「明舞団地再生計画」を策定した。計画範囲は神戸市の一部 （垂水区、狩口台
地区、南多聞台地区及び神陵台地区）及び明石市の一部（松が丘地区）である。明舞団地再生計画は、
明舞団地全体を対象として、住宅・施設等の再生の方向性と団地運営のあり方を示し、併せて、明舞団
地に関わる行政・住宅管理者・住民・ＮＰＯ等が実施する取組事項をアクションプログラムとして定め
たもので、「団地再生の基本方針」、「団地再生ビジョン」、「団地再生アクションプログラム」で構成され
た。 
団地再生の基本方針は以下の 5 つにまとめられている。 
①全ての世代の人々が、豊かで、自立した居住生活を実現する 
②住民主体のマネジメントのもと共助による居住生活を実現する 
③既存ストック・地域資産の活用による持続的な再生・更新を推進する 
④住まい・まちづくりを先導する再生・活性化を推進する 
⑤安全・安心に暮らせる住まい・まちづくりを推進する 
この「団地再生の基本方針」は、明舞まちづくりワークショップによる居住者意見（約９５０件）、現
況課題と地域資源の整理に加え、社会・経済情勢の動向とライフスタイルの変化への対応、２０世紀の
都市づくりの反省点を踏まえて整理された。「団地再生ビジョン」は、基本方針の実現に向け、「まちの
構造の再生」、「住宅・住宅地の再生」、「商業・生活サービス機能の再生」、「公共施設等の再生」、「団地
運営システムの構築」の項目ごとに基本的な取組指針を提示している。「団地再生アクションプログラム」
は、基本方針・ビジョンの実現に向けて、また一般の住宅市街地が将来直面する課題への先行的な取り
組みとして、明舞団地を新たな住宅施策のモデル的展開の場として、次のような施策を推進することと
している。 
①PFI 的手法による民間ノウハウ・民間資金の活用 
公共賃貸住宅等の建替に際して、PFI 的手法を積極的に活用し、民間事業者の特徴を活かした良質か
つ低廉な公共サービスの提供、多様な住宅・施設の供給等を目指す。 
②住宅管理者の連携による効率的な管理・ストック活用等の推進 
公共賃貸住宅の効率的な管理・ストック活用を進めるため、兵庫県・都市再生機構・兵庫県住宅供給
公社による連携・協議体制を構築するとともに、団地活性化に資する住み替え等の誘導を目的として地
域再生計画・構造改革特区制度の活用を検討する。 
③地域団体が担う住宅地の運営・管理の推進 
ＮＰＯとの連携による生活サービスの提供を図り、地域全体として高齢者の居住を支える仕組みづく
りを提案する。また、行政や施設管理主体との連携を図りつつ、住民が主体的に住宅地の管理・運営に
取り組む体制を整備する。 
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明舞団地再生計画に基づいて、平成１５～１７年度にはコミュニティの再生、住宅・施設の再生を目
標とした様々な取り組みが行われた。そして、地域再生法制定前の平成１５年１０月に設置された地域
再生本部による地域再生の提案募集に申請し、平成１６年６月に「地域再生計画」の認定を受け、県営
住宅への若年世帯の入居促進や空き住戸を活用した高齢者生活支援サービス等の誘致を行うとともに、
商業施設の空き店舗へまちづくり活動や生活サービス提供事業を実施するＮＰＯ等の誘致、住民相互の
交流拠点となる「まちづくり広場」の設置、住宅・施設のデザイン指針となる「明舞景観まちづくりデ
ザインコード」の策定などが行われた。明舞まちづくり広場は明舞団地中心部に位置する商業ビル「明
舞センター」内の空き店舗を利用し、住民同士の交流や情報交換の場として、再生計画や事業内容を広
く知らせている。 
さらに平成１８年度には「明舞団地再生コンペ」が実施された。このコンペでは、望ましい土地利用
のあり方や施設・機能の再配置なども含めた、明舞団地再生計画を補完しブラッシュアップする提案を
民間から募集し、学識経験者等からなる審査委員会によって審査が行われた。またコンペに寄せられた
提案内容を元に、新たな４つのコンセプトが打ち出された。 
①地域の特性に応じた機能の配置 
②交流と連携 
③ヒューマンスケール 
④緑のネットワーク 
以上４つのコンセプトを反映し、平成１８年に明舞再生計画の一部が見直された。計画の概要は以下
のとおりである。 
 
高度成長期に兵庫県が開発した明舞団地は、高齢化や老朽化が進行し、地域活力の低下、コミュニテ
ィの衰退等が大きな課題となっている。このオールドタウン化が進む明舞団地において、行政、住宅・
施設管理者、住民、ＮＰＯ、民間企業等が積極的に連携し、ハードとソフトの両面から再生・活性化を
図り、居住者ニーズ、ライフスタイルの変化等に対応した魅力と活力のある“新しいふるさとづくり”
を進める。これらの取り組みを通じて、団地再生のモデル的取り組みを示し、地域コミュニティの活発
化、地域経済の活性化、雇用機会の増大等を図る。 
 
計画の見直しと共に新たな取り組みも始まった。その中の一つが公営住宅の目的外使用である。高齢
者・若者・子供、新旧の住民、団地と周辺地域など、様々な人々の交流と連携を促し、住民が主体とな
ったまちづくりの展開を目指すため、公営住宅の空き住戸を用いて地域支援活動を行う住民団体を募集
した。 
 兵庫県が作成した明舞団地再生方針図（図５－５）や、今まで取り組んだ団地再生ロードマップ（図
５－６）を参考事例とした。 
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図５－５ 明舞団地再生方針図 
（明舞団地のまちづくり 情報発信基地／http://support.hyogo-jkc.or.jp/m/rmp.htm） 
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 図５－６ 明舞団地再生計画ロードマップ（兵庫県住宅供給公社/平成 23 年） 
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４－３．目的外使用による地域活性化拠点 
明舞団地において公営住宅を住居以外の用途として目的外使用する目的は、地域活力の低下、コミュ
ニティ機能の衰退等が進む明舞団地において、ミックストコミュニティの推進、高齢者等への生活支援
の充実、集合住宅建替事業の推進等を図ることである。公営住宅の目的外使用を行うことにより、ニュ
ータウン全体の活性化と円滑な再生を目指している。また使用する期間は１年と定められている。ただ
し、公営住宅のストックの状況等を勘案した上で、公営住宅の本来の入居対象者の入居を阻害せず、公
営住宅の適正かつ合理的な管理に支障のない範囲内で目的外使用に係る期間を更新する。明舞団地にお
ける具体的な目的外使用目的を以下に示す。 
 
①ミックストコミュニティ推進等に資する若年世帯等住宅としての使用 
ミックストコミュニティの推進、地域コミュニティの活性化等を目的として、下記の要件に該当する 
世帯の住宅として使用する。 
• 夫婦の満年齢合計が８０歳未満で子供を有する世帯であること 
• 使用する世帯の収入分位は、特定優良賃貸住宅入居基準と同等であること 
②高齢者等生活支援の充実に資する住宅としての使用 
親族の隣居・近居による高齢者等の生活支援の充実を図ることを目的として、下記の要件に該当する 
世帯の住宅として使用する。 
• 明舞団地内に生活支援が必要もしくは必要となることが見込まれる高齢者・障害者の親を有する世 
帯（単身世帯可とする）であること 
• 使用する世帯の収入分位は、特定優良賃貸住宅入居基準と同等であること 
③ 円滑な再生事業の推進に資する一時的な仮住宅としての使用 
ニュータウン全体の円滑な再生を進めるために必要となる仮住宅の確保を目的として、下記要件に該 
当する世帯の住宅として使用する。 
• 明舞団地内の公団賃貸住宅、公社賃貸住宅、分譲マンションに居住する世帯で、当該住宅の建替・ 
大規模改善等の工事に際して工事期間中の仮移転が必要となる世帯であること 
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５．明舞団地における地域支援活動拠点の実態 
 
５－１．自治会による使用 
「松ケ丘３丁目自治会」の概要を以下にまとめる 
（地図：図５－７、平面図：図５－８） 
 
① 使用住戸 
兵庫県営明舞南鉄筋３号棟１１１号室 
拠点名：「さんさんハウス」 
住戸面積：４０.０１㎡ 
住戸型式：３ＤＫ 
 階数：１Ｆ 
② 活動内容 
 松が丘３丁目自治会の活動内容は多様であるが、３丁目地域に根付いたものが多い。活動目的は住民
同士の交流機会の創出、高齢住民の見守りが主である。そのため年齢や性別等に関わりなく幅広い住民
が参加できるお茶会、小規模な教室などの行事が開かれている。 
・さんさんサロン（月 1 回） 
平成１３年１０月から始まり、さんさんハウスにて毎月１度、３日・１３日・２３日の内の１回開か
れる。会費１００円で飲み物や茶菓子を出し、小物作りやゲーム大会を行う。 
・パソコン教室（月２回） 
講師を招いてさんさんハウスにて開催される。外部の教室アットホームな雰囲気があり、質問しやす
いという声がある。 
・敬老の日訪問（友愛訪問）（年１回） 
毎年９月の敬老の日に、８０歳以上の住民一人ひとりへ手作りのプレゼントを配ると同時に、声かけ
をすることで安否確認も兼ねている。平成５年から行われている。 
・給食サービス（月２回） 
高齢者の引きこもり対策として始まり、小中学校で手作りした弁当を個配。対象者の転出が続いたこ
とから、平成２２年以降は行なっていない。安否確認やチラシのポスティング等は、グループごとに代
表者が行っている。 
・日帰りバス旅行（年１回） 
 阪神大震災後、近隣住民の結束力を増すための行事として平成９年から続いている。毎年３０～５０
名程度の住民が参加し、近くの観光地へ出向いている。 
・クリスマス会（年１回） 
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 平成１２年より実施され、子どもと高齢者が触れ合う場となっている。参加者は全員名札を付けるた
め、初めての参加者との会話が生まれやすい。 
・その他 
手芸教室、研修会など 
③ 団体発足の経緯 
平成４年に兵庫県からの要請を受け、松ケ丘３丁目自治会内に発足した。自治会と明石市社会福祉協
議会から助成金を得ているが、平成２４年度は自治会からの助成金のみで活動している。自治会役員と
ボランティアを兼任する住民がいることから、自治会と連携して宣伝や行事を行っている。 
④ 住戸利用の経緯 
発足当時は近隣ビルの一室を借りていたが、遠い等の理由からメンバーの一戸建て住宅へ移転した。
その後明舞再生計画において、公営住宅住戸の目的外使用を希望する団体の公募があったため、兵庫県
へ希望を申し出た、そして、平成１８年４月から現在の団地住戸を兵庫県と共同で借りている（家賃は
無償）。 
⑤ 地域支援活動拠点の特徴 
松ケ丘３丁目自治会のメンバー居住地や活動対象地域は松が丘３丁目である。しかし松ケ丘３丁目地
域内に適当な施設がないために、地域支援活動拠点「さんさんハウス」は松ケ丘５丁目に位置している。
そのため５丁目のさんさんハウスに行くには道路を渡るのが億劫、「他人の地域」という感覚が消えない
といった意見がある。開室当初から５丁目住民との関りは少ないが、住戸近隣住民から苦情が来ること
はない。 
住戸内部について、２部屋を１室にしたい、キッチンが広ければ参加者で料理したり、大きな部屋が
あれば自治会でも使いたい等の意見があった。一度に集まれるのは最大２０人程のため、大きなイベン
トの時は近隣のコミュニティセンター（松が丘小学校内）を使用している。 
また、毎年度使用更新のため、内部の改装は考えていない。常に住戸内の荷物は少なくしており、ガ
スも通していない。テレビは地デジ移行時に破棄している。ヒアリング調査の際に住戸内部、外部の記
録を行った（写真５－２～５－６）。 
 改装せずに住戸をそのまま使っていることから、間取りが不自由で柱を取りたいという意見もあった。
広いスペースを確保するため２室の間にある襖を取って 1 室として使用されている。また住戸内には、
手芸行事の際に参加者によって作られた作品や、明石市長からの地域活動に関する表彰状等が飾られて
いた。窓には看板が設置されている。５丁目の団地地域と３丁目の戸建て地域の間には大きな道路があ
り、高齢者は障害のひとつとなっている。 
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図５－７ 松ケ丘３丁目とさんさんハウスの位置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５－８ 平面図 
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写真５－２ 和室６帖            写真５－３ 和室４．５帖 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      写真５－４ 和室６帖        写真５－５ 利用者が生活する戸建て住宅地 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真５－６ 住宅写真 
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５－２．ボランティア団体による使用 
 
「神陵台 E,E,いいまちづくりの会」の概要を以下にまとめる 
（地図：図５－９、平面図：図５－１０） 
 
① 使用住戸 
兵庫県営明舞北鉄筋２３号棟９１１  
 拠点名：「神陵台まちづくりサポートセンター」 
住戸面積：３７.４０㎡ 
住戸型式：３ ＤＫ 
  階数：１Ｆ 
② 活動内容 
 神陵台 E,E,いいまちづくりの会の活動内容には専門的なものが多くみられる。神陵台に住んでいる中
国人世帯を対象とした日本語教室や、子供預かりを目的としたおもちゃライブラリー、男性向け料理教
室等である。それぞれ参加対象者が限られるため、幅広い住民を対象とした交流活動は主とされていな
い。また、団体の代表者自ら出向く活動の方が多く、拠点における行事は空いた時間に行っている。主
な行事活動を以下に示す。 
・パソコンサロン（週１回） 
一回１００円で参加者がサポートセンターにパソコンを持参して教え合う。終了生を６０人程度輩出
している。講師は呼ばず、主に団体の代表者が指導を担っている。 
・日本語教室 
神陵台地域には中国からの帰国者が一定数住んでいるため、日本語の日常会話を教えている。 
・おもちゃライブラリー（週１回） 
 共働き世帯等の子どもに対する居場所作りとして拠点を活用している。 
・東日本大震災復興支援チャリティーバザー 
 平成２４年に３回開催された。住民の持ち寄りで集められた品々を格安で販売し、その収益で岩手県
及び福島県の仮設住宅に湯たんぽを５５個送った。 
・その他 
日本画教室（週１回）、お茶会（週１回）、男性料理教室など 
③ 団体発足の経緯 
 神陵台地域は１～９丁目まであり（３,５６６世帯）、小学校区が３つに分かれている（西脇小、神陵
台小、長坂小）。そのため同じ神陵台地域であっても、校区間の交流が乏しい。また明舞団地全体のコミ
ュニティの活性化を目的に、団体の代表者は個人で明舞団地住民の意識調査を行った（平成 16 年/2004
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年）。これは、当時明舞団地に住む 11,873 世帯のうち 70.5％にあたる 8,368 世帯を対象に行ったかなり
大規模なアンケート調査であり、回収率は 45.7％であった。この調査結果から、明舞団地住民の地域活
動の認知や参加意志、明舞再生計画の認知等を明らかにした。そして、兵庫県からの勧めもあり、平成
１７年に神陵台 E,E,いいまちづくりの会が発足した。地域内交流を深めるため、神陵台 1～9 丁目の全
自治会が集まって結成されている。在籍 100 人、活動参加 60 人程度（幹事７人）。会費は年 1 口 1,000
円となっている。 
 「神陵台 E,E,いいまちづくりの会・会則」には、事業内容として以下が記載されている。１）住民の
ためのまちづくりに向けての調査・研究活動、２）住民への啓蒙活動、３）目的達成に向けての情報宣
伝活動、４）関係行政との話合い、５）その他必要な活動、以上の５点である。 
④ 住戸利用の経緯 
団体発足当時は、代表者の住戸で活動を行っていたが、地域再生法の認定を受け、兵庫県より使用の
打診を受ける。その後住戸の使用が決まり、神陵台地域の中心に位置する神陵台６丁目の県営住戸を使
用する予定であった。６丁目県営住宅の住戸は内部が一室空間となっているため活動内容にも適してい
たが、自治会内で意見がまとまらず使用に至らなかった。そして、平成１８年７月から１０年契約で現
住戸の使用を開始した。家賃は無料である。ガスは通っておらず必要であれば携帯ガスボンベを使用し
ている。内部の改装は考えていない。 
⑤ 地域支援活動拠点の特徴 
拠点は、１～９丁目と範囲の広い神陵台地域の中でも南西端の１丁目に位置している。本章の住民ア
ンケート調査は拠点に隣接する４棟の団地住民を対象とした。 
 
 写真５－７～５－１１に、ヒアリング調査時の神陵台まちづくりサポートセンター内部・外部の記録
をまとめている。ヒアリング調査時はパソコンサロンが開催されており、その参加者はほぼ男性であっ
た。しかし若い女性の参加者も含め個人がそれぞれ当日の達成目標を持ち、お互いに助け合いながら操
作を学んでいた。またさんさんサロンとは異なり、サポートセンターでは襖は取り外さず現状のまま使
用されていた。住戸内には E,E,いいまちづくりの会の歩みをまとめた掲示物や子どもの遊び道具、日本
語教室に使用されている中国語の会話文が記載された紙など、様々な活動の跡がみられる。窓には看板
が設置されていた。 
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図５－９ 神陵台 1 丁目とサポートセンターの位置図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５－１０ 平面図 
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写真５－７ 和室６帖            写真５－８ 和室４．５帖 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   写真５－９ 洋間               写真５－１０ 看板   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真５－１１ 団地の様子 
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５－３．支援活動拠点の使用について 
 
 以上のように、松ケ丘３丁目自治会・ボランティアグループと神陵台 E,E,いいまちづくりの会それぞ
れの地域支援活動の実態を、ヒアリング調査をもとにまとめた。松ケ丘３丁目自治会・ボランティアグ
ループにおいては、隣接地域である松ケ丘５丁目で活動を行っていた。このように、戸建住宅の住民が
隣接地域の団地を利用する事例は非常に少なく、本事例しか確認できていない。距離という物理的な壁
に加え、他の地域にあるという心理的な壁もあり、松ケ丘３丁目の地域活性化には問題点が幾つか存在
する。しかしこれを機に３丁目と５丁目の地域間に交流が促進されれば、両地域の活性化が期待できる。 
続くアンケート調査では、まず地域支援活動拠点に公営住宅の住戸を利用することの利点を明らかに
する。 
 
 
６．利用者と住民による公営住宅使用の評価 
 
６－１．さんさんハウス利用者の評価 
 
（１）公営住宅を利用することの利点・問題点 
 さんさんハウスの利用者を対象に行ったアンケートから、公営住宅の住戸を地域支援活動に利用する
ことの利点・問題点をまとめた（図５－１１、５－１２）。 
 利点は「アットホーム」、「通いやすい位置にある」、「友人宅へ遊びに行く感覚」等が挙げられ、参加
しやすい雰囲気があることが分かる。また住宅内であることから「落ち着く」という回答も多かった。 
 また、問題点は「部屋が狭い」、「建物が古い」など設備面に対する回答が多い。利用者に高齢者が多
いことから、バリアフリーを求める意見もあった。 
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図５－１１  県営住宅を利用することの利点 
（複数回答、さんさんハウス利用者ｎ＝２３） 
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図５－１２ 県営住宅を利用することの問題点 
（複数回答、さんさんハウス利用者ｎ＝２３） 
 
（２）さんさんハウスの評価 
 さんさんハウスではお茶会や手芸、パソコン教室など様々な行事が行われている。参加者からさんさ
んハウスの評価をまとめた。 
 県営住宅内にさんさんハウスができたことについて７８％が「良かった」と感じている。その理由と
して「３丁目に集会所がないから」、「気軽に集まれる」という意見があった。また残り２２％は「他の
場所が良かった」と答えており、その理由は全て「自分の住んでいる地域の中にある方が良い」という
ものであった。松ケ丘３丁目地域には自治会の集会所がないため、他の地域であっても集会場所を確保
できたことで「良かった」と考えている住民が多い（図５－１３）。 
 図５－１４は、さんさんハウスができたことで日常生活に変化があったかという問いへの回答である。
会話や人付き合いが増えたという回答が多く、さんさんハウスでの地域支援活動が、地域住民同士の交
流を増やす効果をもたらしたといえる。現在の利用者の９６％が「今後も参加する」と考えていること
が分かる（図５－１５） 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５－１３ さんさんハウスの評価（さんさんハウス利用者、ｎ＝２３） 
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              図５－１４ 日常の変化       図５－１５ 今後の利用 
      （複数回答、さんさんハウス利用者ｎ＝２３）   （さんさんハウス利用者、ｎ＝２３） 
 
（３）さんさんハウスの利用状況 
 図５－１６、１７より、さんさんハウスを実際に利用している住民の多くは、近隣住民やボランティ
アグループメンバーからの紹介で知り、月１～２回定期的に活動に参加していることが分かる。このよ
うに定期的に参加してもらうためには、回覧や掲示板だけでなく人から直接紹介する宣伝方法が最も効
果的であるといえる。また利用時間帯について（図５－１８）、１０～１２時及び１４～１６時との回答
が多かった。参加者に高齢者が多いことから、日中の活動が盛んであることが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
図５－１６ さんさんハウスを知ったきっかけ        図５－１７ 利用頻度 
   （複数回答、さんさんハウス利用者ｎ＝２３）    （さんさんハウス利用者、ｎ＝２３） 
 
 
 
 
 
 
        
図５－１８ 利用する時間帯（さんさんハウス利用者、ｎ＝２３） 
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 また、５７％の利用者は１人で拠点へ行っており、１人でも気兼ねなくさんさんハウスを訪れること
ができる雰囲気づくりができていることが分かる（図５－１９）。図５－２０、５－２１にはどんな時に
さんさんハウスを訪れるか、また「行事、イベントの時」と回答した利用者には何の行事かを質問した。
９６％の利用者は行事、イベントの時に行っており、その行事内容はボランティアグループの集まりや
さんさんサロンが多かった。さらに明舞団地再生計画について知っていると答えた利用者は６５％であ
った（図５－２２）。 
 
 
 
 
 
 
 
図５－１９ 誰と行くか       図５－２０ どんな時に行くか 
      （さんさんハウス利用者、ｎ＝２３）   （さんさんハウス利用者、ｎ＝２３） 
 
 
 
 
 
 
 
図５－２１ 何の行事に行くか      図５－２２ 明舞再生計画を知っていたか 
      （さんさんハウス利用者、ｎ＝２３）    （さんさんハウス利用者、ｎ＝２３） 
 
（４）利用者の属性 
 利用者は、７０歳以上の高齢者が多い（図５－２３）。さらに９１％の利用者が女性である（図５－２
４）。男性よりも近隣住民との付き合いが活発な女性は、長年に渡って地域住民どうしのつながりを深め
ているが、男性は自宅に閉じこもってしまう場合が多い。図５－２５には、同居家族人数についての回
答をまとめた。ほとんどの利用者は独居もしくは２人暮らしである。同居家族が少なく、人と関わる機
会に恵まれない３丁目住民にとって、さんさんハウスは数少ない交流の場となっている。 
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図５－２３ 利用者の年齢（さんさんハウス利用者、ｎ＝２３） 
 
図５－２４ 利用者の性別         図５－２５ 同居家族人数 
（さんさんハウス利用者、ｎ＝２３）    （さんさんハウス利用者、ｎ＝２３） 
 
 
６－２．松ケ丘３丁目住民によるさんさんハウスの評価 
 
 図５－２６に場所に対する評価をまとめた。松ケ丘３丁目住民は、地域支援活動に参加する際に隣接
する５丁目へ向かわなければならないが、「距離や階段が身体的に負担」と回答した住民は少なかった。
これに対し「近所の方と接する機会が増える」、「気軽に行くことができる」という回答が多数であった。
また、「距離や階段が身体的に負担」と答えた住民の居住地が、松が丘３丁目内でも特に５丁目から遠い
地点に偏っている訳ではなかった。よって本事例では、地域支援活動拠点が隣接地域にあることや単純
な距離は、来室の障害とはなっていない。 
 図５－２７～５－２９では、さんさんハウスが開室したことによる地域の変化について「町内の人と
親しくなった」、「集会場所が確保できた」という回答が最も多かった。また図５－３０に示した「県営
住宅の住戸を利用することについて」の回答のうち、「良かった」という回答の多くが、集会所が確保で
きたという理由からであった。このことから、さんさんハウスは地域の集会所としての機能も備えてい
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る。これにより、居住地域内に集会所が存在しない地域に、近隣の空き住戸を利用することが選択肢の
一つとなるのではないだろうか。また、「良くなかった」と回答した住民にはその理由を質問した（図５
－３１）。最も回答が多かったのは「３丁目地域内の方が良い」というものであった。「遠い」との回答
は比較的少なく、距離という物理的要因よりも、自分の地域内が良いという心理的な要因によると考え
られる。また、回答者の中には「団地の入居希望者に申し訳ない」という意見が複数みられた。これは、
空き家が多く存在することの周知によって、心理的要因を軽減することができるのではないだろうか。 
 
 
 
 
 
 
 
図５－２６ さんさんハウスの場所について             図５－２７ 日常生活の変化 
   （松ヶ丘３丁目住民、ｎ＝４９）    （複数選択、松ヶ丘３丁目住民、ｎ＝５９） 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-28 地域の変化（松ヶ丘 3 丁目住民、n=59） 図 5-29 地域の具体的な変化（松ヶ丘 3 丁目住民、n=13） 
 
図５－３０ 県営住宅内にあることについて       図５－３１ 良くない理由 
     （松ヶ丘３丁目住民、ｎ＝５９）       （松ヶ丘３丁目住民、ｎ＝２２） 
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続いて、現在行われている行事の中で興味のあるもの（図５－３２）、今後希望する行事（表５－６）
についての問いに対する回答を以下に示す。現在興味のある行事の中では、手芸やクリスマス会、さん
さんサロンといった対象者を限らない気軽な行事に人気がある。その他の意見には夏祭りや食事会、バ
ス旅行、敬老の日の贈り物等が挙げられた。また今後希望する行事には多様な意見があったが、おおむ
ね先に述べたような気軽に参加しやすいものが多い。また行事に限らずボランティアグループへの希望
を質問したところ、「若い人との交流が欲しい」や「ボランティアグループ以外の団体もさんさんハウス
を利用できるようにしてほしい」という意見があった。 
表５－６ 希望する行事（松ヶ丘３丁目住民） 
           
 
 
 
 
 
 
図５－３２ 現在興味のある行事 
    （松ヶ丘３丁目住民、ｎ＝１９） 
 
６－３．松ケ丘５丁目住民によるさんさんハウスの評価 
 拠点地の松ケ丘５丁目団地住民は、団地内で松ケ丘３丁目の地域支援活動が行われていることに関し
てどのような意識を持っているのか調査した。 
 まずさんさんハウスの存在について、看板や近隣住民との会話から４割以上の住民が認知していた（図
５－３３）。図５－３４には、さんさんハウスを知ったきっかけについて、近所の人や自治会といった５
丁目住民から知った例が多い。さらに行ったことがない５丁目住民にはその理由を回答してもらった（図
５－３５）。活動内容を知らないからという住民が最も多い。また他地域の活動場所であるものの、２２％
もの住民が「行ってみたい」と回答している（図５－３６）。これは、５丁目地域も近隣住民同士のふれ
あいが少なく、高齢者の見守りが必要であるため地域活動の必要性を感じている住民が一定数いるから
ではないだろうか。 
 そして団地住戸の地域支援活動への転用については、６４％の住民が「良い」と回答した。具体的な
意見としては、空き家の有効活用を進めるべきであった。しかし反対に、入居希望者を優先するべきだ
という意見も複数見られた。この結果から、５丁目に空き家が多く存在する事実を知らない住民は、転
用に否定的であると分かる。今回アンケート調査を行った平成２４年１２月時点では、松ケ丘５丁目の
２・３・４号棟にある１２０戸のうち１２戸が空き家であった。このように地域内に空き家が多い事を
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知らせることで、さらに地域支援活動への関心は大きくなるのではないだろうか。３丁目と５丁目の地
域間交流が生まれれば、さらなる地域活性化や高齢者見守り機能の強化が期待できる。 
 
 
 
 
 
 
図５－３３ さんさんハウスを知っているか      図５－３４ 拠点を知ったきっかけ 
    （松ヶ丘３丁目住民、ｎ＝２１）          （松ヶ丘３丁目住民、ｎ＝１２） 
 
 
 
 
 
 
 
図５－３５ 行ったことがない理由        図５－３６ 今後行ってみたいか 
       （松ヶ丘３丁目住民、ｎ＝９）         （松ヶ丘３丁目住民、ｎ＝９） 
 
 図５－３７には、さんさんハウス運営者及び利用者と会うことがあるか、についての回答結果を示し
た。地域が分かれていることから、「会う」との回答は少数であった。またさんさんハウスが開室したこ
とによる日常生活の変化についてはほとんどの住民が「変化なし」と回答した（図５－３８）。しかし、
５丁目住戸を利用することについて「良くない」と回答した住民は７％で、６４％が「良い」と回答し
た（図５－３９）。利用目的が他地域の活動であっても、空き住戸の活用には多くの住民が賛成であるこ
とが分かった。 
 属性については図５－４０、５－４１に示した。７０～７９歳の住民が多く、４０～６９歳の中年層
の住民も多かった。今後、３丁目と５丁目の地域間交流が行われれば、１つの地域内交流よりも幅広い
年齢層の住民が集まり、他世代による地域活性化が可能となるのではないか。 
 さらにさんさんハウスでやってみたいことという問いには、僅かながら「定期的に行われるパソコン
教室」「手芸」「３丁目と５丁目双方の交流がほしい」という意見があった。パソコンや手芸はさんさん
ハウス、神陵台サポートセンターで行なっており、どの地域においても一定の需要があるものとみられ
る。そして５丁目住民の中に、地域間交流を望む意見があることが明らかとなった。 
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図５－３７ 運営者・利用者と会うか                 図５－３８ 日常の変化 
      （松ヶ丘３丁目住民、ｎ＝１５）         （松ヶ丘３丁目住民、ｎ＝１６） 
 
図５－３９ 空き住戸の地域支援活動への利用をどう思うか 
（松ヶ丘３丁目住民、ｎ＝２１） 
 
   
図５－４０ 年齢         図５－４１ 性別 
       （松ヶ丘３丁目住民、ｎ＝１９）   （松ヶ丘３丁目住民、ｎ＝２１） 
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６－４．松が丘３丁目と神陵台地域の比較 
 
（１）地域支援活動拠点の認知度と参加率 
 拠点の利用対象者である、松ケ丘３丁目住民と神陵台の住民にアンケート調査を実施した、それぞれ
「さんさんハウスを知っているか」、「サポートセンターを知っているか」と問い、その回答を図５－４
２、５－４３にまとめている。さんさんハウスの認知度は８１％、サポートセンターの認知度は６７％
となっている。サポートセンターよりもさんさんハウスの方が地域住民の認知度は高い。これは、サポ
ートセンターの行事内容が専門的で利用対象者が限定され少数であること、内部の行事が少ないことが
理由だと考えられる。さらにそれぞれの地域支援活動拠点を知ったきっかけについて、どちらの地域も
自治会・回覧板という回答が多かった（図５－４４、５－４５）。しかし運営者から知ったという回答は、
さんさんハウスでは１８％であったのに対しサポートセンターでは８％と少なかった。これは、さんさ
んハウス運営者には女性が多く、地域活動を行う前から近所付き合いがあり、そのネットワークを通じ
て認知されたと考えられる。 
  
 図５－４２ さんさんハウスの認知度     図５－４３  サポートセンターの認知度 
  （松ヶ丘３丁目住民、ｎ＝７３）          （神陵台住民、ｎ＝１８） 
 
図５－４４ さんさんハウスを知ったきっかけ 図５－４５サポートセンターを知ったきっかけ 
   （複数回答、松ヶ丘３丁目住民ｎ＝７３）       （神陵台住民、ｎ＝１２） 
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それぞれの地域支援活動拠点を「知っている」と回答した住民に対して、行ったことがあるか、また
行ったことがない理由について質問した。その結果を図５－４６～５－４８にまとめている。行ったこ
とがあると回答した割合は、さんさんハウスは７２％であるのに対し、サポートセンターは９％であっ
た。行ったことがない理由を比較すると、活動内容の認知度に差があることが分かる。さんさんハウス
に行ったことが無い理由として「活動内容を知らない」と答えた住民はわずかであったが、「行く必要が
ない」と回答した住民は１０人と最も多かった。この結果から、さんさんハウスに行ったことがある住
民が多い理由は、ボランティアグループの活動内容が広く知れ渡っているためだと考えられる。神陵台
サポートセンターのように、活動拠点を知っていても参加に至らないのは「活動内容を知らない」こと
が大きな理由ではないだろうか。参加者を増やすためには活動内容の宣伝が重要であることが分かった。
そして「今後行ってみたい」と回答した割合はさんさんハウス１１％に対し、サポートセンターは２２％
と比較的多かった（図５－４９）。今後、サポートセンターを活用した行事を増やすことでより神陵台の
地域コミュニティを深めることが可能なのではないだろうか。 
 
図５－４６ さんさんハウスに行ったこと  図５－４７ サポートセンターに行ったこと 
（松ヶ丘３丁目住民、ｎ＝７３）        （神陵台住民、ｎ＝１８） 
 
 
 
図５－４８ 行ったことがない理由 
  
 
ある 
72% 
ない 
28% 
ある 
9% 
ない 
82% 
無回答 
9% 
3 
2 
3 
10 
3 
3 
0 2 4 6 8 10 12 
その他 
時間がない 
身体的負担 
行く必要がない 
知人がおらず気が乗らない 
活動内容を知らない 
1 
1 
2 
6 
0 2 4 6 8 
最近引っ越してきた 
行く必要がない 
知人がおらず気が乗らな
い 
活動内容を知らない 
（人） （人） 
松ヶ丘３丁目住民（複数選択、ｎ＝２０） 神陵台住民、（ｎ＝１０） 
第５章｜地域支援活動拠点の使用 
 
210 
 
  
図５－４９ 今後行ってみたいと思うか 
 
（２）各地域住民の属性 
 松ケ丘３丁目、神陵台の各地域住民の年齢は、ともに７０歳以上が最も多かった（図５－５０）。次に
６０～６９歳が多い。しかし５９歳以下は、松ケ丘３丁目では全体の約１０％、神陵台では約５％とな
り、松ケ丘３丁目の方がやや高い割合となった。性別は松ケ丘３丁目では女性の方がやや多いのに対し、
神陵台では男性がやや多かった（図５－５１） 
 
  
図５－５０ 年齢 
 
   
図５－５１ 性別 
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６－５．松ケ丘３丁目、５丁目、神陵台地域の問題 
 
 図５－５２に、地域でどの様な問題が起きているかという問いに対する回答である。松ケ丘３丁目と
神陵台ともに回答が多かったものが「住民同士の関り合いが少ない」「高齢者の見守り拠点が欲しい」で
あった。松ケ丘５丁目では主に自治会活動や緊急対策に対する懸念であったが、他の２地域と同様に住
民同士の関わりや高齢化に対する不安がみられた。他にも、設備の老朽化といった意見があった。 
 
 
図５－５２ 各地域の問題 
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７．地域活性化拠点使用との比較 
 
 第４章で大阪市営住宅におけるＮＰＯや社会福祉法人等の法人による地域活性化活動拠点について述
べた。これに対し本章では住民による地域支援活動の調査を行っている。そこで、地域支援活動におい
て法人運営と住民運営でどのような違いが生まれるかを考察する（表５－７）。 
 
表５－７  各地域支援活動拠点の概要 
団体名 所在地 活動 運営団体 
ほのぼの苑 大阪市 地域活性化 「ＮＰＯ法人」江口の里 
すくすくのびのび 大阪市 地域活性化 「社団法人」シルバー人材センター 
さんさんハウス 明石市 地域支援 「住民」松ヶ丘３丁目自治会・ボランティアグループ 
神陵台まちづくりｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ 神戸市 地域支援 「住民」神陵台 E,E,いいまちづくりの会 
 
 
 
７－１．住民の日常生活における変化 
 地域支援活動拠点が開室したことで、周辺住民の生活に変化があったかという問いに対する各地域の
回答を図５－５３にまとめた。変化があったと答えた割合は、法人運営であるほのぼの苑では４１％、
すくすくのびのびは０％であった。これに対し住民運営であるさんさんハウスは５０％、サポートセン
ターは９％であった。具体的な変化の内容は、「外出の機会が増えた」との回答割合には差は見られない
ものの、住民運営のさんさんハウスでは「知り合いが増えた」という回答が２２％と他地域よりも多い。
この結果から、専門知識や経験豊富な法人による地域活動よりも、地域になじんだ住民が行う地域活動
の方がその効果は大きいことが分かる。 
 法人運営による地域支援活動は、介護面等について専門家のアドバイスが受けられ、経験豊かなスタ
ッフへの安心感がある。しかし、外部からの運営者に対する不安から、地域になじむまでに時間がかか
るのではないかと考えられる。また、専門家とのやり取りに終始してしまうこともある。住民運営であ
れば、見知った近隣住民による活動だからこそ信頼があり、参加しやすい雰囲気づくりができる。この
ため抵抗感なく活動に参加でき、さらに運営者である住民を介して近隣住民の輪も広がりやすいのでは
ないだろうか。 
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松ヶ丘３丁目住民(n=59)                  神陵台住民(n=11) 
図５－５３ 各地域支援活動による住民の変化 
 
 
７－２．周辺地域の変化 
 
 地域支援活動によってその周辺地域の変化があったかという問いに対する回答を図５－５４にまとめ
た。 
 変化があったと回答した割合は、法人運営のほのぼの苑では２１％、すくすくのびのびでは１３％と
なった。これに対し松が丘３丁目住民は２４％と、法人運営よりもやや高くなっている。また、松が丘
３丁目の具体的な変化は「町内の人と親しくなった」、「集会場所が確保できた」という回答が最も多か
った。松が丘３丁目は戸建て住宅地域であり、地域内に自治会集会場所がないことからさんさんハウス
を自治会も使用している。このことから地域の変化が他よりも大きかったと考えられる。 
 この結果から、周辺地域の変化については法人運営と住民運営の間に特別な差は見られず、住民運営
の活動も、法人運営と同様に一定の効果があると分かる。 
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図５－５４ 各地域の変化 
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８．小活 
 
１） 県営住宅を使用した地域支援活動拠点は、大規模な改装などの必要はなく、現状のまま使用が可能
である。施設に比べてアットホームな雰囲気に関する利用者の評価が高い。 
２） 住民の集まりや行事は小規模なグループで実施することが多く、住戸使用は適度な大きさで使用し
やすい。大人数が集える集会所などの施設と使い分けることが可能。 
３） 空き住戸が増加すると、防犯性の低下やゴミやチラシの散布など住棟内環境の悪化や活力が低下す
る。新たな入居者が望めない場合、空きが続くより自治会や住民等の集まりで使用することで、低
下を防止することができる。 
４） 今回の事例は、集会所の無い自治会や個人宅で活動を行う集まりに拠点を提供した。専用の活動拠
点ができたことで、以前より活動が促進され、住民の集まりも増加した。 
５） 支援拠点は居住地域内に設置することが理想だが、隣接地でも拠点が存在する方が活動は促進し、
住民の評価も高い。居住地域内に集会所等の場が無い地域は、居住地域外の拠点も考慮しても良い
のではないか。但し、比較的元気な住民に限る。 
６） 隣接団地住民が公営住宅団地の住戸を活用することについて、団地住民の抵抗は無い。住戸希望者
へ提供すべきとの意見もあったが、恒常的な空き住戸であり、利活用の利点を伝えることで解決す
ると思われる。 
７） 団地住民に拠点の存在や場所は認知されているが、活動内容はあまり知られていない。団地住民は
団地の集会所を使用しており、接点が少ない。 
８） 拠点利用者と団地住民は、日常生活での会釈や挨拶などの接点から、存在は知っているが、お互い
気を使い盛んな交流はまだ行われていない。行事や見守り支援など一緒に行いたいという希望はあ
るが、まだ実施に至っていない。 
９） 退去時の金銭負担を考慮し、改装や設備の充実が図れていない。中長期の拠点提供を計画すること
で、更に地域に根差した支援活動が実施可能となる。 
10）家賃は無料だが、地域支援活動に対して金銭支援があれば活動が促進されると思われる。また、住
民のみの運営は負担が大きい、管理主体や専門家による支援やアドバイスが望まれる。 
11）現在団地内の拠点は２カ所である、拠点を増加し運営者同士の繋がりや、団地内の再生活動との連
携が期待される。 
12）ＮＰＯや社会福祉団体による法人使用は、高度な支援や介護に関する活動を得意とする。一方、住
民による使用は、行事や喫茶などの集まり、住民同士の交流や相互扶助の向上に関する活動を得意
とする。そのため、支援や介護は専門職による支援活動とし、それ以外の見守りや生活支援は住民
による支援活動とするなど、今後の地域福祉化へ向けた役割や枠組みが見えた。 
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公営住宅の住戸使用は、気兼ねなく参加できる、落ち着くということが利用者からのアンケート調査
から得られた。地域内に自治会集会所に適した施設がない場合には、近隣の公営住宅空き住戸を目的外
使用することが選択肢のひとつとなるのではないだろうか。ただし、設備の老朽化・部屋の狭さが課題
である。 
次に住民運営による地域支援活動は、法人運営と遜色なく効果があることが分かった。住民の運営は、
法人運営に比べ住民同士の交流が盛んである。近隣住民が運営していることから、一緒に盛り上げよう
という協力的な意識を持ちやすいことも理由のひとつではないかと考えられる。団地や地域に起こる問
題に対して、法人運営もしくは住民運営による支援の使い分けにより、効果的な地域支援活動が可能で
あると思われる。 
専門的な福祉サービスは実施できないが、住民による見守りや支援、行事活動により地域内の住民交
流促進や地域支援意識の向上など個人から地域へと広がりの効果が期待できる。要支援者の増加や担い
手不足、地域福祉化に向けて、住民自身でできることは率先して負担し、実践していかなくてはならな
い。近隣住民との交流はまだ盛んに行われていなかったが、住民自身による地域支援、福祉の実践とい
う点で大いに評価できる。また、住民の集まりや支援のための拠点は、内部の改装や特別な設備は必要
ない。生活圏内に拠点が出来たことによる支援の促進、新たな担い手が活動に参加しやすく実施しやす
い場という点は、住民の福祉意識の向上、福祉の基盤づくりに貢献すると思われる。 
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第６章 結論 
 
 
１． 本研究のまとめ 
 
 以上、公営住宅の住戸を利活用した福祉的使用の実態を明らかにし、今後の地域福祉拠点設置への展開を
考察した。研究によって得られた知見を以下にまとめる。 
 
１－１．公営住宅の住居用途外使用実績と公営住宅管理主体の意向 
 まず住居用途外使用には、グループホーム等の使用、補助金適正化法に基づく目的外使用、地域再生計
画における目的外使用の３使用で可能なことを関係法令から整理した。そして、２００８年と２０１１年
の全国の公営住宅管理主体を対象とした調査により、管理戸数や空き住戸数、今後の意向など基礎データ
や住居用途外使用の現状を明らかにし、分析を行った。 
グループホーム等の使用は全国の約３３％の管理主体が使用中で、大阪府が最も多い使用数となってい
る。補助金適正化法に基づく目的外使用は全国の約７７％の管理主体が使用中、約７％が過去に使用実績
であり、使用用途の多くは火災や震災などの被災者救済入居であった。地域再生計画内の目的外使用はわ
ずかであった。 
グループホーム使用の多い管理主体の特徴として、使用が可能であるということを関係者へ告知を実施
している、建築部局と福祉部局との連携や、活用推進事業の位置付けとなる施策等の整備が挙げられる。
他にも、今後の住戸利活用の拡大には、使用希望者の募集から活用に至るまでのフローを明確にするなど、
管理主体内の体制整備が重要であることを明らかにした。住戸利活用を行っていない管理主体は、空き住
戸が無い、使用の要求が無い、本来の目的である住戸使用を優先するなどの理由を挙げ、住居用途外使用
に消極的もしくは否定的な姿勢であった。この管理主体の意識の低さが、グループホーム使用の少ない主
な原因だと考える。 
 
１－２．グループホーム及びケアホーム等の使用 
 公営住宅法４５条で使用が可能なグループホーム及びケアホーム等の使用について、使用戸数が非常に多
い大阪府営住宅を対象とし、管理主体や運営法人、団地住民へのヒアリング・アンケート調査を実施した。 
 ２～３ＤＫの２住戸を１ユニットとして構成する場合が多く、男性住戸と女性住戸と区分けできるなど運
営上の利点も見られた。しかし、隣接した２住戸の確保は難しく、同じ住棟内で階数の違う２住戸でユニッ
トを構成する事例が多くみられた。食事の運搬や住戸間の移動、世話人不在時の不安など不便な点もあるが、
移動により、居住者と挨拶などの接する機会が必然的に生まれる、以下のように利点も見出された。知的障
害者が生活するケアホームの場合、団地のように一般地域で暮らし、団地住民と接することで、会話や行動、
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衣服や身なりの自覚などリハビリテーションの効果が期待できることも分かった。 
 認知症高齢者を対象としたグループホームの場合、１ＦかＥＶ付き住宅、段差の解消や浴室・トイレなど
設備の取り換えが必要となるが、知的障害者を対象としたケアホームの場合は、症状によりトイレの改装が
必要な少数事例を除き、軽微な改装で運営が可能である。また、若年者が多く２階以上の階段使用でも問題
は無い。 
 グループホーム等の設置申請時に、運営場所の確定が必要である。一般賃貸物件の場合は申請から運営開
始間の家賃はカラ家賃と呼ばれ無駄な出費となるが、公営住宅の場合は場所の確定から使用開始までの家賃
は発生しない、その間に設置申請を行うことで、不要な出費を抑えられる。また、敷金や保証金等も不要で、
イニシャルコストが低くなり、運営に参入しやすくなる。運営開始の理由が「公営住宅の使用が決定したか
ら」という団体もあった。 
 入居時に住民から反対意思が示される場合があるが、認知症高齢者・障害者に対する認識不足が原因と思
われる不安感によるもので、説明会の実施や使用後の日常生活を知ってもらうことで不安が解消されること
が多く、その後のトラブルも少ない。逆に、認知症高齢者や障害者と身近に接することで、癒しや支援に対
する気持ちが芽生えることもある。 
 大阪府営住宅におけるグループホーム及びケアホーム等の使用が多い理由として、「大阪府まちづくりマ
スタープラン」での使用推進、住宅管理部局と福祉関係部局との連携強化、意向調査票の配布や使用の周知、
使用経緯の明確化、住民への説明など運営団体へのサポートの充実が挙げられるが、福祉業界の強い要望に
よる成果との見方もある。以上のように、公営住宅型グループホームの先進事例である大阪府営住宅の実態
を明らかにし、今後の使用推進への課題を指摘した。 
 
１－３．高齢者自立支援拠点の使用 
 阪神・淡路大震災の被害を受け、被災高齢者の多くが入居した兵庫県内の震災復興公営住宅は、一般公営
住宅に比べて高齢化率が上昇し、自治会機能の低下や孤独死が問題となっている。そこで、公営住宅の既存
住戸を目的外使用し、高齢者自立支援や見守り支援活動拠点として使用する神戸市営住宅を対象とし、管理
主体や運営法人、団地住民へのヒアリング・アンケート調査を実施した。 
 活用住戸の実測や家具配置、ヒアリングをもとに使われ方調査を行った。２ＤＫ、２ＬＤＫ、３ＤＫが多
く、内部は主に職員事務スペース、打ち合わせ・行事スペース、相談スペースとして使用している。間取り
の変更は５０％の拠点で行われており、浴室やトイレ以外の壁を撤去する「１室化」と、相談用に独立した
室を設けた「独立室＋１室化」の事例が多くみられた。それ以外は手すりの設置や内装材の変更など軽微な
変更、もしくは全く変更を行わずに使用中であった。 
 拠点は地域包括支援センターの出張所として、社会福祉法人等の職員が常駐し「見守り推進員」という立
場で高齢者の見守りや日常生活相談、支援者との連絡や緊急時対応、行事活動によるコミュニティ支援など
の活動を行っている。見守り推進員は、自治会や地域支援者と連携し、団地の高齢者支援とコミュニティ活
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性化を行う非常に重要な存在であることも明らかになった。 
 一般的に集会所等を使用した行事や支援も行われているが、使用時間が限られている場合が多い。しかし、
住戸は常時使用が可能であり、内装や住戸の間取りが親しみやすく設備も充実している。一般住戸に紛れて
存在が確認しにくい場合があり、標識の掲示やバス停の近くなど住民の生活動線上に設置するなどの工夫が
必要になる。常設型拠点のため、住民との距離も近く信頼を得やすい。少人数行事のため、参加者が多くな
る集会所を使用した行事が苦手な住民にも受け入れられている。特に見守り活動は、住民との信頼関係、情
報収集、支援者の訪問など、常設ならではの効果から成果を得られている。 
 バリアフリー化など部分的な改装を行うことが望ましいが、既存のまま使用することも可能である。空き
住戸を活用することで、運営開始までの期間や初期費用が抑えられる。高齢化率の高い団地に求められる小
規模で多機能な支援活動が、迅速かつ低予算で展開が可能である。また、住民の生活圏内にあり身近に感じ
てもらえる。運営職員との接する機会も多く信頼も得られやすい。公的施設の利点を活かし安価で安定的に
支援が可能な住戸活用型高齢者自立支援拠点の有効性が明らかとなった。 
 
１－４．地域活性化拠点の使用 
 目的外使用による住戸利活用事例の多くは災害などの被災者救済入居であった。しかし、少数だが住居用
途外の使用事例があった。その中でも、高齢者支援や子育て支援サービスの提供など、団地や地域の活性化
に取り組む団体などに貸し出している大阪市営住宅を対象とし、管理主体や運営法人、団地住民へのヒアリ
ング・アンケート調査を実施した。 
 事故住宅などによる慢性的な空き住戸を活用し、地域活動を行う団体へ活動拠点として住戸を提供してい
る。ＮＰＯや社会福祉法人が対象で、書類やプロポーザルの審査を経て団体が決定される。主な利用対象者
は児童、障害者、高齢者である。内部を１室空間に改装した事例がみられたが、多くは既存の状態で使用中
か、襖の撤去や軽微な改装で使用している。全てが１階に設置されており、看板や標識の設置等の効果によ
り、住民への認知度が高い。隣接住戸への騒音問題は、運営者の工夫や配慮、日中運営などの理由からほと
んど発生していなかった。主な活動内容は、子育て支援サービス、高齢者の生活支援、障害児童デイサービ
スであった。 
運営者側の利点は、新たな活動拠点が低予算で確保できることや、利用者増加や利用対象者の幅を広げる
ことができる。また、公的な場での活動は利用者や周辺住民の理解や信頼を得やすいという点が挙げられる。
団地側の利点として、運営団体職員による自治会や日常作業の参加による活性化や、拠点での行事活動など
地域活性化の効果が期待できる。また、児童や母親など団地では少数となった若年層が出入りすることで、
遊ぶ声や姿を見ることで癒しの効果や地域外住民との交流接点の創出が見込まれることが明らかになった。
しかし、まだ行事や地域活性化活動を行う余裕のない団体もみられた。利用者側の利点として、利用料の安
さ、近隣に比べて樹木の多さ、安全な遊び場などの環境の良い団地空間の利用が挙げられる。 
 空き住戸を活用した地域への福祉サービスや支援などを行う拠点の設置、これらは今後求められる地域福
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祉の新たな拠点の１つとして、可能性が高まったことを指摘した。 
 
 
１－５．地域支援活動拠点の使用 
 地域活力の再生を目的として内閣府が制定した「地域再生法」に認定された地域の１つである明石舞子団
地を対象とした。盛んに行われている再生活動の中から、公営住宅の住戸を目的外使用し地域支援活動を行
う住民団体を対象とし、管理主体や運営者、団地住民へのヒアリング・アンケート調査を実施した。 
 社会福祉法人やＮＰＯなどの団体による支援とは異なり、住民有志による地域支援活動が大きな特徴であ
る。見守りやサロン、給食サービス、手芸や体操、その他の行事活動が行われている。住民団体による運営
のため、高度な福祉サービスは実施できない、知識や経験も専門職に比べ劣る。しかし、多くの支援は見守
りや会話など、ベーシックな方法で行われており、料理やパソコン教室は知識のある住民が中心となりすす
められている。また、同じ住民同士という立場から事情や関係性も認知しており、行事や運営が円滑に行わ
れる傾向がある。 
 アンケート結果から、地域支援活動のために公営住宅住戸を活用することは有効であり、住戸ならではの
利点として住民が気兼ねなく参加でき、落ち着くということが明らかになった。地域内に集会所などの適し
た施設が無い場合には、空き住戸を活用することが選択肢の１つとなる。空き住戸を使用したストック活用
であること、行事や支援の必要性や利点を住民へ周知し、理解を得ることも運営促進に必要である。 
 戸建て住宅地域の住民が、隣接する公営住宅の１室を地域支援拠点として使用した事例では、運営主体地
域への支援活動や自治会、コミュニティの活性化に有効的であることが示された。しかし、拠点が設置され
ている公営住宅の住民との交流はまだ盛んに行われておらず、地域活性化拠点と同様に拠点活動以外に費や
す時間の余裕がないことや、ノウハウが乏しい点が主な理由であった。 
専門的な福祉サービスは実施できないが、住民による見守りや支援は、地域福祉の基礎となる非常に重
要な部分を担うことになる。要支援者予備軍や予防活動対象者を含めると、住民自身による地域支援拠点
は専門職やＮＰＯ支援拠点以上に設置数が必要だと思われる。 
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２．公営住宅における住戸利活用促進に関する考察 
 
２－１．公営住宅管理主体の消極要因と用途変更事例 
公営住宅管理主体が挙げた住戸利活用に対する消極的な要因をもとに、大阪府営住宅グループホーム等、
神戸市営住宅高齢者自立支援拠点、大阪市営住宅地域活性化拠点、兵庫県営住宅地域支援拠点の事例につ
いて比較検討し住戸利活用促進に関する考察を行う。 
 
【消極要因①】本来入居を優先 
公営住宅法第４５条使用、補助金適正化法第２２条使用による公営住宅の目的外使用は、本来の目的で
ある入居希望者に対して、著しい支障が無い範囲で認められる。これを根拠とし、公営住宅管理主体が、
入居応募者が多く、本来入居を阻害するため住戸利活用は不可能だと判断する事例である。 
公営住宅のグループホーム等の活用の場合、公営住宅法４５条第１項に「公営住宅の適正かつ合理的な
管理に著しい支障のない範囲内」で行うことと記載されており、この要件は①公営住宅の本来入居対象者
である低額所得者層への供給に支障が生じないこと、②事業が円滑かつ確実に実施されると見込まれるこ
と、とされている。国土交通省住宅局では「公営住宅のグループホーム事業への活用に関するマニュアル」
（平成２１年５月）を各都道府県・指定都市へ通知している。このマニュアルの中で、上記要件について、
要件①と応募倍率との関係については、グループホーム等への入居者の多くは低額所得者であり、公営住
宅の本来の入居対象者である蓋然性が極めて高いため、当該公営住宅を含む団地の応募倍率について殊更
厳格に取り扱う必要はないとしている。大阪府でも、グループホーム等の入居は、「一般の大阪府民の入居
と同じ」という姿勢で、府営住宅のグループホーム等の活用を行っている。 
入居希望者が多く、本来入居を阻害するため目的外使用の要件を満たさない団地もあるが、グループホ
ーム等の入居者の多くは低額所得者・住宅困窮者である。そのため、本来入居を優先するのであれば、福
祉的な役割を持つ公営住宅の弱者救済というセーフティーネットが実行できない。グループホーム等の入
居希望者も本来入居者と同じ扱い、もしくは優先的な入居や団地への一定数の戸数確保などの対応が必要
である。 
また地域活性化拠点として住戸活用する大阪市では、入居応募倍率は平均２０～３０倍で推移している
が、募集割れの住戸や、抽選当選後の辞退等により、公募空き家数のおよそ４割を占める年間約９００戸
の住戸が空き家となっている。また、活用住戸を選定する際には、応募倍率が比較的低く、団地内に対象
住戸以外にも空き住戸があることを条件としている。他の公営住宅管理主体においても、大阪市のように、
募集倍率が高くても事故住宅等の慢性的な空き住戸が存在するのではないかと考えられる。入居応募倍率
が高いため住戸活用はできない、とするのではなく、政策空き家などの利活用について検討する必要があ
る。 
他にも、神戸市による高齢者自立支援拠点、兵庫県による地域支援拠点は、高齢化や地域活力の低下な
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ど状況の悪化した団地で活用が行われている。このような団地では慢性的に空き住戸が存在しており、入
居希望者も少ない。空き住戸が増加すると、生活弱者の増加や自治機能の低下など更に状況は悪化する。
空き住戸数の増加を団地再生の必要性と捉え、住居用途以外の支援拠点として積極的に利活用を促進する
べきである。 
 
【消極要因②】活用できる住戸がない 
隣接した空き住戸がない、設備や面積を理由にグループホーム等や支援拠点としての活用は難しいと判
断し、住戸利活用はできないとする事例である。 
大阪市営住宅地域活性化拠点や神戸市営住宅高齢者見守り拠点は、団地内に１住戸のみの使用であり、
複数の空き住戸は必要がない。また、特別な設備もなく既存住戸の状態で活用が可能である。大阪府営住
宅グループホーム等は、２住戸を使用し１ユニットとして運営する場合が多く、その２住戸は隣接してお
らず、同じ住棟内の離れた住戸であることが多い。また、その距離によって多少の不便さが生じるが、運
営上幾つかの利点が発生することが分かった。他にも、大規模な住戸内改装を行っている例は少なく、既
存住戸の状態で使用されている。 
このように、管理主体が判断する隣接空き住戸や面積・設備による原因は、活用上特に問題は無く、運
営が可能である。このような先進事例を多くの管理主体へ周知する必要があるだろう。 
 
【消極要因③】要望がない 
公営住宅管理主体に対して、個人や団体から使用に関する具体的な相談や要望がない、今までに使用希
望者がいないという理由から、住戸利活用を行っていない事例である。 
これらの理由を挙げた公営住宅管理主体の多くは、公営住宅を用途変更により使用できることを市民に
告知していない。告知している場合でも、「条例へ明記」という方法であり、住戸利活用が可能であること
について、多くの市民や団体は知らない。 
これに対し、大阪府営住宅グループホーム等では、年２回の使用希望調査を実施し、大阪府内のグルー
プホーム等の運営団体に調査票を配布している。調査票に使用希望団地、階数等を記入し返送する。この
調査を元に、府営住宅の空き状況を確認し住戸の斡旋を行っている。大阪市営住宅地域活性化拠点では、
大阪市都市整備局により年１回「コミュニティビジネス等導入プロポーザル」が実施されている。大阪市
が地域活性化拠点として活用する住戸を選定し、使用希望団体を募集する。使用希望団体による各団体の
活動についてのプレゼンテーション、外部委員による選定を経て、住戸使用となる。このように、活用を
推進する管理主体は、積極的な告知を行っている。 
住戸利活用に関する要望が顕在化しない理由は、公営住宅管理主体側にある。大阪府や大阪市のように
積極的な告知を行い、住宅利活用のニーズを引き出す必要がある。条例への明記などという形式的な方法
ではなく、周知の方法も工夫が必要である。 
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【消極要因④】希望住戸とのミスマッチ 
団体が希望する住戸と、使用可能な空き住戸の条件が合わず、利活用に至らなかった事例である。 
住戸を利活用する際は、使用希望団体が希望条件を提示し、それに合う住戸を管理主体が探す、という
場合が多い。団体が希望する住戸は比較的新しく、交通の便が良い、一般の市民にも人気の住戸であるこ
とが多い。一方、確保できる空き住戸はそれらを満たしていない場合が多く、使用に至らないことがある。 
大阪市営住宅地域活性化拠点では、大阪市が活用住戸を選定し、それらの住戸を希望する団体を募集す
る形式である。このように、用途変更する住戸を選定し、使用希望団体を募る方法が、使用希望団体と活
用住戸を結びつけやすいのではないかと思われる。 
グループホーム等の使用は、使用が可能になった住戸に合わせて利用者を募集し、運営方法の調整等が
可能である。間取りや階数など住戸条件の幅が広く、希望団地が合えば使用に至る場合が多い。このよう
に、グループホーム等の使用は団体から希望条件を聞いた上で住宅を探す形式でも成立しやすいが、支援
を目的とした利活用は、利用者の入室を考慮し階数や立地などの条件が多くなる。この場合は大阪市が行
う住戸選定後募集がマッチングしやすい。 
 
【消極要因⑤】その他 
「今まで住戸活用に関する相談が全くなかった」、「福祉部局と建築部局との連携が不十分」、「使用まで
の明確なフローがない」など、利活用に対する体制が整っていない事例である。 
先に述べた、国土交通省住宅局「公営住宅のグループホーム事業への活用に関するマニュアル」では、
グループホーム事業への活用に関する事務手続きや、公営住宅使用許可申請に係る提出書類一覧などにつ
いてまとめられている。大阪府や大阪市では使用に至るまでの明確なフローが整理され、建築部局と福祉
部局の連携が密に行われている。 
住戸利活用に関して消極的な公営住宅管理主体においても、これらの先進的事例を把握し、利活用の体
制を整え、来るべき高齢化や空き住戸増加による団地の衰退に備えて、住戸を利活用した団地の再生に関
する積極的な意識を持つべきである。 
 
利活用に対する消極的な姿勢と、大阪市・大阪府等の利活用推進管理主体の姿勢と比較する（表６－１）。 
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表６－１  住戸活用しない消極要因 
  消極要因 住戸活用に消極的な管理主体 大阪府ＧＨ／ＣＨ活用 大阪市地域活性化拠点 
① 
本来入居を優
先 
入居応募者が多く、目的外使用
は本来入居者の入居を阻害する
など 
グループホーム・ケアホームの入
居者は本来入居者に当たる 
応募倍率が高いからといっ
て、空き住戸がない訳では
ない 
② 
活用できる住戸
がない 
隣接した空き住戸がない、設備
的にグループホーム等としての
活用が難しいなど 
・まとまった住戸でなくても活用し
ている 
・大規模な住戸改装はほとんど
実施されていない 
特別な設備を入れているとこ
ろはない 
③ 要望がない 
具体的な相談要望がない、使用
希望者がいないなど 
毎年使用希望調査を実施 
コミュニティビジネス等導入
プロポーザル実施 
④ 
希望住戸のミス
マッチ 
提供する住戸と使用希望する住
戸のニーズが合わないなど 
使用希望調査を実施 
希望条件に合うものを提供 
プロポーザル形式をとること
で緩和されるのではないか 
⑤ その他 
福祉部局との連携が不十分、他
施策により支援など、 
使用までの明確なフローがある 
使用までの明確なフローが
ある、他施策との連携 
 
 
２－２．住戸利活用促進に関する考察 
 住戸活用しない要因をまとめたが、現時点では一部の積極的な姿勢の管理主体が使用中である。住要求
が高く、かつ管理戸数の少ない管理主体は空き住戸の確保が難しいが、住戸利活用しない主な理由は活用
基準の曖昧さである。【消極要因①】本来入居を優先でも指摘したが、「公営住宅の本来の入居対象者の入
居を阻害せず、適正かつ管理に支障のない範囲」で可能とされており、募集倍率や空き住戸期間など具体
的な基準が無い。また、住戸活用は入居を阻害する恐れがあると判断し、活用を避けている。一方で、国
土交通省や厚生労働省が連携し、公営住宅のグループホーム使用のマニュアルを作成し使用を推進したこ
とで、今後公営住宅グループホームの活用は増加すると考えられる。 
単一用途・類似属性住民が集中したことにより問題が顕著化した公営住宅へ、福祉的な用途など住居以
外の用途挿入により、多様な属性の住民と用途が共存する公営住宅へと政策を転換すべきである。そのた
めには、住居用途外の利活用が促進されるよう募集倍率や空き期間など具体的な「活用住戸基準」を定め
るべきである。そして、複数の用途や多様な属性の住民により構成された地域やコミュニティこそ、今後
の地域福祉化へ向けた相互扶助社会の構築に求められているという意識を市民等へ浸透させる必要がある
と思われる。 
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３．福祉的住戸利活用の有効性と効果 
  
 本研究では、４つの活用事例の調査を行った。そこで、拠点で行われている様々な支援、住民へ及ぼす
影響や効果を表６－１、図６－１にまとめている。 
  
  ＧＨ／ＣＨ 高齢者支援 地域活性化 地域支援 
障害者支援 ◎ × ○ × 
高齢者支援 ◎ ◎ ◎ ○ 
児童支援 × × ◎ × 
住民生活支援 △ ○ △ ◎ 
自治会活動促進 ○ ◎ ○ ◎ 
住民交流促進 × ◎ ○ ◎ 
行事活動促進 ○ ◎ ○ ◎ 
緊急対応力 ○ ◎ ○ ○ 
地域接点創出 × △ ◎ △ 
福祉意識向上 ◎ ○ △ △ 
日常安心力 ○ ◎ ○ ○ 
癒し効果 ◎ △ ◎ × 
                   表６－１ 支援と活用の効果 
 
 
 
 
 
 
 
グループホーム、ケアホーム       高齢者支援拠点       グループホーム、ケアホーム 
        地域活性化拠点           地域支援拠点           地域活性化拠点 
                   図６－１．３効果の図 
 
 
 
団地再生 
福祉意識の向上 
「波及効果」 
専門職支援、ソーシャルワーク 
専門職による福祉サービス、見守りや日 
常支援など直接支援を受けるもの 
直接効果 
団地再生 
・自治会活動促進、住民コミュニティ活性化 
など直接効果により２次的に発生するもの 
間接効果 
地域福祉、ノーマライゼーション 
・人や拠点の存在からもたらされる安心感、 
不安の低減、癒しなど主に住民の意識変化 
波及効果 
（コミュニティ活性化） 
福祉専門職ｻｰﾋﾞｽ 
「直接効果」 
「間接効果」 
地域福祉の基盤づくり
 
制度 支援 
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 まず、福祉専門職サービスなどの要支援者へ支援を行うことによる「直接効果」が期待できる活用は、
社会福祉法人やＮＰＯ等の職員が活動するグループホーム・ケアホーム、高齢者自立支援活動、地域活性
化活動が有効的である。支援内容は高齢者、障害者、児童など利用対象者により異なる。グループホーム・
ケアホーム使用は、認知症高齢者・障害者に対象者を限定した活用のため、対象者への直接効果は高いが、
対象外の一般児童や地域住民への直接効果は低い。高齢者自立支援使用も対象者である高齢者への直接効
果が望めるが、障害者や児童への支援は行っていない。地域活性化拠点使用は拠点ごとに多様な支援が行
われているが、児童支援を行う団体が多く、児童と父母への直接効果が高い。また、地域支援活動拠点使
用は団地住民や地域住民を対象としているため、生活支援の効果は望めるが、他の３活用より直接効果は
低い。つまり、専門性の高い福祉サービス、対象者を限定した支援は「直接効果」が高いといえる。 
 次に、住民同士の交流促進や自治会活動の活性化など、運営団体が支援や活動を行うことで発生する二
次的な「間接効果」が期待できる活用は、団地内の高齢者を対象とした活動を行う高齢者自立支援活動、
住民を対象とした活動を行う地域支援活動拠点による活用が有効的である。中でも、高齢者の見守りや自
治会・行事の促進が主目的である高齢者自立支援拠点は福祉職員が運営しているので、特に効果が高い。
しかし、同じく福祉職員が運営するグループホーム・ケアホーム使用は特定の少人数を対象とした支援が
主目的なので効果は低い。地域活性化拠点も団地外の住民を対象とした活動が多く、他の２活用に比べて
効果は低くなるが、日常生活の接点などから、間接効果は期待できる。つまり、支援や行事など団地住民
を対象とした活動や支援は、住民の交流促進や活性化が「間接効果」をもたらす。また、直接効果により
支援が行き届くことで、状況が正常化し、交流の促進が期待できるという点で、直接効果は間接効果へと
発展する可能性が高いといえる。 
 さらに、拠点や職員の存在による日常の安心感向上、福祉施設や支援が身近にあることによる福祉意識
の向上、地域住民が団地内へ入ることによる地域交流、認知症高齢者や障害者といった生活弱者や児童と
接することで感じる癒しといった心理的ケアの向上など、直接効果、間接効果が及ぼす三次的な「波及効
果」が期待できる。日常の安心感向上は、有事に対して頼れる人物が団地内に存在するということで、全
ての活用に期待できるが、職員が常駐する高齢者自立支援拠点による効果が高く、拠点の開扉や電灯の明
かりから安心感が得られている。福祉意識の向上は、高齢者や障害者、福祉専門職職員との接点により創
出されるため、グループホーム・ケアホーム使用による効果が高い。地域接点の創出は団地外住民を対象
とした活動を行っている地域活性化拠点による効果が高く、子育て世代など団地では少数となった若年層
との多世代交流が望める。癒しなど心理的ケアの向上は、生活弱者との接点が多くなるグループホーム・
ケアホーム使用による効果が高く、団地内で遊ぶ児童の姿や声を聴くなど、児童を対象とした活用の多い
地域活性化拠点による効果も高い。他にも、他者に対する警戒心や支援実行に対する心理的なハードルが
下がり、心のバリアが軽減される。つまり、福祉専門職職員や障害者、認知症高齢者や児童、子育て世代
や若年層など、団地内の生活で接する機会の減少した人々との適度な接点が「波及効果」をもたらし、住
民同士の相互扶助に対する気持ちの増進が期待できる。 
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４．公営住宅の住戸を利活用した福祉的展開の可能性 
 
 
 以上の知見をもとに、最終項では、公営住宅の住戸を利活用した福祉的展開の可能性について、本研究
の目的で設定した３課題の考察を行う。 
 
４－１．住戸利活用の展開 
既存住戸活用の利点は、建設期間が無いことである。使用の手続きが完了すれば活用が可能であり、一
刻も早い支援が必要な団地への設置など、即効性がある。また、既存建物利用のため、建設費は不要であ
る。また、概ね既存使用もしくは軽微な改装で使用が可能であり、イニシャルコストが低い。これにより、
支援活動を開始する福祉団体への金銭負担は大きく減少し、活動を開始するためのハードルが下がり、参
入しやすくなる。住戸内は施設に比べて親しみやすく、あたたかみを感じる内装である。また、住民が暮
らす同じ住棟内にあることで、距離や精神的にも住民から身近に感じてもらえる。運営上の利点は、比較
的豊かな団地内の緑地や空き地を使用することができる、公的住宅使用のために住民からの社会的信頼を
得やすい、一般的に行われている集会所などを使用した活動に比べて、常時活動の場が確保できる。他に
も、自治会や協力者など既に構築されている既存の支援ネットワークを活かせる。支援活動への理解や協
力を得やすいなど、新築に比べて支援活動を効果的に実施できる。住宅管理主体にとっての利点は、事故
住宅などの慢性的な空き住戸の活用、希望者のいない住戸を他用途で活用することで、充足率が高まり、
団地内の自治や防犯力が向上する。 
以上のように、空き住戸の増加、高齢化やコミュニティ衰退など支援が必要な団地内の住戸を福祉的利
活用することは、施設の新築に比べ利点が多い。今後の人口減、社会的資源の余剰など、ストック活用社
会に向けて、公営住宅管理主体の積極的な姿勢が必要となる。 
一方マイナス面や今後の改善点を下記にまとめる。 
「面積が小さい」 
 住戸は４０～５０㎡程度で、浴室・トイレなど設備部分を除くと使用可能な面積は小さく、集会所等で
実施している映画会や音楽会、体操教室などの行事は実施できない。しかし、集会所や福祉施設の遊戯室
といった大空間や大人数が集まる場を苦手とする人は行事活動に参加できていないので、そのような人々
は住宅のスケールで構成された場、少人数による行事が行われている住戸活用型が適している。このよう
に、小空間として活かされている。 
「住戸内部の改装」 
 管理主体へのアンケート調査では、活用できない理由の一つに内部改装の必要性を挙げていた。高齢者
グループホームは車椅子等の使用に備え、段差の解消や浴室・トイレなど設備の更新、廊下や出入口など
大掛かりな改装が必要となる。その為、現状では手すりの設置など軽微な改装で生活が可能な要支援区分
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が低い高齢者によるグループホーム運営が多い。知的障害者グループホーム・ケアホームは、居住者の介
助の有無により設備の改装が必要となるが、日常生活における身体能力に支障のない人が多く生活してお
り、概ね既存の状態で使用が可能である。しかし、階段の上り下りや居室における下階への足音など、騒
音に関するトラブルが多い。床や階段の防音工事は高額となり現実的ではないため、騒音を出さないよう
な生活を心がけなくてはならない。その他の活動拠点では、改装の必要性は低く襖の撤去など簡易な変更
で運営が可能である。仕切られた部屋は活動の使い分けや事務スペースの確保など利点もみられる。 
「拠点の視認性が低い」 
 住戸内部の改装を行っている事例がみられたが、扉や外壁など室外の改装は行われていない。管理上の
制約によるものと考えられる。外観上は住戸と同様で、外部から拠点を確認する事は非常に難しい。特に
団地は同じ景色が続く特有の状況があり、拠点の視認性が低くなる。訪問を試みたが発見できず帰宅した
住民も多数いる。表札部分に拠点名を表示するなどの事例もみられたが、窓ガラスや廊下・ベランダの手
すりへ大型の垂れ幕状の看板を設置するなど、離れた場所から発見できるような工夫が必要となる。その
ためには、管理側の協力も必要である。 
「拠点への入室しづらさ」 
 初めて入る住戸は知人宅であっても緊張し勇気を要する。外観上一般住戸と同様である拠点は、ガラス
越しに室内の様子がうかがえる集会所や施設に比べ入室しづらい傾向がある。特に扉を自分で開ける行為
は非常に勇気が必要となる。そのハードルが越えられず、目の前まで来たが入室に至らなかった事例もみ
られた。防犯上や室温の管理などの問題もあるが、可能な限り扉は常時開放し入室しやすい状況づくりが
必要となる。一度入室を経験することで、二度目以降の緊張感は減少する。 
その他に、一部、住民からの反対意見を受けた事例や、住民や地域支援者との関係性が乏しい事例がみ
られた。その原因として、住民等に対する拠点設置に至るまでの情報伝達不足が考えられる。突然生活圏
内に拠点が設置されたことによる反発意識はその後根強く残る。住民等の参加や協力をもとに成立する住
戸利活用は、支援者への理解、住民との話し合いの場を持つなど、拠点設置までの経緯を共有すべきであ
る。 
 
４－２．団地再生の展開 
 現在の公営住宅では、高齢者や障害者、単身者や外国人など生活弱者の増加や価値観の違い、福祉支援
の急増、住民の交流不足や相互扶助機能の衰退などの理由により、自治機能の低下や孤独死などの様々な
問題が発生している。行政による支援も必要だが、急速な高齢化など福祉ニーズの増加による支援不足が
予想される。今後は地域を含めた住民自身の問題解決が求められる。その為に必要なのは、過去に構築さ
れていた住民同士の相互扶助機能の回復が優先だと考える。多くの問題解決、自治を機能させるには、住
民同士の関係正常化、交流促進やコミュニティの活性化により、自治会活動の促進や結束力を向上させな
くてはならない。それらを基礎とした住民達自身による団地再生が、今後の現実的な団地再生なのではな
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いか。つまり、前項で述べた住戸利活用による「間接効果」は団地再生効果をもたらすと考える。 
 以上のように、福祉支援ニーズが急増したり住民コミュニティが衰退する団地には、福祉サービス拠点
の設置、団地住民を対象としたコミュニティ活性化などの方策が考えられる。公営住宅の新築や建て替え
時に福祉施設を併設する、既存の団地へ新たに福祉施設を建設し併設する方法も実施されているが、「３－
１．住戸利活用の展開」で考察した内容から、住戸利活用による実施が効果的だといえる。 
 
４－３．地域福祉拠点の展開 
 地域福祉化に向けて、今後は福祉に関わる者だけでなく、住民自らが福祉に参加し役割を担わなくては
ならない。地域や地区において、負担の差があると思われるが、特に生活弱者が集中する公営住宅には多
くの問題が発生する、その為に一般地域以上に福祉支援ニーズが高まる。公的住宅におけるセーフティー
ネット機能向上のためにも、特に行政や管理主体の地域福祉へ向けた対策が急務である。 
 
以下、序章「２－３．地域福祉拠点、２－４．地域福祉拠点の展開に向けた建築計画分野の役割」で設定
した地域福祉拠点に求められる空間条件、地域福祉拠点の展開に向けた建築計画分野の役割をもとに考察
する。 
地域福祉拠点に求められる空間条件の考察 
１）ソーシャルワーカー等の専門職が活動しやすい場 
社会福祉法人等の団体が活動を開始しやすく、運営や支援の実践に問題の無い場が求められる。開始し
やすい条件として、設置費用や場所、住民の理解や行政・制度の支援などが考えられる。公営住宅利活用
は、イニシャルコストの低さに対する評価が高い。空き家活用の場合、即使用が可能で、支援の即効性も
期待できる。住戸利活用に関する関係法令も緩和され、行政や管理主体も既存ストック活用を推し進めて
おり、活動を開始しやすい場だと判断できる。また、住民の生活圏内に設置するため、住民の理解と協力
が不可欠である。地域内の問題や設置までのプロセスを共有し協働の時間を持つことで、理解が深まる。
その点をクリアすることで、自治会や既存コミュニティを活かした一体的な活動が可能となる。他にも、
公的な場での活動は住民の信頼を得やすい。建物や設備は古いが、最低限の補修管理は管理主体が行う。
その点で自主管理が求められる民家活用に比べ、業務や費用の負担が少ない。専門的な機器が必要な介護
や支援は実施できないが、現在使用中のグループホームやケアホーム、高齢者自立支援、子供預かりなど
の母子支援、地域住民のコミュニティ支援などの用途として、既存住戸は活用が可能である。 
 
２）新たな担い手が活動に参加しやすい場 
ＮＰＯや住民などが主体となり、地域住民の参加が促進される場が求められる。その為にも、活動拠点
や状況が地域住民に認知され、興味や関心を持ち、拠点に来て快く活動に参加してもらいやすくなること
が条件となる。公営住宅利活用は、似た景色が続き大きな看板が設置し難いなどの原因から、景色に紛れ
第６章｜結論 
 
231 
 
拠点の認知度は低い。特に団地外の住民は団地特有の雰囲気があり敷地内に入る機会は少なく、認知不足
となる。バス停やポストの近く、生活動線上に設置するなどの工夫や大きな看板の設置、活動状況や拠点
の概要をまとめたチラシや冊子の配布や掲示を継続的に行うなどの活動が必要となる。他にも、拠点の存
在は知っているが扉を開けて入る勇気が無い、一人で入るには気が向かない、などの意見を多く聞いた。
女性職員の場合は防犯や室温等の問題もあるが、可能な限り扉は開放し、入室しやすい雰囲気作りが必要
である。しかし、一度入室して慣れれば、内部は畳や木目など住宅の内装や間取りが親しみやすく、キッ
チンなどの設備も充実しているので、集会所や施設の利用より居心地がよい。室内に手芸の作品や写真な
どを飾るとより親しみのある空間となる。 
 
３）地域福祉の基盤づくりを推進しやすい場 
 専門職と新たな支援者が地域問題や支援に向けて協働し、また新たな協力者を増やし、地域福祉の基盤
づくりを推進しなくてはならない。その為にも福祉支援の現場や、認知症高齢者や障害者など要支援者と
の接点を増やし、福祉に対する意識の向上が必要となる。また、挨拶などの日常的なことからボランティ
ア活動まで、福祉や地域の支援に携わりたいという意識をもった住民が、すぐに実行できる場や補助する
人が身近に存在するということが条件になる。その点で住戸利活用は、住民の生活の中に存在し支援の現
場や要支援者と接する機会は必然的に発生する。他にも、集会所などの期間や時間の限られた活動に比べ
て、常設型拠点の為に効果も大きい。また、自治会などの住民組織が形成されており、脆弱化しているが
一定の人間関係は構築されている。それらのネットワークを活かすことも有効的である。 
  
地域福祉拠点の展開に向けた建築計画分野の役割に関する考察 
１）地域を基盤としたソーシャルワーク 
 支援要求の高い地域内へ拠点を設置することで、専門職支援が効果的に実施できる。また、民生委員や
自治会など地域支援者が集まり、情報の共有や意識の向上がみられ、密接な支援が展開される。他にも、
来室の場が確保され、相談業務が可能となる。これにより、「相談支援」「個と地域の一体的支援」が実施
できる。これらのことから、拠点の設置は地域を基盤としたソーシャルワークつまり「個を地域で支える
援助」「個を支える地域をつくる援助」の展開に大きく寄与することになると判断する。 
 
２）地域福祉の基盤づくり 
 支援拠点が生活圏内に設置されることで、今まで以上に支援機会との接点が増加する。それにより、福
祉に対する意識が向上し、近隣住民同士の互助精神によるつながりが期待できる。このように、相互扶助
機能が構築されることで、「予防」や有事の際の「早期発見早期対応」が可能となる。また、身近に存在す
る専門職と接することで、福祉に対する知識や意識の向上、支援への参加がしやすくなる。これにより、「互
いに支え合う地域づくり」が可能となる。これらのことから、主に福祉用途等を挿入させ、人や用途が適
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度に共存・混合した地域とコミュニティは「地域福祉の基盤づくり」の展開に向けて効果が高いと判断す
る。そして、地域福祉援助の概念と同様に、地域内に設置された拠点と、人や用途が適度に共存・混合し
た地域とコミュニティが一体的に展開されるべきである。 
 
４－４．拠点の展開への方向性 
 以上の考察をもとに、今後、拠点設置に向けた方向性を整理する。 
１）１団地に１拠点 
①都市部の団地 
 都市部の団地は人口密度も高く、団地周辺部は高齢者や子育て世代など多様な住民が生活しており、支
援ニーズも見込まれる。このような地域にはＮＰＯ等の団体が運営する「地域活性化拠点」が適している。
地域特有の要求に対して細やかな対応が可能となり、その地域に根差した運営ができる。また、団地内へ
周辺住民が入る機会が増え、地域交流が期待できる。 
②郊外地域の団地 
 郊外地域の団地は特に高齢化と空き住戸の増加が問題となっている。また、都市部に比べ福祉施設まで
の距離が遠く、支援実施までの時間を要する。このような地域は住民が主体となった「地域支援拠点」が
適している。他地域に比べ特に住民自身による予防や相互支援の実施が必要であり、住民同士の結束力が
増加し、コミュニティの活性化が期待できる。 
③独居高齢者が多く認知症の傾向がみられる高齢者の団地 
 重度認知症患者は施設において治療が必要となるが、認知症の傾向がみられる段階の高齢者や予備軍と
なる独居の高齢者は、環境を変えず今までと同じ地域で生活を続けるべきである。そのような住民が多く
みられる団地では、団地内に「高齢者グループホーム」を設置すべきである。専門職による支援を受けな
がら、大きな環境の変化がなく住み慣れた地域で生活する事ができる。また、独居高齢者が団地内グルー
プホームへ住み替えることで、空き住戸が確保できる。その住戸に子育て世代など新たな住民が住むこと
で、多世代に渡るコミュニティの構築が可能となる。他にも住戸外の支援拠点で利活用することで、新た
な効果が期待できる。 
④比較的元気な高齢者が多い団地 
 健常な高齢者は、身体・精神の衰えに対する予防が重要である。比較的元気な高齢者が多い団地には、
福祉施設等の出張所となる「高齢者自立支援拠点」を設置すべきである。生活相談の場や、専門職の常駐
は日常の不安を解消し、手芸や体操などの行事活動の参加は健康づくり・予防に努めることが可能となる。
また、常設の場の確保は住民同士の集う機会が増え、交流の促進が期待できる。 
①～④の拠点は、住民の生活動線上、かつ、１階への設置が望ましい。拠点の存在や活動内容を多くの住
民に認知してもらうことで、福祉意識の向上や支援へ参加しやすい状況づくりが可能となる。外部へ開か
れたオープンな性格の拠点とするべきである。 
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⑤高齢化率が高く生活困窮度が高い住民が多い団地 
 高齢者や生活困窮者など本人による自立が望めない条件の厳しい団地には、「高齢者支援拠点」を設置す
べきである。室外へ出られない、若しくは住戸内へ閉じこもり外部との接触を避ける傾向となり、専門職
による訪問型の支援が中心となる。自立支援拠点に比べ、情報共有など支援者同士の密な関係性の構築が
必要となる。その為、拠点は主に支援者の活動拠点・支援のプラットフォームとしての機能が期待される。 
⑤はＥＶ付であれば２階以上の目立たない場所への設置が望ましい。相談の内容は厳しく長時間に及ぶが、
来室機会は非常に少なく、拠点外の支援活動が中心となる。その為に、閉鎖的な性格の拠点が望ましい。
相談中や拠点訪問を他の住民に見られることを嫌う傾向となり、それらの住民の対応にに適している。 
 
２）１自治会に１拠点 
 公営住宅の多くは一定数の住民で構成された自治会により、掃除や共益費の回収など自治が成り立って
いる。同じ自治会内の住民は接点が多く、同じコミュニティに所属する者同士という価値観を共有してい
る。この自治会というコミュニティ内へ「障害者グループホーム及びケアホーム」を設置すべきである。
全国のグループホーム・ケアホーム利用者（公営住宅に限らない）の総数は約８万人（平成２５年３月時
点、グループホーム：２６,４０８人、ケアホーム：５５,３２１人）であり、福祉施設の地域移行が進め
られ、地域内での設置場所が求められている。住民同士の接点が多い自治会内に１拠点設置し、障害者の
生活を住民で支え、支援を皆で分担する。これにより、福祉に対する参加機会や意識の向上が期待できる。 
 
 グループホーム及びケアホームは住居であり、オープンな性格の拠点とする必要は無い。障害者である
住民は、日中は作業場等へ通っており無人となる。身体能力に問題は無く、比較的若い人が多いので、２
階以上の設置でも特に問題は無い、むしろ廊下や階段室等で住民と接する機会が増加することでリハビリ
の効果が期待できる。しかし、階段や床の騒音問題が発生する場合があるので、運営上注意が必要である。 
 
 福祉拠点の設置により、住民への福祉支援が効果的に実施できることが分かった。しかし、本来の目的
である住居の供給戸数は減少してしまう。拠点設置に向けた方向性を整理したが、適正な拠点数は住民や
地域の特性に違いが見られ、一律に定めることは難しい。住戸使用と福祉的利活用のバランスという観点
が今後の課題として見えてきた。 
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公営住宅
地域福祉
地域福祉拠点
 
 
 
 
 
 
 
 
図６－２ 公営住宅を利活用した地域福祉拠点 
 
 現在公営住宅では、高齢化や障害者などの要支援者が増加している。単身者や外国人、生活困窮者など
地域支援意識の低い住民が多い。このように、状況の厳しい地域こそ地域福祉拠点の設置が急務である。
公園や植栽が存在し環境も良く、空き住戸などの既存ストックの福祉的利活用は社会的意義が多いにある
と判断できる。団地内の協力者も高齢化しており人材不足である、住戸を利活用した拠点を中心とし、団
地内外に渡る地域一体の基盤づくりが必要である。 
拠点の有効性を中心に考察を行ったが、障害者と接することで得られる癒しの心、福祉に対する抵抗感
の低下、拠点に人がいる電気が灯っていることで得られる安心感など、心理的効果も非常に大きく感じた。 
今後発生する多様な地域問題には、行政による支援に向けた積極的な姿勢、支援団体の技術力・組織力・
経営力の向上、住民の福祉意識の向上など、それぞれの立場による成長と、３者が一体となったより創造
的な地域支援活動により、豊かな地域社会の形成につながると考える。また、公営住宅を利活用した拠点
が地域福祉化の促進に寄与することが期待されている。 
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Ｆ－１, pp.1477-1478, 2011.9, 山田信博、下山大樹、藤田忍 
７．公営住宅における地域活性化拠点に関する研究 日本建築学会大会（東海）学術講演梗概集Ｆ－１  
pp.207-208, 2012.9, 山田信博、藤田忍   
  
237 
 
８．公営住宅における地域支援拠点に関する研究  日本建築学会大会（北海道）学術講演梗概集Ｆ－１  
pp.325-326, 2013.8, 山田信博、藤田忍 
 
■報告 
１．精神障害者の住まいと暮らしに関する研修会 第３分科会「公営住宅でのＧＨ・ＣＨその明と暗」公営住宅に
おけるグループホーム・ケアホームに関する研究発表、シンポジウム 2011.2 
２．公営住宅における高齢者自立支援拠点に関する研究 大阪市立大学都市研究プラザ 特別研究員（若手）研究
発表 2011.3 
３．公営住宅を活用した地域活性化拠点に関する研究 大阪市立大学都市研究プラザ 特別研究員（若手）研究発
表 2012.3 
４．公営住宅を活用した地域支援拠点に関する研究 大阪市立大学都市研究プラザ  特別研究員（若手）研究発表  
2013.3 
 
■雑誌 
１．福祉的コンバージョンで公営住宅を住み継ぐ 日本住宅会議 第 77 号 pp.28～31, 2009.10 
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239
公営住宅におけるグループホーム等の使用 
および目的外使用の実態に関する調査 
 
大阪市立大学大学院生活科学研究科 
藤田研究室 
2008.11 
 
先日はお電話での調査にご協力頂き、ありがとうございました。当研究室では、公営住宅の住居用途以外の使用
実態を知るための、調査研究を実施することになりました。つきましては、より詳しい調査をさせて頂く、アンケ
ートを送付させて頂きます。お手数をお掛けする事とは存じますが、何卒よろしくお願い致します。 
 
≪ 調査の趣旨 ≫ 
 皆様ご存じの通り公営住宅法は、昭和２６年の制定以来、本来の目的である「住居」のみの使用とされていまし
たが、平成８年の法改正時に、第４５条「社会福祉法人等におけるグループホーム等の使用」が追加され、住居用
途以外の使用が可能になり、平成１８年の省令改正では、定める事業・定める者が追加され、グループホーム以外
の使用が可能になりました。 
他にも「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 第２２条」における目的外使用の承認を受ける事で、
住居用途以外の使用が可能であり、内閣府による「地域再生計画」の認定地域内では、その目的外使用承認が柔軟
化されました。 
ここ数年、社会福祉法人がグループホームとして、ＮＰＯ等が地域再生手法の１つとして、公営住宅を住居以外
の用途で使用している事例がみられてきました。今後更に増加していくのではないかと考えています。本調査研究
では、今まで行われてきた公営住宅の住居用途以外の使用（グループホーム等の使用・目的外使用）の実態を調べ
ることで、今後の公営住宅の「ストック・再生」の在り方・方向性を探りたいと思います。 
 
≪ 調査票の扱い ≫ 
 この調査にご記入頂いたことは全て学術的目的のみに使用し、回答は統計的に処理し、皆様にご迷惑をお掛けす
る事は一切ございませんので、宜しくお願い致します。 
 
≪ 調査の回収 ≫ 
 記入されたアンケートは、同封の返信用封筒に入れてご返送下さい。尚、こちらで拝見させていただいた後に、
電話等で質問させていただく事があるかと思いますが、その際は宜しくお願い致します。 
 
 
 
１２月１５日（月）までにご返送していただきますよう、宜しくお願いいたします。  
 
≪ 調査者への問い合わせ ≫ 
本調査についてのお問い合わせがありましたら、下記までご連絡下さい。 
 
  【 所在地 】    〒558-8585 大阪市住吉区杉本3-3-138 
                       大阪市立大学大学院 生活科学研究科 藤田研究室 
                       ●責任者     教授  藤田 忍 
                       ■担当者     大学院 山田 信博 
 
      【 ＴＥＬ 】            （山田携帯電話）※ 携帯電話の方へお願いします 
【 ＴＥＬ／ＦＡＸ 】 06-6605-2830 （研究室直通）  
【 E-mail 】      koueijutaku_osaka_ac_jp@yahoo.co.jp 
240
 
1 
公
営
住
宅
の
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
の
使
用
及
び
目
的
外
使
用
の
実
態
に
関
す
る
調
査
 
[１
] 
管
理
す
る
住
宅
に
つ
い
て
 
 
問
１
 
貴
団
体
が
管
理
す
る
住
宅
の
団
地
数
、
棟
数
、
戸
数
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
下
記
項
目
に
ご
記
入
下
さ
い
。
 
 
 
 
 
団
地
数
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
棟
数
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 戸
数
：
 
 
 
 
 
問
２
 
管
理
す
る
住
宅
の
中
で
、
空
き
住
戸
は
あ
り
ま
す
か
。
ど
ち
ら
か
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
 
１
．
あ
る
（
戸
数
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
戸
）
→
（
そ
の
う
ち
募
集
停
止
戸
数
 
 
  
  
  
  
 
  
  
戸
 
）
 
 
 
 
 
２
．
な
い
 
 
 
 
 
問
３
 
問
２
で
「
１
．
あ
る
」
と
答
え
た
方
に
お
伺
い
し
ま
す
。（
２
．
な
い
 の
方
は
、
[２
]グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
の
使
用
に
～
お
進
み
く
だ
さ
い
） 
１
）
そ
の
理
由
に
つ
い
て
当
て
は
ま
る
番
号
全
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
１
．
築
年
数
が
長
い
 
 
２
．
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
が
無
い
 
 
３
．
事
故
住
宅
 
 
４
．
団
地
の
立
地
が
悪
い
（
交
通
が
不
便
等
）
 
５
．
住
宅
内
が
狭
い
 
 
６
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 ) 
  
 
 
 
 
 
 
 
２
）
空
き
住
戸
入
居
の
為
の
具
体
的
な
対
策
は
行
っ
て
い
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
一
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
１
．
行
っ
て
い
る
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
 
２
．
行
っ
て
い
な
い
 
 
 
 
３
．
分
か
ら
な
い
 
 
 
 
 
[２
] 
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
の
使
用
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
 
 
問
１
 
貴
団
体
が
管
理
す
る
住
宅
に
、
社
会
福
祉
法
人
等
か
ら
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
の
使
用
の
要
望
が
あ
っ
た
場
合
、
使
用
で
き
ま
す
か
。（
両
者
の
条
件
が
合
致
し
た
場
合
に
限
る
）
当
て
は
ま
る
番
号
一
つ
に
○
を
お
願
い
し
ま
す
。
 
 
 
 
 
１
．
使
用
で
き
る
 
 
 
 
 
２
．
使
用
で
き
な
い
（
理
由
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
３
．
分
か
ら
な
い
 
 
 
 
 
 
 
問
２
 
使
用
し
た
い
と
い
う
希
望
者
は
い
ま
す
か
（
過
去
も
含
む
）。
ど
ち
ら
か
に
○
を
お
願
い
し
ま
す
。
 
 
 
 
 
１
．
希
望
者
が
い
る
（
い
た
）：
（
希
望
者
（
団
体
）
数
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
２
．
希
望
者
は
い
な
い
（
希
望
が
な
い
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
 
 
 
問
３
 
使
用
で
き
る
事
を
社
会
福
祉
法
人
等
へ
告
知
を
行
っ
て
い
ま
す
か
。
ど
ち
ら
か
に
○
を
お
願
い
し
ま
す
。
 
 
 
 
 
１
．
し
て
い
る
（
そ
の
方
法
と
頻
度
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
２
．
し
て
い
な
い
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
  
問
４
 
貴
団
体
が
管
理
す
る
住
宅
を
、
現
在
 社
会
福
祉
法
人
等
が
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
で
使
用
し
て
い
ま
す
か
。
 
当
て
は
ま
る
番
号
一
つ
に
○
を
お
願
い
し
ま
す
。
 
 
 
 
 
１
．
使
用
し
て
い
る
 
２
．
過
去
に
使
用
が
あ
っ
た
 
３
．
使
用
し
て
い
な
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問
５
 
問
２
で
「
１
．
希
望
者
が
い
る
」
と
答
え
、
更
に
問
４
で
「
３
．
使
用
し
て
い
な
い
」
と
答
え
た
方
に
お
伺
い
し
ま
す
。
 
 
 
 
 
希
望
者
が
い
た
の
に
使
用
に
至
ら
な
か
っ
た
理
由
、
断
念
し
た
理
由
を
具
体
的
に
記
入
願
い
ま
す
。
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※
裏
面
の
[３
]公
営
住
宅
の
目
的
外
使
用
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
に
お
進
み
下
さ
い
。
 
問
６
へ
お
進
み
下
さ
い
 
2 
 
問
６
 
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
に
使
用
し
て
い
る
住
宅
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
 
 
１
）
平
成
２
０
年
１
１
月
時
点
で
の
使
用
戸
数
を
記
入
願
い
ま
す
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
戸
）
 
 
２
）
使
用
中
の
団
地
に
つ
い
て
、
下
記
項
目
に
ご
記
入
下
さ
い
。
 
 
団
地
名
 
号
室
 
間
取
り
 
使
用
用
途
 
居
住
者
数
 
使
用
法
人
等
 
使
用
期
間
 
例
 
○
×
団
地
 
１
２
３
号
 
３
Ｄ
Ｋ
 
ケ
ア
ホ
ー
ム
 
３
人
 
医
療
法
人
 
H
14
.2.
2～
現
在
使
用
中
 
１
 
 
 
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
 
 
 
６
 
 
 
 
 
 
 
 
７
 
 
 
 
 
 
 
 
８
 
 
 
 
 
 
 
 
９
 
 
 
 
 
 
 
 
10
 
 
 
 
 
 
 
 
 ３
）
 
使
用
す
る
に
あ
た
り
、
住
宅
内
部
の
改
装
を
行
い
ま
し
た
か
。
 
 
 
 
１
．
壁
を
取
り
払
う
な
ど
大
掛
か
り
な
改
装
を
行
っ
た
 
 
 
 
２
．
設
備
の
交
換
な
ど
中
規
模
な
改
装
を
行
っ
た
 
 
３
．
手
す
り
の
設
置
な
ど
軽
微
な
改
装
を
行
っ
た
 
 
 
 
 
 
４
．
元
々
高
齢
者
（
身
障
者
）
対
応
の
住
宅
だ
っ
た
 
 
 
 
５
．
行
わ
な
か
っ
た
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６
．
確
認
し
て
い
な
い
の
で
わ
か
ら
な
い
 
  
  
  
  
    
問
７
 
使
用
開
始
ま
で
の
経
緯
を
具
体
的
に
記
入
願
い
ま
す
。（
配
布
資
料
等
が
あ
り
ま
し
た
ら
、
同
封
願
い
ま
す
）
 
（
例
：
管
理
主
体
か
ら
年
に
一
度
社
会
福
祉
法
人
等
へ
入
居
希
望
の
調
査
票
を
配
布
 
→
回
収
後
審
査
し
、
条
件
の
あ
う
住
宅
が
あ
れ
ば
使
用
許
可
、
使
用
者
に
通
知
し
て
使
用
開
始
と
な
る
。）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      
問
８
 
知
的
障
害
者
福
祉
法
・
精
神
保
健
福
祉
法
に
基
づ
く
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
基
準
以
外
に
、
条
例
等
で
公
営
住
宅
の
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
の
使
用
基
準
・
条
件
が
あ
り
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
一
つ
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
１
．
使
用
者
に
基
準
・
条
件
が
あ
る
 
 
 
２
．
居
住
者
に
基
準
・
条
件
が
あ
る
 
 
 
３
．
使
用
者
・
居
住
者
共
に
基
準
・
条
件
が
あ
る
 
 
 
４
．
基
準
・
条
件
は
無
い
 
 
 
５
．
わ
か
ら
な
い
 
具
体
的
に
 
１
．
～
４
．
に
お
答
え
の
場
合
、
団
地
名
を
記
入
願
い
ま
す
。
 
2 4 1
 
3 
問
９
 
使
用
の
場
合
、
自
治
会
等
へ
説
明
は
行
い
ま
し
た
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
一
つ
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
１
．
入
居
前
に
行
っ
て
い
る
 
 
 
 
説
明
内
容
を
具
体
的
に
記
入
願
い
ま
す
 
 
 
２
．
入
居
後
に
行
っ
て
い
る
 
 
 
３
．
行
っ
て
い
な
い
 
  
問
10
 
使
用
前
に
、
自
治
会
等
か
ら
の
反
対
意
見
、
説
明
の
要
求
、
使
用
の
場
合
の
要
求
が
あ
り
ま
し
た
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
一
つ
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
１
．
反
対
意
見
が
あ
っ
た
（
そ
の
内
容
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
２
．
説
明
の
要
求
が
あ
っ
た
 
 
 
 
３
．
使
用
の
場
合
の
要
望
が
あ
っ
た
（
そ
の
内
容
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
４
．
意
見
・
要
求
は
な
か
っ
た
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問
11
 
問
10
で
「
１
．
反
対
意
見
が
あ
っ
た
」「
２
．
説
明
の
要
求
が
あ
っ
た
」「
３
．
使
用
の
場
合
の
要
望
が
あ
っ
た
」
に
答
え
た
方
に
、
そ
の
後
の
対
応
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
当
て
は
ま
る
番
号
一
つ
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
１
．
説
明
し
、
納
得
し
て
も
ら
え
た
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
．
説
明
し
た
が
合
意
に
至
ら
ず
、
現
在
に
到
る
 
 
 
３
．
説
明
し
た
が
合
意
に
至
ら
ず
、
使
用
が
出
来
な
か
っ
た
 
 
 
４
．
対
応
し
て
な
い
 
 
 
  
問
12
 
使
用
後
、
自
治
会
等
か
ら
の
反
対
意
見
、
要
望
が
あ
り
ま
し
た
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
一
つ
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
。
 
 
  
 １
．
反
対
意
見
が
あ
っ
た
（
そ
の
内
容
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
２
．
要
望
が
あ
っ
た
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
３
．
意
見
・
要
求
は
な
か
っ
た
 
 
問
13
  
問
12
で
「
１
．
反
対
意
見
が
あ
っ
た
」「
２
．
要
望
が
あ
っ
た
」
ど
ち
ら
か
答
え
た
方
に
、
そ
の
後
の
対
応
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
当
て
は
ま
る
番
号
一
つ
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
１
．
説
明
し
、
納
得
し
て
も
ら
え
た
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
．
説
明
し
た
が
合
意
に
至
ら
ず
、
現
在
に
到
る
 
 
 
 
 
３
．
説
明
し
た
が
合
意
に
至
ら
ず
、
使
用
を
中
止
し
た
 
 
 
 
 
４
．
対
応
し
て
な
い
 
 
  
問
14
 
社
会
福
祉
法
人
等
の
使
用
団
体
か
ら
、
使
用
内
容
に
つ
い
て
要
望
は
あ
り
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
一
つ
に
○
を
付
け
て
下
 
さ
い
。
 
 
 
 
１
．
使
用
前
に
あ
っ
た
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
 
２
．
使
用
後
に
あ
っ
た
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
 
 
 
３
．
特
に
な
い
 
 
 
４
．
聞
い
て
な
い
の
で
分
か
ら
な
い
 
  
問
15
 
使
用
が
終
了
し
て
い
る
場
合
（
し
た
例
が
あ
る
）、
そ
の
理
由
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
当
て
は
ま
る
番
号
一
つ
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
１
．
使
用
契
約
期
間
の
終
了
 
 
２
．
本
来
目
的
（
住
宅
と
し
て
の
使
用
）
の
要
望
が
強
く
な
っ
た
為
に
そ
ち
ら
を
優
先
し
た
 
 
 
３
．
使
用
団
体
か
ら
終
了
の
希
望
が
あ
っ
た
 
 
 
４
．
終
了
し
た
住
宅
は
な
い
（
継
続
使
用
中
）
 
  
問
16
 
今
後
も
要
望
が
あ
れ
ば
使
用
（
継
続
・
新
規
共
に
）
を
続
け
て
い
く
方
針
で
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
一
つ
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
１
．
続
け
て
い
く
 
 
 
 
 
 
 
 
２
．
条
件
付
き
で
続
け
る
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
３
．
続
け
な
い
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
 
 
４
．
分
か
ら
な
い
 
  
問
17
 
貴
団
体
の
都
道
府
県
内
で
、
公
営
住
宅
の
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
の
使
用
を
行
っ
て
い
る
事
業
主
体
を
ご
存
じ
で
し
た
ら
、
ご
記
入
願
い
ま
す
。
 
   
問
12
へ
お
進
み
下
さ
い
 
問
14
へ
お
進
み
下
さ
い
 
 
4 
[３
] 
公
営
住
宅
の
目
的
外
使
用
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
 
  
問
１
 
貴
団
体
が
管
理
す
る
住
宅
を
、
目
的
外
使
用
し
て
い
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
一
つ
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
 
 
１
．
現
在
使
用
し
て
い
る
 
 
 
 
２
．
過
去
に
使
用
し
て
い
た
 
 
 
３
．
使
用
し
て
い
な
い
 
  
問
２
 
問
１
で
「
１
．
現
在
し
て
い
る
」「
２
．
過
去
に
使
用
し
て
い
た
」
と
答
え
ら
れ
た
方
に
そ
の
種
別
に
つ
い
て
お
聞
き
し
ま
す
。
当
て
は
ま
る
番
号
全
て
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
 
 
１
．
Ｄ
Ｖ
・
犯
罪
・
火
災
・
地
震
・
震
災
な
ど
の
被
害
者
救
済
の
為
の
入
居
 
 
 
 
 
 
２
．
あ
ん
ま
、
は
り
、
き
ゅ
う
な
ど
の
施
術
所
と
し
て
の
併
用
（
入
居
者
が
身
体
障
害
者
に
限
る
）
 
 
 
 
 
 
３
．
個
人
タ
ク
シ
ー
の
営
業
所
と
し
て
の
登
録
 
 
 
 
 
 
４
．
地
域
再
生
計
画
内
で
の
使
用
（
計
画
名
称
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
 
 
 
５
．
上
記
以
外
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
 
 
 
６
．
知
ら
な
い
 
  
問
３
 
問
１
で
「
３
．
使
用
し
て
い
な
い
」
と
答
え
ら
れ
た
方
に
使
用
の
要
望
に
つ
い
て
お
聞
き
し
ま
す
。
当
て
は
ま
る
番
号
一
つ
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
 
 
１
．
使
用
の
要
望
が
あ
っ
た
（
要
望
内
容
と
、
断
念
の
理
由
を
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
 
 
 
 
 
２
．
使
用
の
要
望
は
な
い
 
 
 
 
 
 
３
．
知
ら
な
い
 
  
問
４
 
関
西
地
区
に
て
、
公
営
住
宅
の
空
き
住
戸
を
利
用
し
、「
高
齢
者
の
見
守
り
拠
点
」、
「
地
域
・
団
地
の
活
性
化
の
為
の
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
の
活
動
拠
点
」
と
し
て
目
的
外
使
用
し
て
い
る
こ
と
を
ご
存
じ
で
す
か
。
ど
ち
ら
か
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
 
 
１
．
知
っ
て
い
る
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
 
 
 
 
 
２
．
知
ら
な
い
 
 
  
※
 ア
ン
ケ
ー
ト
は
以
上
で
す
。
皆
様
の
貴
重
な
お
時
間
、
お
手
間
を
い
た
だ
き
、
本
当
に
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
 
 
公
営
住
宅
の
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
の
使
用
・
目
的
外
使
用
に
つ
い
て
の
ご
意
見
・
ご
感
想
を
ぜ
ひ
お
伺
い
し
た
い
と
思
い
ま
す
。
 
ご
記
入
い
た
だ
け
ま
し
た
ら
幸
い
で
す
。（
ご
記
入
さ
れ
て
い
る
方
の
個
人
的
な
意
見
で
結
構
で
す
）
 
           貴
団
体
に
つ
い
て
ご
記
入
下
さ
い
。
 
団
体
名
 
 
ご
担
当
者
名
 
 
担
当
部
署
名
 
 
住
所
 
 
 
2 4 2
図１　GH・CH使用状況
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公営住宅におけるグループホーム等の使用に関する調査のお願い 
 
大阪市立大学大学院生活科学研究科 
藤田研究室 2009.11 
 
当研究室では、公営住宅におけるグループホーム・ケアホームの使用状況の調査を実施することに致しました。現在公営
住宅をグループホーム・ケアホームで使用中の団体（法人）の方々へ、アンケートを送付させて頂きます。お手数をお掛け
する事とは存じますが、何卒ご協力お願い致します。 
※今回のアンケートは、当研究室による電話調査により公営住宅使用をお教え頂いた団体、及びインターネットホームペ
ージ等で公営住宅使用を公表中の団体に送付致しております。 
 
≪ 調査の趣旨 ≫ 
 平成８年の公営住宅法改正時に、第４５条「社会福祉 
法人等におけるグループホーム等の使用」が追加された 
事で、社会福祉法人等が公営住宅をグループホーム等で 
使用する事が可能になりました。昨年度、当研究室で全 
国の使用数と用途等を公営住宅管理団体（地方公共団体） 
へアンケート調査を実施しました。（図１） 
 
「結果」 
・約３割の地方公共団体で使用中 
・使用中の住戸の約６６％が大阪府営住宅 
 
大阪府が他府県と比べて桁違いに多く使用中で、他府県では試験的に数住戸を使用中、もしくは全く使用していないとい
う状況でした。今後、全国的な使用の促進の為にも、現在使用中の団体の方々に有効性や問題点などをお聞きし、明らかに
する事で、現使用の見直しや、他府県での新たな使用開始時の円滑な運営の為の知見を得たいと考えております。 
※この調査に大阪府・その他団体・企業は一切関与しておりません、当研究室の自主研究で、営利営業目的ではありません。 
 
≪ 調査票の扱い ≫ 
 この調査にご記入頂いたことは全て学術的な目的のみに使用し、回答は統計的に処理します。団地名や団体名を当研究室
以外の者や、地方公共団体、企業等に伝える事はありませんし、個人情報は一切開示しません。その他、団体や利用者の方々
にご迷惑をお掛けする事は致しませんので、ご理解をお願い申し上げます。 
 
「 研究報告等の場合は、団地名や団体名が特定出来ないよう下記の処理を行います。」 
・ 大阪府営 市立大学団地 → 大阪府営 Ａ団地  ・ 社会福祉法人 市立大学の会 → 社会福祉法人 Ｂ 
 
≪ 調査の回収 ≫ 
 記入されたアンケートは、同封の返信用封筒に入れてご返送下さい。尚、こちらで拝見させていただいた後に、電話等で
質問させていただく事があるかと思いますが、その際は宜しくお願い致します。 
 
誠に勝手ながら１１月３０日（月）までにご返送して頂きますよう、宜しくお願いいたします。  
 
≪ 調査者への問い合わせ ≫ 
本調査についてのお問い合わせがありましたら、下記までご連絡下さい。 
  【 所在地 】    〒558-8585 大阪市住吉区杉本3-3-138 
                       大阪市立大学大学院 生活科学研究科 藤田研究室 
                       ●責任者     教授   藤田 忍 
                       ■担当者     大学院生 山田 信博 
                    ４回生  永山 あゆみ 
      【 ＴＥＬ 】                  （山田携帯電話）※ 携帯電話の方が繋がり易いです 
【 ＴＥＬ／ＦＡＸ 】 06-6605-2830 （研究室直通）  
平成20年11月時点 
362 
243
 
1 
公
営
住
宅
に
お
け
る
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
の
使
用
の
実
態
に
関
す
る
調
査
 
※
こ
の
ア
ン
ケ
ー
トで
の
「グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
」は
、
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
も
し
くは
ケ
ア
ホ
ー
ム
の
事
と
さ
せ
て
頂
き
ま
す
。
 
 [1
] 
貴
団
体
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
 
問
１
 
貴
団
体
の
団
体
種
別
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
当
て
は
ま
る
も
の
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
1．
地
方
公
共
団
体
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2．
医
療
法
人
 
3．
一
般
社
団
法
人
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4．
一
般
財
団
法
人
 
5．
特
定
非
営
利
活
動
法
人
 
 
 
 
 
 
 
 
6．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
[2
] 
貴
団
体
が
管
理
す
る
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
 
 
問
１
 
貴
団
体
が
公
営
住
宅
を
使
用
し
て
い
る
用
途
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
1.
 
児
童
福
祉
法
に
規
定
す
る
児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
 
2.
 
老
人
福
祉
法
に
規
定
す
る
認
知
症
対
応
型
老
人
共
同
生
活
援
助
事
業
 
3.
 
障
害
者
自
立
支
援
法
に
規
定
す
る
共
同
生
活
介
護
を
行
う
事
業
 
4.
 
障
害
者
自
立
支
援
法
に
規
定
す
る
共
同
生
活
援
助
を
行
う
事
業
 
 
 
問
２
 
貴
団
体
が
使
用
中
の
公
営
住
宅
団
地
に
つ
い
て
、
下
記
項
目
に
ご
記
入
し
て
下
さ
い
。
 
 
使
用
団
地
名
 
使
用
開
始
時
期
 
階
数
 
住
戸
間
距
離
 
間
取
り
 
利
用
者
 
改
装
 
世
話
人
等
の
就
寝
場
所
 
例
 
○
○
団
地
 
H1
8.
11
.1
～
 
２
階
 
隣
接
・同
じ
建
物
・別
建
物
 
 徒
歩
 
 
５
 
 
分
の
距
離
 
３
ＬＤ
Ｋ
 
男
性
３
人
 
あ
り
 
○
 
３
階
 
２
ＬＤ
Ｋ
 
女
性
２
人
 
な
し
 
 
①
 
ユ
ニ
ッ
ト 
 
 
 
隣
接
・同
じ
建
物
・別
建
物
 
 徒
歩
 
 
 
 
 
 
分
の
距
離
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②
 
ユ
ニ
ッ
ト 
 
 
 
隣
接
・同
じ
建
物
・別
建
物
 
 徒
歩
 
 
 
 
 
 
分
の
距
離
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③
 
ユ
ニ
ッ
ト 
 
 
 
隣
接
・同
じ
建
物
・別
建
物
 
 徒
歩
 
 
 
 
 
 
分
の
距
離
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④
 
ユ
ニ
ッ
ト 
 
 
 
隣
接
・同
じ
建
物
・別
建
物
 
 徒
歩
 
 
 
 
 
 
分
の
距
離
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
問
３
 
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
の
使
用
に
関
し
て
、
住
戸
の
改
装
規
模
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
当
て
は
ま
る
も
の
１
つ
に
○
を
つ
け
て
そ
の
内
容
を
具
体
的
に
記
入
し
て
下
さ
い
。
 
１
．
 間
取
り
の
変
更
を
行
う
な
ど
の
大
規
模
な
改
装
を
行
っ
た
 
２
．
 設
備
の
交
換
な
ど
中
規
模
な
改
装
を
行
っ
た
 
３
．
 手
す
り
の
設
置
な
ど
軽
微
な
改
装
を
行
っ
た
 
４
．
 高
齢
者
（
身
障
者
）
対
応
の
住
宅
だ
っ
た
 
５
．
 行
わ
な
か
っ
た
 
改
装
内
容
 
   
 
2 
問
４
 
問
２
「住
戸
間
距
離
」で
「隣
接
」以
外
を
回
答
さ
れ
た
方
に
お
伺
い
し
ま
す
。
住
戸
間
の
距
離
が
運
営
に
及
ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
1．
住
戸
間
の
移
動
が
不
便
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2．
利
用
者
間
の
交
流
が
乏
し
く
な
る
 
3．
利
用
者
へ
の
連
絡
等
の
手
間
が
増
え
る
 
 
 
 
4．
世
話
人
不
在
の
住
戸
へ
の
不
安
 
5．
特
に
運
営
上
の
問
題
は
な
い
 
6．
離
れ
て
い
る
方
が
運
営
し
や
す
い
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
[3
]グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
と
し
て
公
営
住
宅
を
使
用
す
る
こ
と
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
 
問
１
 
公
営
住
宅
使
用
の
良
さ
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
1.
 
家
賃
が
安
い
 
2.
 
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
の
運
営
の
場
を
確
保
で
き
る
 
3.
 
共
用
の
場
や
自
治
会
活
動
で
交
流
が
生
ま
れ
る
 
4.
 
利
用
者
の
社
会
復
帰
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
が
期
待
で
き
る
 
 
 
 
5.
 
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
問
２
 
公
営
住
宅
使
用
の
問
題
点
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
1．
住
戸
面
積
が
狭
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2．
防
音
性
が
悪
い
 
3．
団
地
の
立
地
が
悪
い
（
交
通
が
不
便
等
）
 
 
4．
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
が
無
い
 
5．
使
用
前
に
下
見
が
で
き
な
い
 
 
 
 
 
 
 
6.
 特
に
な
い
 
7．
そ
の
他
（
具
体
的
に
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 ）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問
３
 
公
営
住
宅
を
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
と
し
て
の
使
用
に
際
し
、
ど
の
よ
う
な
住
戸
を
希
望
し
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
1．
１
階
の
住
戸
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 2
．
隣
接
し
た
2
住
戸
 
3．
高
齢
者
（
身
障
者
）
対
応
の
住
戸
 
 
 
 
  
4．
運
営
団
体
の
近
く
の
団
地
 
5．
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
付
き
団
地
 
6．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
）
 
 
問
４
 
ど
の
よ
う
な
住
戸
タ
イ
プ
が
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
に
向
い
て
い
る
と
思
わ
れ
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
も
の
１
つ
に
○
 
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
1．
１
Ｌ
Ｄ
Ｋ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 2
．
２
Ｄ
Ｋ
 
3．
２
Ｌ
Ｄ
Ｋ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 4
．
３
Ｄ
Ｋ
 
5．
３
Ｌ
Ｄ
Ｋ
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 6
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
  
 
 
  
  
  
  
  
 
 
 
）
 
 
問
５
 
公
営
住
宅
の
使
用
に
際
し
、
住
戸
内
部
の
改
装
は
必
要
だ
と
思
わ
れ
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
も
の
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
1．
必
要
 
 
 
 
 
2．
必
要
な
い
（
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
3．
分
か
ら
な
い
 
  
問
６
 
問
５
で
「1
．
必
要
」と
答
え
た
方
に
お
伺
い
し
ま
す
。
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
改
装
が
必
要
だ
と
思
わ
れ
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
も
の
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
1．
間
取
り
の
変
更
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
2．
設
備
の
交
換
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
3．
設
備
の
新
設
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
4．
手
す
り
の
設
置
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
5．
段
差
の
解
消
 
6．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 
 
）
 
 
 
1
2 4 4
 
3 
問
７
 
公
営
住
宅
で
の
運
営
に
際
し
て
、
運
営
団
体
の
職
員
様
と
利
用
者
様
が
日
常
で
心
が
け
て
い
る
こ
と
等
に
つ
い
て
、
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
1．
住
民
と
の
あ
い
さ
つ
 
 
 
2．
廊
下
、
階
段
等
の
そ
う
じ
 
 
 
3．
大
き
な
音
を
出
さ
な
い
 
 
 
 
 
 
 
4．
自
治
会
活
動
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
 
 
 
 
5．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
問
８
 
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
を
公
営
住
宅
と
一
般
賃
貸
マ
ン
シ
ョン
で
運
営
す
る
場
合
、
何
か
違
い
が
あ
り
ま
し
た
ら
ご
記
入
願
い
ま
す
。
 
 
 
 
 
 
  
 [4
]自
治
会
活
動
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
 
問
１
 
住
民
自
治
会
へ
の
参
加
の
有
無
に
つ
い
て
あ
て
は
ま
る
も
の
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
1．
利
用
者
と
職
員
（
世
話
人
・
支
援
員
・
そ
の
他
）
が
参
加
し
て
い
る
 
 
 
 
 
2．
利
用
者
だ
け
が
参
加
し
て
い
る
 
3．
職
員
の
み
が
参
加
し
て
い
る
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4．
参
加
し
て
い
な
い
 
 
問
２
 
問
１
で
「4
．
参
加
し
て
い
な
い
」以
外
を
答
え
ら
れ
た
方
（自
治
会
活
動
に
参
加
中
の
方
）に
お
伺
い
し
ま
す
。
 
（１
）自
治
会
活
動
の
内
容
は
何
で
す
か
。
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
1．
会
長
・
階
段
長
な
ど
の
役
職
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
2．
そ
う
じ
 
3．
行
事
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
4．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
（２
）自
治
会
活
動
の
必
要
性
に
つ
い
て
、
当
て
は
ま
る
も
の
1
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
 
1．
住
民
と
の
関
係
を
深
め
る
た
め
に
必
要
で
あ
る
 
 
 
 
2．
必
要
だ
と
思
う
が
参
加
は
難
し
い
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
 
3．
必
要
な
い
 
4．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
（３
）今
後
、
自
治
会
活
動
の
予
定
に
つ
い
て
、
当
て
は
ま
る
も
の
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
1.
 
利
用
者
と
職
員
が
参
加
の
予
定
 
 
 
 
 
 
2．
職
員
が
参
加
の
予
定
 
3．
利
用
者
が
参
加
の
予
定
 
 
 
  
 
 
 
 
 
4．
参
加
を
や
め
た
い
 
5．
 今
ま
で
ど
お
り
参
加
し
な
い
 
6．
 そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 [5
]公
営
住
宅
使
用
開
始
時
の
住
民
と
の
関
係
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
 
問
１
 
公
営
住
宅
の
使
用
に
関
し
て
住
民
か
ら
反
対
意
見
は
あ
り
ま
し
た
か
。
ど
ち
ら
か
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
1．
反
対
意
見
が
あ
っ
た
 
 
 
 
 
 
2．
反
対
意
見
は
無
か
っ
た
 
 
問
２
 
問
１
で
「1
．
反
対
意
見
が
あ
っ
た
」と
答
え
ら
れ
た
方
に
お
伺
い
し
ま
す
。
反
対
意
見
に
対
し
て
、
ど
の
よ
う
に
対
応
さ
れ
ま
し
た
か
。
当
て
は
ま
る
も
の
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
1.
 
住
民
に
対
し
て
、
説
明
会
を
行
っ
た
 
2.
 
特
に
何
も
し
な
か
っ
た
 
3.
 
公
営
住
宅
使
用
を
や
め
た
 
4.
 
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
4 
 
問
３
 
問
２
で
「1
．
住
民
に
対
し
て
、
説
明
会
を
行
っ
た
」、
「2
．
特
に
何
も
し
な
か
っ
た
」、
「4
.そ
の
他
」と
答
え
ら
れ
た
方
に
お
伺
い
し
ま
す
。
そ
の
後
、
住
民
の
反
応
は
ど
の
よ
う
だ
っ
た
か
当
て
は
ま
る
も
の
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
1.
合
意
を
得
た
 
2.
条
件
付
き
で
合
意
を
得
た
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
3.
合
意
を
得
ら
れ
な
か
っ
た
 
4.
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
問
４
 
問
２
で
「１
．
住
民
に
対
し
て
、
説
明
会
を
行
っ
た
」と
答
え
ら
れ
た
方
に
お
伺
い
し
ま
す
。
説
明
会
の
状
況
に
つ
い
て
、
当
て
は
ま
る
も
の
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
1．
 貴
団
体
の
職
員
の
み
で
行
っ
た
 
 
 
 
2．
貴
団
体
の
職
員
と
公
営
住
宅
管
理
者
（
大
阪
府
等
）
で
行
っ
た
 
3．
公
営
住
宅
管
理
者
の
み
で
行
っ
た
 
4．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
  
問
５
 
団
地
住
民
へ
の
説
明
会
の
形
式
で
良
い
と
思
わ
れ
る
も
の
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
1．
公
営
住
宅
管
理
者
（
大
阪
府
等
）
の
み
が
行
う
 
 
2．
公
営
住
宅
管
理
者
と
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
運
営
者
が
行
う
 
 
 
 
3．
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
運
営
者
の
み
が
行
う
 
 
 
 
4．
住
民
へ
の
説
明
会
の
必
要
は
な
い
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
 
5．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
  ＊
ア
ン
ケ
ー
トは
以
上
で
す
。
皆
様
の
貴
重
な
お
時
間
、
お
手
間
を
頂
き
、
本
当
に
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
 
公
営
住
宅
の
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
の
使
用
に
つ
い
て
の
、
ご
意
見
・ご
感
想
を
、
ぜ
ひ
お
伺
い
し
た
い
と
思
い
ま
す
。
ご
記
入
い
た
だ
け
ま
し
た
ら
幸
い
で
す
。
（ご
記
入
さ
れ
て
い
る
方
の
個
人
的
な
ご
意
見
で
結
構
で
す
。
） 
 ■
公
営
住
宅
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
に
対
し
て
、
何
か
ご
意
見
が
あ
り
ま
し
た
ら
、
ご
記
入
願
い
ま
す
。
 
     
  
■
大
阪
府
営
住
宅
が
他
府
県
と
比
べ
て
、
多
くの
公
営
住
宅
が
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
で
使
用
さ
れ
て
い
る
事
に
つ
い
て
、
 
ご
意
見
・ご
感
想
等
が
あ
り
ま
し
た
ら
、
ご
記
入
願
い
ま
す
。
 
      
 
■
貴
団
体
に
つ
い
て
ご
記
入
下
さ
い
※
こ
の
ア
ン
ケ
ー
トに
つ
い
て
詳
し
くお
聞
き
し
た
い
場
合
の
み
使
用
致
し
ま
す
。
ご
連
絡
先
や
ご
担
当
者
を
当
研
究
室
以
外
の
者
へ
伝
え
る
こ
と
は
ご
ざ
い
ま
せ
ん
。
 
団
体
名
 
ご
担
当
者
名
 
ご
連
絡
先
 
（Ｔ
Ｅ
Ｌ）
 
公
営
住
宅
以
外
で
の
 
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
の
数
 
 
2
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大阪府営
お お さ か ふ え い
住宅
じゅうたく
における「グループホーム
ぐ る ー ぷ ほ ー む
・ケアホーム
け あ ほ ー む
等
な ど
」 
に関する
か ん す る
調査
ち ょ う さ
へのご協力
ごきょうりょく
のお願い
お ね が い
 
藤田研究室 2011 年 1 月  
 
時下
じ か
ますますご清栄
せ い え い
のこととお喜び
お よ ろ こ び
申し上げます
も う し あ げ ま す
。  
当
と う
研究室
けんきゅうしつ
では
は 、
、公営
こ う え い
住宅
じゅうたく
に関する
か ん す る
研究
けんきゅう
を行って
お こ な っ て
おります。今回
こ ん か い
、全国
ぜ ん こ く
でも先進的
せ ん し ん て き
な事例
じ れ い
である、大阪府営
お お さ か ふ え い
住宅
じゅうたく
における「グループホーム
ぐ る ー ぷ ほ ー む
・ケアホーム
け あ ほ ー む
等
な ど
」と住民
じゅうみん
の皆様
み な さ ま
との
関係性
か ん け い せ い
を把握
は あ く
するために、調査
ち ょ う さ
を実施
じ っ し
することになりました。  
その調査
ち ょ う さ
の一環
い っ か ん
として、「グループホーム
ぐ る ー ぷ ほ ー む
・ケアホーム
け あ ほ ー む
等
な ど
」が設置
せ っ ち
されている団地
だ ん ち
の
居住者
きょじゅうしゃ
の方々
か た が た
を対象
たいしょう
としたアンケート
あ ん け ー と
を実施
じ っ し
させて頂きたい
い た だ き た い
と思います
お も い ま す
。ご多忙中
ご た ぼ う ち ゅ う
のこ
とと存じます
ぞ ん じ ま す
が、どうぞご協力
ごきょうりょく
お願い
お ね が い
致します
い た し ま す
。  
 
＜調査票
ちょうさひょう
の扱い
あ つ か い
＞ 
この調査
ちょうさ
は当研究室
とうけんきゅうしつ
が独自
ど く じ
に行う
おこなう
もので、グループホーム
ぐ る ー ぷ ほ ー む
・ケアホーム
け あ ほ ー む
等
とう
や、その運営
うんえい
団体
だんたい
とは一切
いっさい
関係
かんけい
ございません。  
この調査
ちょうさ
にご記入
ご き に ゅ う
頂いた
い た だ い た
ことは、全て
す べ て
学術的
がくじゅつてき
な目的
もくてき
のみに使用
し よ う
します。回答
かいとう
は統計的
とうけいてき
に処理
し ょ り
しますので、住 民
じゅうみん
の皆様
みなさま
を特定
とくてい
したり、我々
わ れ わ れ
が営業
えいぎょう
活動
か つ ど う
を行う
お こ な う
事
こ と
は絶対
ぜ っ た い
にござい
ません。その他
た
、ご迷惑
ご め い わ く
をおかけする事
こ と
は一切
い っ さ い
ございません。  
 
＜調査票
ちょうさひょう
の回収
かいしゅう
＞  
同封
ど う ふ う
の返信用
へ ん し ん よ う
封筒
ふ う と う
にアンケート
あ ん け ー と
用紙
よ う し
を入れ
い れ
、２月
が つ
８日
に ち
(火)までに投函
と う か ん
して頂きます
い た だ き ま す
よう、
お願い
お ね が い
申し上げます
も う し あ げ ま す
。  
 
＜調査票
ちょうさひょう
への問い合わせ
と い あ わ せ
＞  
本調査
ほんちょうさ
についてご不明
ご ふ め い
な点
てん
、お問い合わせ
お と い あ わ せ
などございましたら、アンケート１ページ上部
じょうぶ
に記載
き さ い
されている電
でん
話番号
わ ば ん ご う
までご連絡
ご れ ん ら く
下さい
く だ さ い
。 
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1 
大
阪
府
営
住
宅
に
お
け
る
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
 
 
※
 こ
の
調
査
は
大
学
が
独
自
に
行
っ
て
お
り
、
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
運
営
者
と
は
関
係
あ
り
ま
せ
ん
。 
※
 
こ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
内
容
に
関
す
る
お
問
い
合
わ
せ
は
下
記
ま
で
お
願
い
致
し
ま
す
。
 
 
 
大
阪
市
立
大
学
大
学
院
 
生
活
科
学
研
究
科
 
藤
田
研
究
室
 
団
地
再
生
研
究
担
当
 
 
 
 
 
 
電
話
０
６
－
６
６
０
５
－
２
８
３
０
（
担
当
者
：
山
田
、
永
山
）
 
     [１
] 
団
地
内
の
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
や
ケ
ア
ホ
ー
ム
に
つ
い
て
 
 問
１
 
あ
な
た
が
お
住
ま
い
の
団
地
で
、
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
や
ケ
ア
ホ
ー
ム
と
し
て
入
居
し
て
い
る
部
屋
が
あ
る
事
を
知
っ
て
い
ま
す
か
。
あ
て
は
ま
る
番
号
1
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
 
 
１
．
知
っ
て
い
る
 
 
 
２
．
知
ら
な
い
 
 
 
 
 
 
 
 
問
２
 
そ
の
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
・
ケ
ア
ホ
ー
ム
の
事
を
ど
こ
ま
で
知
っ
て
い
ま
す
か
。
あ
て
は
ま
る
番
号
す
べ
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
１
．
入
居
開
始
の
時
期
（
年
月
）
を
知
っ
て
い
る
 
２
．
部
屋
の
場
所
を
知
っ
て
い
る
 
３
．
ど
の
よ
う
な
人
が
住
ん
で
い
る
か
知
っ
て
い
る
 
４
．
職
員
を
知
っ
て
い
る
 
５
．
詳
し
い
事
は
知
ら
な
い
 
 
 
 
 
 
問
３
 
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
・
ケ
ア
ホ
ー
ム
の
入
居
は
何
で
知
り
ま
し
た
か
。
あ
て
は
ま
る
番
号
す
べ
て
に
○
、
最
初
に
知
っ
た
も
の
に
◎
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
１
．
回
覧
板
 
 
 
 
２
．
掲
示
板
 
 
３
．
近
所
の
人
か
ら
聞
い
た
 
４
．
自
治
会
の
説
明
会
 
５
．
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
住
人
、
職
員
が
部
屋
へ
説
明
に
来
た
 
６
．
自
治
会
の
役
員
か
ら
聞
い
た
 
７
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
２
．を
回
答
さ
れ
た
方
は
 
[３
]へ
進
ん
で
下
さ
い
。 
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
、
ケ
ア
ホ
ー
ム
と
は
 
認
知
症
高
齢
者
の
方
や
障
害
を
お
持
ち
の
方
が
、
少
人
数
で
家
庭
的
な
環
境
の
も
と
、
 
ス
タ
ッ
フ
の
サ
ポ
ー
ト
を
受
け
な
が
ら
共
同
生
活
を
営
む
住
居
の
事
で
す
。
 
 
2 
問
４
 
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
・
ケ
ア
ホ
ー
ム
の
入
居
を
知
っ
た
時
期
は
い
つ
で
す
か
。
あ
て
は
ま
る
番
号
1
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
 
１
．
入
居
 前
 
 
 
 
 
 
２
．
入
居
 後
 
 
 
 
 
３
．
分
か
ら
な
い
 
 問
５
 
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
・
ケ
ア
ホ
ー
ム
で
入
居
が
始
ま
る
事
を
知
っ
た
と
き
、
あ
な
た
や
家
族
は
ど
う
思
わ
れ
ま
し
た
か
。
あ
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
１
．
何
も
思
わ
な
か
っ
た
 
２
．
良
い
こ
と
だ
と
思
っ
た
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
３
．
不
安
に
思
っ
た
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
４
．
反
対
に
思
っ
た
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
５
．
説
明
を
詳
し
く
聞
き
た
い
と
思
っ
た
 
６
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
  問
６
 
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
・
ケ
ア
ホ
ー
ム
と
し
て
入
居
し
て
い
る
事
に
つ
い
て
、
現
在
あ
な
た
や
家
族
は
ど
う
思
っ
て
い
ま
す
か
。
あ
て
は
ま
る
番
号
1
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
１
．
何
も
思
わ
な
い
  
２
．
良
い
こ
と
だ
と
思
う
 
３
．
不
安
に
思
う
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
４
．
反
対
に
思
う
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
５
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
  問
７
 
団
地
内
の
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
・
ケ
ア
ホ
ー
ム
の
入
居
に
よ
り
、
あ
な
た
や
家
族
の
日
常
生
活
に
変
化
は
あ
り
ま
し
た
か
。
あ
て
は
ま
る
番
号
す
べ
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
１
．
福
祉
的
な
事
に
興
味
を
も
つ
よ
う
に
な
っ
た
 
２
．
団
地
内
で
、
会
話
や
挨
拶
を
す
る
機
会
が
増
え
た
 
３
．
自
治
会
活
動
が
活
発
に
な
っ
た
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
４
．
特
に
変
化
は
な
い
 
５
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
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3 
[２
]団
地
内
の
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
・
ケ
ア
ホ
ー
ム
の
入
居
者
や
職
員
と
の
関
係
に
つ
い
て
 
 問
１
 
あ
な
た
や
家
族
は
、
普
段
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
・
ケ
ア
ホ
ー
ム
運
営
団
体
の
職
員
と
会
う
機
会
が
あ
り
ま
す
か
。
あ
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。 
 
１
．
ほ
ぼ
毎
日
会
う
 
 
 
 
 
 
 
 
２
．
２
～
３
日
に
一
度
会
う
 
３
．
１
週
間
に
１
度
会
う
 
 
 
 
 
 
４
．
２
週
間
に
一
度
会
う
 
５
．
１
ヶ
月
に
一
度
会
う
 
 
 
 
 
 
６
．
過
去
に
数
回
会
っ
た
 
７
．
全
く
会
っ
た
事
が
無
い
 
 
 
 
 
８
．
顔
を
覚
え
て
な
い
の
で
分
か
ら
な
い
 
９
．
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
  問
２
 
問
１
で
１
～
６
に
○
を
つ
け
た
方
の
み
に
お
聞
き
し
ま
す
、
そ
の
時
職
員
と
何
を
し
ま
し
た
か
。
あ
て
は
ま
る
番
号
す
べ
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
１
．
会
釈
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
．
あ
い
さ
つ
 
３
．
会
話
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４
．
自
治
会
活
動
 
５
．
日
常
生
活
の
意
見
を
言
っ
た
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
６
．
福
祉
的
な
相
談
を
行
っ
た
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
７
．
何
も
し
て
い
な
い
 
８
．
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
  問
３
 
あ
な
た
や
家
族
は
、
普
段
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
・
ケ
ア
ホ
ー
ム
の
居
住
者
と
会
う
機
会
が
あ
り
ま
す
か
。
あ
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
１
．
ほ
ぼ
毎
日
会
う
 
 
 
 
 
 
 
 
２
．
２
～
３
日
に
一
度
会
う
 
３
．
１
週
間
に
１
度
会
う
 
 
 
 
 
 
４
．
２
週
間
に
一
度
会
う
 
５
．
１
ヶ
月
に
一
度
会
う
 
 
 
 
 
 
６
．
過
去
に
数
回
会
っ
た
 
７
．
全
く
会
っ
た
事
が
無
い
 
 
 
 
 
８
．
顔
を
覚
え
て
な
い
の
で
分
か
ら
な
い
 
９
．
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
 
 
   
 
4 
問
４
 
問
３
で
１
～
６
に
○
を
つ
け
た
方
の
み
に
お
聞
き
し
ま
す
、
そ
の
時
居
住
者
と
何
を
し
ま
し
た
か
。
あ
て
は
ま
る
番
号
す
べ
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
１
．
会
釈
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
．
あ
い
さ
つ
 
３
．
会
話
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４
．
自
治
会
活
動
 
５
．
日
常
生
活
の
意
見
を
言
っ
た
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
６
．
福
祉
的
な
相
談
を
行
っ
た
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
７
．
何
も
し
て
い
な
い
 
８
．
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
  
  
  
  
 
 [
３
] 
あ
な
た
の
住
戸
に
つ
い
て
お
聞
き
し
ま
す
。
 
 
問
１
 
こ
の
住
戸
に
何
年
住
ん
で
お
ら
れ
ま
す
か
 
 
 （
 
 
 
 
 
 
 
 
年
） 
  
問
２
 
現
在
何
号
棟
、
何
階
に
住
ん
で
お
ら
れ
ま
す
か
 
（
 
 
号
棟
 
 
 
 
階
）  
  
問
３
 
あ
な
た
や
家
族
が
高
齢
者
に
な
っ
た
時
、
現
在
お
住
ま
い
の
団
地
内
の
住
戸
に
高
齢
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
が
あ
っ
た
場
合
、
移
り
住
ん
で
み
た
い
と
思
い
ま
す
か
。
あ
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
１
．
思
う
 
 
 
 
 
 
２
．
思
わ
な
い
 
 
 
 
 
 
３
．
思
わ
な
い
が
、
施
設
型
よ
り
は
良
い
と
思
う
 
 
 
 
 
 
４
．
考
え
た
事
が
無
い
 
 
 
 
 
 
５
．
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 [４
] 
そ
の
他
、
大
阪
府
営
住
宅
に
お
け
る
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
・
ケ
ア
ホ
ー
ム
の
入
居
に
つ
い
て
、
意
見
や
感
想
が
あ
れ
ば
ご
記
入
願
い
ま
す
。 
       
ア
ン
ケ
ー
ト
は
以
上
で
す
、
ご
協
力
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
 
※
返
信
用
封
筒
へ
こ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
用
紙
を
入
れ
て
、
２
月
８
日
（
火
）
ま
で
に
ポ
ス
ト
へ
投
函
を
お
願
い
し
ま
す
。
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「あんしんすこやかルーム」に関する調査のご協力のお願い  
大阪市立大学大学院生活科学研究科 藤田研究室 2010 年 12 月 
 
見守り推進員の皆様、先日はあんしんすこやかルームの調査にご協力頂き、ありがとうございました。
当研究室では、より研究への理解を深めるべく、アンケートを実施させて頂きます。お手数をお掛けす
る事とは存じますが、何卒よろしくお願いします。 
 
≪ 調査の趣旨 ≫ 
 公営住宅法は、昭和26年の制定以来、本来の目的である「住居」のみの使用とされていましたが、
平成8年の法改正時に、第45条「社会福祉法人等におけるグループホームの使用」が追加され、住居
用途以外の使用が可能になり、平成18年の省令改正では、定める事業・定める者が追加され、グルー
プホーム以外の使用が可能になりました。 
他にも「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 第 22条」における目的外使用の承認を
受ける事で、住居用途以外の使用が可能であり、内閣府による「地域再生計画」の認定地域内では、そ
の目的外使用承認が柔軟化されました。 
そのような中、神戸市においては、全国に先駆けて地域包括支援センターの出張所となるあんしんす
こやかルームを設置し、地域の見守り・コミュニティ再生等の事業を積極的に行われていると認識して
います。本研究では、前回の調査を元にアンケート調査を行い、あんしんすこやかルームに関してより
深い知識を得たいと考えています。 
 
≪ 調査の扱い ≫ 
 この調査にご記入頂いたことは全て学術的目的のみに使用し、回答は統計的に処理し、皆様にご迷惑
をおかけする事は一切ございませんので、よろしくお願い致します。 
 
≪ 調査の回収 ≫ 
 調査票にご記入頂き、 
  月  日までにご返送していただけますよう、宜しくお願い致します。 
 
≪ 調査者への問い合わせ ≫ 
本調査についてのお問い合わせがありましたら、下記までご連絡下さい。 
 
【 所在地 】        〒558-8585 大阪市住吉区杉本町 3-3-138 
                  大阪市立大学大学院 生活科学部 藤田研究室 
                                                 ●責任者      教授  藤田忍     
                        ■担当者      大学院 山田 信博   
                                  ４回生 下山 大樹 
 
【 ＴＥＬ/ＦＡＸ 】   06-6605-2830   (研究室直通)担当 山田、下山 
【 ＴＥＬ 】                      (山田携帯電話)  
【見守り推進員の方々向けアンケート】 
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あ
ん
し
ん
す
こ
や
か
ル
ー
ム
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
 
20
10
年
12
月
 
大
阪
市
立
大
学
生
活
科
学
研
究
科
 
藤
田
研
究
室
 
  
【
１
】
あ
ん
し
ん
す
こ
や
か
ル
ー
ム
の
状
況
に
つ
い
て
お
尋
ね
し
ま
す
 
 
問
Ⅰ
．
ル
ー
ム
の
名
前
を
教
え
て
下
さ
い
〔
直
接
ご
記
入
下
さ
い
〕
 
 
 
 
 
 
 
○
あ
ん
し
ん
す
こ
や
か
ル
ー
ム
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
ル
ー
ム
 
 
 
問
Ⅱ
．
ル
ー
ム
は
ど
こ
に
あ
り
ま
す
か
〔
該
当
す
る
も
の
１
つ
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
〕
 
１
．
住
戸
内
 
 
 
 
 
 
４
．
幼
稚
園
の
跡
地
 
 
 
 
 
 
 
 
７
．
民
間
の
ビ
ル
 
２
．
集
会
所
 
 
 
 
 
 
５
．
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
 
 
 
 
 
 
 
 
３
．
公
民
館
 
 
 
 
 
 
６
．
プ
レ
ハ
ブ
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
※
住
戸
内
に
ル
ー
ム
を
設
置
で
き
な
か
っ
た
理
由
〔
１
以
外
を
回
答
し
た
場
合
、
知
っ
て
い
る
範
囲
で
お
答
え
下
さ
い
〕
 
     
問
Ⅲ
．
ル
ー
ム
の
位
置
を
教
え
て
下
さ
い
 
〔
該
当
す
る
も
の
１
つ
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
 
※
Ⅱ
で
住
戸
内
と
回
答
し
た
方
は
右
側
の
質
問
に
も
お
答
え
く
だ
さ
い
〕
 
 
 
 
 
 
 
１
．
１
階
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※
Ⅱ
で
住
戸
内
と
回
答
し
た
方
の
み
 
 
 
 
 
 
 
２
．
２
階
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
．
ル
ー
ム
が
あ
る
階
の
端
の
住
戸
 
 
 
 
 
 
 
３
．
３
階
以
上
（
 
 
 
 
）
階
 
 
 
 
 
 
２
．
ル
ー
ム
が
あ
る
階
の
中
央
 
 
問
Ⅳ
．
現
在
ル
ー
ム
で
働
か
れ
て
い
る
推
進
員
の
数
を
教
え
て
下
さ
い
 
〔
該
当
す
る
も
の
１
つ
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
〕
 
 
 
 
 
 
１
．
1
人
 
 
 
 
２
．
2
人
 
 
 
 
 
２
．
3
人
 
 
 
 
４
．
そ
の
他
（
 
 
 
）
人
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問
Ⅴ
．
見
守
り
対
象
団
地
の
現
状
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
 
 
〔
表
に
数
字
を
ご
記
入
下
さ
い
。
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
の
有
無
は
「
有
」
ま
た
は
「
無
」
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
〕
 
※
左
側
は
見
守
り
対
象
団
地
全
体
の
デ
ー
タ
に
つ
い
て
ご
記
入
下
さ
い
。
右
側
は
あ
な
た
ご
自
身
が
担
当
し
て
い
る
高
齢
者
の
中
で
該
当
す
る
人
数
に
関
し
て
、
把
握
さ
れ
て
い
る
範
囲
で
教
え
て
下
さ
い
。
 
  
 
     
 
 
見
守
り
対
象
団
地
の
総
住
人
数
人
推
進
員
様
の
現
在
の
見
守
り
対
象
者
数
人
見
守
り
対
象
団
地
の
棟
数
棟
単
身
高
齢
者
世
帯
数
世
帯
団
地
に
住
む
高
齢
者
の
総
数
人
老
々
世
帯
数
世
帯
高
齢
化
率
％
Ｅ
Ｖ
の
有
無
団
地
全
体
見
守
り
対
象
者
に
関
し
て 有
・無
※
本
来
は
あ
な
た
の
担
当
で
、
現
在
他
の
方
が
見
守
り
を
し
て
い
る
高
齢
者
は
対
象
者
に
含
ま
な
い
で
下
さ
い
。
 
 
ま
た
、
推
進
員
が
２
人
以
上
の
場
合
は
、
ル
ー
ム
が
見
守
り
対
象
と
し
て
い
る
人
数
を
教
え
て
下
さ
い
 
※
あ
ん
し
ん
す
こ
や
か
ル
ー
ム
が
あ
る
住
棟
、
ま
た
は
建
物
に
エ
レ
ベ
ー
タ
が
あ
る
か
ど
う
か
を
教
え
て
下
さ
い
。
 
中
央
の
部
屋
端
の
部
屋
 
※
端
の
部
屋
と
は
、
図
の
よ
う
に
両
端
の
２
部
屋
の
こ
と
で
す
。
 
エ
レ
ベ
ー
タ
の
有
無
 
2 
 
問
Ⅵ
．
団
地
の
周
辺
環
境
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
 
〔
１
～
４
で
は
「
あ
る
」
ま
た
は
「
な
い
」
ど
ち
ら
か
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
。
そ
の
他
、
周
辺
環
境
の
こ
と
で
何
か
あ
れ
ば
〔
 
〕
内
に
直
接
ご
記
入
下
さ
い
〕
 
①
 
高
齢
者
が
歩
い
て
い
け
る
範
囲
に
日
用
品
を
購
入
で
き
る
お
店
が
 
（
 あ
る
・
な
い
 ）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②
 
高
齢
者
が
歩
い
て
い
け
る
範
囲
に
電
車
の
駅
が
 
 
 
 
 
 
 
 
（
 あ
る
・
な
い
 ）
 
 
 
 
 
 
 
③
 
高
齢
者
が
歩
い
て
い
け
る
範
囲
に
バ
ス
停
が
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
 あ
る
・
な
い
 ）
 
 
 
 
 
 
 
④
 
生
協
な
ど
の
食
品
配
達
サ
ー
ビ
ス
が
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
 あ
る
・
な
い
 ）
 
 
 
 
 
 
 
 
※
そ
の
他
、
周
辺
環
境
で
何
か
お
気
づ
き
の
事
が
あ
れ
ば
ご
記
入
下
さ
い
 
 
 
 
 
 
 
 
例
：
坂
が
多
い
 
    【
 ２
 】
見
守
り
推
進
員
の
お
仕
事
に
関
し
て
お
尋
ね
し
ま
す
 
 
問
Ⅰ
．
あ
な
た
の
ル
ー
ム
で
行
っ
て
い
る
業
務
は
何
で
す
か
 
〔
該
当
す
る
も
の
す
べ
て
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
 
複
数
回
答
可
〕
 
１
．
住
戸
訪
問
に
よ
る
安
否
確
認
  
  
  
  
  
  
４
．
集
会
所
を
利
用
し
て
の
行
事
 
２
．
生
活
相
談
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
５
．
支
援
者
と
の
情
報
交
換
 
３
．
ル
ー
ム
を
利
用
し
て
の
行
事
  
  
  
  
  
  
６
．
そ
の
他
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
問
Ⅱ
．
そ
の
中
で
も
特
に
力
を
入
れ
て
行
っ
て
い
る
業
務
は
何
で
す
か
 
〔
該
当
す
る
も
の
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
 
複
数
回
答
可
 
※
主
観
で
お
答
え
下
さ
っ
て
結
構
で
す
〕
 
１
．
住
戸
訪
問
に
よ
る
安
否
確
認
  
  
  
  
  
  
４
．
集
会
所
を
利
用
し
て
の
行
事
 
２
．
生
活
相
談
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
５
．
支
援
者
と
の
情
報
交
換
 
３
．
ル
ー
ム
を
利
用
し
て
の
行
事
  
  
  
  
  
  
６
．
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
問
Ⅲ
．
問
Ⅱ
で
そ
う
思
わ
れ
た
理
由
を
教
え
て
下
さ
い
 
〔
そ
の
よ
う
に
思
わ
れ
る
理
由
を
自
由
に
ご
記
入
下
さ
い
（
な
ぜ
力
を
入
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
の
か
、
そ
の
経
緯
や
理
由
も
教
え
て
下
さ
い
）〕
 
 
【
例
】
力
を
入
れ
て
い
る
も
の
：
ル
ー
ム
を
利
用
し
て
の
行
事
に
力
を
入
れ
て
い
る
。
 
経
緯
・
理
由
：
以
前
か
ら
住
民
の
要
望
が
あ
り
、
実
際
行
っ
て
み
る
と
多
く
の
人
が
集
ま
っ
た
。
今
で
は
、
朝
の
ル
ー
ム
が
オ
ー
プ
ン
す
る
 
時
間
の
前
か
ら
住
民
の
方
が
並
ん
で
待
っ
て
い
る
ほ
ど
に
な
っ
た
。
 
 
 
 
 
理
由
 
     
 
※
支
援
者
と
は
 
民
生
委
員
・
自
治
会
・
住
民
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
 
友
愛
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
な
ど
の
事
で
す
 
（
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
職
員
は
除
き
ま
す
）
 
2 5 0
3 
 
問
Ⅳ
．
住
戸
訪
問
に
よ
る
安
否
確
認
業
務
の
現
状
に
つ
い
て
 
  
『
 １
 』
訪
問
頻
度
は
平
均
し
て
お
お
よ
そ
ど
れ
く
ら
い
で
す
か
〔
該
当
す
る
も
の
１
つ
に
○
を
お
付
け
下
さ
い
〕
 
 
 
 
 
 
１
．
週
に
１
回
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４
．
週
に
４
回
以
上
（
 
 
 
 
 
）
回
 
 
 
 
 
 
２
．
週
に
２
回
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
．
２
週
間
に
 
 
（
 
 
 
 
 
）
回
 
 
 
 
 
 
３
．
週
に
３
回
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
『
 ２
 』
訪
問
活
動
を
行
う
時
間
帯
な
ど
、
一
週
間
の
業
務
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
教
え
て
下
さ
い
 
 
〔
※
直
接
記
入
し
て
下
さ
い
〕
 
 
              
『
 ３
 』
一
回
の
訪
問
で
ど
れ
く
ら
い
の
住
戸
を
訪
問
さ
れ
ま
す
か
 
 
 
 
 
 
○
お
お
よ
そ
（
 
 
 
 
 
）
件
程
度
 
  
『
 ４
 』
訪
問
以
外
の
方
法
で
何
か
見
守
り
を
行
っ
て
い
れ
ば
教
え
て
下
さ
い
 
〔
該
当
す
る
も
の
す
べ
て
に
○
を
お
付
け
下
さ
い
 
複
数
回
答
可
〕
 
 
 
 
１
．
電
話
に
よ
る
安
否
確
認
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４
．
行
事
の
際
、
出
席
や
顔
色
を
確
認
 
 
 
 
２
．
郵
便
ポ
ス
ト
や
新
聞
を
確
認
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
．
住
民
の
方
か
ら
情
報
を
い
た
だ
く
 
 
 
 
３
．
支
援
者
か
ら
情
報
を
い
た
だ
く
 
６
．
水
道
・
ガ
ス
メ
ー
タ
ー
な
ど
に
専
用
の
機
器
を
取
り
付
け
て
行
う
見
守
り
 
 
 
 
７
．
日
常
時
、
高
齢
者
の
行
動
や
服
装
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
 
８
．
そ
の
他
 
※
何
か
あ
れ
ば
お
書
き
下
さ
い
。
具
体
的
な
事
で
も
結
構
で
す
 
 
 
 
 
 
 
   
記
入
例
○
水
曜
日
月
曜
日
火
曜
日
水
曜
日
木
曜
日
金
曜
日
9:
00
12
:0
0
14
:0
0
16
:0
0
曜
日
時
間
相
談
業
務 行
事事
務
作
業
訪
問
12
:0
0～
14
:0
0～
残
業
14
:3
0ま
で16
:0
0～
開
設
曜
日
に
○
 
開
設
曜
日
の
上
欄
に
○
を
つ
け
、
例
に
従
っ
て
表
を
埋
め
て
下
さ
い
。
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
週
に
よ
っ
て
変
わ
る
と
思
い
ま
す
が
、
お
お
よ
そ
こ
の
よ
う
な
予
定
で
動
い
て
い
る
と
い
っ
た
も
の
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。
 
4 
 
問
Ⅴ
．
生
活
相
談
の
業
務
に
つ
い
て
 
 
『
 １
 』
ど
の
よ
う
な
相
談
が
あ
り
ま
す
か
〔
該
当
す
る
も
の
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
 
複
数
回
答
可
〕
 
 
 
 
 
 
１
．
介
護
保
険
に
つ
い
て
の
相
談
 
 
 
 
 
 
６
．
相
談
で
は
無
く
、
世
間
話
 
 
 
 
 
 
２
．
健
康
・
身
体
に
つ
い
て
の
相
談
 
 
 
 
 
７
．
金
銭
の
相
談
 
 
 
 
 
 
３
．
書
類
の
読
み
書
き
に
つ
い
て
 
 
 
 
 
 
８
．
商
品
の
ク
ー
リ
ン
グ
オ
フ
に
つ
い
て
 
 
 
 
 
 
４
．
見
守
り
に
関
し
て
の
相
談
 
 
 
 
 
 
 
９
．
リ
フ
ォ
ー
ム
の
相
談
 
 
 
 
 
 
５
．
家
族
や
同
居
者
の
事
 
 
 
 
 
 
 
 
１
０
．
今
後
の
不
安
に
つ
い
て
 
 
 
 
 
 
１
１
．
日
常
で
困
っ
て
い
る
こ
と
 
 
※
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 １
２
．
そ
の
他
 
  
 
 
 
『
 ２
 』
平
均
し
て
何
人
く
ら
い
の
方
が
生
活
相
談
に
来
ら
れ
ま
す
か
 
〔
該
当
す
る
も
の
１
つ
に
○
を
付
け
下
さ
い
 
※
延
べ
人
数
を
教
え
て
下
さ
い
〕
 
 
 
 
 
 
１
．
１
か
月
に
 
１
～
１
０
人
 
 
 
 
 
 
 
 
４
．
１
か
月
に
３
１
～
４
０
人
 
 
 
 
 
 
２
．
１
か
月
に
１
１
～
２
０
人
 
 
 
 
 
 
 
 
５
．
１
か
月
に
４
１
～
５
０
人
 
 
 
 
 
 
３
．
１
か
月
に
２
１
～
３
０
人
 
 
 
 
 
 
 
 
６
．
１
か
月
に
５
１
以
上
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
具
体
的
な
人
数
 
 
 
 
 
 
 
人
）
  
 
 
 問
Ⅵ
．
行
事
に
関
し
て
詳
し
く
教
え
て
下
さ
い
 
 
※
行
事
の
分
類
に
つ
い
て
：
こ
こ
か
ら
の
質
問
は
、
行
事
に
つ
い
て
以
下
の
図
の
よ
う
に
分
類
し
て
考
え
て
い
ま
す
。
 
        
 
 
 
 
 
 
  
※
集
会
所
内
に
ル
ー
ム
が
存
在
し
て
い
る
場
合
は
、
ル
ー
ム
部
分
と
集
会
所
部
分
に
分
け
て
お
答
え
下
さ
い
 
 
  ※
質
問
『
１
』
で
は
、
あ
ん
し
ん
す
こ
や
か
ル
ー
ム
が
主
催
し
ル
ー
ム
を
利
用
し
て
行
っ
て
い
る
行
事
。
質
問
『
２
』 
は
ル
ー
ム
主
催
で
集
会
所
を
利
用
し
て
行
っ
て
い
る
行
事
。
自
治
会
が
主
催
し
て
い
る
行
事
を
質
問
『
３
』
と
し
 
て
考
え
て
下
さ
い
。
 
行
事
の
 
運
営
主
体
 
行
事
の
 
場
所
 
ル
ー
ム
で
主
催
 
自
治
会
主
催
 
質
問
『
１
』 
質
問
『
２
』 
質
問
『
３
』 
ル
ー
ム
 
集
会
所
 
集
会
所
 
ル
ー
ム
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『
 １
 』
ル
ー
ム
内
で
行
っ
て
い
る
行
事
を
教
え
て
下
さ
い
 
〔
該
当
す
る
も
の
す
べ
て
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
 
複
数
回
答
可
〕
 
 
 
 
 
 
 
１
．
喫
茶
 
 
 
 
 
 
 
６
．
モ
ー
ニ
ン
グ
喫
茶
 
 
 
１
１
．
体
操
教
室
 
 
 
 
 
 
２
．
手
芸
 
 
 
 
 
 
 
７
．
講
習
会
 
 
 
 
 
 
 
１
２
．
脳
ト
レ
（
パ
ズ
ル
）
 
 
 
 
 
 
３
．
映
画
会
 
 
 
 
 
 
８
．
俳
句
 
 
 
 
 
 
 
 
１
３
．
囲
碁
 
 
 
 
 
４
．
将
棋
 
 
 
 
 
 
 
９
．
マ
ー
ジ
ャ
ン
 
 
 
 
 
１
４
．
カ
ラ
オ
ケ
 
５
．
料
理
教
室
 
 
 
 
１
０
．
給
食
会
 
 
 
 
 
 
 
１
５
．
園
芸
サ
ー
ク
ル
 
１
６
．
そ
の
他
 
   
『
 ２
 』
ル
ー
ム
主
催
で
集
会
所
を
利
用
し
て
行
っ
て
い
る
行
事
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
 
 
□
あ
な
た
の
見
守
り
対
象
団
地
に
は
行
事
を
行
え
る
集
会
所
が
 
※
１
か
２
に
○
、
１
に
○
の
場
合
Ａ
～
Ｃ
の
う
ち
１
つ
に
○
 
 
 
１
．
あ
る
 
 
 
 
 Ａ
．
無
料
で
使
用
で
き
る
 
２
．
な
い
 
 
 
 
 Ｂ
．
有
料
で
使
用
で
き
る
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 Ｃ
．
ル
ー
ム
は
集
会
所
を
利
用
で
き
な
い
 
 □
〔
該
当
す
る
も
の
す
べ
て
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
 
複
数
回
答
可
〕
 
 
※
上
記
の
質
問
で
「
２
」、
ま
た
は
「
Ｃ
」
と
回
答
し
た
場
合
、
未
記
入
に
し
て
お
い
て
下
さ
い
 
※
ル
ー
ム
が
主
導
、
ま
た
は
関
わ
っ
て
行
っ
て
い
る
行
事
を
教
え
て
下
さ
い
。
自
治
会
等
が
行
っ
て
い
る
行
事
は
除
き
ま
す
 
 
 
 
 
 
 
１
．
喫
茶
 
 
 
 
 
 
 
６
．
モ
ー
ニ
ン
グ
喫
茶
 
 
 
１
１
．
体
操
教
室
 
 
 
 
 
 
２
．
手
芸
 
 
 
 
 
 
 
７
．
講
習
会
 
 
 
 
 
 
 
１
２
．
脳
ト
レ
（
パ
ズ
ル
）
 
 
 
 
 
 
３
．
映
画
会
 
 
 
 
 
 
８
．
俳
句
 
 
 
 
 
 
 
 
１
３
．
囲
碁
 
 
 
 
 
４
．
将
棋
 
 
 
 
 
 
 
９
．
マ
ー
ジ
ャ
ン
 
 
 
 
 
１
４
．
カ
ラ
オ
ケ
 
５
．
料
理
教
室
 
 
 
 
１
０
．
給
食
会
 
 
 
 
 
 
 
１
５
．
園
芸
サ
ー
ク
ル
 
１
６
．
集
会
所
は
利
用
で
き
る
が
、
行
事
を
行
っ
て
い
な
い
 
１
７
．
そ
の
他
 
   □
ま
た
質
問
『
１
』・
『
２
』
の
中
で
先
月
行
わ
れ
た
行
事
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
〔
表
に
数
字
を
ご
記
入
下
さ
い
〕
 
※
上
記
の
質
問
か
ら
行
事
の
番
号
を
を
選
び
（
そ
の
他
の
場
合
は
活
動
名
を
直
接
記
入
し
て
）
回
答
し
て
く
だ
さ
い
 
       
解
答
例
1
2
3
4
5
6
7
8
番
号
ま
た
は
活
動
名
7
（映
画
会
）
一
か
月
間
の
開
催
数
4（
回
）
１
回
あ
た
り
の
参
加
人
数
（平
均
）
10
（人
）
開
催
場
所
１
．
ル
ー
ム
２
．
集
会
所
１
　
・　
２
１
　
・　
２
１
　
・　
２
１
　
・　
２
１
　
・　
２
１
　
・　
２
１
　
・　
２
１
　
・　
２
１
　
・　
２
※
理
由
 
6 
 
『
 ３
 』
自
治
会
で
は
ど
の
よ
う
な
行
事
を
行
っ
て
い
ま
す
か
 
〔
該
当
す
る
番
号
を
質
問
『
１
』
か
ら
選
ん
で
お
答
え
く
だ
さ
い
 
複
数
回
答
可
〕
 
※
ル
ー
ム
が
主
導
、
ま
た
は
関
わ
っ
て
行
っ
て
い
る
行
事
は
除
い
て
下
さ
い
 
 
 
 
 
 
 
１
．
喫
茶
 
 
 
 
 
 
 
６
．
モ
ー
ニ
ン
グ
喫
茶
 
 
 
１
１
．
体
操
教
室
 
 
 
 
 
 
２
．
手
芸
 
 
 
 
 
 
 
７
．
講
習
会
 
 
 
 
 
 
 
１
２
．
脳
ト
レ
（
パ
ズ
ル
）
 
 
 
 
 
 
３
．
映
画
会
 
 
 
 
 
 
８
．
俳
句
 
 
 
 
 
 
 
 
１
３
．
囲
碁
 
 
 
 
 
４
．
将
棋
 
 
 
 
 
 
 
９
．
マ
ー
ジ
ャ
ン
 
 
 
 
 
１
４
．
カ
ラ
オ
ケ
 
５
．
料
理
教
室
 
 
 
 
１
０
．
給
食
会
 
 
 
 
 
 
 
１
５
．
園
芸
サ
ー
ク
ル
 
１
６
．
自
治
会
で
は
行
事
を
行
っ
て
い
な
い
 
 
１
７
．
そ
の
他
 
   
□
ま
た
、
平
均
し
て
一
ヶ
月
間
の
自
治
会
行
事
数
は
お
お
よ
そ
ど
れ
く
ら
い
で
す
か
 
〔
該
当
す
る
も
の
１
つ
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
〕
※
上
記
で
15
を
回
答
し
た
場
合
、
未
記
入
に
し
て
お
い
て
下
さ
い
 
 
 
 
 
 
１
．
１
か
月
間
に
１
以
下
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
．
１
か
月
間
に
７
ま
た
は
８
回
 
 
 
 
 
 
２
．
１
か
月
間
に
２
ま
た
は
３
回
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６
．
１
か
月
間
に
９
ま
た
は
１
０
回
 
 
 
 
 
 
３
．
１
か
月
間
に
４
ま
た
は
５
回
 
 
 
 
 
 
 
 
 
７
．
１
か
月
間
に
１
１
ま
た
は
１
２
回
 
 
 
 
 
 
４
．
１
か
月
間
に
６
ま
た
は
７
回
 
 
 
 
 
 
 
 
 
８
．
そ
の
他
（
 
 
 
  
）
回
 
 
『
 ４
 』
住
民
か
ら
要
望
が
あ
っ
た
行
事
と
、
要
望
に
よ
り
実
施
し
た
行
事
が
あ
れ
ば
教
え
て
下
さ
い
。
 
〔
自
由
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
〕
 
※
住
民
か
ら
要
望
が
あ
っ
た
行
事
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※
住
民
か
ら
の
要
望
に
よ
り
実
施
し
た
行
事
 
   
 
【
 ３
 】
住
民
や
支
援
者
の
方
々
と
の
ご
関
係
に
つ
い
て
お
尋
ね
し
ま
す
 
 問
Ⅰ
．
見
守
り
対
象
団
地
内
に
お
け
る
ル
ー
ム
の
認
知
度
は
現
在
ど
の
程
度
の
も
の
だ
と
考
え
ら
れ
ま
す
か
 
〔
該
当
す
る
も
の
１
つ
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
 
※
あ
な
た
自
身
の
感
覚
で
お
答
え
く
だ
さ
い
〕
 
 
※
見
守
り
対
象
団
地
の
高
齢
者
の
う
ち
 
 
 
 
 
 
 
１
．
ほ
ぼ
全
員
が
知
っ
て
い
る
 
 
 
 
 
 
４
．
３
割
程
度
の
人
が
知
っ
て
い
る
 
 
 
 
 
 
 
２
．
８
割
程
度
の
人
が
知
っ
て
い
る
 
 
 
 
５
．
１
割
程
度
の
人
が
知
っ
て
い
る
 
 
 
 
 
 
 
３
．
５
割
程
度
の
人
が
知
っ
て
い
る
 
 
 
 
６
．
ほ
と
ん
ど
知
ら
れ
て
い
な
い
 
  
 
問
Ⅱ
を
回
答
 
問
Ⅲ
を
回
答
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問
Ⅱ
．
問
Ⅰ
で
１
．
２
．
３
．
の
い
ず
れ
か
に
回
答
さ
れ
た
方
に
お
聞
き
し
ま
す
。
 
ル
ー
ム
の
存
在
が
住
民
の
方
に
広
く
認
知
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
理
由
は
何
だ
と
思
い
ま
す
か
。
 
 
 
 
 
※
質
問
《
 Ⅰ
 》
で
１
、
２
ま
た
は
３
と
回
答
さ
れ
た
方
の
み
答
え
て
下
さ
い
〔
該
当
す
る
も
の
す
べ
て
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
〕 
 
 
 
１
．
ル
ー
ム
設
置
当
初
か
ら
、
住
民
の
方
々
の
あ
ん
し
ん
す
こ
や
か
ル
ー
ム
に
対
す
る
印
象
が
良
か
っ
た
 
 
 
 
２
．
特
に
理
由
は
分
か
ら
な
い
が
、
徐
々
に
住
民
間
に
広
が
っ
て
い
っ
た
 
 
 
 
３
．
支
援
者
の
方
々
が
協
力
的
で
、
積
極
的
に
ル
ー
ム
の
存
在
を
宣
伝
し
て
く
れ
た
 
４
．
開
設
時
に
、
丁
寧
に
説
明
会
を
行
っ
た
 
５
．
積
極
的
に
訪
問
活
動
を
行
い
、
存
在
を
伝
え
た
 
 
 
 
６
．
支
援
者
連
絡
会
を
作
る
な
ど
、
支
援
者
と
の
関
係
作
り
を
工
夫
し
た
 
 
 
 
７
．
行
事
を
行
う
こ
と
で
、
住
民
の
間
に
広
が
っ
た
 
 
 
 
８
．
そ
の
他
 
  
問
Ⅲ
．
問
Ⅰ
で
４
．
５
．
６
．
の
い
ず
れ
か
に
回
答
さ
れ
た
方
に
お
聞
き
し
ま
す
。
 
ま
だ
ル
ー
ム
の
存
在
が
あ
ま
り
知
ら
れ
て
い
な
い
理
由
は
何
だ
と
思
い
ま
す
か
。
 
※
質
問
《
 Ⅰ
 》
で
５
と
回
答
さ
れ
た
方
の
み
答
え
て
下
さ
い
 
〔
該
当
す
る
も
の
す
べ
て
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
〕
 
〔
該
当
す
る
も
の
す
べ
て
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
〕
 
 
 
 
１
．
ま
だ
ル
ー
ム
が
で
き
て
間
も
な
い
た
め
、
認
知
度
が
低
い
 
 
 
 
２
．
設
置
当
初
か
ら
、
住
民
の
方
々
の
あ
ん
し
ん
す
こ
や
か
ル
ー
ム
に
対
す
る
印
象
が
よ
く
な
か
っ
た
 
 
 
 
３
．
設
置
当
初
か
ら
、
住
民
の
方
々
の
関
心
を
得
ら
れ
な
か
っ
た
 
 
 
 
４
．
自
治
会
な
ど
が
衰
退
し
て
お
り
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
（
行
事
な
ど
）
に
馴
染
み
が
な
い
た
め
 
 
 
 
５
．
自
治
会
な
ど
の
活
動
が
盛
ん
で
、
ル
ー
ム
が
新
た
に
地
域
活
動
を
行
う
事
が
難
し
い
 
 
 
 
６
．
支
援
者
の
方
々
の
協
力
が
得
ら
れ
な
い
た
め
、
住
民
の
方
々
と
信
頼
関
係
を
作
る
の
が
難
し
い
 
 
 
 
７
．
そ
の
他
 
  
□
こ
れ
か
ら
ル
ー
ム
の
存
在
を
よ
り
多
く
の
人
に
知
っ
て
も
ら
う
た
め
に
は
ど
う
し
た
ら
い
い
と
思
い
ま
す
か
 
※
直
接
記
入
し
て
下
さ
い
 
   問
Ⅳ
．
あ
ん
し
ん
す
こ
や
か
ル
ー
ム
の
存
在
や
行
事
な
ど
を
住
民
の
方
に
知
っ
て
も
ら
う
た
め
に
行
っ
た
こ
と
、
現
 
 
 
 
 
 
 
 
 
在
行
っ
て
い
る
こ
と
は
何
で
す
か
。
ま
た
、
そ
の
中
で
効
果
が
あ
っ
た
も
の
は
何
で
す
か
。
 
〔
該
当
す
る
も
の
す
べ
て
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
 効
果
が
あ
っ
た
も
の
に
は
◎
を
つ
け
て
下
さ
い
 
複
数
回
答
可
〕
 
 
 
 
 
 
 
１
．
掲
示
板
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ６
．
ル
ー
ム
開
設
時
の
住
戸
訪
問
 
２
．
チ
ラ
シ
を
配
布
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ７
．
行
事
等
の
集
ま
り
を
利
用
し
て
宣
伝
 
３
．
訪
問
の
際
に
口
頭
で
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ８
．
回
覧
板
 
 
 
 
 
 
 
４
．
支
援
者
の
方
か
ら
口
頭
で
 
 
 
 
 
 
 
 ９
．
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
 
 
 
５
．
ル
ー
ム
開
設
時
の
住
民
説
明
会
 
 
 
 
 
※
効
果
が
あ
っ
た
も
の
に
は
◎
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問
Ⅵ
．
ル
ー
ム
開
設
時
に
住
民
や
自
治
会
等
か
ら
反
対
意
見
が
あ
り
ま
し
た
か
 
〔
該
当
す
る
も
の
１
つ
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
〕
 
１
．
は
い
 
 
 
 
 
 
 
 
２
．
い
い
え
 
３
わ
か
ら
な
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
に
丸
を
つ
け
た
方
 
反
対
の
理
由
は
ど
の
よ
う
な
も
の
で
し
た
か
 
  
    
問
Ⅶ
．
住
民
名
簿
は
ど
の
よ
う
に
し
て
作
成
し
ま
し
た
か
〔
該
当
す
る
も
の
１
つ
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
〕
 
 
 
 
 
１
．
行
政
か
ら
の
情
報
を
元
に
作
成
 
 
 
４
．
自
ら
作
成
 
 
 
 
２
．
民
生
委
員
か
ら
の
情
報
を
元
に
作
成
 
５
．
ル
ー
ム
開
設
以
前
か
ら
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
が
保
有
 
３
．
自
治
会
か
ら
の
情
報
を
元
に
作
成
 
 
６
．
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
問
Ⅷ
．
ど
の
よ
う
な
方
が
地
域
活
動
を
行
っ
て
い
ま
す
か
。
ま
た
支
援
者
の
方
は
ど
れ
く
ら
い
ル
ー
ム
を
利
用
さ
れ
 
ま
す
か
。
見
守
り
推
進
員
の
あ
な
た
と
支
援
者
の
方
と
の
協
力
関
係
に
つ
い
て
も
教
え
て
下
さ
い
。
 
〔
表
に
直
接
記
入
し
て
下
さ
い
〕
 
                     
活
動
実
態
活
動
内
容
住
民
情
報
の
共
有
協
力
者
と
の
協
力
関
係
の
緊
密
さ
あ
ん
し
ん
す
こ
や
か
ル
ー
ム
へ
の
来
訪
ル
ー
ム
に
来
訪
す
る
回
数
（
１
カ
月
間
）
来
訪
の
目
的
民
生
委
員
あ
る
・
な
い
あ
る
・
な
い
来
る
・
来
な
い
友
愛
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
あ
る
・
な
い
あ
る
・
な
い
来
る
・
来
な
い
自
治
会
あ
る
・
な
い
あ
る
・
な
い
来
る
・
来
な
い
住
民
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
あ
る
・
な
い
あ
る
・
な
い
来
る
・
来
な
い
そ
の
他
：
例
（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
）
２
・
３
あ
る
・
な
い
来
る
・
来
な
い
（
一
ヶ
月
に
）
２
回
行
事
の
打
ち
合
わ
せ
・
情
報
交
換
あ
る
・
な
い
来
る
・
来
な
い
あ
る
・
な
い
来
る
・
来
な
い
あ
る
・
な
い
来
る
・
来
な
い
質
問
協
力
者
1
5
4
3
2
1
5
4
3
2
1
5
4
3
2
1
5
4
3
2
1
5
4
3
2
1
5
4
3
2
1
5
4
3
2
1
5
4
3
2
１
．
 高
齢
者
の
見
守
り
活
動
 
２
．
 行
事
の
運
営
ま
た
は
参
加
 
３
．
 清
掃
等
の
地
域
活
動
 
４
．
そ
の
他
 
１
．
大
変
緊
密
 
 
 
 
 
 
２
．
ま
あ
ま
あ
緊
密
 
３
．
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い
 
４
．
あ
ま
り
緊
密
で
な
い
 
５
．
全
く
緊
密
で
無
い
 
来
る
に
○
を
つ
け
た
場
合
 
2 5 3
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 【
 ４
 】
あ
ん
し
ん
す
こ
や
か
ル
ー
ム
の
使
い
方
、
設
備
・
間
取
り
な
ど
に
関
し
て
お
尋
ね
し
ま
す
 
 
問
Ⅰ
．
ル
ー
ム
の
設
備
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
 
 
『
 １
 』
ル
ー
ム
に
あ
る
机
の
数
、
椅
子
の
数
、
そ
の
用
途
を
教
え
て
下
さ
い
 
      
  『
 ２
 』
ル
ー
ム
に
あ
る
設
備
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
〔
該
当
す
る
も
の
す
べ
て
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
〕
 
 
 
 
キ
ッ
チ
ン
 
 
 
 
 
ガ
ス
コ
ン
ロ
 
 
 
 
給
湯
ポ
ッ
ト
 
 
 
電
子
レ
ン
ジ
 
 
 
 
冷
蔵
庫
 
洗
濯
機
 
 
 
 
 
 
固
定
電
話
 
 
 
 
 
ソ
フ
ァ
 
 
 
 
 
エ
ア
コ
ン
 
 
 
 
暖
房
器
具
（
エ
ア
コ
ン
以
外
）
 
扇
風
機
 
 
 
 
 
 
空
気
清
浄
機
 
 
 
 
温
度
計
 
 
 
 
 
血
圧
計
 
 
 
 
 
 
体
温
計
 
 
 
 
 
体
脂
肪
計
 
 
 
 
 
AE
D
(自
動
体
外
式
除
細
動
器
) 
 
 
 
 
パ
ソ
コ
ン
 
 
 
 
 
プ
リ
ン
タ
ー
 
 
 
テ
レ
ビ
 
 
 
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
タ
ー
 
 
ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド
 
 
Ｄ
Ｖ
Ｄ
プ
レ
イ
ヤ
ー
 
 
カ
ラ
オ
ケ
セ
ッ
ト
 
カ
セ
ッ
ト
デ
ッ
キ
 
 
 
ト
イ
レ
 
 
 
 
 
手
す
り
 
 
 
 
 
 
車
椅
子
 
 
 
 
 
 
 
自
転
車
 
 
 
将
棋
・
麻
雀
等
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
道
具
 
 
 
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
  
『
 ３
 』
現
在
ル
ー
ム
に
は
無
い
が
、
あ
れ
ば
い
い
な
と
思
わ
れ
る
物
は
何
で
す
か
。
 
〔
理
由
と
共
に
表
に
記
入
し
て
下
さ
い
〕
 
 
あ
れ
ば
い
い
な
と
思
わ
れ
る
も
の
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
理
 
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
机
例
椅
子
数
２
脚
脚
脚
脚
脚
数
脚
脚
脚
用
途
1
用
途
用
途
選
択
肢
 
１
．
行
事
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
用
 
 
 
２
．
相
談
業
務
用
 
３
．
事
務
作
業
用
 
 
 
４
．
行
事
・
リ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
用
予
備
 
５
．
そ
の
他
 
※
１
つ
の
机
を
行
事
・
相
談
業
務
に
併
用
す
る
よ
う
な
場
合
、
用
途
欄
に
１
・
２
と
お
書
き
下
さ
い
。
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 問
Ⅱ
．
あ
な
た
の
ル
ー
ム
は
開
設
時
、
も
し
く
は
そ
れ
以
外
の
時
期
に
改
装
を
お
こ
な
い
ま
し
た
か
。
 
 
 １
．
間
取
り
や
内
装
の
変
更
等
、
部
屋
全
体
の
改
装
を
行
っ
た
 
 
２
．
必
要
だ
と
思
わ
れ
る
場
所
に
つ
い
て
、
部
分
改
装
を
行
っ
た
 
 
３
．
改
装
は
行
っ
て
い
な
い
 
 
４
．
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
□
あ
な
た
の
ル
ー
ム
の
評
価
を
お
聞
か
せ
下
さ
い
 
現
在
の
ル
ー
ム
に
は
 
１
．
満
足
し
て
い
る
 
 
 
 
 
２
．
満
足
し
て
い
な
い
 
 
 
 
３
．
ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い
 
 
 
問
Ⅲ
．
私
た
ち
は
ル
ー
ム
を
以
下
の
よ
う
な
タ
イ
プ
に
分
類
し
ま
し
た
 
               ※
こ
の
表
は
ル
ー
ム
の
業
務
内
容
等
に
関
す
る
評
価
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
ル
ー
ム
の
種
類
、
タ
イ
プ
ご
と
の
特
徴
・
性
質
を
わ
か
っ
て
い
た
だ
く
と
い
う
目
的
で
作
成
し
ま
し
た
。
 
 
□
あ
な
た
の
見
守
り
対
象
団
地
は
、
ど
の
タ
イ
プ
の
ル
ー
ム
が
向
い
て
い
る
と
思
わ
れ
ま
す
か
。
 
〔
該
当
す
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
○
を
書
い
て
下
さ
い
〕
※
表
を
参
考
に
し
な
が
ら
お
答
え
下
さ
い
。
１
，
２
は
階
数
も
書
い
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 □
ま
た
、
そ
れ
を
選
択
し
た
理
由
は
何
で
す
か
 
 
※
直
接
記
入
し
て
下
さ
い
 
 
 
 
※
部
分
改
装
の
場
所
・
内
容
 
※
そ
の
理
由
を
教
え
て
下
さ
い
 
１
．
住
戸
型
（
 
 
）
階
 
２
．
集
会
所
型
 
３
．
幼
稚
園
型
 
５
．
プ
レ
ハ
ブ
型
 
６
．
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
型
 
４
．
民
間
ビ
ル
型
（
 
 
）
階
 
７
．
公
民
館
型
 
設
置
場
所
ル
ー
ム
の
広
さ
設
備
住
民
と
の
距
離
感
そ
の
他
の
特
徴
設
置
数
住
戸
型
団
地
の
住
戸
一
定
の
広
さ
…
元
の
住
戸
の
大
き
さ
に
よ
る
。
ル
ー
ム
ご
と
に
異
な
る
キ
ッ
チ
ン
、
ト
イ
レ
…
設
置
行
事
ス
ペ
ー
ス
…
設
置
（狭
い
場
合
も
）
専
用
の
相
談
室
…
部
屋
数
が
多
い
住
戸
の
み
近
い
…
住
戸
内
に
あ
る
の
た
め
少
し
遠
い
…
他
棟
の
住
民
に
は
遠
い
改
装
…
広
い
間
取
り
に
変
更
可
能
階
数
…
エ
レ
ベ
ー
タ
が
な
い
と
、
２
階
以
上
の
ル
ー
ム
に
行
き
に
くい
14
ヶ
所
集
会
所
型
集
会
所
の
倉
庫
・
一
角
広
い
…
集
会
所
の
一
室
を
利
用
少
し
小
さ
い
…
倉
庫
等
を
改
修
し
て
設
置
集
会
所
…
隣
接
し
、
行
事
を
行
い
や
す
い
ト
イ
レ
…
集
会
所
の
トイ
レ
を
利
用
キ
ッ
チ
ン
…
未
設
置
（改
修
が
必
要
）
近
い
…
団
地
内
に
集
会
所
騒
音
…
行
事
の
騒
音
が
気
に
な
ら
な
い
少
し
遠
い
…
団
地
か
ら
離
れ
た
集
会
所
使
い
分
け
…
相
談
業
務
を
ル
ー
ム
で
、
行
事
を
隣
接
の
集
会
所
で
と
い
っ
た
よ
う
に
使
い
分
け
で
き
る
7ヶ
所
幼
稚
園
型
　
幼
稚
園
と
し
て
使
用
さ
れ
て
い
た
建
物
内
広
い
…
以
前
は
幼
稚
園
で
あ
り
、
教
室
を
使
用
で
き
る
た
め
行
事
ス
ペ
ー
ス
…
教
室
を
利
用
し
て
い
る
の
で
ル
ー
ム
内
で
多
人
数
の
行
事
を
行
え
る
相
談
ス
ペ
ー
ス
…
相
談
用
の
ス
ペ
ー
ス
が
な
い
騒
音
…
行
事
の
騒
音
が
気
に
な
ら
な
い
少
し
遠
い
心
理
的
距
離
…
普
段
利
用
し
な
い
幼
稚
園
の
中
に
設
置
さ
れ
て
い
る
た
め
、
住
民
が
入
り
づ
ら
い
2ヶ
所
プ
レ
ハ
ブ
型
団
地
の
敷
地
内
に
プ
レ
ハ
ブ
を
建
設
小
さ
い
…
見
守
り
対
象
団
地
の
敷
地
の
一
角
に
設
置
す
る
た
め
間
取
り
…
ワ
ン
ル
ー
ム
キ
ッ
チ
ン
・ト
イ
レ
…
未
設
置
。
設
置
が
難
し
い
設
備
…
狭
い
た
め
中
立
性
…
ど
の
棟
に
も
属
さ
ず
、
中
立
的
少
し
遠
い
…
団
地
の
敷
地
内
に
ル
ー
ム
を
設
置
設
地
場
所
…
団
地
の
出
入
り
口
等
に
設
置
す
る
た
め
、
住
民
の
目
に
留
ま
り
や
す
い
。
2ヶ
所
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
型
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
の
一
角
小
さ
い
…
ル
ー
ム
専
用
の
部
屋
が
な
く、
一
角
に
設
置
キ
ッ
チ
ン
・ト
イ
レ
…
未
設
置
。
セ
ン
タ
ー
の
トイ
レ
を
利
用
近
い
…
見
守
り
対
象
団
地
の
一
階
に
設
置
さ
れ
て
お
り
、
住
棟
と
つ
な
が
っ
て
い
る
心
理
的
距
離
…
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
の
中
に
設
置
さ
れ
て
い
る
た
め
、
住
民
が
入
り
づ
ら
い
1ヶ
所
民
間
ビ
ル
型
民
間
の
賃
貸
ビ
ル
の
一
室
小
さ
い
…
大
き
い
部
屋
を
借
り
る
と
お
金
が
か
か
る
た
め
間
取
り
…
ワ
ン
ル
ー
ム
キ
ッ
チ
ン
・ト
イ
レ
…
未
設
置
。
建
物
の
共
用
の
も
の
を
使
用
中
立
性
…
ど
の
棟
に
も
属
さ
ず
、
中
立
的
騒
音
…
行
事
の
騒
音
が
気
に
な
ら
な
い
遠
い
…
団
地
か
ら
離
れ
て
い
る
業
務
内
容
…
行
事
ス
ペ
ー
ス
が
な
い
た
め
、
訪
問
活
動
に
重
点
を
お
い
て
い
る
1ヶ
所
公
民
館
型
公
民
館
の
一
室
広
い
…
公
民
館
の
一
室
を
利
用
多
目
室
…
ル
ー
ム
に
隣
接
し
、
行
事
を
行
え
る
ト
イ
レ
…
公
民
館
に
常
設
の
も
の
キ
ッ
チ
ン
…
未
設
置
（改
修
が
必
要
）
中
立
性
…
ど
の
棟
に
も
属
さ
ず
、
中
立
的
騒
音
…
行
事
の
騒
音
が
気
に
な
ら
な
い
少
し
遠
い
多
目
的
室
…
多
目
的
室
に
隣
接
し
て
お
り
、
集
会
所
型
と
同
じ
よ
う
な
使
い
方
が
で
き
る
1ヶ
所
特
徴
2 5 4
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 問
Ⅳ
．
ル
ー
ム
を
訪
問
す
る
際
、
高
齢
者
の
方
に
か
か
る
負
担
は
ど
う
で
す
か
。
あ
な
た
の
ル
ー
ム
の
立
地
に
つ
い
て
 
評
価
を
教
え
て
下
さ
い
。〔
該
当
す
る
方
に
○
を
付
け
、
理
由
を
教
え
て
下
さ
い
〕
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※
理
由
を
教
え
て
下
さ
い
 
１
．
立
地
に
満
足
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※
理
由
を
教
え
て
下
さ
い
 
２
．
立
地
に
満
足
し
て
い
な
い
 
   
□
愛
の
園
・
あ
じ
さ
い
・
み
ど
り
の
郷
・
ハ
ー
モ
ニ
ー
・
脇
の
浜
・
さ
く
ら
・
き
た
ま
い
こ
・
高
丸
ル
ー
ム
の
方
は
お
答
え
下
さ
い
。
見
守
り
対
象
団
地
が
複
数
棟
に
ま
た
が
っ
て
い
る
場
合
、
ル
ー
ム
を
設
置
す
る
の
に
適
切
だ
と
思
わ
れ
る
立
地
を
教
え
て
下
さ
い
。
[該
当
す
る
も
の
１
つ
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
] 
        
１
．
中
央
付
近
の
住
棟
・
道
路
側
に
ル
ー
ム
を
設
置
す
る
 
４
．
中
央
付
近
の
住
棟
・
中
庭
側
に
ル
ー
ム
を
設
置
す
る
 
 
 
 
 
 
２
．
端
の
住
棟
・
道
路
側
に
ル
ー
ム
を
設
置
す
る
 
 
 
 
５
．
端
の
住
棟
・
中
庭
側
に
ル
ー
ム
を
設
置
す
る
 
 
 
 
３
．
団
地
に
設
置
さ
れ
た
集
会
所
に
ル
ー
ム
を
設
置
す
る
 
６
．
敷
地
内
に
プ
レ
ハ
ブ
を
設
置
し
、
ル
ー
ム
と
す
る
 
 
７
．
そ
の
他
、
幼
稚
園
等
の
周
辺
施
設
を
利
用
し
て
設
置
す
る
 
※
そ
れ
を
選
ん
だ
理
由
を
教
え
て
下
さ
い
 
    問
Ⅴ
．
私
た
ち
が
調
査
を
行
っ
た
結
果
、
下
記
の
条
件
が
揃
っ
た
ル
ー
ム
が
理
想
だ
と
思
わ
れ
ま
す
、
あ
な
た
の
団
地
に
こ
の
ル
ー
ム
が
適
応
す
る
と
思
わ
れ
ま
す
か
。
率
直
な
感
想
を
ご
記
入
願
い
ま
す
。
 
 
・
１
階
の
住
戸
 
・
団
地
の
中
心
部
 
・
道
路
沿
い
 
・
事
務
用
、
相
談
用
、
行
事
用
の
独
立
し
た
部
屋
が
確
保
 
     
※
参
考
 
１
号
棟
 ２
号
棟
 
３
号
棟
 
４
号
棟
 
５
号
棟
 ６
号
棟
 
７
号
棟
 
８
号
棟
 
中
央
付
近
の
住
棟
 
端
の
住
棟
 
道
路
 
道
路
 
中
庭
 
こ
の
設
問
に
は
見
守
り
対
象
団
地
が
複
数
の
住
棟
に
わ
た
っ
て
い
る
 
愛
の
園
・
あ
じ
さ
い
・
み
ど
り
の
卿
・
ハ
ー
モ
ニ
ー
・
脇
の
浜
・
さ
く
ら
・
き
た
ま
い
こ
・
高
丸
ル
ー
ム
の
方
が
答
え
て
く
だ
さ
い
。
そ
れ
以
外
の
ル
ー
ム
の
方
も
よ
ろ
し
け
れ
ば
お
答
え
く
だ
さ
い
。
 
参
考
に
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。
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 【
 ５
 】
ご
自
身
の
事
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
 
  
問
Ⅰ
．
あ
な
た
の
年
齢
を
教
え
て
下
さ
い
〔
該
当
す
る
も
の
１
つ
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
〕
平
成
２
２
年
１
２
月
１
日
時
点
 
１
．
19
歳
以
下
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４
．
40
～
49
歳
 
２
．
20
～
29
歳
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
．
50
～
59
歳
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３
．
30
～
39
歳
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６
．
60
歳
～
 
  
問
Ⅱ
．
性
別
を
教
え
て
下
さ
い
〔
該
当
す
る
も
の
１
つ
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
〕
 
１
．
男
性
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
．
女
性
 
 
問
Ⅲ
．
ル
ー
ム
で
の
勤
務
年
数
は
何
年
く
ら
い
で
す
か
〔
直
接
記
入
し
て
下
さ
い
〕
 
平
成
２
２
年
１
２
月
１
日
時
点
 
 
 
 
 
 
 
 
  
□
ま
た
、
ル
ー
ム
開
設
以
前
か
ら
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
で
働
い
て
お
ら
れ
ま
し
た
か
 
 
 
１
．
働
い
て
い
た
 
 
 
 
 
 
１
．
ル
ー
ム
開
設
前
か
ら
、
現
在
の
見
守
り
対
象
団
地
を
担
当
し
て
い
た
 
 
 
２
．
働
い
て
い
な
い
 
 
 
 
 
２
．
担
当
し
て
い
な
か
っ
た
 
 
問
Ⅳ
．
あ
な
た
が
保
有
し
て
い
る
資
格
を
教
え
て
下
さ
い
。
 
〔
該
当
す
る
も
の
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
 
複
数
回
答
可
〕
 
１
．
社
会
福
祉
士
 
 
 
 
 
 
 
２
．
精
神
保
健
福
祉
士
 
 
 
 
 
 
 
３
．
介
護
福
祉
士
 
４
．
保
健
師
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
．
看
護
師
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６
．
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
２
級
 
 
 
６
．
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
１
級
 
 
 
７
．
介
護
支
援
専
門
員
 
 
８
．
そ
の
他
 
 
 
  問
Ⅴ
．
見
守
り
推
進
員
に
な
る
以
前
は
、
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
さ
れ
て
い
ま
し
た
か
 
〔
該
当
す
る
も
の
１
つ
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
〕
 
 
 
 
１
．
会
社
員
（
※
業
種
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
５
．
公
務
員
 
 
 
 
 
 
（
※
業
種
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
 
 
 
 
２
．
自
営
業
（
※
業
種
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
６
．
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
（
※
業
種
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
３
．
そ
の
他
（
※
業
種
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
７
．
専
業
主
婦
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４
．
学
生
 
（
※
専
攻
 
 
 
 
 
 
 
  
  
 ）
  
※
業
種
は
接
客
業
・
福
祉
関
係
・
営
業
と
い
っ
た
よ
う
に
ご
記
入
下
さ
い
 
 問
Ⅵ
．
仕
事
に
お
い
て
あ
な
た
が
大
変
だ
と
感
じ
る
事
や
、
悩
み
が
あ
れ
ば
記
入
し
て
下
さ
い
 
       
（
 
 
 
 
 
）
年
（
 
 
 
 
 
）
カ
月
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 【
 ６
 】
最
後
に
 
 問
Ⅰ
．
高
齢
化
率
の
上
昇
等
の
問
題
を
抱
え
た
公
営
住
宅
に
求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
は
何
だ
と
思
い
ま
す
か
 
 
※
直
接
記
入
し
て
下
さ
い
 
                  問
Ⅱ
．
皆
様
ご
存
じ
の
通
り
、
あ
ん
し
ん
す
こ
や
か
ル
ー
ム
の
実
施
は
、
全
国
に
先
駆
け
て
神
戸
市
だ
け
が
行
っ
て
い
る
政
策
で
す
。
ま
た
、
高
齢
化
社
会
が
進
展
し
て
い
く
ほ
ど
、
あ
ん
し
ん
す
こ
や
か
ル
ー
ム
の
よ
う
な
役
割
を
果
た
す
社
会
シ
ス
テ
ム
の
 
存
在
は
よ
り
重
要
な
も
の
に
な
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
 
今
後
あ
ん
し
ん
す
こ
や
か
ル
ー
ム
は
ど
の
よ
う
に
な
っ
て
い
く
べ
き
だ
と
思
わ
れ
ま
す
か
。（
ル
ー
ム
に
関
し
て
の
ご
提
案
、
ご
要
望
、
ル
ー
ム
の
活
動
に
つ
い
て
な
ど
、
ど
ん
な
こ
と
で
も
結
構
で
す
。）
あ
な
た
の
考
え
を
お
聞
か
せ
下
さ
い
。
 
 
 
※
直
接
記
入
し
て
下
さ
い
 
       
       
14
 
 
              
◇
お
つ
か
れ
さ
ま
で
し
た
。
ア
ン
ケ
ー
ト
は
以
上
で
終
了
で
す
。
 
皆
さ
ま
の
貴
重
な
お
時
間
、
お
手
間
を
頂
き
、
本
当
に
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
 
な
お
、
ご
記
入
い
た
だ
い
た
ア
ン
ケ
ー
ト
の
結
果
は
、
研
究
の
目
的
に
お
い
て
の
み
使
用
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。
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大阪市営住宅「コミュニティビジネス等導入プロポーザル」に関する調査へのご協力のお願い 
大阪市立大学大学院 生活科学研究科 
実施責任者 藤田 忍 2011 年 11 月 
 
時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 
当研究室では、公営住宅の空き住戸を活用して、地域やコミュニティの活性化を目指す事例について、調査・
研究を進めております。しかし、公営住宅の空き住戸を、一般の入居以外で使用するに至るまでのハードルは
高く、使用事例はまだまだ多くはありません。そこで、「大阪市営住宅コミュニティビジネス導入プロポーザ
ル」を運営されているスタッフの皆様に、アンケート調査をお願いしたいと考えております。皆様の貴重なご
意見が、今後、公営住宅の空き住戸の有効な活用、地域まちづくりのための貴重な資料となるのではないかと
思われます。なおアンケート調査に協力して頂けるか、否かは皆様の自由意志です。 
以上の内容をご理解のうえ、どうぞ皆様のご協力をお願い致します。 
 
＜調査票の扱い＞ 
この調査にご記入頂いた内容は、関係学会及び学会誌等へ発表する場合があります。回答は統計的に処理し
ますので、アンケートにご回答頂いた方を特定したり、我々が営業活動を行う事は絶対にございません。その
他、ご迷惑をおかけする事は一切ございません。 
 
＜調査票の回収＞ 
同封の返信用封筒にアンケート用紙を入れ、１２月１０日(土)までに投函して頂きますよう、 
お願い申し上げます。 
 
＜調査票への問い合わせ＞ 
本調査についてご不明な点、お問い合わせなどございましたら、下記までご連絡下さい。 
〒558-8585 大阪市住吉区杉本３－３－１３８  大阪市立大学大学院 生活科学研究科  
実施責任者 藤田忍  実施担当者 山田信博 
【電話・FAX】 ０６－６６０５－２８３０(研究室直通) 
【山田携帯】 研究室不在の場合が多いです、携帯電話にお掛け下さい 
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 1 
 「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス
等
導
入
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
」
に
つ
い
て
の
ス
タ
ッ
フ
ア
ン
ケ
ー
ト
 
     ●
●
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※
●
●
は
拠
点
名
を
記
入
予
定
 
１
 
あ
な
た
が
●
●
で
ス
タ
ッ
フ
と
し
て
活
動
す
る
頻
度
は
ど
れ
く
ら
い
で
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
     ２
 
あ
な
た
は
「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス
等
導
入
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
」
に
つ
い
て
知
っ
て
い
ま
し
た
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
     ３
 
市
営
住
宅
内
で
●
●
を
運
営
す
る
良
さ
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
。（
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
         ４
 
市
営
住
宅
内
で
●
●
を
運
営
す
る
問
題
点
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
。（
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
） 
      
「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス
等
導
入
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
」
と
は
、
市
営
住
宅
の
1
階
空
き
住
戸
を
活
用
し
、
高
齢
者
の
生
活
支
援
等
や
子
育
て
サ
ー
ビ
ス
等
の
提
供
な
ど
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス
等
の
活
動
拠
点
と
し
て
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
の
団
体
に
提
供
す
る
も
の
で
、
平
成
20
年
度
か
ら
実
施
し
て
お
り
、
こ
れ
ま
で
10
団
地
で
10
団
体
が
活
動
し
て
い
ま
す
。
 
a.
知
っ
て
い
た（
い
つ
ど
の
よ
う
に
知
り
ま
し
た
か
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
b.
聞
い
た
こ
と
は
あ
っ
た（
い
つ
ど
の
よ
う
に
知
り
ま
し
た
か
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
c.知
ら
な
か
っ
た
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
a.
友
人
宅
へ
遊
び
に
行
く
よ
う
な
感
覚
が
良
い
 
 
 
 
 
b.
ア
ッ
ト
ホ
ー
ム
で
良
い
 
c.通
い
や
す
い
位
置
に
あ
る
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
畳
の
空
間
が
落
ち
着
く
 
e.
部
屋
が
広
す
ぎ
ず
丁
度
良
い
大
き
さ
の
空
間
 
 
 
 
 
f.外
か
ら
丸
見
え
で
な
い
空
間
が
落
ち
着
く
 
g.
静
か
な
環
境
が
良
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
h.
地
域
に
馴
染
ん
だ
環
境
 
i.家
賃
が
安
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 j
.利
用
者
が
気
軽
に
訪
問
で
き
る
 
k.
部
屋
ご
と
に
用
途
を
分
け
て
使
う
こ
と
が
で
き
る
 
 
 
l.自
治
会
の
清
掃
活
動
等
で
地
域
と
つ
な
が
り
を
も
て
る
 
m
.そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
a.
建
物
が
古
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
住
戸
内
の
設
備
が
古
い
 
c.部
屋
が
狭
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
さ
れ
て
い
な
い
 
e.
通
い
に
く
い
位
置
に
あ
る
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
f.オ
ー
プ
ン
な
空
間
で
な
い
た
め
利
用
者
が
入
り
に
く
い
 
g.
団
地
の
ど
こ
に
あ
る
か
分
か
り
に
く
い
 
 
 
 
 
 
 
h.
利
用
者
が
団
地
内
に
入
り
に
く
い
 
i.自
治
会
の
清
掃
活
動
等
へ
の
参
加
 
 
 
 
 
 
 
 
 
j.音
問
題
等
で
近
隣
に
気
を
使
う
 
k.
団
地
住
民
の
高
齢
化
の
進
行
 
l.そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
a.
ほ
と
ん
ど
毎
日
（
開
い
て
い
る
日
は
毎
日
）
 
 
 
 
 
b.
週
に
３
，
４
回
 
c.週
に
１
，
２
回
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
月
に
１
，
２
回
 
e.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 2 
 ５
 
●
●
の
運
営
に
つ
い
て
、
利
用
者
・
市
営
住
宅
住
民
・
地
域
住
民
か
ら
要
望
等
は
あ
り
ま
し
た
か
。（
あ
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
      ６
 
●
●
を
運
営
す
る
ス
タ
ッ
フ
と
し
て
、
市
営
住
宅
団
地
な
ど
の
地
域
行
事
に
参
加
し
た
こ
と
は
あ
り
ま
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
      ７
 
市
営
住
宅
内
で
●
●
を
運
営
す
る
前
と
現
在
で
は
、
何
か
変
化
は
あ
り
ま
し
た
か
。（
あ
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
        ８
 
●
●
が
市
営
住
宅
内
に
で
き
た
こ
と
で
、
団
地
内
の
交
流
や
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
性
化
等
に
役
立
っ
て
い
る
と
感
じ
る
よ
う
な
で
き
ご
と
は
あ
り
ま
し
た
か
。
ご
自
由
に
ご
記
入
下
さ
い
。
 
      ９
 
こ
の
市
営
住
宅
内
に
●
●
が
で
き
て
良
か
っ
た
で
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
    
a.
良
か
っ
た
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
b.
ど
ち
ら
で
も
な
い
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
c.他
の
所
に
合
っ
た
方
が
良
か
っ
た
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
 
→
例
え
ば
ど
こ
に
あ
れ
ば
良
か
っ
た
で
す
か
。（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
a.
利
用
者
が
増
え
た
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
利
用
者
が
減
っ
た
 
c.家
賃
が
安
く
な
っ
た
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
活
動
内
容
の
幅
が
広
が
っ
た
 
e.
活
動
内
容
に
制
限
が
で
き
た
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
f.地
域
と
交
流
を
持
ち
や
す
く
な
っ
た
 
g.
利
用
対
象
世
代
以
外
の
人
と
も
つ
な
が
り
で
き
た
 
 
 
h.
特
に
変
化
は
な
い
 
i.市
営
住
宅
使
用
前
は
ス
タ
ッ
フ
と
し
て
活
動
し
て
い
な
か
っ
た
 
j.そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
  a.
利
用
者
か
ら
要
望
等
が
あ
っ
た
（
そ
の
内
容
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
b.
市
営
住
宅
住
民
か
ら
要
望
等
が
あ
っ
た
（
そ
の
内
容
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
 
c.地
域
住
民
か
ら
要
望
等
が
あ
っ
た
（
そ
の
内
容
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
d.
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
a.
定
期
的
に
参
加
し
て
い
る（
そ
の
内
容
と
頻
度
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
b.
参
加
し
た
こ
と
が
あ
る（
そ
の
内
容
と
参
加
回
数
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
 
c.参
加
し
た
こ
と
は
な
い
が
今
後
は
参
加
し
た
い
 
 
 
 
 
d.
参
加
し
た
こ
と
は
な
く
今
後
の
参
加
も
難
し
い
 
e.
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
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 3 
 １
０
 
あ
な
た
は
今
後
も
市
営
住
宅
内
で
●
●
の
活
動
を
続
け
た
い
と
思
い
ま
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
    １
１
 
今
後
、
市
営
住
宅
内
で
活
動
を
続
け
て
い
く
に
当
た
り
、
よ
り
良
い
活
動
や
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
行
う
た
め
に
、
改
善
す
べ
き
事
項
や
、
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
は
あ
り
ま
す
か
。（
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
       １
１
 
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
活
性
化
や
、
利
用
対
象
世
代
以
外
の
人
と
交
流
を
図
る
た
め
に
、
今
後
ど
の
よ
う
な
こ
と
に
取
り
組
ん
で
い
け
ば
良
い
と
考
え
ま
す
か
。（
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
     １
２
 
「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス
等
導
入
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
」
に
つ
い
て
の
ご
意
見
・
ご
感
想
や
、
今
後
、
他
の
地
域
で
も
市
営
住
宅
を
活
用
し
た
活
動
を
増
や
す
に
は
、ど
う
す
れ
ば
良
い
か
・
必
要
と
感
じ
る
こ
と
等
、何
で
も
ご
自
由
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
。
 
                
a.
住
戸
内
の
改
装
（
間
取
り
の
変
更
な
ど
）
 
 
 
 
 
 
b.
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
 
c.住
戸
内
の
設
備
を
新
し
く
す
る
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
活
動
日
や
活
動
時
間
を
増
や
す
 
e.
ス
タ
ッ
フ
の
増
員
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
f.活
動
の
宣
伝
 
g.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
a.
続
け
て
い
き
た
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
続
け
た
く
な
い
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
c.分
か
ら
な
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
a.
自
治
会
活
動
な
ど
地
域
行
事
へ
の
参
加
 
 
 
 
 
 
 
b.
活
動
内
容
の
宣
伝
、
周
知
 
c.多
世
代
が
参
加
で
き
る
よ
う
な
行
事
・
イ
ベ
ン
ト
の
開
催
 
d.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 4 
 最
後
に
あ
な
た
自
身
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 １
 
ご
年
齢
を
教
え
て
下
さ
い
。
 
      ２
 
性
別
を
教
え
て
下
さ
い
。
 
   ３
 
家
族
構
成
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
。
 
       ４
 
現
在
の
お
住
ま
い
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
。
 
    ア
ン
ケ
ー
ト
は
以
上
で
す
。
ご
協
力
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a.
１
９
才
以
下
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
２
０
～
２
９
才
 
c.３
０
～
３
９
才
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
４
０
～
４
９
才
 
e.
５
０
～
５
９
才
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
f.６
０
～
６
９
才
 
g.
７
０
～
７
９
才
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
h.
８
０
才
以
上
 
a.
男
性
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
女
性
 
a.
ひ
と
り
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
自
分
と
夫
（
妻
）
 
c.自
分
と
こ
ど
も
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
自
分
と
夫
（
妻
）
と
こ
ど
も
 
e.
自
分
と
親
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
f.自
分
と
夫
（
妻
）
と
親
 
g.
自
分
と
夫
（
妻
）
と
こ
ど
も
と
親
 
 
 
 
 
 
 
 
 
h.
自
分
と
こ
ど
も
と
親
 
i.そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
a.
●
●
団
地
内
（
 
 
 
号
棟
 
 
 
階
）
 
 
 
 
 
 
b.
団
地
外
（
 
 
 
 
 
 
 
町
）
 
2 5 9
 
「大阪市営住宅を活用した地域の活動」（コミュニティビジネス）に関する調査へのご協力のお願い 
大阪市立大学大学院 生活科学研究科 
実施責任者 藤田 忍 2011 年 11 月 
 
時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 
当研究室では、公営住宅の空き住戸を活用して、地域やコミュニティの活性化を目指す事例について、調査・
研究を進めております。しかし、公営住宅の空き住戸を、一般の入居以外で使用するに至るまでのハードルは
高く、使用事例はまだまだ多くはありません。そこで、「大阪市営住宅を活用した地域の活動の場」を利用さ
れている皆様に、アンケート調査をお願いしたいと考えております。皆様の貴重なご意見が、今後、公営住宅
の空き住戸の有効な活用、地域まちづくりのための貴重な資料となるのではないかと思われます。なおアンケ
ート調査に協力して頂けるか、否かは皆様の自由意志です。 
以上の内容をご理解のうえ、どうぞ皆様のご協力をお願い致します。 
 
＜調査票の扱い＞ 
この調査にご記入頂いた内容は、関係学会及び学会誌等へ発表する場合があります。回答は統計的に処理し
ますので、アンケートにご回答頂いた方を特定したり、我々が営業活動を行う事は絶対にございません。その
他、ご迷惑をおかけする事は一切ございません。 
 
＜調査票の回収＞ 
同封の返信用封筒にアンケート用紙を入れ、１２月１０日(土)までに投函して頂きますよう、 
お願い申し上げます。 
 
＜調査票への問い合わせ＞ 
本調査についてご不明な点、お問い合わせなどございましたら、下記までご連絡下さい。 
〒558-8585 大阪市住吉区杉本３－３－１３８  大阪市立大学大学院 生活科学研究科  
実施責任者 藤田忍  実施担当者 山田信博 
【電話・FAX】 ０６－６６０５－２８３０(研究室直通) 
【山田携帯】 研究室不在の場合が多いです、携帯電話にお掛け下さい 
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 1 
 ●
●
（
拠
点
名
）
に
つ
い
て
の
利
用
者
ア
ン
ケ
ー
ト
 
※
●
●
は
拠
点
名
を
記
入
予
定
 
あ
な
た
の
●
●
の
利
用
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
 
あ
な
た
が
●
●
を
知
っ
た
き
っ
か
け
は
何
で
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
    ２
 
あ
な
た
が
●
●
を
訪
れ
る
頻
度
は
ど
れ
く
ら
い
で
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
      ３
 
よ
く
利
用
さ
れ
る
時
間
帯
は
い
つ
で
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
     ４
 
●
●
は
誰
と
一
緒
に
来
ら
れ
る
こ
と
が
多
い
で
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
    ５
 
ど
ん
な
時
に
●
●
へ
来
ら
れ
ま
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
    ６
 
●
●
を
利
用
す
る
良
さ
・
楽
し
み
は
何
で
す
か
。（
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
      a
.ほ
と
ん
ど
毎
日
（
開
い
て
い
る
日
は
毎
日
）
 
 
 
 
 
b.
週
に
３
，
４
回
 
c.週
に
１
，
２
回
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
月
に
１
，
２
回
 
e.
た
ま
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
f.今
日
が
初
め
て
 
g.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
a.
１
０
時
～
１
２
時
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
１
２
時
～
１
４
時
 
c.１
４
時
～
１
６
時
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
１
６
時
～
１
８
時
 
e.
特
に
決
ま
っ
て
い
な
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
g.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
a.
ひ
と
り
で
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
家
族
と
 
c.友
人
と
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
a.
家
で
時
間
が
あ
る
と
き
（
退
屈
な
と
き
）
 
 
 
 
 
 
b.
話
相
手
が
欲
し
い
と
き
 
c.買
い
物
や
散
歩
な
ど
外
出
の
つ
い
で
に
 
 
 
 
 
 
 
d.
行
事
・
イ
ベ
ン
ト
・
サ
ー
ク
ル
が
行
わ
れ
る
と
き
 
a.
い
ろ
ん
な
人
と
出
会
え
る
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
気
軽
に
相
談
し
た
り
、
聞
い
た
り
で
き
る
 
c.ゆ
っ
た
り
気
持
ち
よ
く
過
ご
せ
る
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
気
軽
に
お
し
ゃ
べ
り
が
で
き
る
 
e.
行
事
・
イ
ベ
ン
ト
・
サ
ー
ク
ル
に
参
加
で
き
る
 
 
 
 
f.そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
a.
チ
ラ
シ
等
を
見
て
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
人
か
ら
の
紹
介
や
勧
め
 
c.前
を
通
り
か
か
っ
て
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
 そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 2 
 ７
 
●
●
の
行
事
・
イ
ベ
ン
ト
・
サ
ー
ク
ル
等
で
、
あ
な
た
が
定
期
的
に
参
加
し
て
い
る
も
の
は
あ
り
ま
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
    ８
 
●
●
を
利
用
す
る
こ
と
で
、
あ
な
た
に
は
次
の
よ
う
な
変
化
が
あ
り
ま
す
か
。（
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
      ９
 
あ
な
た
は
今
後
も
●
●
を
利
用
し
ま
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
    １
０
 
今
後
●
●
の
よ
り
よ
い
運
営
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
の
た
め
に
改
善
す
べ
き
事
項
や
、
●
●
で
実
施
し
て
ほ
し
い
行
事
や
活
動
な
ど
の
ご
要
望
等
が
あ
り
ま
し
た
ら
、
ご
記
入
を
お
願
い
し
ま
す
。
 
                  
a.
あ
る
（
そ
れ
は
何
で
す
か
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
b.
現
在
は
な
い
が
、
こ
れ
か
ら
参
加
し
た
い
 
c.現
在
も
今
後
の
参
加
予
定
も
な
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
a.
利
用
す
る
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
利
用
し
な
い
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
c.分
か
ら
な
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 a.
家
か
ら
外
に
で
る
機
会
が
増
え
た
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
人
と
話
を
す
る
機
会
が
増
え
た
 
c.近
所
付
き
合
い
を
す
る
人
が
増
え
た
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
楽
し
み
が
増
え
た
 
e.
頼
み
ご
と
や
相
談
を
出
来
る
人
が
増
え
た
 
 
 
 
 
 
f.地
域
と
の
交
流
を
持
て
る
よ
う
に
な
っ
た
 
g.
変
わ
ら
な
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
i.そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
2 6 1
 3 
 市
営
住
宅
を
活
用
し
、
●
●
の
活
動
を
行
う
こ
と
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     １
 
あ
な
た
は
「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス
等
導
入
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
」
に
つ
い
て
知
っ
て
い
ま
し
た
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
    ２
 
市
営
住
宅
内
で
運
営
す
る
●
●
を
利
用
す
る
良
さ
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
。（
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
       ３
 
市
営
住
宅
内
で
●
●
を
運
営
す
る
に
あ
た
り
、
今
後
の
改
善
点
と
し
て
期
待
す
る
こ
と
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
。（
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
       ４
 
こ
の
市
営
住
宅
内
に
●
●
が
で
き
て
良
か
っ
た
で
す
か
（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
        
a.
知
っ
て
い
た
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
聞
い
た
こ
と
は
あ
っ
た
 
c.知
ら
な
か
っ
た
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
a.
友
人
宅
へ
遊
び
に
行
く
よ
う
な
感
覚
が
良
い
 
 
 
 
 
b.
ア
ッ
ト
ホ
ー
ム
で
良
い
 
c.通
い
や
す
い
位
置
に
あ
る
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
畳
の
空
間
が
落
ち
着
く
 
e.
部
屋
が
広
す
ぎ
ず
丁
度
良
い
大
き
さ
の
空
間
 
 
 
 
 
f.外
か
ら
丸
見
え
で
な
い
空
間
が
落
ち
着
く
 
g.
静
か
な
環
境
が
良
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
h.
地
域
に
馴
染
ん
だ
環
境
 
i.そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
a.
建
物
が
古
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
住
戸
内
の
設
備
が
古
い
 
c.部
屋
が
狭
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
さ
れ
て
い
な
い
 
h.
通
い
に
く
い
位
置
に
あ
る
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
f.オ
ー
プ
ン
な
空
間
で
な
い
た
め
入
り
に
く
い
 
i.ど
こ
に
あ
る
か
分
か
り
に
く
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 j
.団
地
内
に
入
り
に
く
い
 
k.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
a.
良
か
っ
た
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
b.
ど
ち
ら
で
も
な
い
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
c.他
の
所
に
合
っ
た
方
が
良
か
っ
た
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
 
→
例
え
ば
ど
こ
に
あ
れ
ば
良
か
っ
た
で
す
か
。（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス
等
導
入
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
」
と
は
、
市
営
住
宅
の
1
階
空
き
住
戸
を
活
用
し
、
高
齢
者
の
生
活
支
援
等
や
子
育
て
サ
ー
ビ
ス
等
の
提
供
な
ど
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス
等
の
活
動
拠
点
と
し
て
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
の
団
体
に
提
供
す
る
も
の
で
、
平
成
20
年
度
か
ら
実
施
し
て
お
り
、
こ
れ
ま
で
10
団
地
で
10
団
体
が
活
動
し
て
い
ま
す
。
 
 4 
 最
後
に
あ
な
た
自
身
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 １
 
ご
年
齢
を
教
え
て
下
さ
い
。
 
      ２
 
性
別
を
教
え
て
下
さ
い
。
 
   ３
 
家
族
構
成
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
。
 
       ４
 
現
在
の
お
住
ま
い
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
。
 
   ５
 
市
営
住
宅
を
活
用
し
●
●
の
活
動
を
行
う
こ
と
に
つ
い
て
の
ご
意
見
・
ご
感
想
や
、
今
後
、
他
の
地
域
で
も
市
営
住
宅
を
活
用
し
た
活
動
を
増
や
す
に
は
、
ど
う
す
れ
ば
良
い
か
・
必
要
と
感
じ
る
こ
と
等
、
何
で
も
ご
自
由
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
。
 
         ア
ン
ケ
ー
ト
は
以
上
で
す
。
ご
協
力
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a.
１
９
才
以
下
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
２
０
～
２
９
才
 
c.３
０
～
３
９
才
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
４
０
～
４
９
才
 
e.
５
０
～
５
９
才
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
f.６
０
～
６
９
才
 
g.
７
０
～
７
９
才
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
h.
８
０
才
以
上
 
a.
男
性
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
女
性
 
a.
ひ
と
り
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
自
分
と
夫
（
妻
）
 
c.自
分
と
こ
ど
も
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
自
分
と
夫
（
妻
）
と
こ
ど
も
 
e.
自
分
と
親
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
f.自
分
と
夫
（
妻
）
と
親
 
g.
自
分
と
夫
（
妻
）
と
こ
ど
も
と
親
 
 
 
 
 
 
 
 
 
h.
自
分
と
こ
ど
も
と
親
 
i.そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
a.
●
●
団
地
内
（
 
 
 
号
棟
 
 
 
階
）
 
 
 
 
 
 
b.
団
地
外
（
 
 
 
 
 
 
 
町
）
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【居住者向けアンケート】 
「高殿西住宅 すくすくのびのび」に関
かん
する調査
ちょうさ
へのご協 力
きょうりょく
のお願
ねが
い 
 
大阪市立大学大学院生活科学研究科  
実施責任者 藤田忍 2011 年12月 
時下
じ か
ますますご清栄
せいえい
のこととお喜び
よろこ
申し上げます
もう           
。 
当研究室
とうけんきゅうしつ
では、公営
こうえい
住宅
じゅうたく
に関
かん
する研究
けんきゅう
を行
おこな
っております。その中
なか
でも、住
じゅう
戸
こ
を使用
しよう
した
団地
だんち
再生
さいせい
活動
かつどう
について現在
げんざい
研究
けんきゅう
を進
すす
めております。今回
こんかい
、全国
ぜんこく
でも希少
きしょう
で先進的
せんしんてき
な事例
じれい
であ
る大阪
おおさか
市営
しえい
住宅
じゅうたく
における「地域
ちいき
コミュニティ活性化
かっせいか
の活動
かつどう
拠点
きょてん
」の利用
りよう
実態
じったい
を把握
はあく
するために、
調査
ちょうさ
を実施
じっし
することになりました。 
 その調査
ちょうさ
の一環
いっかん
として、高殿
たかどの
西住宅
にしじゅうたく
で活動
かつどう
されている「すくすくのびのび」の団地
だんち
居住者
きょじゅうしゃ
の方々
かたがた
を対象
たいしょう
としたアンケートを実施
じっし
させて頂
いただ
きたいと思
おも
います。なおアンケート調査
ちょうさ
に
協 力
きょうりょく
して頂
いただ
けるか、否
いな
かは皆様
みなさま
の自由
じゆう
意志
い し
です。 
以上
いじょう
の内容
ないよう
をご理解
りかい
のうえ、どうぞ皆様
みなさま
のご協 力
きょうりょく
をお願
ねが
い致
いた
します。 
 
＜調査票
ちょうさひょう
の扱
あつか
い＞ 
 この調査
ちょうさ
にご記入
きにゅう
いただいた内容
ないよう
は、関係
かんけい
学会
がっかい
及
およ
び学
がっ
会誌
かいし
等
など
へ発表
はっぴょう
する場合
ばあい
があります。
回答
かいとう
は統計的
とうけいてき
に処理
しょり
しますので、住民
じゅうみん
の皆様
みなさま
を特定
とくてい
したり、我々
われわれ
が営業
えいぎょう
活動
かつどう
を行
おこな
う事
こと
は
絶対
ぜったい
にございません、その他
た
、ご迷惑
めいわく
をおかけする事
こと
は一切
いっさい
ございません。 
＜調査票
ちょうさひょう
の回収
かいしゅう
＞ 
 同封
どうふう
の返信用
へんしんよう
封筒
ふうとう
にアンケート用紙
ようし
を入れ、１２月１８日（日）までに投函
とうかん
して頂
いただ
きますよ
う、お願
ねが
い申
もう
し上
あ
げます。 
＜調査票
ちょうさひょう
への問
と
い合
あ
わせ＞ 
  
 
本調査についてご不明な点、お問い合わせなどございましたら、下記までご連絡下さい。 
 
●所在地  〒558-8585  
大阪市住吉区杉本３－３－１３８ 大阪市立大学大学院生活科学研究科  
実施責任者 藤田忍  実施担当者 山田信博 
●電話・ＦＡＸ  ０６－６６０５－２８３０（研究室直通） （担当、山田・徳山） 
263
1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
．
知
ら
な
い
と
答
え
た
方
は
３
ペ
ー
ジ
［
２
］
へ
進
ん
で
下
さ
い
。
 
高
殿
西
住
宅
内
「
す
く
す
く
の
び
の
び
」
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大
阪
市
立
大
学
生
活
科
学
研
究
科
 
藤
田
研
究
室
 
 
[１
] 
団
地
内
の
「
す
く
す
く
の
び
の
び
」
に
つ
い
て
 
 
 
 
問
１
.あ
な
た
は
「
す
く
す
く
の
び
の
び
」
の
事
を
知
っ
て
い
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
1
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
 
 
１
．
知
っ
て
い
る
 
 
２
．
知
ら
な
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問
２
.あ
な
た
は「
す
く
す
く
の
び
の
び
」を
何
で
知
り
ま
し
た
か
。当
て
は
ま
る
番
号
す
べ
て
に
○
を
、
最
初
に
知
っ
た
も
の
に
◎
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
  
 
 
１
．
回
覧
板
 
 
 
 
２
．
掲
示
板
 
 
 
 
３
．
近
所
の
人
か
ら
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４
．
自
治
会
か
ら
 
 
５
．
す
く
す
く
の
び
の
び
の
ス
タ
ッ
フ
か
ら
 
 
６
．
民
生
委
員
か
ら
 
 
 
 
７
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
  
問
３
.あ
な
た
は
「
す
く
す
く
の
び
の
び
」
へ
行
っ
た
こ
と
が
あ
り
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
１
．
 
１
週
間
に
１
回
ぐ
ら
い
行
っ
て
い
る
 
２
．
 
２
週
間
に
１
回
ぐ
ら
い
行
っ
て
い
る
 
３
．
 
１
ケ
月
に
１
回
ぐ
ら
い
行
っ
て
い
る
 
４
．
 
２
～
３
ヶ
月
に
１
回
ぐ
ら
い
行
っ
て
い
る
 
５
．
 
過
去
に
１
回
程
度
行
っ
た
こ
と
が
あ
る
 
６
．
 
行
っ
た
こ
と
は
無
い
 
   
問
４
.問
３
で
「
す
く
す
く
の
び
の
び
に
は
行
っ
た
こ
と
は
無
い
」
と
答
え
た
方
に
お
聞
き
し
ま
す
。
今
ま
で
に
行
っ
た
こ
と
が
無
い
理
由
で
、
当
て
は
ま
る
番
号
全
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
１
．
 
現
在
の
自
分
に
必
要
な
も
の
で
は
な
い
 
２
．
 
存
在
は
知
っ
て
い
る
が
活
動
内
容
は
知
ら
な
い
 
３
．
 
知
人
が
い
な
い
場
所
に
行
く
こ
と
に
気
が
乗
ら
な
い
 
４
．
 
行
く
ま
で
の
階
段
や
距
離
な
ど
が
身
体
的
負
担
に
な
る
 
５
．
 
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
  
2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問
５
.「
す
く
す
く
の
び
の
び
」
の
事
で
、
あ
な
た
が
知
っ
て
い
る
項
目
の
番
号
全
て
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。
 
 
１
．
 
場
所
を
知
っ
て
い
る
 
２
．
 
在
室
し
て
い
る
職
員
を
知
っ
て
い
る
 
３
．
 
開
室
曜
日
、
時
間
帯
を
知
っ
て
い
る
 
４
．
 
ど
の
よ
う
な
業
務
や
行
事
を
行
っ
て
い
る
か
知
っ
て
い
る
 
５
．
 
何
も
知
ら
な
い
 
 
 問
６
.「
す
く
す
く
の
び
の
び
」
が
で
き
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
あ
な
た
の
日
常
に
変
化
は
あ
り
ま
し
た
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
全
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
  
 
 
１
．
団
地
内
の
方
と
の
会
話
が
増
え
た
 
２
．
様
々
な
も
の
に
関
心
を
も
つ
よ
う
に
な
っ
た
 
３
．
外
出
す
る
機
会
が
増
え
た
 
４
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
；
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
５
．
何
も
変
化
は
な
い
 
  問
７
.「
す
く
す
く
の
び
の
び
」
が
で
き
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
団
地
に
変
化
は
あ
り
ま
し
た
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
全
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
１
．
団
地
が
賑
や
か
に
な
っ
た
、
雰
囲
気
が
明
る
く
な
っ
た
 
２
．
人
が
多
く
集
ま
る
た
め
、
防
犯
上
の
安
心
感
が
高
ま
っ
た
 
３
．
自
治
会
活
動
へ
の
参
加
者
が
増
え
、
自
治
会
が
活
発
に
な
っ
た
 
４
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
；
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
５
．
何
も
変
化
は
な
い
 
  問
８
.あ
な
た
は
「
す
く
す
く
の
び
の
び
」
が
開
室
し
て
良
か
っ
た
と
思
い
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
そ
の
理
由
を
お
書
き
下
さ
い
。
 
  
 
 
１
．
良
か
っ
た
と
思
う
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
．
ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
 
良
か
っ
た
と
思
う
 
 ３
．
何
と
も
思
わ
な
い
 
 ４
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
；
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
   
  
  
（
そ
の
理
由
；
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
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3 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 [
２
] 
 大
阪
市
内
に
は
「
す
く
す
く
の
び
の
び
」
の
よ
う
に
、
市
営
住
宅
の
一
室
を
住
戸
と
し
て
で
は
な
く
、
様
々
な
地
域
活
性
化
の
活
動
の
た
め
に
使
用
し
て
い
る
例
が
数
多
く
あ
り
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
市
営
住
宅
の
一
室
で
行
わ
れ
て
い
る
活
動
の
こ
と
を
我
々
は「
地
域
活
動
支
援
ル
ー
ム
」と
呼
ん
で
い
ま
す
。
（
正
式
名
称
：
市
営
住
宅
の
空
き
住
戸
を
活
用
し
た
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス
拠
点
）
 
 問
１
．
あ
な
た
は
「
地
域
活
動
支
援
ル
ー
ム
」
に
関
心
が
あ
り
ま
す
か
、
当
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
 
１
．
関
心
が
あ
る
 
 
 
 
 
 
 
２
．
関
心
は
無
い
 
 
 
 
 
 
３
．
分
か
ら
な
い
 
 
 
 
 
 
問
２
．
問
１
で
「
１
．
関
心
が
あ
る
」
と
答
え
た
方
に
お
聞
き
し
ま
す
。「
地
域
活
動
支
援
ル
ー
ム
」
で
の
活
動
、
行
事
の
う
ち
、
あ
な
た
が
参
加
し
て
み
た
い
事
、
希
望
す
る
事
が
あ
り
ま
し
た
ら
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
 
 
 
 
１
．
 地
域
の
情
報
提
供
 
２
．
 日
常
相
談
 
３
．
 ふ
れ
あ
い
喫
茶
、
お
茶
会
 
４
．
 料
理
や
手
芸
な
ど
趣
味
に
つ
な
が
る
も
の
 
５
．
 そ
の
他
 
（
具
体
的
に
；
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
 
 
  
問
３
.あ
な
た
の
団
地
内
で
起
き
て
い
る
問
題
が
あ
れ
ば
お
書
き
下
さ
い
。
 
（
例
；
駐
車
場
が
な
い
、
若
い
人
が
お
ら
ず
自
治
会
が
機
能
し
て
い
な
い
、
高
齢
者
の
見
守
り
の
拠
点
が
欲
し
い
な
ど
）
 
               
4 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 [
３
] 
あ
な
た
自
身
の
こ
と
に
つ
い
て
お
尋
ね
し
ま
す
 
※
「
地
域
ち
い
き
活
動
か
つ
ど
う
支
援
し
え
ん
ル
ー
ム
」
と
の
関
係
性
に
つ
い
て
考
察
す
る
た
め
に
使
用
し
、
あ
な
た
を
特
定
す
る
こ
と
は
絶
対
に
あ
り
ま
せ
ん
の
で
、
出
来
る
だ
け
ご
協
力
願
い
ま
す
。
 
 
問
１
.あ
な
た
が
お
住
ま
い
の
住
宅
の
棟
数
、
階
数
を
ご
記
入
下
さ
い
。
 
  
 
・
棟
数
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
号
棟
 
 
 
・
階
数
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
階
 
 
 
 
 
 
問
２
.あ
な
た
の
年
齢
を
記
入
し
、
性
別
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
。（
平
成
23
年
12
月
1
日
現
在
）
 
  
 
 
・
年
齢
 
 
 
 
満
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
歳
 
 
 
 
 
・
性
別
 
 
 
 
１
．
男
性
 
 
 
 
 
 
２
．
女
性
 
 
 [４
] 
団
地
内
で
「
地
域
ち
い
き
活
動
か
つ
ど
う
支
援
し
え
ん
ル
ー
ム
」
を
開
室
す
る
こ
と
は
、
市
営
住
宅
の
空
室
を
利
用
し
て
様
々
な
団
体
が
活
動
す
る
こ
と
の
一
例
で
す
。
市
営
住
宅
の
空
室
を
利
用
す
る
と
い
う
活
動
は
、
全
国
に
先
駆
け
て
行
わ
れ
て
い
る
貴
重
な
事
例
で
す
。
こ
の
事
に
つ
い
て
、
意
見
や
感
想
が
あ
れ
ば
何
で
も
結
構
で
す
の
で
、
ご
記
入
願
い
ま
す
。
 
   
ア
ン
ケ
ー
ト
は
以
上
で
す
、
ご
協
力
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
 
         ※
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
返
信
用
封
筒
へ
こ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
用
紙
を
入
れ
て
、
 
１
２
月
１
８
日
（
日
）
ま
で
に
ポ
ス
ト
へ
投
函
願
い
ま
す
。
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【居住者向けアンケート】 
「 北大桐住宅内 ほのぼの苑
えん
 」に関
かん
する調査
ちょうさ
へのご協 力
きょうりょく
のお願
ねが
い 
 
大阪市立大学大学院生活科学研究科  
実施責任者 藤田忍 2011 年12月 
時下
じ か
ますますご清栄
せいえい
のこととお喜び
よろこ
申し上げます
もう           
。 
当研究室
とうけんきゅうしつ
では、公営
こうえい
住宅
じゅうたく
に関
かん
する研究
けんきゅう
を行
おこな
っております。その中
なか
でも、住
じゅう
戸
こ
を使用
しよう
した
団地
だんち
再生
さいせい
活動
かつどう
について現在
げんざい
研究
けんきゅう
を進
すす
めております。今回
こんかい
、全国
ぜんこく
でも希少
きしょう
で先進的
せんしんてき
な事例
じれい
であ
る大阪
おおさか
市営
しえい
住宅
じゅうたく
における「地域
ちいき
コミュニティ活性化
かっせいか
の活動
かつどう
拠点
きょてん
」の利用
りよう
実態
じったい
を把握
はあく
するために、
調査
ちょうさ
を実施
じっし
することになりました。 
 その調査
ちょうさ
の一環
いっかん
として、北
きた
大桐
だいどう
住宅
じゅうたく
で活動
かつどう
されている「ほのぼの苑
えん
」の団地
だんち
居住者
きょじゅうしゃ
の方々
かたがた
を対象
たいしょう
としたアンケートを実施
じっし
させて頂
いただ
きたいと思
おも
います。なおアンケート調査
ちょうさ
に協 力
きょうりょく
し
て頂
いただ
けるか、否
いな
かは皆様
みなさま
の自由
じゆう
意志
い し
です。 
以上
いじょう
の内容
ないよう
をご理解
りかい
のうえ、どうぞ皆様
みなさま
のご協 力
きょうりょく
をお願
ねが
い致
いた
します。 
 
＜調査票
ちょうさひょう
の扱
あつか
い＞ 
 この調査
ちょうさ
にご記入
きにゅう
いただいた内容
ないよう
は、関係
かんけい
学会
がっかい
及
およ
び学
がっ
会誌
かいし
等
など
へ発表
はっぴょう
する場合
ばあい
があります。
回答
かいとう
は統計的
とうけいてき
に処理
しょり
しますので、住民
じゅうみん
の皆様
みなさま
を特定
とくてい
したり、我々
われわれ
が営業
えいぎょう
活動
かつどう
を行
おこな
う事
こと
は
絶対
ぜったい
にございません、その他
た
、ご迷惑
めいわく
をおかけする事
こと
は一切
いっさい
ございません。 
＜調査票
ちょうさひょう
の回収
かいしゅう
＞ 
 同封
どうふう
の返信用
へんしんよう
封筒
ふうとう
にアンケート用紙
ようし
を入れ、１２月１８日（日）までに投函
とうかん
して頂
いただ
きますよ
う、お願
ねが
い申
もう
し上
あ
げます。 
＜調査票
ちょうさひょう
への問
と
い合
あ
わせ＞ 
  
 
本調査についてご不明な点、お問い合わせなどございましたら、下記までご連絡下さい。 
 
●所在地  〒558-8585  
大阪市住吉区杉本３－３－１３８ 大阪市立大学大学院生活科学研究科  
実施責任者 藤田忍  実施担当者 山田信博 
●電話・ＦＡＸ  ０６－６６０５－２８３０（研究室直通） （担当、山田・徳山） 
266
1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
．
知
ら
な
い
と
答
え
た
方
は
３
ペ
ー
ジ
［
２
］
へ
進
ん
で
下
さ
い
。
 
北
大
桐
住
宅
内
「
ほ
の
ぼ
の
苑
」
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大
阪
市
立
大
学
生
活
科
学
研
究
科
 
藤
田
研
究
室
 
 
[１
] 
団
地
内
の
「
ほ
の
ぼ
の
苑
」
に
つ
い
て
 
 
 
 
問
１
.あ
な
た
は
「
ほ
の
ぼ
の
苑
」
の
事
を
知
っ
て
い
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
1
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
 
 
１
．
知
っ
て
い
る
 
 
２
．
知
ら
な
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問
２
.あ
な
た
は
「
ほ
の
ぼ
の
苑
」
を
何
で
知
り
ま
し
た
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
す
べ
て
に
○
を
、
最
初
に
知
っ
た
も
の
に
◎
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
  
 
 
１
．
回
覧
板
 
 
 
 
２
．
掲
示
板
 
 
 
 
３
．
近
所
の
人
か
ら
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４
．
自
治
会
か
ら
 
 
５
．
ほ
の
ぼ
の
苑
の
ス
タ
ッ
フ
か
ら
 
 
６
．
民
生
委
員
か
ら
 
 
 
 
７
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
  
問
３
.あ
な
た
は
「
ほ
の
ぼ
の
苑
」
へ
行
っ
た
こ
と
が
あ
り
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
１
．
 
１
週
間
に
１
回
ぐ
ら
い
行
っ
て
い
る
 
２
．
 
２
週
間
に
１
回
ぐ
ら
い
行
っ
て
い
る
 
３
．
 
１
ケ
月
に
１
回
ぐ
ら
い
行
っ
て
い
る
 
４
．
 
２
～
３
ヶ
月
に
１
回
ぐ
ら
い
行
っ
て
い
る
 
５
．
 
過
去
に
１
回
程
度
行
っ
た
こ
と
が
あ
る
 
６
．
 
行
っ
た
こ
と
は
無
い
 
   
問
４
.問
３
で
「
行
っ
た
こ
と
は
無
い
」
と
答
え
た
方
に
お
聞
き
し
ま
す
。
今
ま
で
に
行
っ
た
こ
と
が
無
い
理
由
で
、
当
て
は
ま
る
番
号
全
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
１
．
 
現
在
の
自
分
に
必
要
な
も
の
で
は
な
い
 
２
．
 
存
在
は
知
っ
て
い
る
が
活
動
内
容
は
知
ら
な
い
 
３
．
 
知
人
が
い
な
い
場
所
に
行
く
こ
と
に
気
が
乗
ら
な
い
 
４
．
 
行
く
ま
で
の
階
段
や
距
離
な
ど
が
身
体
的
負
担
に
な
る
 
５
．
 
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
  
2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問
５
.「
ほ
の
ぼ
の
苑
」
の
事
で
、
あ
な
た
が
知
っ
て
い
る
項
目
の
番
号
全
て
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。 
 
１
．
 
場
所
を
知
っ
て
い
る
 
２
．
 
在
室
し
て
い
る
職
員
を
知
っ
て
い
る
 
３
．
 
開
室
曜
日
、
時
間
帯
を
知
っ
て
い
る
 
４
．
 
ど
の
よ
う
な
業
務
や
行
事
を
行
っ
て
い
る
か
知
っ
て
い
る
 
５
．
 
何
も
知
ら
な
い
 
 
 問
６
.「
ほ
の
ぼ
の
苑
」
が
で
き
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
あ
な
た
の
日
常
に
変
化
は
あ
り
ま
し
た
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
全
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
  
 
 
１
．
団
地
内
の
方
と
の
会
話
が
増
え
た
 
２
．
様
々
な
も
の
に
関
心
を
も
つ
よ
う
に
な
っ
た
 
３
．
外
出
す
る
機
会
が
増
え
た
 
４
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
；
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
５
．
何
も
変
化
は
な
い
 
  問
７
.「
ほ
の
ぼ
の
苑
」
が
で
き
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
団
地
に
変
化
は
あ
り
ま
し
た
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
全
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
１
．
団
地
が
賑
や
か
に
な
っ
た
、
雰
囲
気
が
明
る
く
な
っ
た
 
２
．
人
が
多
く
集
ま
る
た
め
、
防
犯
上
の
安
心
感
が
高
ま
っ
た
 
３
．
自
治
会
活
動
へ
の
参
加
者
が
増
え
、
自
治
会
が
活
発
に
な
っ
た
 
４
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
；
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
５
．
何
も
変
化
は
な
い
 
   問
８
.あ
な
た
は
「
ほ
の
ぼ
の
苑
」
が
開
室
し
て
良
か
っ
た
と
思
い
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
そ
の
理
由
を
お
書
き
下
さ
い
。
 
  
 
 
１
．
良
か
っ
た
と
思
う
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
．
ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
 
良
か
っ
た
と
思
う
 
 ３
．
何
と
も
思
わ
な
い
 
 ４
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
；
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
   
  
  
（
そ
の
理
由
；
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
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3 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 [
２
] 
 大
阪
市
内
に
は
「
ほ
の
ぼ
の
苑
」
の
よ
う
に
、
市
営
住
宅
の
一
室
を
住
戸
と
し
て
で
は
な
く
、
様
々
な
地
域
活
性
化
の
活
動
の
た
め
に
使
用
し
て
い
る
例
が
数
多
く
あ
り
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
市
営
住
宅
の
一
室
で
行
わ
れ
て
い
る
活
動
の
こ
と
を
我
々
は
「
地
域
活
動
支
援
ル
ー
ム
」
と
呼
ん
で
い
ま
す
。
（
正
式
名
称
：
市
営
住
宅
の
空
き
住
戸
を
活
用
し
た
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス
拠
点
）
 
 問
１
．
あ
な
た
は
「
地
域
活
動
支
援
ル
ー
ム
」
に
関
心
が
あ
り
ま
す
か
、
当
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
 
１
．
関
心
が
あ
る
 
 
 
 
 
 
 
２
．
関
心
は
無
い
 
 
 
 
 
 
３
．
分
か
ら
な
い
 
 
 
 
 
 
問
２
．
問
１
で
「
１
．
関
心
が
あ
る
」
と
答
え
た
方
に
お
聞
き
し
ま
す
。「
地
域
活
動
支
援
ル
ー
ム
」
で
の
活
動
、
行
事
の
う
ち
、
あ
な
た
が
参
加
し
て
み
た
い
事
、
希
望
す
る
事
が
あ
り
ま
し
た
ら
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 
 
 
 
 
１
．
 地
域
の
情
報
提
供
 
２
．
 日
常
相
談
 
３
．
 ふ
れ
あ
い
喫
茶
、
お
茶
会
 
４
．
 料
理
や
手
芸
な
ど
趣
味
に
つ
な
が
る
も
の
 
５
．
 そ
の
他
 
（
具
体
的
に
；
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
 
 
  
問
３
.あ
な
た
の
団
地
内
で
起
き
て
い
る
問
題
が
あ
れ
ば
お
書
き
下
さ
い
。
 
（
例
；
駐
車
場
が
な
い
、
若
い
人
が
お
ら
ず
自
治
会
が
機
能
し
て
い
な
い
、
高
齢
者
の
見
守
り
の
拠
点
が
欲
し
い
な
ど
）
 
               
4 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 [
３
] 
あ
な
た
自
身
の
こ
と
に
つ
い
て
お
尋
ね
し
ま
す
 
※
「
地
域
ち
い
き
活
動
か
つ
ど
う
支
援
し
え
ん
ル
ー
ム
」
と
の
関
係
性
に
つ
い
て
考
察
す
る
た
め
に
使
用
し
、
あ
な
た
を
特
定
す
る
こ
と
は
絶
対
に
あ
り
ま
せ
ん
の
で
、
出
来
る
だ
け
ご
協
力
願
い
ま
す
。
 
 
問
１
.あ
な
た
が
お
住
ま
い
の
住
宅
の
棟
数
、
階
数
を
ご
記
入
下
さ
い
。
 
  
 
・
棟
数
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
号
棟
 
 
 
・
階
数
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
階
 
 
 
 
 
 
問
２
.あ
な
た
の
年
齢
を
記
入
し
、
性
別
に
○
を
付
け
て
下
さ
い
。（
平
成
23
年
11
月
1
日
現
在
）
 
  
 
 
・
年
齢
 
 
 
 
満
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
歳
 
 
 
 
 
・
性
別
 
 
 
 
１
．
男
性
 
 
 
 
 
 
２
．
女
性
 
 
 [４
] 
団
地
内
で
「
地
域
ち
い
き
活
動
か
つ
ど
う
支
援
し
え
ん
ル
ー
ム
」
を
開
室
す
る
こ
と
は
、
市
営
住
宅
の
空
室
を
利
用
し
て
様
々
な
団
体
が
活
動
す
る
こ
と
の
一
例
で
す
。
市
営
住
宅
の
空
室
を
利
用
す
る
と
い
う
活
動
は
、
全
国
に
先
駆
け
て
行
わ
れ
て
い
る
貴
重
な
事
例
で
す
。
こ
の
事
に
つ
い
て
、
意
見
や
感
想
が
あ
れ
ば
何
で
も
結
構
で
す
の
で
、
ご
記
入
願
い
ま
す
。
 
   
ア
ン
ケ
ー
ト
は
以
上
で
す
、
ご
協
力
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
 
        ※
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
返
信
用
封
筒
へ
こ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
用
紙
を
入
れ
て
、
 
１
２
月
１
８
日
（
日
）
ま
で
に
ポ
ス
ト
へ
投
函
願
い
ま
す
。
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【利用者向けアンケート】 
南鉄筋住宅「さんさんハウスの利用」に関する調査へのご協力のお願い 
大阪市立大学大学院 生活科学研究科 
実施責任者 藤田 忍 2012 年 11 月 
時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 
当研究室では、公営住宅の空き住戸を活用し、地域やコミュニティの活性化を目指す事例について、
調査・研究を進めております。しかし、公営住宅の空き住戸を使用した事例は少なく、希少な事例で
す。そこで、「明舞団地内の住戸を使用した地域活動」を利用されている皆様に、アンケート調査を
お願いしたいと考えております。皆様の貴重なご意見が、今後、公営住宅の空き住戸の有効な活用、
地域まちづくりのための貴重な資料となるのではないかと思われます。 
なおアンケート調査に協力して頂けるか、否かは皆様の自由意志です。  
以上の内容をご理解のうえ、どうぞ皆様のご協力をお願い致します。 
 
＜調査票の扱い＞ 
この調査にご記入頂いた内容は、関係学会及び学会誌等へ発表する場合があります。回答は統計的
に処理しますので、アンケートにご回答頂いた方を特定したり、我々が営業活動を行う事は絶対にご
ざいません。その他、ご迷惑をおかけする事は一切ございません。 
 
＜調査票の回収＞ 
同封の返信用封筒にアンケート用紙を入れ、１２月１６日(日)頃までに投函して頂
きますよう、お願い申し上げます。（切手は不要です） 
 
＜調査票への問い合わせ＞ 
本調査についてご不明な点、お問い合わせなどございましたら、下記までご連絡下さい。 
〒558-8585 大阪市住吉区杉本３－３－１３８  大阪市立大学大学院 生活科学研究科  
実施責任者 藤田忍  実施担当者 山田信博（大学院生） 
【電話・FAX】 ０６－６６０５－２８３０(研究室直通) 
【山田携帯】 研究室不在の場合が多いです、携帯電話にお掛け下さい 
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 1 
 
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
に
つ
い
て
の
利
用
者
ア
ン
ケ
ー
ト
 
２
０
１
２
年
１
１
月
 
大
阪
市
立
大
学
大
学
院
 
生
活
科
学
研
究
科
 
藤
田
研
究
室
  
※
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
以
下
（
ハ
ウ
ス
）
と
表
示
致
し
ま
す
。
 
あ
な
た
の
ハ
ウ
ス
の
利
用
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 １
 
あ
な
た
が
ハ
ウ
ス
を
知
っ
た
き
っ
か
け
は
何
で
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
    ２
 
あ
な
た
が
ハ
ウ
ス
を
訪
れ
る
頻
度
は
ど
れ
く
ら
い
で
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
      ３
 
よ
く
利
用
さ
れ
る
時
間
帯
は
い
つ
で
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
     ４
 
ハ
ウ
ス
は
誰
と
一
緒
に
来
ら
れ
る
こ
と
が
多
い
で
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
    ５
 
ど
ん
な
時
に
ハ
ウ
ス
へ
来
ら
れ
ま
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
    ６
 
ハ
ウ
ス
を
利
用
す
る
良
さ
・
楽
し
み
は
何
で
す
か
。（
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
   
a.
 ほ
と
ん
ど
毎
日
（
開
い
て
い
る
日
は
毎
日
）
 
b.
 週
に
３
，
４
回
 
c. 
週
に
１
，
２
回
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
 月
に
１
，
２
回
 
e.
 今
回
が
初
め
て
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
f. 
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
a.
 １
０
時
～
１
２
時
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
 １
２
時
～
１
４
時
 
c. 
１
４
時
～
１
６
時
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
 １
６
時
～
１
８
時
 
e.
 特
に
決
ま
っ
て
い
な
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
g.
 そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
a.
 ひ
と
り
で
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
 家
族
と
 
c. 
近
所
の
方
と
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
 そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
a.
 家
で
時
間
が
あ
る
と
き
（
退
屈
な
と
き
）
 
 
b.
 話
買
い
物
や
散
歩
な
ど
外
出
の
つ
い
で
に
 
c. 
行
事
・
イ
ベ
ン
ト
の
と
き
（
何
の
行
事
で
す
か
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
a.
 い
ろ
ん
な
人
と
出
会
え
る
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
 気
軽
に
相
談
し
た
り
、
聞
い
た
り
で
き
る
 
c. 
行
事
・
イ
ベ
ン
ト
に
参
加
で
き
る
（
何
の
行
事
で
す
か
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
d.
 そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
a.
 チ
ラ
シ
等
を
見
て
 
 
 
 
 
 
 
b.
 人
か
ら
の
紹
介
や
勧
め
 
c. 
前
を
通
り
か
か
っ
て
 
 
 
 
 
 
d.
 そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 2 
  ７
 
ハ
ウ
ス
の
行
事
・
イ
ベ
ン
ト
・
サ
ー
ク
ル
等
で
、
あ
な
た
が
定
期
的
に
参
加
し
て
い
る
も
の
は
あ
り
ま
す
か
。
（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
     ８
 
ハ
ウ
ス
を
利
用
す
る
こ
と
で
、
あ
な
た
に
は
日
常
の
変
化
が
あ
り
ま
す
か
。（
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
       ９
 
あ
な
た
は
今
後
も
ハ
ウ
ス
を
利
用
し
ま
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
     １
０
 
今
後
ハ
ウ
ス
の
よ
り
よ
い
運
営
の
た
め
に
改
善
す
べ
き
事
項
や
、実
施
し
て
ほ
し
い
行
事
や
活
動
な
ど
の
ご
要
望
等
が
あ
り
ま
し
た
ら
、
ご
記
入
を
お
願
い
し
ま
す
。
 
              
a.
 あ
る
（
そ
れ
は
何
で
す
か
 
 
 
 
 
 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 ）
 
b.
 な
い
（
参
加
し
た
い
行
事
は
何
で
す
か
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ）
 
a.
利
用
す
る
 
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
b.
利
用
し
な
い
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
a.
 家
か
ら
外
に
で
る
機
会
が
増
え
た
 
 
 
 
 
b.
 人
と
話
を
す
る
機
会
が
増
え
た
 
c. 
近
所
付
き
合
い
を
す
る
人
が
増
え
た
 
 
 
 
d.
 自
治
会
の
活
動
が
盛
ん
に
な
っ
た
 
e.
 頼
み
ご
と
や
相
談
を
出
来
る
人
が
増
え
た
 
  
f. 
地
域
と
の
交
流
を
持
て
る
よ
う
に
な
っ
た
 
g.
 変
わ
ら
な
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
i. 
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
2 7 0
 3 
  県
営
住
宅
の
「
住
戸
」
を
活
用
す
る
「
地
域
再
生
計
画
」
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 
     １
 
あ
な
た
は
「
明
舞
団
地
に
お
け
る
地
域
再
生
計
画
」
に
つ
い
て
知
っ
て
い
ま
し
た
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
     ２
 
県
営
住
宅
の
住
戸
を
利
用
す
る
良
さ
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
。（
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
        ３
 
県
営
住
宅
内
で
住
戸
を
利
用
す
る
に
あ
た
り
、
問
題
点
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
。（
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
        ４
 
県
営
住
宅
内
に
ハ
ウ
ス
が
で
き
て
良
か
っ
た
で
す
か
（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
    
a.
 知
っ
て
い
た
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
 聞
い
た
こ
と
は
あ
っ
た
 
c. 
知
ら
な
か
っ
た
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
 そ
の
他
（
 
 
 
 
 
  
  
  
  
 
 
 
 
 
 
 
）
 
a.
 友
人
宅
へ
遊
び
に
行
く
よ
う
な
感
覚
が
良
い
 
 
 
b.
 ア
ッ
ト
ホ
ー
ム
で
良
い
 
c. 
通
い
や
す
い
位
置
に
あ
る
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
 畳
の
空
間
が
落
ち
着
く
 
e.
 部
屋
が
広
す
ぎ
ず
丁
度
良
い
大
き
さ
の
空
間
 
 
 
f. 
外
か
ら
丸
見
え
で
な
い
空
間
が
落
ち
着
く
 
g.
 静
か
な
環
境
が
良
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
h.
 地
域
に
馴
染
ん
だ
環
境
 
i. 
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 ）
 
a.
 建
物
が
古
い
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
b.
 住
戸
内
の
設
備
が
古
い
 
c. 
部
屋
が
狭
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
d.
 バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
さ
れ
て
い
な
い
 
h.
 通
い
に
く
い
場
所
に
あ
る
 
 
  
 
 
f. 
閉
鎖
的
な
印
象
が
す
る
 
i. 
ど
こ
に
あ
る
か
分
か
り
に
く
い
 
 
 
  
j. 
入
り
に
く
い
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
k.
 そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 
 
 
）
 
a.
 良
か
っ
た
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
b.
 ど
ち
ら
で
も
な
い
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
c. 
他
の
所
に
あ
っ
た
方
が
良
か
っ
た
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
→
ど
の
場
所
に
あ
れ
ば
良
か
っ
た
で
す
か
。（
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
「
地
域
再
生
計
画
」
と
は
、
県
営
住
宅
の
空
き
住
戸
を
活
用
し
、
高
齢
者
の
生
活
支
援
等
や
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
、
地
域
住
民
の
活
動
拠
点
な
ど
、
地
域
再
生
・
団
地
再
生
等
の
活
動
拠
点
と
し
て
住
民
に
提
供
す
る
も
の
で
、
明
舞
団
地
内
で
は
現
在
２
団
体
が
活
動
し
て
い
ま
す
。
 
 4 
  最
後
に
あ
な
た
自
身
（
ア
ン
ケ
ー
ト
回
答
者
）
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 
 
 １
 
ご
年
齢
を
教
え
て
下
さ
い
。（
平
成
２
４
年
１
２
月
時
点
）
  
      ２
 
性
別
を
教
え
て
下
さ
い
。
 
   ３
 
お
住
ま
い
の
家
族
数
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
。（
あ
な
た
を
含
め
た
人
数
を
お
選
び
下
さ
い
）
 
      ４
 
現
在
、
お
住
ま
い
の
場
所
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
。
 
     ５
 
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
の
よ
う
に
、
県
営
住
宅
の
「
住
戸
」
を
地
域
活
動
な
ど
に
使
用
で
き
る
制
度
に
つ
い
て
。
ご
意
見
・
ご
感
想
な
ど
、
何
で
も
ご
自
由
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
。
 
         ア
ン
ケ
ー
ト
は
以
上
で
す
。
ご
協
力
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 
 
a.
 １
９
才
以
下
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
 ２
０
～
２
９
才
 
c. 
３
０
～
３
９
才
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
 ４
０
～
４
９
才
 
e.
 ５
０
～
５
９
才
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
f. 
６
０
～
６
９
才
 
g.
 ７
０
～
７
９
才
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
h.
 ８
０
才
以
上
 
a.
 男
性
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 b
. 
女
性
 
a.
 １
人
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
b.
 ２
人
 
c. 
３
人
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
d.
 ４
人
 
e.
 ５
人
以
上
 
a.
  
松
ヶ
丘
３
丁
目
住
宅
 
b.
  
南
鉄
筋
住
宅
 
（
 
 
 
 
 
 
 
号
棟
 
 
 
 
 
階
）
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【利用者向けアンケート】 
北鉄筋住宅「神陵台まちづくりサポートセンターの利用」に関する調査ご協力のお願い 
大阪市立大学大学院 生活科学研究科 
実施責任者 藤田 忍 2012 年 11 月 
時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 
当研究室では、公営住宅の空き住戸を活用し、地域やコミュニティの活性化を目指す事例について、
調査・研究を進めております。しかし、公営住宅の空き住戸を使用した事例は少なく、希少な事例で
す。そこで、「明舞団地内の住戸を使用した地域活動」を利用されている皆様に、アンケート調査を
お願いしたいと考えております。皆様の貴重なご意見が、今後、公営住宅の空き住戸の有効な活用、
地域まちづくりのための貴重な資料となるのではないかと思われます。 
なおアンケート調査に協力して頂けるか、否かは皆様の自由意志です。  
以上の内容をご理解のうえ、どうぞ皆様のご協力をお願い致します。 
 
＜調査票の扱い＞ 
この調査にご記入頂いた内容は、関係学会及び学会誌等へ発表する場合があります。回答は統計的
に処理しますので、アンケートにご回答頂いた方を特定したり、我々が営業活動を行う事は絶対にご
ざいません。その他、ご迷惑をおかけする事は一切ございません。 
 
＜調査票の回収＞ 
同封の返信用封筒にアンケート用紙を入れ、１２月１６日(日)頃までに投函して頂
きますよう、お願い申し上げます。（切手は不要です） 
 
＜調査票への問い合わせ＞ 
本調査についてご不明な点、お問い合わせなどございましたら、下記までご連絡下さい。 
〒558-8585 大阪市住吉区杉本３－３－１３８  大阪市立大学大学院 生活科学研究科  
実施責任者 藤田忍  実施担当者 山田信博（大学院生） 
【電話・FAX】 ０６－６６０５－２８３０(研究室直通) 
【山田携帯】 研究室不在の場合が多いです、携帯電話にお掛け下さい 
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 1 
 「
神
陵
台
ま
ち
づ
く
り
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
」
に
つ
い
て
の
利
用
者
ア
ン
ケ
ー
ト
 
２
０
１
２
年
１
１
月
 
大
阪
市
立
大
学
大
学
院
 
生
活
科
学
研
究
科
 
藤
田
研
究
室
  
※
「
神
陵
台
ま
ち
づ
く
り
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
」
以
下
（
セ
ン
タ
ー
）
と
表
示
致
し
ま
す
。
 
あ
な
た
の
セ
ン
タ
ー
の
利
用
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 
 
 １
 
あ
な
た
が
セ
ン
タ
ー
を
知
っ
た
き
っ
か
け
は
何
で
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
    ２
 
あ
な
た
が
セ
ン
タ
ー
を
訪
れ
る
頻
度
は
ど
れ
く
ら
い
で
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
      ３
 
よ
く
利
用
さ
れ
る
時
間
帯
は
い
つ
で
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
     ４
 
セ
ン
タ
ー
は
誰
と
一
緒
に
来
ら
れ
る
こ
と
が
多
い
で
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
    ５
 
ど
ん
な
時
に
セ
ン
タ
ー
へ
来
ら
れ
ま
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
    ６
 
セ
ン
タ
ー
を
利
用
す
る
良
さ
・
楽
し
み
は
何
で
す
か
。（
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
   
a.
 ほ
と
ん
ど
毎
日
（
開
い
て
い
る
日
は
毎
日
）
 
b.
 週
に
３
，
４
回
 
c. 
週
に
１
，
２
回
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
 月
に
１
，
２
回
 
e.
 今
回
が
初
め
て
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
f. 
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
a.
 １
０
時
～
１
２
時
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
 １
２
時
～
１
４
時
 
c. 
１
４
時
～
１
６
時
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
 １
６
時
～
１
８
時
 
e.
 特
に
決
ま
っ
て
い
な
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
g.
 そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
a.
 ひ
と
り
で
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
 家
族
と
 
c. 
近
所
の
方
と
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
 そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
a.
 家
で
時
間
が
あ
る
と
き
（
退
屈
な
と
き
）
 
 
b.
 買
い
物
や
散
歩
な
ど
外
出
の
つ
い
で
に
 
c. 
行
事
・
イ
ベ
ン
ト
の
と
き
（
何
の
行
事
で
す
か
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
a.
 い
ろ
ん
な
人
と
出
会
え
る
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
 気
軽
に
相
談
し
た
り
、
聞
い
た
り
で
き
る
 
c. 
行
事
・
イ
ベ
ン
ト
に
参
加
で
き
る
（
何
の
行
事
で
す
か
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
d.
 そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
a.
 チ
ラ
シ
等
を
見
て
 
 
 
 
 
 
 
b.
 人
か
ら
の
紹
介
や
勧
め
 
c. 
前
を
通
り
か
か
っ
て
 
 
 
 
 
 
d.
 そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 2 
  ７
 
セ
ン
タ
ー
の
行
事
・
イ
ベ
ン
ト
・
サ
ー
ク
ル
等
で
、
あ
な
た
が
定
期
的
に
参
加
し
て
い
る
も
の
は
あ
り
ま
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
     ８
 
セ
ン
タ
ー
を
利
用
す
る
こ
と
で
、
あ
な
た
に
は
日
常
の
変
化
が
あ
り
ま
す
か
。（
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
       ９
 
あ
な
た
は
今
後
も
セ
ン
タ
ー
を
利
用
し
ま
す
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
     １
０
 
今
後
セ
ン
タ
ー
の
よ
り
よ
い
運
営
の
た
め
に
改
善
す
べ
き
事
項
や
、実
施
し
て
ほ
し
い
行
事
や
活
動
な
ど
の
ご
要
望
等
が
あ
り
ま
し
た
ら
、
ご
記
入
を
お
願
い
し
ま
す
。
 
              
a.
 あ
る
（
そ
れ
は
何
で
す
か
 
 
 
 
 
 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 ）
 
b.
 な
い
（
参
加
し
た
い
行
事
は
何
で
す
か
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ）
 
a.
利
用
す
る
 
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
b.
利
用
し
な
い
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
a.
 家
か
ら
外
に
で
る
機
会
が
増
え
た
 
 
 
 
 
b.
 人
と
話
を
す
る
機
会
が
増
え
た
 
c. 
近
所
付
き
合
い
を
す
る
人
が
増
え
た
 
 
 
 
d.
 楽
し
み
が
増
え
た
 
e.
 頼
み
ご
と
や
相
談
を
出
来
る
人
が
増
え
た
 
  
f. 
地
域
と
の
交
流
を
持
て
る
よ
う
に
な
っ
た
 
g.
 変
わ
ら
な
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
i. 
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
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 3 
  県
営
住
宅
の
「
住
戸
」
を
活
用
す
る
「
地
域
再
生
計
画
」
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 
 
     １
 
あ
な
た
は
「
明
舞
団
地
に
お
け
る
地
域
再
生
計
画
」
に
つ
い
て
知
っ
て
い
ま
し
た
か
。（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
     ２
 
県
営
住
宅
の
住
戸
を
利
用
す
る
良
さ
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
。（
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
        ３
 
県
営
住
宅
内
で
住
戸
を
利
用
す
る
に
あ
た
り
、
問
題
点
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
。（
当
て
は
ま
る
も
の
全
て
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
        ４
 
県
営
住
宅
内
に
セ
ン
タ
ー
が
で
き
て
良
か
っ
た
で
す
か
（
ひ
と
つ
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
）
 
    
a.
 知
っ
て
い
た
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
 聞
い
た
こ
と
は
あ
っ
た
 
c. 
知
ら
な
か
っ
た
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
 そ
の
他
（
 
 
 
 
 
  
  
  
  
 
 
 
 
 
 
 
）
 
a.
 友
人
宅
へ
遊
び
に
行
く
よ
う
な
感
覚
が
良
い
 
 
 
b.
 ア
ッ
ト
ホ
ー
ム
で
良
い
 
c. 
通
い
や
す
い
位
置
に
あ
る
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
 畳
の
空
間
が
落
ち
着
く
 
e.
 部
屋
が
広
す
ぎ
ず
丁
度
良
い
大
き
さ
の
空
間
 
 
 
f. 
外
か
ら
丸
見
え
で
な
い
空
間
が
落
ち
着
く
 
g.
 静
か
な
環
境
が
良
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
h.
 地
域
に
馴
染
ん
だ
環
境
 
i. 
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 ）
 
a.
 建
物
が
古
い
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
b.
 住
戸
内
の
設
備
が
古
い
 
c. 
部
屋
が
狭
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
d.
 バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
さ
れ
て
い
な
い
 
h.
 通
い
に
く
い
場
所
に
あ
る
 
 
  
 
 
f. 
閉
鎖
的
な
印
象
が
す
る
 
i. 
ど
こ
に
あ
る
か
分
か
り
に
く
い
 
 
 
  
j. 
入
り
に
く
い
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
k.
 そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 
 
 
）
 
a.
 良
か
っ
た
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
b.
 ど
ち
ら
で
も
な
い
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
c. 
他
の
所
に
あ
っ
た
方
が
良
か
っ
た
（
そ
の
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
→
ど
の
場
所
に
あ
れ
ば
良
か
っ
た
で
す
か
。（
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
「
地
域
再
生
計
画
」
と
は
、
県
営
住
宅
の
空
き
住
戸
を
活
用
し
、
高
齢
者
の
生
活
支
援
等
や
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
、
地
域
住
民
の
活
動
拠
点
な
ど
、
地
域
再
生
・
団
地
再
生
等
の
活
動
拠
点
と
し
て
住
民
に
提
供
す
る
も
の
で
、
明
舞
団
地
内
で
は
現
在
２
団
体
が
活
動
し
て
い
ま
す
。
 
 4 
  最
後
に
あ
な
た
自
身
（
ア
ン
ケ
ー
ト
回
答
者
）
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 
 
 １
 
ご
年
齢
を
教
え
て
下
さ
い
。（
平
成
２
４
年
１
２
月
時
点
）
 
      ２
 
性
別
を
教
え
て
下
さ
い
。
 
   ３
 
お
住
ま
い
の
家
族
数
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
。（
あ
な
た
を
含
め
た
人
数
を
お
選
び
下
さ
い
）
 
      ４
 
現
在
の
お
住
ま
い
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
。
 
   ５
 
セ
ン
タ
ー
の
よ
う
に
、
県
営
住
宅
の
「
住
戸
」
を
地
域
活
動
な
ど
に
使
用
で
き
る
制
度
に
つ
い
て
。
ご
意
見
・
ご
感
想
な
ど
、
何
で
も
ご
自
由
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
。
 
           ア
ン
ケ
ー
ト
は
以
上
で
す
。
ご
協
力
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 
 
a.
 １
９
才
以
下
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b.
 ２
０
～
２
９
才
 
c. 
３
０
～
３
９
才
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d.
 ４
０
～
４
９
才
 
e.
 ５
０
～
５
９
才
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
f. 
６
０
～
６
９
才
 
g.
 ７
０
～
７
９
才
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
h.
 ８
０
才
以
上
 
a.
 男
性
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 b
. 
女
性
 
a.
 １
人
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
b.
 ２
人
 
c. 
３
人
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
d.
 ４
人
 
e.
 ５
人
以
上
 
「
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
」
団
地
・
住
宅
 
（
 
 
 
 
号
棟
 
 
 
 
階
）
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【松ヶ丘居住者向けアンケート】 
「南鉄筋住宅 さんさんハウス」に関
かん
する調査
ちょうさ
へのご協 力
きょうりょく
のお願
ねが
い 
 
大阪市立大学大学院生活科学研究科  
実施責任者 藤田忍 2012 年12月 
時下
じ か
ますますご清栄
せいえい
のこととお喜び
よろこ
申し上げます
もう           
。 
当研究室
とうけんきゅうしつ
では、公営
こうえい
住宅
じゅうたく
に関
かん
する研究
けんきゅう
を行
おこな
っております。その中
なか
でも、住
じゅう
戸
こ
を使用
しよう
した
団地
だんち
再生
さいせい
活動
かつどう
について現在
げんざい
研究
けんきゅう
を進
すす
めております。今回
こんかい
、全国
ぜんこく
でも希少
きしょう
で先進的
せんしんてき
な事例
じれい
であ
る兵
ひょう
庫
ご
県営
けんえい
住宅
じゅうたく
における「地域
ちいき
の活動
かつどう
拠点
きょてん
」の利用
りよう
実態
じったい
を把握
はあく
するために、調査
ちょうさ
を実施
じっし
する
ことになりました。 
その調査
ちょうさ
の一環
いっかん
として南鉄筋
みなみてっきん
住宅
じゅうたく
で活動
かつどう
されている「さんさんハウス」の利用
りよう
対象者
たいしょうしゃ
の
方々
かたがた
を対 象
たいしょう
としたアンケートを実施
じっし
させて頂
いただ
きたいと思
おも
います。 
なおアンケート調査
ちょうさ
に協 力
きょうりょく
して頂
いただ
けるか、否
いな
かは皆様
みなさま
の自由
じゆう
意志
い し
です。 
以上
いじょう
の内容
ないよう
をご理解
りかい
のうえ、どうぞ皆様
みなさま
のご協 力
きょうりょく
をお願
ねが
い致
いた
します。 
 
＜調査票
ちょうさひょう
の扱
あつか
い＞ 
 この調査
ちょうさ
にご記入
きにゅう
いただいた内容
ないよう
は、関係
かんけい
学会
がっかい
及
およ
び学
がっ
会誌
かいし
等
など
へ発表
はっぴょう
する場合
ばあい
があります。
回答
かいとう
は統計的
とうけいてき
に処理
しょり
しますので、住民
じゅうみん
の皆様
みなさま
を特定
とくてい
したり、我々
われわれ
が営業
えいぎょう
活動
かつどう
を行
おこな
う事
こと
は
絶対
ぜったい
にございません、その他
た
、ご迷惑
めいわく
をおかけする事
こと
は一切
いっさい
ございません。 
＜調査票
ちょうさひょう
の回収
かいしゅう
＞ 
 同封
どうふう
の返信用
へんしんよう
封筒
ふうとう
にアンケート用紙
ようし
を入れ、１２月１６日（日）までに投函
とうかん
して頂
いただ
きま
すよう、お願
ねが
い申
もう
し上
あ
げます。 
＜調査票
ちょうさひょう
への問
と
い合
あ
わせ＞ 
  
 
本調査についてご不明な点、お問い合わせなどございましたら、下記までご連絡下さい。 
 
●所在地  〒558-8585  
大阪市住吉区杉本３－３－１３８ 大阪市立大学大学院生活科学研究科  
実施責任者 藤田忍  実施担当者 山田信博（大学院生） 
●電話・ＦＡＸ  ０６－６６０５－２８３０（研究室直通） （担当、山田・川端） 
３丁目 
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丘
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丁
目
 
住
民
の
皆
様
 
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
20
12
年
12
月
 
大
阪
市
立
大
学
生
活
科
学
研
究
科
 
藤
田
研
究
室
 
 [１
] 
県
営
明
舞
南
鉄
筋
住
宅
３
号
棟
１
Ｆ
の
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
に
つ
い
て
 
 
 
 
 
問
１
 
あ
な
た
は
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
の
事
を
知
っ
て
い
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
知
っ
て
い
る
 
 
２
．
知
ら
な
い
 
 
 
 問
２
 
あ
な
た
は
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
を
何
で
知
り
ま
し
た
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
す
べ
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
回
覧
板
 
 
２
．
掲
示
板
 
 
３
．
近
所
の
人
か
ら
 
 
４
．
自
治
会
か
ら
 
５
．
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
の
運
営
者
か
ら
 
６
．
民
生
委
員
か
ら
 
７
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
問
３
 
あ
な
た
は
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
へ
行
っ
た
こ
と
が
あ
り
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
１
週
間
に
１
回
ぐ
ら
い
行
っ
て
い
る
 
２
．
２
週
間
に
１
回
ぐ
ら
い
行
っ
て
い
る
 
３
．
１
ケ
月
に
１
回
ぐ
ら
い
行
っ
て
い
る
 
４
．
２
～
３
ケ
月
に
１
回
ぐ
ら
い
行
っ
て
い
る
 
５
．
過
去
に
１
回
程
度
行
っ
た
こ
と
が
あ
る
 
６
．
行
っ
た
こ
と
は
無
い
 
 
 
問
４
 
問
３
で
「
１
．
～
５
．」
（
今
ま
で
に
行
っ
た
こ
と
が
あ
る
）
と
答
え
た
方
に
お
聞
き
し
ま
す
。
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
の
場
所
に
つ
い
て
ど
う
思
い
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
全
て
に
○
を
 
 
 
 
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
気
軽
に
行
く
こ
と
が
で
き
る
 
２
．
近
所
の
方
と
接
す
る
機
会
が
増
え
る
 
３
．
距
離
や
階
段
な
ど
が
身
体
的
に
負
担
で
あ
る
 
４
．
入
り
に
く
い
（
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
５
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３
ペ
ー
ジ
の
問
１
０
に
お
す
す
み
下
さ
い
 
２
ペ
ー
ジ
の
問
５
に
お
す
す
み
下
さ
い
 
３
丁
目
 
２
ペ
ー
ジ
の
問
６
へ
お
す
す
み
下
さ
い
 
2 
 問
５
 
問
３
で
「
６
．
行
っ
た
こ
と
は
無
い
」
と
答
え
た
方
に
お
聞
き
し
ま
す
。
 
（
１
）
今
ま
で
に
行
っ
た
こ
と
が
無
い
理
由
で
、
当
て
は
ま
る
番
号
全
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
行
く
必
要
が
な
い
 
２
．
存
在
は
知
っ
て
い
る
が
活
動
内
容
は
知
ら
な
い
か
ら
 
３
．
知
人
が
い
な
い
場
所
に
行
く
こ
と
に
気
が
乗
ら
な
い
 
４
．
行
く
ま
で
の
階
段
や
距
離
な
ど
が
身
体
的
負
担
に
な
る
 
５
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
 
 
 
（
２
）
今
後
行
っ
て
み
た
い
と
思
い
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
1
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
１
．
行
っ
て
み
た
い
 
➘
（
何
が
あ
れ
ば
行
き
た
い
で
す
か
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
 
２
．
特
に
思
わ
な
い
 
 
 問
６
 
あ
な
た
は
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
の
運
営
者
、
ま
た
利
用
者
と
会
う
こ
と
が
あ
り
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
運
営
者
、
利
用
者
と
も
に
会
う
 
２
．
運
営
者
と
会
う
 
３
．
利
用
者
と
会
う
 
４
．
運
営
者
、
利
用
者
と
も
に
会
わ
な
い
 
 
 
 
 
問
７
 
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
が
開
室
し
た
こ
と
で
、
あ
な
た
の
日
常
に
変
化
は
あ
り
ま
し
た
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
全
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
近
所
の
方
と
の
会
話
が
増
え
た
 
２
．
県
営
住
宅
の
方
と
の
会
話
が
増
え
た
 
３
．
知
り
合
い
が
増
え
た
 
４
．
外
出
す
る
機
会
が
増
え
た
 
５
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
６
．
何
も
変
化
は
な
い
 
 
 
 
 
問
８
 
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
が
開
室
し
た
こ
と
で
、
松
ヶ
丘
３
丁
目
に
変
化
は
あ
り
ま
し
た
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
あ
っ
た
 
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
２
．
な
い
 
問
３
．
「
行
っ
た
事
は
無
い
」
 
と
答
え
た
方
 
全
員
お
答
え
下
さ
い
 
問
４
．
を
回
答
さ
れ
た
方
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3 
 問
９
 
あ
な
た
は
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
が
県
営
住
宅
内
に
あ
る
こ
と
に
つ
い
て
、
ど
う
思
わ
れ
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
良
か
っ
た
と
思
う
 
 
 
（
そ
の
理
由
を
お
書
き
下
さ
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
２
．
良
く
な
か
っ
た
と
思
う
 
そ
の
理
由
に
○
を
 
 
（
 遠
い
、
３
丁
目
内
が
良
い
、
県
営
住
宅
以
外
が
良
い
、
そ
の
他
 
 
 
 
 ）
３
．
何
も
思
わ
な
い
 
 
 
 
 
問
１
０
 
現
在
団
地
内
で
行
わ
れ
て
い
る
行
事
の
中
で
、
あ
な
た
が
関
心
を
持
っ
て
い
る
も
の
、
今
後
希
望
す
る
も
の
は
何
で
す
か
。
 
 
・
現
在
の
行
事
で
関
心
の
あ
る
も
の
 
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
  
・
今
後
希
望
す
る
も
の
 
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
  
 問
１
１
 
松
ヶ
丘
３
丁
目
で
起
き
て
い
る
問
題
が
あ
れ
ば
お
書
き
下
さ
い
。
 
（
例
：
自
治
会
が
機
能
し
て
い
な
い
、
高
齢
者
の
見
守
り
の
拠
点
が
欲
し
い
、
住
民
ど
う
し
の
関
り
合
い
が
少
な
い
な
ど
）
 
      
 
問
１
２
 
あ
な
た
が
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
で
や
っ
て
み
た
い
こ
と
、
希
望
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
し
た
ら
、
記
入
し
て
下
さ
い
。
 
 
 問
１
．
「
知
ら
な
い
」
 
と
答
え
た
方
 
全
員
お
答
え
下
さ
い
 
4 
  [
２
] 
あ
な
た
自
身
の
こ
と
に
つ
い
て
お
尋
ね
し
ま
す
 
※
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
と
の
関
係
性
に
つ
い
て
考
察
す
る
た
め
に
使
用
し
、
あ
な
た
を
特
定
す
る
こ
と
は
絶
対
に
あ
り
ま
せ
ん
の
で
、
出
来
る
だ
け
ご
協
力
願
い
ま
す
。
 
 
問
１
 
あ
な
た
が
お
住
ま
い
の
場
所
を
ご
記
入
下
さ
い
。
 
 
 
 
 
    
 
 
 
 問
２
 
あ
な
た
の
年
齢
、
性
別
に
つ
い
て
当
て
は
ま
る
も
の
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
（
ア
ン
ケ
ー
ト
ご
記
入
の
方
、
平
成
２
４
年
１
２
月
現
在
）
 
・
年
齢
 
 
 
１
．
 
～
２
９
歳
 
 
 
 
 
 
２
．
 
３
０
～
３
９
歳
 
 
 
 
 
 
 
３
．
 
４
０
～
４
９
歳
 
 
 
 
４
．
 
５
０
～
５
９
歳
 
 
 
 
 
 
 
５
．
 
６
０
～
６
９
歳
 
 
 
 
６
．
 
７
０
～
７
９
歳
 
 
 
 
 
 
 
７
．
 
８
０
～
８
９
歳
 
 
 
 
８
．
 
９
０
歳
～
 
 ・
性
別
 
 
 
１
．
男
 
 
 
 
 
 
 
２
．
女
 
 
 
  
  
  
 [
３
] 
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
の
よ
う
に
、
団
地
の
住
戸
を
住
民
が
使
用
す
る
こ
と
は
非
常
に
希
少
で
現
在
日
本
国
内
に
数
戸
し
か
あ
り
ま
せ
ん
。
こ
の
制
度
に
つ
い
て
ど
う
思
わ
れ
ま
す
か
。
意
見
や
感
想
が
あ
れ
ば
ご
記
入
願
い
ま
す
。
 
 
 
 
 
 
 
ア
ン
ケ
ー
ト
は
以
上
で
す
。
ご
協
力
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
 
※
返
信
用
封
筒
へ
こ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
用
紙
を
入
れ
て
、
 
１
２
月
１
６
日
ま
で
に
ポ
ス
ト
へ
投
函
願
い
ま
す
。
 
 ・
松
ヶ
丘
３
丁
目
 
 
 
 
 
 
 
番
地
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【南鉄筋住宅居住者向けアンケート】 
「南鉄筋住宅 さんさんハウス」に関
かん
する調査
ちょうさ
へのご協 力
きょうりょく
のお願
ねが
い 
 
大阪市立大学大学院生活科学研究科  
実施責任者 藤田忍 2012 年12月 
時下
じ か
ますますご清栄
せいえい
のこととお喜び
よろこ
申し上げます
もう           
。 
当研究室
とうけんきゅうしつ
では、公営
こうえい
住宅
じゅうたく
に関
かん
する研究
けんきゅう
を行
おこな
っております。その中
なか
でも、住
じゅう
戸
こ
を使用
しよう
した
団地
だんち
再生
さいせい
活動
かつどう
について現在
げんざい
研究
けんきゅう
を進
すす
めております。今回
こんかい
、全国
ぜんこく
でも希少
きしょう
で先進的
せんしんてき
な事例
じれい
であ
る兵
ひょう
庫
ご
県営
けんえい
住宅
じゅうたく
における「地域
ちいき
の活動
かつどう
拠点
きょてん
」の利用
りよう
実態
じったい
を把握
はあく
するために、調査
ちょうさ
を実施
じっし
する
ことになりました。 
その調査
ちょうさ
の一環
いっかん
として南鉄筋
みなみてっきん
住宅
じゅうたく
で活動
かつどう
されている「さんさんハウス」付近
ふきん
の団地
だんち
居住者
きょじゅうしゃ
の方々
かたがた
を対 象
たいしょう
としたアンケートを実施
じっし
させて頂
いただ
きたいと思
おも
います。 
なおアンケート調査
ちょうさ
に協 力
きょうりょく
して頂
いただ
けるか、否
いな
かは皆様
みなさま
の自由
じゆう
意志
い し
です。 
以上
いじょう
の内容
ないよう
をご理解
りかい
のうえ、どうぞ皆様
みなさま
のご協 力
きょうりょく
をお願
ねが
い致
いた
します。 
 
＜調査票
ちょうさひょう
の扱
あつか
い＞ 
 この調査
ちょうさ
にご記入
きにゅう
いただいた内容
ないよう
は、関係
かんけい
学会
がっかい
及
およ
び学
がっ
会誌
かいし
等
など
へ発表
はっぴょう
する場合
ばあい
があります。
回答
かいとう
は統計的
とうけいてき
に処理
しょり
しますので、住民
じゅうみん
の皆様
みなさま
を特定
とくてい
したり、我々
われわれ
が営業
えいぎょう
活動
かつどう
を行
おこな
う事
こと
は
絶対
ぜったい
にございません、その他
た
、ご迷惑
めいわく
をおかけする事
こと
は一切
いっさい
ございません。 
＜調査票
ちょうさひょう
の回収
かいしゅう
＞ 
 同封
どうふう
の返信用
へんしんよう
封筒
ふうとう
にアンケート用紙
ようし
を入れ、１２月１６日（日）までに投函
とうかん
して頂
いただ
きま
すよう、お願
ねが
い申
もう
し上
あ
げます。 
＜調査票
ちょうさひょう
への問
と
い合
あ
わせ＞ 
  
 
本調査についてご不明な点、お問い合わせなどございましたら、下記までご連絡下さい。 
 
●所在地  〒558-8585  
大阪市住吉区杉本３－３－１３８ 大阪市立大学大学院生活科学研究科  
実施責任者 藤田忍  実施担当者 山田信博（大学院生） 
●電話・ＦＡＸ  ０６－６６０５－２８３０（研究室直通） （担当、山田・川端） 
５丁目 
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 県
営
明
舞
南
鉄
筋
住
宅
 
２
、
３
、
４
号
棟
 
住
民
の
皆
様
 
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
20
12
年
12
月
 
大
阪
市
立
大
学
生
活
科
学
研
究
科
 
藤
田
研
究
室
 
 [１
] 
県
営
明
舞
南
鉄
筋
住
宅
３
号
棟
１
Ｆ
の
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
に
つ
い
て
 
 
 
 
 
問
１
 
あ
な
た
は
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
の
事
を
知
っ
て
い
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
知
っ
て
い
る
 
 
２
．
知
ら
な
い
 
 
 
 問
２
 
あ
な
た
は
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
を
何
で
知
り
ま
し
た
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
す
べ
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
回
覧
板
 
 
２
．
掲
示
板
 
 
３
．
近
所
の
人
か
ら
 
 
４
．
自
治
会
か
ら
 
５
．
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
の
運
営
者
か
ら
 
６
．
民
生
委
員
か
ら
 
７
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
問
３
 
あ
な
た
は
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
へ
行
っ
た
こ
と
が
あ
り
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
１
週
間
に
１
回
ぐ
ら
い
行
っ
て
い
る
 
２
．
２
週
間
に
１
回
ぐ
ら
い
行
っ
て
い
る
 
３
．
１
ケ
月
に
１
回
ぐ
ら
い
行
っ
て
い
る
 
４
．
２
～
３
ケ
月
に
１
回
ぐ
ら
い
行
っ
て
い
る
 
５
．
過
去
に
１
回
程
度
行
っ
た
こ
と
が
あ
る
 
６
．
行
っ
た
こ
と
は
無
い
 
 
 
問
４
 
問
３
で
「
１
．
～
５
．」
（
今
ま
で
に
行
っ
た
こ
と
が
あ
る
）
と
答
え
た
方
に
お
聞
き
し
ま
す
。
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
の
場
所
に
つ
い
て
ど
う
思
い
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
全
て
に
○
を
 
 
 
 
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
団
地
内
に
あ
る
の
で
気
軽
に
行
く
こ
と
が
で
き
る
 
２
．
近
所
の
方
と
接
す
る
機
会
が
増
え
る
 
３
．
距
離
や
階
段
な
ど
が
身
体
的
に
負
担
で
あ
る
 
４
．
入
り
に
く
い
（
理
由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
５
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
ペ
ー
ジ
の
問
６
に
お
す
す
み
下
さ
い
 
２
ペ
ー
ジ
の
問
５
に
お
す
す
み
下
さ
い
 
５
丁
目
 
2 
 
 
問
５
 
問
３
で
「
６
．
行
っ
た
こ
と
は
無
い
」
と
答
え
た
方
に
お
聞
き
し
ま
す
。
 
（
１
）
今
ま
で
に
行
っ
た
こ
と
が
無
い
理
由
で
、
当
て
は
ま
る
番
号
全
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
行
く
必
要
が
な
い
 
２
．
存
在
は
知
っ
て
い
る
が
活
動
内
容
は
知
ら
な
い
か
ら
 
３
．
知
人
が
い
な
い
場
所
に
行
く
こ
と
に
気
が
乗
ら
な
い
 
４
．
部
屋
の
中
に
入
っ
て
い
い
の
か
分
ら
な
い
か
ら
 
５
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
 
  
（
２
）
今
後
行
っ
て
み
た
い
と
思
い
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
1
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
１
．
行
っ
て
み
た
い
 
➘
（
何
が
あ
れ
ば
行
き
た
い
で
す
か
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
 
２
．
特
に
思
わ
な
い
 
 
問
６
 
現
在
団
地
内
で
行
わ
れ
て
い
る
行
事
の
中
で
、
あ
な
た
が
関
心
を
持
っ
て
い
る
も
の
、
今
後
希
望
す
る
も
の
は
何
で
す
か
。
 
 
・
現
在
の
行
事
で
関
心
の
あ
る
も
の
 
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
  
・
今
後
希
望
す
る
も
の
 
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
  
 問
７
 
あ
な
た
は
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
の
運
営
者
、
ま
た
利
用
者
と
会
う
こ
と
が
あ
り
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
運
営
者
、
利
用
者
と
も
に
会
う
 
 
２
．
運
営
者
と
会
う
 
３
．
利
用
者
と
会
う
 
 
 
 
 
 
 
 
４
．
運
営
者
、
利
用
者
と
も
に
会
わ
な
い
 
 
 
 
 
問
８
 
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
が
開
室
し
た
こ
と
で
、
あ
な
た
の
日
常
に
変
化
は
あ
り
ま
し
た
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
全
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
近
所
の
方
と
の
会
話
が
増
え
た
 
２
．
松
ヶ
丘
３
丁
目
の
方
と
の
会
話
が
増
え
た
 
３
．
知
り
合
い
が
増
え
た
 
４
．
外
出
す
る
機
会
が
増
え
た
 
５
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
６
．
何
も
変
化
は
な
い
 
問
３
．
「
行
っ
た
事
は
無
い
」
 
と
答
え
た
方
 
全
員
お
答
え
下
さ
い
 
問
４
．
を
回
答
さ
れ
た
方
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3 
 問
９
 
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
が
開
室
し
た
こ
と
で
、
団
地
に
変
化
は
あ
り
ま
し
た
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
全
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
あ
る
 
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
２
．
な
い
 
  
問
１
０
 
あ
な
た
は
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
の
よ
う
に
、
県
営
住
宅
の
空
き
住
戸
を
活
用
し
て
、
地
域
住
民
の
人
々
が
使
用
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
ど
う
思
わ
れ
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
良
い
こ
と
だ
と
思
う
 
２
．
良
く
な
い
こ
と
だ
と
思
う
 
（
そ
の
理
由
を
お
書
き
下
さ
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
３
．
何
も
思
わ
な
い
 
 
 
 
 
 
問
１
１
 
あ
な
た
の
団
地
内
で
起
き
て
い
る
問
題
が
あ
れ
ば
お
書
き
下
さ
い
。
 
（
例
：
自
治
会
が
機
能
し
て
い
な
い
、
高
齢
者
の
見
守
り
の
拠
点
が
欲
し
い
、
住
民
ど
う
し
の
関
り
合
い
が
少
な
い
な
ど
）
 
      
 
問
１
２
 
あ
な
た
が
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
で
や
っ
て
み
た
い
こ
と
、
希
望
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
し
た
ら
、
記
入
し
て
下
さ
い
。
 
 
 
4 
  [
２
] 
あ
な
た
自
身
の
こ
と
に
つ
い
て
お
尋
ね
し
ま
す
 
※
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
と
の
関
係
性
に
つ
い
て
考
察
す
る
た
め
に
使
用
し
、
あ
な
た
を
特
定
す
る
こ
と
は
絶
対
に
あ
り
ま
せ
ん
の
で
、
出
来
る
だ
け
ご
協
力
願
い
ま
す
。
 
 
問
１
 
あ
な
た
が
お
住
ま
い
の
住
宅
の
棟
数
、
階
数
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
 
    
 
 
 
 問
２
 
あ
な
た
の
年
齢
、
性
別
に
つ
い
て
当
て
は
ま
る
も
の
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
（
ア
ン
ケ
ー
ト
ご
記
入
の
方
、
平
成
２
４
年
１
２
月
現
在
）
 
・
年
齢
 
 
 
１
．
 
～
２
９
歳
 
 
 
 
 
 
２
．
 
３
０
～
３
９
歳
 
 
 
 
 
 
 
３
．
 
４
０
～
４
９
歳
 
 
 
 
４
．
 
５
０
～
５
９
歳
 
 
 
 
 
 
 
５
．
 
６
０
～
６
９
歳
 
 
 
 
６
．
 
７
０
～
７
９
歳
 
 
 
 
 
 
 
７
．
 
８
０
～
８
９
歳
 
 
 
 
８
．
 
９
０
歳
～
 
 ・
性
別
 
 
 
１
．
男
 
 
 
 
 
 
 
２
．
女
 
 
 
  
  
  
 [
３
] 
「
さ
ん
さ
ん
ハ
ウ
ス
」
の
よ
う
に
、
団
地
の
住
戸
を
住
民
が
使
用
す
る
こ
と
は
非
常
に
希
少
で
現
在
日
本
国
内
に
数
戸
し
か
あ
り
ま
せ
ん
。
こ
の
制
度
に
つ
い
て
ど
う
思
わ
れ
ま
す
か
。
意
見
や
感
想
が
あ
れ
ば
ご
記
入
願
い
ま
す
。
 
 
 
 
 
 
 
ア
ン
ケ
ー
ト
は
以
上
で
す
。
ご
協
力
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
 
※
返
信
用
封
筒
へ
こ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
用
紙
を
入
れ
て
、
 
１
２
月
１
６
日
ま
で
に
ポ
ス
ト
へ
投
函
願
い
ま
す
。
 
・
棟
数
 
 
 
２
号
棟
、
 
 
 
３
号
棟
、
 
 
 
４
号
棟
 
 ・
階
数
 
 
 
１
階
、
 
 
２
階
、
 
 
３
階
、
 
 
４
階
、
 
 
５
階
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【神陵台居住者向けアンケート】 
「北鉄筋住宅 神陵台まちづくりサポートセンター」 
に関
かん
する調査
ちょうさ
へのご協 力
きょうりょく
のお願
ねが
い 
大阪市立大学大学院生活科学研究科  
実施責任者 藤田忍 2012 年12月 
時下
じ か
ますますご清栄
せいえい
のこととお喜び
よろこ
申し上げます
もう           
。 
当研究室
とうけんきゅうしつ
では、公営
こうえい
住宅
じゅうたく
に関
かん
する研究
けんきゅう
を行
おこな
っております。その中
なか
でも、住
じゅう
戸
こ
を使用
しよう
した
団地
だんち
再生
さいせい
活動
かつどう
について現在
げんざい
研究
けんきゅう
を進
すす
めております。今回
こんかい
、全国
ぜんこく
でも希少
きしょう
で先進的
せんしんてき
な事例
じれい
であ
る兵
ひょう
庫
ご
県営
けんえい
住宅
じゅうたく
における「地域
ちいき
の活動
かつどう
拠点
きょてん
」の利用
りよう
実態
じったい
を把握
はあく
するために、調査
ちょうさ
を実施
じっし
する
ことになりました。 
その調査
ちょうさ
の一環
いっかん
として北鉄筋
きたてっきん
住宅
じゅうたく
で活動
かつどう
されている「神
しん
陵
りょう
台
だい
まちづくりサポートセンター」
付近
ふきん
の団地
だんち
居住者
きょじゅうしゃ
の方々
かたがた
を対象
たいしょう
としたアンケートを実施
じっし
させて頂
いただ
きたいと思
おも
います。 
なおアンケート調査
ちょうさ
に協 力
きょうりょく
して頂
いただ
けるか、否
いな
かは皆様
みなさま
の自由
じゆう
意志
い し
です。 
以上
いじょう
の内容
ないよう
をご理解
りかい
のうえ、どうぞ皆様
みなさま
のご協 力
きょうりょく
をお願
ねが
い致
いた
します。 
 
＜調査票
ちょうさひょう
の扱
あつか
い＞ 
 この調査
ちょうさ
にご記入
きにゅう
いただいた内容
ないよう
は、関係
かんけい
学会
がっかい
及
およ
び学
がっ
会誌
かいし
等
など
へ発表
はっぴょう
する場合
ばあい
があります。
回答
かいとう
は統計的
とうけいてき
に処理
しょり
しますので、住民
じゅうみん
の皆様
みなさま
を特定
とくてい
したり、我々
われわれ
が営業
えいぎょう
活動
かつどう
を行
おこな
う事
こと
は
絶対
ぜったい
にございません、その他
た
、ご迷惑
めいわく
をおかけする事
こと
は一切
いっさい
ございません。 
＜調査票
ちょうさひょう
の回収
かいしゅう
＞ 
 同封
どうふう
の返信用
へんしんよう
封筒
ふうとう
にアンケート用紙
ようし
を入れ、１２月１６日（日）までに投函
とうかん
して頂
いただ
きま
すよう、お願
ねが
い申
もう
し上
あ
げます。 
＜調査票
ちょうさひょう
への問
と
い合
あ
わせ＞ 
  
 
本調査についてご不明な点、お問い合わせなどございましたら、下記までご連絡下さい。 
 
●所在地  〒558-8585  
大阪市住吉区杉本３－３－１３８ 大阪市立大学大学院生活科学研究科  
実施責任者 藤田忍  実施担当者 山田信博（大学院生） 
●電話・ＦＡＸ  ０６－６６０５－２８３０（研究室直通） （担当、山田・川端） 
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 神
陵
台
１
丁
目
 
県
営
北
鉄
筋
住
宅
１
７
、
１
８
、
１
９
、
２
２
、
２
３
号
棟
 
住
民
の
皆
様
 
「
神
陵
台
ま
ち
づ
く
り
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
」
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
 
20
12
年
12
月
 
大
阪
市
立
大
学
生
活
科
学
研
究
科
 
藤
田
研
究
室
 
 [１
] 
県
営
明
舞
北
鉄
筋
住
宅
２
３
号
棟
内
の
「
神
陵
台
ま
ち
づ
く
り
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
」
に
つ
い
て
 
  
問
１
 
あ
な
た
は
「
神
陵
台
E,
E,
い
い
ま
ち
づ
く
り
の
会
」
を
知
っ
て
い
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
知
っ
て
い
る
 
 
 
 
２
．
知
ら
な
い
 
 
 
 
 
 
問
２
 
あ
な
た
は
E,
E,
ま
ち
づ
く
り
の
会
の
拠
点
で
あ
る
「
神
陵
台
ま
ち
づ
く
り
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
」
の
事
を
知
っ
て
い
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
知
っ
て
い
る
 
 
 
 
 
２
．
知
ら
な
い
 
 
 
 
問
３
 
あ
な
た
は
「
神
陵
台
ま
ち
づ
く
り
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
」
を
何
で
知
り
ま
し
た
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
す
べ
て
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
１
．
回
覧
板
 
２
．
掲
示
板
 
３
．
近
所
の
人
か
ら
 
４
．
自
治
会
か
ら
 
５
．
神
陵
台
ま
ち
づ
く
り
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
の
運
営
者
か
ら
 
６
．
民
生
委
員
か
ら
 
７
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
３
ペ
ー
ジ
の
問
７
へ
お
す
す
み
下
さ
い
 
2 
 
問
４
 
あ
な
た
は
「
神
陵
台
ま
ち
づ
く
り
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
」
へ
行
っ
た
こ
と
が
あ
り
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
あ
る
 
２
．
な
い
 
 問
５
 
問
４
で
「
２
．
な
い
 
」
と
答
え
た
方
に
お
聞
き
し
ま
す
。
 
（
１
）
今
ま
で
に
行
っ
た
こ
と
が
無
い
理
由
で
、
当
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
行
く
必
要
が
な
い
 
２
．
存
在
は
知
っ
て
い
る
が
、
何
を
し
て
い
る
か
知
ら
な
い
か
ら
 
３
．
知
人
が
い
な
い
場
所
に
行
く
こ
と
に
気
が
乗
ら
な
い
 
４
．
部
屋
の
中
に
入
っ
て
い
い
の
か
分
ら
な
い
か
ら
 
５
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
） 
 
 
（
２
）
今
後
行
っ
て
み
た
い
と
思
い
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
1
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
１
．
行
っ
て
み
た
い
 
（
何
が
あ
れ
ば
行
き
た
い
で
す
か
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 
 
 
２
．
今
は
思
わ
な
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問
６
 
「
神
陵
台
ま
ち
づ
く
り
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
」
が
開
室
し
た
こ
と
で
、
団
地
や
あ
な
た
の
日
常
に
変
化
は
あ
り
ま
し
た
か
。
当
て
は
ま
る
番
号
１
つ
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
１
．
あ
る
 
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
２
．
特
に
な
い
 
2 8 2
3 
 
問
７
 
現
在
団
地
内
で
行
わ
れ
て
い
る
行
事
の
中
で
、
あ
な
た
が
関
心
を
持
っ
て
い
る
も
の
、
今
後
希
望
す
る
も
の
は
何
で
す
か
。
 
・
現
在
の
行
事
で
関
心
の
あ
る
も
の
 
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
・
今
後
希
望
す
る
も
の
 
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 問
８
 
あ
な
た
の
団
地
内
で
起
き
て
い
る
問
題
が
あ
れ
ば
自
由
に
お
書
き
下
さ
い
。
 
（
例
：
自
治
会
の
活
動
に
つ
い
て
、
高
齢
者
の
見
守
り
の
拠
点
が
欲
し
い
、
住
民
同
士
の
関
り
合
い
が
少
な
い
な
ど
）
 
      
 問
９
 
あ
な
た
が
「
神
陵
台
ま
ち
づ
く
り
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
」
で
や
っ
て
み
た
い
こ
と
、
希
望
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
し
た
ら
、
記
入
し
て
下
さ
い
。
 
 
全
員
お
答
え
下
さ
い
 
問
２
．
「
知
ら
な
い
」
 
と
答
え
た
方
 
4 
  [
２
] 
あ
な
た
自
身
の
こ
と
に
つ
い
て
お
尋
ね
し
ま
す
 
※
神
陵
台
ま
ち
づ
く
り
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
と
の
関
係
性
に
つ
い
て
考
察
す
る
た
め
に
使
用
し
、
あ
な
た
を
特
定
す
る
こ
と
は
絶
対
に
あ
り
ま
せ
ん
の
で
、
出
来
る
だ
け
ご
協
力
願
い
ま
す
。
 
問
１
 
あ
な
た
が
お
住
ま
い
の
住
宅
の
棟
数
、
階
数
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
 
 
 
 
   
 
問
２
 
あ
な
た
の
年
齢
、
性
別
に
つ
い
て
当
て
は
ま
る
も
の
に
○
を
つ
け
て
下
さ
い
。
 
（
ア
ン
ケ
ー
ト
ご
記
入
の
方
、
平
成
２
４
年
１
２
月
現
在
）
 
・
年
齢
 
 
 
１
．
 
～
２
９
歳
 
 
 
 
 
 
２
．
 
３
０
～
３
９
歳
 
 
 
 
 
 
 
３
．
 
４
０
～
４
９
歳
 
 
 
 
４
．
 
５
０
～
５
９
歳
 
 
 
 
 
 
 
５
．
 
６
０
～
６
９
歳
 
 
 
 
６
．
 
７
０
～
７
９
歳
 
 
 
 
 
 
 
７
．
 
８
０
～
８
９
歳
 
 
 
 
８
．
 
９
０
歳
～
 
・
性
別
 
 
 
１
．
男
 
 
 
 
 
 
 
２
．
女
 
 
 
 
 
 
[３
]「
神
陵
台
ま
ち
づ
く
り
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
」
の
よ
う
に
、
県
営
住
宅
の
住
戸
を
地
域
活
動
と
し
て
使
用
す
る
こ
と
は
、
非
常
に
希
少
で
現
在
日
本
国
内
に
数
戸
し
か
あ
り
ま
せ
ん
。
こ
の
制
度
に
つ
い
て
ど
う
思
わ
れ
ま
す
か
。
意
見
や
感
想
が
あ
れ
ば
ご
記
入
願
い
ま
す
。
 
 
ア
ン
ケ
ー
ト
は
以
上
で
す
。
ご
協
力
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
 
※
返
信
用
封
筒
へ
こ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
用
紙
を
入
れ
て
、
 
１
２
月
１
６
日
ま
で
に
ポ
ス
ト
へ
 
投
函
願
い
ま
す
。
 
・
棟
数
 
 
１
７
号
棟
、
１
８
号
棟
、
１
９
号
棟
、
２
２
号
棟
、
２
３
号
 
・
階
数
 
 
 
１
階
、
 
 
２
階
、
 
 
３
階
、
 
 
４
階
、
 
 
５
階
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